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はじめに
小岩井淳は、愛知大学創建にあたり本間喜ーを
助けて大学の創立、発展に指導的役割を果した。
その理念は、小岩井の筆になると言われる「設立
趣意書J にあるように、戦争の反省に立った世界
平和と文化の興隆、国際的教養と視野をもっ人材
の養成であった。そして愛知大学創立の契機とな
ったのが、敗戦により廃校となる東亜同文書院大
学の末期において形成された同大学の本聞と教
員・学生との強い信頼関係であったことは大島隆
雄氏の研究によって明らかにされている。小岩井
はこの中の中心的教員であった。
小岩井は日中戦争開戦前の人民戦線活動のため
投獄され、転向ののち上海に渡り同文書院大学に
迎えられた。同文書院大学での小岩井の研究・教
育活動は、転向思想すなわち日本主義的思想から
離脱、解放されるプロセスであった。いいかえれ
ば愛知大学創立の契機となった同文書院大学での
教員、学生の信頼関係の形成は、小岩井にとって
は愛知大学創立の精神・理念の立場に復帰するた
めの思想的転換の過程であった。
この論稿の趣意は、愛知大学創設の精神、国際
平和と民主主義に立脚した教育と研究の発展の精
神が、たんに日本敗戦という時代に迎合したいわ
ば、歴史的転換期に順応しただけのものではなく、
小岩井について言えば、戦前の解放運動・平和運
動において形成された思想的立場の復活・再生の
意味をもったことを追求しようとしたものであ
る。戦前の小岩井の活動は、労働者・農民の運動
と結びついた実践的課題に対応した活動であり、
その著作のほとんどはそのような課題に応えよう
とした論評であった。ここではこれらの論評の分
析を通じて小岩井の思想形成の過程を明らかにす
るとともに、それらの政治的・社会的背景との関
連・意味を検討したい。
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1 rヴ・ナロード』の思想と
大阪時代における思想的軌跡
小岩井浮は 1897 （明治30）年長野県東筑摩郡
島立北栗（現松本市）に中農の家の長男として生
まれた。父宗十は国会開設運動に参加したりとく
に県庁の移庁分県運動では凶徒緊衆罪で起訴され
る（証拠不十分で無罪）など政治活動に強い関心
をもった人物であった。しかし 1902 （明治35)
年日清戦争後の日本に絶望してアメリカに渡り生
涯帰国しなかった。揮が 5 歳の時であった。以後
揮は母てふのもときびしい教育の中でも開明的な
少年期をすごすことになる。
小岩井浄の評伝、人物誌については、『市民タ
イムス』「松本平人物誌」、「深志人物誌」、『愛知
大学新聞小岩井滞特集号』「小岩井揮のすべてJ 、
「小岩井滞論ー思想、及び行動形態に見る典型的日
本人一」慶応義塾大学卒業論文中村勝範研究会
井手康裕、「小岩井博研究」慶応義塾大学卒業論
文中村勝範研究会羽多野佳二、「小岩井博論一
日本人民戦線の歴史的諸前提とその展開過程一」
岩村登志夫『日本人民戦線史序説』所収、「私観・
小岩井津」細迫朝夫『大阪労働運動史研究』第 7
号所収等がある。それぞれに文学少年としての文
筆・組織活動、文学の放棄と学資提供者の親戚家
族の希望の下での外交官志望、松本中学校におけ
る自治活動と新任校長との対立と退学、小学校代
用教員を経て一高入学、西郷隆盛崇拝と「大人格」
への思幕、中国旅行、東大入学後の新人会への参
加と民主主義思想・社会主義思想の受容、「ヴ・
ナロード」の選択としての大阪での弁護士活動へ
の赴任等、小岩井浄の人間形成、思想形成に深く
かかわったと思われる経歴について光が当てられ
ている。
井手康裕は前記「小岩井滞論」において、揮の
文学少年時代は小岩井の人間性、「ロマンチック
な、センチメンタルな小岩井J を形成したがそれ
に加えて「栗花会」の組織、日本少年愛読者大会
主催等によって得た「自分自身に対する自信」を
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深めたことによる『自ら組織を作る j という小岩
井の特質を形作ったのであり、この傾向は後の第
一次共産党、農民労働党、新労農党、モップル、
反ファシズム統一戦線等にみられると指摘してい
る I）。井手康裕はまたー高時代の小岩井の人格修
養と英雄崇拝に注目する。この時期の小岩井の「力
ある人間J 「人格の人」「弾力ある人」あるいは「第
ーに傑出しなければならぬ」という英雄志望は西
郷隆盛の崇拝に導いたのであり、自ら大人格の英
雄を望んだのであった九小岩井の 1918 （大正 7)
年の『日誌補筆』には「英雄崇拝は真に自己の人
格に目覚めたり 天を相手とし、道を行うべき一
点の虚偽の我なき大人格を思う」（ 12月）の一文3)
が見られる。
小岩井淳のこの時期の人間形成は大阪時代の労
農運動への献身的活動とそれによって培われた影
響力を解く鍵を提供していると思われる。 r『赤貧
洗う如き』生活、それに日常他人に相談をもちか
けられると、自らの時聞をぎせいにして他人を優
先させる態度」4）、「友人とあっても、自分の苦し
さをかくして友人のためにつくすと言ったタイ
プ戸、最初の無産政党＝農民労働党創立に日農
選出の無政党政組織準備委員会庶務として総同
盟・評議会の分裂後の激しい左右の対立を克服し
て結党にまとめ上げていくという小岩井の献身に
ついて、「評議会分裂後で左右両翼の対立が激し
くなった時とて、その聞に立ってまとめて行く人
は彼いがいにはなかった。それほどだれにでも受
けがよく、左右の衆望を一身に集めていた戸、「小
岩井君はこの間に処して涙ぐましいばかりの努力
をした。自分の従来の立場からとかく色自で見ら
れるのを懸念し、公平に公平に心がけ、君に対す
る限り非難は全くなかった」7）等の評言がある。
もちろん小岩井の努力は労農運動の「共同戦線た
る一大大衆党」を樹立しようという熱意と「それ
が大衆の要求であったil という強い自覚に支え
られたものであった。 1925 （大正 14）年 12月 1
日農民労働党は直前に総同盟・評議会離脱のまま
日農、官業労働総同盟など33団体の参加の下結
党大会をあげたが僅か 3 時間後に結社禁止を命ぜ
られた。この結成式の直後小岩井は宮業労働総同
盟から組織準備委員会の会計にえらばれていた金
子忠吉と感極まって男泣きに抱き合って泣いた。
感傷的、センチメンタルな人間性が半年に亙る苦
心と最初の合法的大衆的労農政党の成就によって
爆発したのであった。
弁護士として大阪に赴任した小岩井は、日農顧
問弁護士として多忙を極めたほか総同盟・宮業労
働の顧問弁護士としても活躍した。自身もまた岡
山藤田農場争議を指導、治安警察法違反容疑で逮
捕未決入獄（無罪）、第一次共産党事件で検挙入獄、
さらにモッフ。ル事件で、検挙、 4 度目の獄中生活を
経験した。この聞の小岩井評は、「共産党にも荒
畑寒村の熱情に感激して入党したというが l 度同
志となれば断乎としてその誓約を守札法廷でも
口を械して絶対に否認し続けた。大阪方面でもこ
れがため助かった者五、六名に止まらぬだろうと
いわれている／l、三・一五公判の弁護士時代の
小岩井について「①戦闘的であった布施辰治弁護
士とはまったく対照的で温厚でまとめ役的な弁護
であったこと、②左派でありながらも人間的にも
思想的にも幅が広く、左派ぎらいの右派の連中も
小岩井氏は別格の扱いをしていたこと」 10）等が語
られている。同僚の弁護士色川幸太郎も、小岩井
の「人間像」について、布施が「執助でタフな弁
論で（……）裁判所をとっちめる」のに対して小
岩井は「理論的だがさらりとしてる」「裁判所や
検事あたりからも尊敬されてJ おり、刑務所に入
っても「看守なんか皆尊敬しておる」「おそらく
先生待遇だった」、「“アカ”というのは非国民扱
いだった」頃、「小岩井さんだけはその点みんな
から尊敬されておった」「いわば敵方からも」、「弁
護士の仲間でも、小岩井さんの悪口言う人は僕は
聞かなかった」 II）と回想している。 5 度目の入獄
となった人民戦線事件で治安維持法違反を問うた
大阪控訴院の第 2 審判決は「本来被告人ハ既往ニ
於ケル思想的経歴ノ是非ハ別トシテ優秀ナル素質
ヲ具有シ其ノ人物才能世人ノ敬慕信頼ヲ享クルニ
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足ルモノアリ」 12）とこれらの人物評を追認した。
小岩井の親友細迫兼光の女婿であり愛大創設以来
小岩井の大学づくりに協力してきた細迫朝夫の次
の一文は、小岩井の人間像を語る最適のものであ
ろう。
「総じていえば、「白熱体』としての清貧、かの
『志」が日常生活に惨み透った態度、「自然』のモ
ラル、決してこの人から傷つけられることはない
と安心して信頼される人物、なにをさしおいても、
いつまでもひとの話に耳を傾ける稀な存在、最後
にひとことでいえば、ヒューマンなデリカシィに
富んだ『大人』というべきか。同時に、貞子夫人
の夫とその『志』を同じくする運動者への惜しみ
なき献身に注目することなしには、戦前大阪の労
農運動に対する小岩井のあの影響力の秘密は解け
ない。J 13) 
小岩井揮が時代の思、潮、デモクラシーの思想、
さらに社会主義思想を受入れ転身していくのは東
大新人会の活動の中においてであった l針。大学最
終年度にかかれた新人会機関紙『ナロオド』寄稿
ヴ・ナロード論文「人民の中へJ ( 1921 年 7 月）「総同盟罷業
に就て」（ 1921 年 11 月）「農村無産階級の解放」
(1922年 2 月）で、 19世紀ロシアの「ヴ・ナロ←ド」
運動の限界・その社会主義的組織活動の欠落、サ
ンジカリズムの限界とボルシェヴイズムへの評
価、農村無産階級の社会主義革命による解放の思
想が論及されている。
東大を卒業する時卒業後の仕事について新人会
の先輩嘉治隆ーに「弁護士になりたいこと、関西
に行って農村の人達のためになりたいこと」を相
談した 15）小岩井は、嘉治の世話で大阪の河井栄頭
弁護士の事務所で働くことになった。のちに小岩
井は当時の心境を次のように語っている。「大阪
は大工業都市であり、労働者が多勢住んでいる。
当時既にその人々の闘争と組織とはめざましい勢
で進みつつあった。併しそこには知識階級が非常
に砂い。鍬を入れねばならぬ無限の処女地が横た
わっている。之がその頃新人会の一員となり社会
改革の熱意に燃えていた私の意欲を強くそそっ
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た。東京には先輩も沢山いる。入手のない大阪に
行って、そこの労働者のほんとの友になり、うん
と働こう一一輝やかしい希望を抱き、私は同志達
と袖を分ち、いそいそと煤姻の都に急いだのであ
った」 16）。ここにほぼ10年にわたって大阪を中心
とする農民運動・労働運動に身を捧げた小岩井の
思想の原点があった。それは「ヴ・ナロード」の
思想17）、知識人の特権に甘んじるのを捨てて大衆
に奉仕する思想そのものであった。
岩村登志夫は小岩井浮を論ず、る冒頭に「小岩井
浮は、一九二O～三0年代の大阪地方の労働者農
民のたたかいの中からっくりだされた、民主的イ
ンテリゲンチアの典型である」と書いた。そこで
の小岩井の歩みは「そのまま、大阪地方の先進的
な労働者のたたかいの歴史にほかならないJ 18）と
いうのであった。岩村はここでの小岩井の活動が
実践的・組織的な分野に集中されていたこと、こ
こでは「どこまでが小岩井浮の活動であり、どこ
までがだれそれの活動であるということを見さだ
める」のは困難であり、組織活動の意義からして
も無益であるとしながらも、小岩井の「活動が一
定の組織に占めた役割」を追求した結論が、「小
岩井津の半生は大阪を中心とする労農者農民戦線
統一にささげられたJ 19）という一文に集約された。
大阪での小岩井の活動は着任早々創設された総
同盟系の大阪労働学校の創立準備に協力、講師と
して大阪の労働総同盟や官業労働総同盟の青年活
動家の信頼と結びつきをえた。また着任の年の 9
月総同盟、向上会、西部交通労働同盟などを中心
に結成された対露非干渉関西同志会に参加、その
活動に忙殺された。農民運動についてはその年の
4 月に創立された（神戸）日本農民組合の顧問弁
護士となり、岡山県の藤田農場の大争議に派遣さ
れ官憲・右翼団のはげしい弾圧に抗して指導的役
割を果した。翌 1923年小作争議煽動・窃盗横領
容疑で逮捕、最初の入獄を経験することになる（ l 
カ月後無罪釈放）。小岩井が大阪に着任した 1922
年はまた日本共産党が創立された年であった（ 7 
月）。大阪では総同盟の鍋山貞親、中村義明ら、
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官業労働総同盟の活動家が入党し、小岩井も「荒
畑寒村の熱情に感激して』20）入党したと言われた。
小岩井は共産党大阪支部長となり、新人会以来の
同志であり 1923年 l 月小岩井に請われて来阪協
力することになった親友細迫兼光を入党させ
た21）。岩村は、荒畑が大阪におけるアナルコ＝
サンジカリストからポリシェヴィキへの転換に指
導的位置にあったことから、小岩井の入党をサン
ジカリズムからポリシェヴイズムへの脱却であっ
たとみた。しかし、すでにふれたように小岩井の
サンジカリズムからボリシェヴイズムへの思想的
転換の準備は新人会の最後の時期に整えられてい
た。
小岩井の農民運動とのかかわりについては、細
迫朝夫は小岩井の「生いたちから身につけた無産
者の立場」と新人会機関紙の寄稿論文『農村無産
階級の解放J で示された労農同盟の思想、の獲得に
よって農民運動に対する思想的立場は来阪まえに
その基礎を確立していたと指摘する22) 0 小岩井は
藤田農場をはじめ大正期の代表的な小作争議に指
導的役割を漬じたが、全国各地で小作争議が爆発
し日農その他農民組合の結成が相ついだ当時の農
民問題、農民運動、さらにこれと不可分の水平社
の結成を生みだした部落農民の問題に直面して日
農顧問弁護士として小岩井の活動がこの領域にそ
そがれたのは「自然のなりゆきJ であった。さら
に、細迫は小岩井の「人間性が農民の敬愛の的と
なるにふさわしいものをそなえていた」ことをこ
の領域への活動に結びつけた理由のーっとしてあ
げている。日農を母体として推進された単一無産
政党結成への大きな貢献、総伺盟分裂直後の左右
の激しい対立の中で統一無産政党樹立をめざして
の「思慮深い配慮、」、日農出身の準備委員会庶務
として推されたこと自体が『労働者、農民の左右
をこえての絶大な信望の証であるような状況とそ
れに応えた実績」が注目されている23）。三・一五
弾圧、労農党・評議会・無産青年同盟解散命令の
直後、日農が統一戦線と労農政党合同の促進をめ
ざし、全日農とのあいだに合同を果し全農結成に
よって組合運動の統ーをはかろうとしたさい
(1928年 4 月～ 5 月）、小岩井の大きな役割（合
同委員、運動方針起草委員会委員など）もその「本
領発揮の場」23）と評されている。モッフ。ル事件の
入獄、釈放ののち小岩井は大阪市郊外の農村横堤
に移り「静養」の生活に入ったが、これはこの村
の組合支部の人たちが家を新築するから是非住ん
で欲しいとの懇請によるものであった。小岩井の
固辞にもかかわらず村人は花火を打ち上げて小岩
井の家族を迎えた。横堤は農民組合をつくって闘
いぬいた 7 、 8 年の歴史をもち小作料減免闘争で
「相当の程度」の成果をあげたことのある全農全
国会議派の拠点、のーっと目された。これは小岩井
の農民運動との深い結びつきと農民の小岩井に対
する「敬愛」を物語る大阪時代末期のー断面であ
った。
1923年 8 月小岩井は「第一次共産党事件」で
東京市ヶ谷の未決監に収容され、そこで関東大震
災に遭遇、この機会にいろいろな囚人の会話や「社
会主義者が朝鮮人を煽動」などの流言がとび交う
のを聞き「社会主義があまりにも不評判であり理
解されていない事」を痛感した。「社会主義がど
んなものかは一般の民衆は全く知らない。のみな
らず何か悪い者の様にされ曲解している。こんな
事で一体いつになったら日本の無産階級は解放さ
れるのだろう。社会主義は過去の汚点を自ら拭っ
てほんとに民衆のものにならなくてはならぬ」。
「併し今迄の所調社会主義者のある者もたしかに
間違っていた。彼等は一半の責任を負わなければ
ない 毎日毎日坐りこんで考える」判。小岩井に
とって大震災のこの獄中体験は単なる囚人の流言
飛語と片づけられないで社会主義の「民衆化」「大
衆化」の課題を提起するものとして把えられた。
そして日本労働組合総連合創立大会（1922年 9
月）における論争・対立を経て 1924年 2 月の日
本労働総同盟大会における大会宣言で闘明された
労働運動の「現実化大衆化」がその回答の一つで
あった。
小岩井は労農党の結成ののちそれに先立つ農民
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労働党の結党の経緯を自らの経験をふまえて詳細
に分析論述したがその中で サンジカリズムの影
響を多分にうけ空想的・観念的な革命主義に走っ
た欧州大戦後の勃興期の我国の労働運動が、空想
的立場と現実な立場が対立した労働組合総連合の
大会を経て労働総同盟大会の宣言によって「運動
の大衆化」「政策の現実化」の必要を明確にする「方
向転換」を完成させたと論じた。この「方向転換」
の過程で関東大震災にみられた民衆の無産階級運
動に対する無智無理解と軍閥による虐殺事件とが
労働運動にますます反省を与え現実化・大衆化の
必要性を痛感させたとする25）。組合運動が現実的
立場に向うことはサンジカリズムが非政治的であ
り議会否認を唱える立場を克服して r無産階級の
政治運動j の必要を認めることを意味する。対露
非干渉運動（1922年）、過激社会運動取締法案、
労働組合法案、小作調停法案に反対する全国的な
反対運動（1923年）はそのようなものと位置づ
けられたお）。普通選挙実施後の状況の中で「大衆
化のための現実政策J が議会を対象とする政治運
動を肯定し、議会を積極的に利用すべきとしたの
は当然であった。こうして農民労働党の結成に積
極的に協力貢献することは小岩井にとって「念願」
を果すことであった。
小岩井は大正期の労働運動を元年（1912年）
から 8 年までの「機運が潜勢謹醸し」た時代、 8
年からの r躍進した」時代、 12年から 13年の「方
向を転換して、現実化政策を採った」時代、 14
年（ 1925年）から 15年にかけての「政党問題を
中心に分裂した」時代と区分けした27）。農民労働
党の結成をめざして日農によって無産政党組織準
備委員会の庶務におされた小岩井が調査委員会で
の綱領・規約のとりまとめに苦しみ「慨嘆」した
のはこの「分裂」の時代に遭遇したからであった。
日本労働総同盟と組合評議会の分裂一一総同盟関
東労働同盟会大会における議事運営をめぐっての
左派代議員退場をきっかけとした左派組合の除名
と除名組合による総同盟関東地方評議会の結成、
つづく左派「革新同盟」参加組合の除名と除名組
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合による「日本労働組合評議会J の結成（1925
年 5 月）ーーについて、小岩井はその分裂は「宛
かも根本的立場の相違に基く所謂『左翼と右翼』
との分裂、なるかの如く両者に依って意識されJ
たが、その原因は「勿論全組合の聞にどうしても
超ゆる事の出来ぬ溝渠が生じたからではなくて、
砂くともその一半は単なる指導者の間に於ける感
情の衝突であった」28）とみた。
日農の呼びかけに応えて結集した各国体、無産
政党組織準備委員会の各代表は樹立すべき党の性
質について「厳密な原則の一致に依って結合され
るものJ ではなく、それは「政治的の協同戦線で
あり、当面の問題に於て無産階級の利益と幸福を
かち得んとする政治行動の組織」であることを諒
解していた筈であった29）。しかし、綱領規約調査
委員会で議長をつとめた小岩井を困惑させたのは
政治研究会・評議会・無産者同盟の委員たちの
『誰もが意想外で面喰うほど高飛車のJ 議論であ
った。「此等の人達は如何にして自分達の主張を
貫こうかという事だけ考えて来ただろうけれど
も、現実の客観的事情を充分に考慮のうちに入れ、
いかにして大衆的一大無産政党を樹立させるかと
いう点については殆んど考慮していないかのま日く
思われたJ30）。小岩井が問題としたのはこれらの
人々の「態度」や姿勢であって、たとえ「雑談」
の中でも「自分の団体で決めた」ことを理由にそ
の「採用」を求めたり、論争者側の運動を「階級
意識を覚ます運動ではないJ など挑発的発言をし
委員会の空気を「妙にギゴチないものJ にした例
としてとり上げている。議論がまとまらず保留に
なった項目についても「とても意見がまとまらな
かった」というような「極端に突飛なもの或いは
急進的な要求項目」が出たわけではなく、「むし
ろ暖昧であり、非階級的でありとして削除せんと
する主張と採用しようとする主張、或は言い表わ
し方についての意見という様なものについて相違
があった」と把えられた31 ）。
両派いわゆる理論派あるいは共産派と現実派と
の対立について、「両者の立場が知何に相異して
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いても、まさか日本の現状で共産党を組織しよう
とするのではなく、日常の政治闘争を遂行す可き
各団体の共同戦線に依る一大大衆党を樹立せんと
するにある事は、お互い自覚していた筈なのだか
ら、もっと落ついてシンミリと話合ってみたなら
ば何とかうまくいったのではなかったろうか」到、
これが小岩井の率置な感想であった。農民労働党
の結成と結社禁止につづく時期の無産政党と労働
組合の分裂の事態について、小岩井は左翼側が右
翼批判を展開している理論闘争の問題性を指摘し
ている。無産階級が「議論を戦わ」せて「批判し
たり、考えたりする」ことは「悪いこと」ではな
く「善いこと」ではあるけれども理論闘争は、時
には「日本の現実の現態」を看過して『勝手な熱
をあげて自己陶酔に陥ったり」「お互いの悪口を
言うようなこともあったりして、一面やや弊害を
伴って居る」と指摘する。資本主義の変則的発達
に伴う労働者人口の少なさや結集の困難さという
現状の中で、日本が先進国であり割合に文明が進
んでいることから外国の新しい思想が続々輸入さ
れ、思想、的には「非常に高い水準まで労働階級の
或者が行ってJ おり、「この事が非常に好い影響
を与えておると同時に、又少数の人が多数の人の
結合を妨げるという禍になっておることも多々あ
る」というのであった到。
10年後小岩井が大阪を離れた時期に書いた『冬
を凌ぐ』の中で当時を回顧して新政党が分裂か流
産かの危機に陥った状況での自分の心境を説明し
ている。評議会を代表する渡辺政之輔と総同盟の
西尾末広の主張や態度は「かなり強硬』であって
「小委員会の空気が険悪になっただけでなく、そ
のことはつまり本擦である各団体の態度であっ
た。声明書が発表される、デマがとび出す、右翼
は脱退をほのめかしておどかす、殆んど事態は収
拾できない様な有様を示す様にさえなった」。農
民労働党がとにかく一旦樹立されるまで進んだの
は、「それが大衆の要求であったからである」。『ど
うにでもなれ、左右喧嘩をやるならうんとやれと
いうつもりで事をはこんだらほんとにどうにでも
なったろうとは思われる。事態はそこまで切迫し
ていた。｛井しそうしてはならない、そうあっては
いけないと思って、極力 決裂の危機を回避しよ
うとした点に自分達の苦心があったわけである Jo
この中で、小岩井は共産党との関係について言及し
ている。「あの頃渡辺政之輔君が単なる評議会だ
けの代表者であったか、それともその背後に何等
かの組織があり、その謂わば代表者であったのか、
之は我国のプロレタリア運動史を編む者が是非と
も明かにせねばならぬ事であろう。自分は勿論そ
れらのものと組織的な連繋をもっているのではな
かった。ただ云って見れば精神的な支持者であっ
たにすぎない。併しそれを支持し、その精神と運
動とが最も正しいものであることを考えれば考え
る程、自分の置かれた立場からは左翼が孤立する
こと、右翼大衆をとりにがすこと、この二つの事
が一番大きな問題であった。それをしてはならな
いと思って一人でなやみ、一人で苦労した。かあ
いい自分の子の顕を叩いても、隣の子をあゃなし
てやる様な、封建的な言い方をすると腹芸をやら
ねばならなかった」則。小岩井の総同盟・評議会
の分裂に対する批判的評価が単に指導者の個人的
資質－感情的態度に対するものでなく運動そのも
のに対する評価であったことは明らかである。そ
してまた小岩井は共産党に対する関係を組織的メ
ンパーで、はなく「精神的支持者J であったことを
明らかにしている。この関係は小岩井が第一次共
産党事件で市ケ在刑務所での収監から仮釈放され
( 1923 年 12月）て以来人民戦線運動を理由に検挙
( 1937年 6 月）されるまで変らなかったお）。
なお渡辺政之輔については、総同盟・評議会の
分裂のきっかけとなった関東労働同盟会大会で右
派議長の議事運営に憤激して会場から出ていった
渡辺の行動に対して日本共産党の批判がある。す
なわち、渡辺につづいて四つの組合の20人ほど
の代議員が退場し、これが左派組合の除名につな
がったが、渡辺らの態度には「右派とのたたかい
で統ーをまもる立場をつらぬきえない未熟さがあ
り、反共右派勢力の分裂政策に乗じられる結果と
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なった」というのであった則。結局、日農の「互
譲精神」の強調に応えて評議会は代表調査委員を
渡辺から中村義明に更迭し中村ら左派委員の譲歩
によって農民労働党の綱領規約大綱草案は決定さ
れるが37）、結党大会間際の左翼排除を求める総同
盟の脱退声明によって「時機を見て」評議会と総
同盟を参加に導くとの条件で評議会の参加を「遠
慮、さす」ことによって左右両翼を除く結党大会に
もちこまれた。しかしその 3 時間後政府の禁止命
令によって命脈をたたれたが、小岩井はこの結党
を「幾多の過去の努力が結晶したもの」「異った
情勢のもとに於て、異った意義と、そして比較に
ならぬ大きな力とを持って生れ出た」もの、「当
時の情勢のもとに於てはそれは寧ろある過去時の
背3 として、望ましいものでさえある」と評イ面し、
新しく成立していた「労働農民党」に対する「理
解を深めるよすが」として農民労働党の結成の経
緯をまとめ紹介した38）。
労働農民党に対しては小岩JI二は、その結党のた
めにもその後の運動にも「あまり積極的に働かな
かった」と書いている（「冬を凌ぐ』）。それは第
一次共産党事件控訴審判決によって堺刑務所に入
獄することになっており、その準備に追われたと
いうこともあった。日農と官業労働総同盟の呼び
かけにより共産党排除を固執する総同盟を加えて
発足した労働農民党は、発足後間もなく「門戸開
放」を主張する評議会・無産青年同盟など左翼活
動家と良民組合の共同による支部設立運動に世田
し、日農中央委員会の門戸開放決議・議会解散請
願全国協議会門戸開放決議など左右両派の対立が
進展する中で総同盟ら右派組合の脱退によって大
山部夫委員長、細迫兼光書記長の新体制をもって
再出発することになった。評議会は党支部入党を
すすめ「大衆的単一無産政党の実現に向て遁進す
る事」を決定した。
小岩升こが 8 カ月の獄中生活を終えて堺刑務所を
出獄したのは 1927 （昭和 2 ）年 l 月 3 日であった。
出口には多勢の人が迎えており、その中には細迫
兼光や河野密の姿もあった。後に労農党から細迫
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が、労農党脱退派の日本労民党から河野が、両者
が小岩井の「ひっぱりっこをやった」のだと聞か
されても「別段そうとも思わなかった」というの
が小岩井の感想で、あった。労農党の分裂の事情を
聞いても「どうも呑み込めないふしもあった」、「情
勢の変化にはうっかりした意見も述べられず
（……）それに静養もしたかったので自分は暫く
黙りこんでいることにした」と回想しているよう
に、労農党分裂に対する判断を下しかねていたの
が出獄後の状況であった。しかし、その後労農党
の側に立つことになっても、「自分はそれ程積極
的ではなかったJ と自認し、その一つの理由は小
岩井の入獄中に影響力を増し共産党指導部にまで
入り込んだ福本イズムに対する疑念であったと書
いた。「左翼の立場を支持しつつも、福本イズム
が自分を納得させてくれなし h。自分は黙って見て
いる外なかった」39）。労農党に対する小岩井の評
価は農民労働党に対する評価の基準を継承してい
たと言ってよいであろう。
1928年 2 月の普選第 l 回目の総選挙で大阪府
下での立候補の要請が小岩井に対して労農党府連
からもあったが、愛媛からも要請があり、結局愛
媛県第 2 区で立候補することになった。新人会時
代のサンジカリズムの影響を清算し、政治闘争に
対する見解も変り、「議会内の闘争」についてそ
の「戦術的意義」を理解するようになっていた小
岩井は、「自分がそのチャンピオンにならうなど
ということは夢にも考えなかった」という。「理
論的にはそれの重要さを、充分に知る様になって
いたが感情の上で、は何か好まない。誰か外の人が
やったらいい、 l~l 分はいやだという様に考え勝ち
であった」（『冬を凌ぐ』）。
小岩井は愛媛には農民組合の大会などで 1 度、
総同盟の分裂しない時期に別子銅山のストライキ
の応援などで 2 、 3 回行ったことがあったが、「今
治、別子その他農民運動、水平運動等に東予方面
に縁故深き農民組合本部顧問弁護士」として招請
され、招請者林田哲男を事務長として遊説隊を組
み、農民労働党結成にあたっての小岩井の無産勢
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力統一に果した貢献を強調する運動が組まれた。
推薦人として、大山郁夫、河上諮ら労農党や同党
支持団体の幹部が名を連ねたが、中には今井嘉幸、
高須峯造の名もあった。今井は自ら大阪府第 3 区
での日本労農党・関西民衆党共同推薦の無所属の
立候補者であった。高須は小岩井によって「初期
の代議士、愛媛県政界の者宿、という経歴よりも
七十の高齢で、尚新らしい解放思想を充分に理解
され、ある意味で実践に参加した人として記憶さ
る可き人」と紹介されている（『冬を凌ぐ』）が、
憲政会愛媛支部長、愛媛普選同開結成、実業同志
会、政治研究会中予支部組織など愛媛の民主主義
運動で指導的役割を果した経歴をもっ。この外政
友会の幹部であった弁護士山本芳三郎、「もと国
粋会の幹部J (Ii冬を凌ぐ』）で民衆新聞社社長橘
利三郎、松山出身の軍縮論者海軍大佐水野広徳な
ど「かわった顔ぶれ」（『冬を凌ぐ』）の人達も応
援演説に立った40）。
共産党はこの総選挙に山本懸蔵（北海道 l 区）、
唐沢清八（東京 4 区）、徳田球一（福岡 4 区）、井
之口政雄（沖縄）など l l 名の党員を労働農民党
より立候補させた。結果は無産政党当選者 8 名の
中労農党からは山本宣治（京都 2 区）、水谷長三
郎（京都 1 区）が当選した。小岩井ニは最下位当選
者 12,357票に及ばなかったものの 8,432票の得票
は前年秋の県会議員選挙での労農党候補の同じ地
域での得票を大幅に上まわるものであった。小岩
井はこの結果を多彩な顔ぶれの人達の応援の力で
もあるが、「何よりも農民組合、今治を中心の労
働組合の力がつよかった」と回想した（『冬を凌
ぐ」）。共産党は「27年テーゼ」の方針に沿って
選挙戦において「労働者農民の民主的独裁」のス
ローガンを掲げ、「社会民主主義者」の立候補を
妨害し立候補した場合は彼らの「裏切り」を暴露
することを呼びかけ、無産派議員は「大衆行動を
議会の内から援ける任務を持つもの」、「議会内行
動は議会外大衆行動に従属する」と主張した41 ）。
小岩井のサンジカリズムの影響を清算して理解す
るようになった「議会内の闘争」の「戦術的意義J
と共産党の見解とは必ずしも一致しない点があっ
たであろう。
2 月選挙の直後三・一五事件の共産党弾圧につ
づいて労農党は評議会・無産青年同盟とともに解
散命令によって解体された（ 4 月 IO 日）。全農の
再統一を進めていた日農の方針に従って小岩井は
労農党再建活動に参加したが、再建労農党も創立
大会で再び禁止された（ 12 月 24 日）。共産党はコ
ミンテルン第 6 回大会（1928年 7 月～ 9 月）の
植民地・従属国問題に関するテーゼによって合法
政党結成を解党主義・合法主義として排撃する方
針に転換し、合法政党に代る「非政党的な組織」
として『政治的自由獲得労農同盟」（政獲同盟）
の組織化をすすめた42）。 1929年 6 月の大阪市会
議員選挙のため政獲労農同盟によって結成された
大阪市議選無産団体協議会は東成区から小岩井の
立候補を決定した。この協議会の主体は労働組合
など大衆団体の活動家であって共産党の指導は及
ばなかったといわれるの）。
小岩井の選挙闘争は、四・一六事件の共産党弾
圧によって「闘士を奪われたり、活動不能を来た
したりした」状況の中で、東大阪労働組合、大阪
市電自助会、全農東成地区委員会などに支えられ
た。東大阪労組の服部峰三郎は小岩井出馬を説得
した一人であるが選挙事務長を担当、同労組の支
援者は「組合に一番有利な人として小岩井氏を選
んだ。何とか当選さそうと皆がんばりました。そ
れで選挙権のある者から一人（一票）五十銭で千
五十円（二千百票）の選挙資金と票数をガッチリ
集めて闘いました」判｝と語る。大阪の最大の単独
労組である市電自助会の執行委員であった宇宙誠
ーは、小岩井を大阪市電労働組合の「育ての親」
として信服しており、小岩井の勧誘で労農党に入
党し、労農党大阪府連再建のさいは事務所資金と
して再建委員長であった小岩井の求めに応じ 200
円を貸し、自助会が労農党を承認していないため
個人として負担することになるなどの関わりがあ
ったが、市議選の模様を次のように語る。「この
年一二月の政治的自由獲得労農同盟には、小岩井
小岩井浮と人民戦線
さんは入ったが、私たちは参加しなかった。しか
し、昭和四年六月の大阪市会議員選挙に小岩井さ
んが出たときには、その支援団体の市議選無産団
体協議会に自助会として参加しました。小岩井さ
んが自助会の顧問弁護士というので参加したので
す。自助会はこのとき選挙供託金二00円を立て
かえ、選挙闘争資金としてでなく顧問謝礼金をか
ためて払うという名目で五O円くらいだしたがそ
の他に、六支部でそれをずっと上廻るかなりのカ
ンパが集まりました。私は、市電自助会の小岩井
選挙の代表者というので出され、会場設備と応援
演説に勤務が終ってから一晩に三、四カ所まわり
ました。おなじ東成区では社会民衆党の川村保太
郎氏が立候補しており、自助会執行部にも社会民
衆党員がいたかも知れませんが（私たちの組合は
政党支持の自由で、だれがどの党を支持している
かなどはせんさくしたことがないのでわからない
のですが）川村氏の応援演説に出かけた人はなか
ったし、私と沖本氏（自助会執行委員長一一引用
者註）との人気があって、これは小岩井さんは当
選すると思いました。宇治の花屋敷の山宣宅で故
人への当選報告かたがた一人三円で祝賀会を聞い
たことを覚えています」制。その他、総同盟左派
勢力を抱えていた総同盟からも応援したといわれ
ていた46）。選挙が白熱化した 5 月 21 日に中央公
会堂で開かれた市政批判演説会には東京から大山
郁夫が京都から河上肇が応援に参加、「四・一六
事件の打撃の直後ではあったが、少し前には山宣
事件もあったことであり、大衆は嵐の様な歓呼を
あげて公会堂を轟かしたJ （『冬を凌ぐ』）。選挙結
果は、市議選無産団体協議会の候補が港区（ 1,047
票）と浪速区（458票）で落選したのに対して、
東成区の小岩井は社会民衆党の川村保太郎（2,948
票）につぐ 2 位（2,675票）で当選した。小岩井
は勤労者諸政党代表が議席の 15% を占めたこと
とあわせて、これを「労働者農民大衆の政治的自
覚の証左と考えた」47）。「労働農民党以来選．挙には
一度も勝ったことがなかったので一一大阪として
一一一みんな躍りあがってよろこんだ。プロレタリ
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アの勝利でも来たかの般に、デモが街の中に進ん
でいった」（『冬を凌ぐ』）。
1929年 4 月 16 日共産党の大弾圧とそれにつづ
く活動家の多数の検挙は共産党、政獲労農同盟、
全協、全農など左翼勢力に大打撃を与えた。こう
した情勢の中で大山郁夫、上村進、細迫兼光の名
による「新労農党樹立の提案」が発表され（ 8 月
8 日）この企てに小岩井も積極的に参画した。共
産党は合法政党樹立の試みを左翼社会民主主義と
同様、共産党に対立しその大衆化を妨げる階級的
裏切りとして反対し、政獲労農同盟は全国委員会
の名で大山、細迫、上村、河上肇、小岩井の 5 名
を除名した（ 8 月 14 日）。新労農党提案の趣旨は、
恒常的な政治組織一一党内デモクラシイの上に立
ち、独自の指導部をもっ処の合法政党一一ーの樹立
によってのみ政治的自由獲得の闘争を大衆的規模
で巻きおこすことができ、政治闘争の掩護の下に
左翼労働組合の確立、労働組合農民組合の拡大強
化がなし遂げられるというのであった制。
小岩井は後に、河上肇が当時の情勢の下で合法
政党の必要を考えていると聞き二、三度会って意
見を交換し、細迫兼光とともに 3 人で「旧労農党
の様なもの」を新しくもつべきだと一致した、と
書いている（『冬を凌く））。細迫朝夫によれば、
この提唱の主導者は綱迫兼光であり、そのさい「も
っとも信頼し強力な相談相手」が小岩井であった
という。そして「提案」の公表後の経過のなかで
「左翼J における「合・非の分裂の回避を厚く配
慮、してきわめて慎重な態度を堅持し」たのが小岩
井であったとし、おそらく結党準備会第 l 回委員
会（ 9 月 15 日）前後のものと思われる小岩井の
細迫宛書簡を紹介している。すなわち「（……）
このままゆけば子射能的対立までゆきはせぬか？
真正の左翼こそ積極的に支持す可き正しい政治的
戦術的打開策なりとの信念は確乎としているが、
併しこのまま推して左翼の陣営を分裂させること
になるならば少くとも階級的罪悪を犯すことにな
りはせぬか。（……）×××（共産党一一引用者）
と対立することになりながら（……）果してそれ
JO 
の大衆化をもたらすことができるか？ 最近ひそ
かにこの点を実は考えている」。この書簡は、東
京方面の中心たるべき協議会（全協一一引用者）
の不参加という『予想より非常に悪い結果」を指
摘し結党の主張がいかに正しくても「反対の質・
勢力によっては実際にその正しさを実現できぬ情
勢になる」ことへの懸念から細迫の「情勢J に対
する見解をただしたものであった49）。小岩井は最
初コミンテルンの意向を確めるべきだと考え、岩
村によれば、獄中の共産党幹部春日圧次郎に弁護
人の地位を利用して相談し最後には細迫兼光も同
席して了解を得たという（春日庄次郎談） 50）。細
迫朝夫は、結党に対して小岩井は「納得できない
まま不本意の船出をともにせざるをえなかった」
と推測している。そして小岩井も兼光も「全協の
再建・強化とそのための結党をJ という考えを共
有していたとし、赤松五百磨の 7 日はじめの兼光
宛書簡が、総同盟分裂の動きを伝え、「同様趣旨
の考えを強調し、早急に結党を促しているJ こと
を紹介している 51 ）。
細迫朝夫は、新労農党問題は「実は前衛党問題
こそがその本質である」と書いた52）。新労農党問
題のe火つけ役となった河上肇は後の回想の中で、
合法政党結成を思い立つた理由として四・一六事
件のため左翼陣営は一挙に荒廃に帰し文筆活動も
労働組合・農民組合の活動も閉塞してしまったか
に見えた状況の中で、労働組合・農民組合の活動
を強化し、「その闘争を通じて、やがて非合法的
な政治的活動にも任えうる闘士を養成するため」、
「一時的過渡的な」合法労農政党を組織すること
を考えたと当時の心境を語っている。プロレタリ
アートの党は原則としては共産党の外には在りえ
ないが、意識的に対立しさえしなければ「暗黙に
これを支持するものとして」「一つの便宜手段で
はあるまいか」と考え、このため「共産党に対立
するようになる気遣いはないか」を大山に確かめ
たり、京都の労働者出身の闘士である共産党員（谷
口善太郎）の激励に自信を強めたりした経緯を打
ち明けている 53＼細迫兼光も新党「提案J 発表の
翌日に執筆された「合法政党不可論」を論駁する
小論の中で共産党が徹底的に弾圧され「その組織
は潰滅せしめられたJ という認識の上に立って合
法政党結成が「のつぴきならぬ客観的主体的条件
によって押し付けられたもの」と弁明してい
た54）。翌年新労農党解消論の立場に立つことにな
った兼光は当時新労農党樹立に賛成した理由を説
明する中で、提案書は『プロレタリアートの党は
唯一つしかあり得ない』という原則を、真理とし
て明確に是認した上で、「新労農党の樹立は絶対
に之れと矛盾せざる所以を強調している。 L・h・－）
むしろ此の原則の為めに労農党の樹立は貢献し得
るものだ。少くとも之れと対立しないものだと信
じた」と書き、さらに社民党や大衆党が「解放を
期す」云々といっているのに反して労農党は「日
常利益の擁護伸張の為めに闘う」として「自ら階
級党にあらざることを自覚している」と釈明し
た55）。
新合法政党の提案は、組合運動内の反対派をは
じめ『無産者新聞』、左翼文筆家などの「猛烈な
反対」をよびおこした。結党式前のまだ準備の段
階で小岩井の自宅に反対派の労働者のデモが押し
かけ反対ピラを撒きちらしたりした（『冬を凌
ぐ』）。共産党は 9 月中央委員会で新党の無力化・
孤立化をはかる組織工作、宣伝方策等を決定し
た56）。翌年の 1 月にはコミンテルンもまた日本に
おける「合法党は、フ’ルジョアジーの影響と利益
にプロレタリアートを従属させるための道具以外
ではありえない」との見解を明らかにし、解党主
義と合法主義に対する闘争、共産党の強化、大衆
的なストライキとデモの組織化と準備をよびかけ
た57）。
小岩井は 1930 （昭和 5 ）年 2 月の総選挙に新
労農党から大阪第 4 区に立候補した。大阪では新
労農党は大阪電気、木材、全大阪労働、全農、市
電自助金等主な左翼労組の支持をえたが、その内
部には反対派をかかえていた。とくに選挙直前に
闘われたゼネラル・モーターズの解雇反対闘争で
新労農党支持の大阪金属労組幹部派と革命的反対
小岩井浄と人民戦線
派の戦術的対立が極点に達し、全協日本金属労働
組合大阪支部が結成され対立を深めた。反対陣営
からは「小岩井はゼネ・モから自動車を一台貰っ
て選挙に乗り廻している」（『冬を凌ぐ』）などデ
マが流されたりした。小岩井の選挙闘争は、前年
の大阪市議選にひきつづいて市電自助会に支えら
れた。自助会の執行委員会は選挙費用二百円の寄
付を決議、その他有志のカンパを行った。再び自
助会の宇田誠一の語るところによれば、「自助会
として、私が小岩井さんの供託金を、北浜の今川
証券で額面二000円の公債を一八00円で買っ
てこれで納めました。また選挙資金を顧問料の名
目で渡しました。演説会の壇上に立って、私は、
当選はむつかしいと思ったものです。市議選にく
らべてそう思ったのですが、中止、検束も多く干
渉がきっかったようです」則。共産党は新労農党
候補を排撃、独自候補の擁立をめざしたが、結局
候補者を決定しえず、投票日直前から共産党員の
検挙が始まり、 7 月までの全国的大検挙の打撃を
こうむった。選挙結果は、定員 4 名、立候補者
13名の中無産党の候補者は次点以下全敗した。
日本大衆党坂本孝三郎9,247票、社会民衆党鈴木
文治7,314票につづいて小岩井は6,856票であっ
た。
小岩井は総選挙直後東京朝日講堂で行われた
r 選挙演説報告」で、小岩井の得票の優越性を示
すものとして戦闘的労働者農民の階級的意識の成
長を強調した。すなわち、選挙戦における任務主
して当選第一主義ではなくて、議会の本質、民政
党・政友会などの政党が大金融資本間の手先にす
ぎない事実、社会民主主義諸党の幹部が階級闘争
を押えつけ支配階級の帝国主義政策に妥協するも
のであるという本質を曝露すること、さらに首き
り・賃下げに悩む労働者や土地取上げに悩む農民
の不平不満、その他無産市民の不平・不満・要求
をとりあげ、無産大衆の階級的政治意識を確立し
て無産大衆の組織の拡大強化、無産陣営の拡大強
化に選挙闘争を利用しなければならないことを労
農党の選挙戦の重要な任務としていたことを紹介
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した5針。 6 つの選挙スローガン59）の中でも「来る
べき帝国主義戦争」反対と軍事予算反対が労農党
議員の「最大の任務」であると強調、社会民衆党
議員が民政党の予算案に賛成の意思を示したこと
が大衆の憤激を呼んだ例を訴えた。最後に小岩井
は、無産階級の「真実の代表者の任務」として議
会外の「大衆闘争の先端として、議会において身
をもって行動することによって、議会外の大衆の
聞に大きなうず巻を起し、この大衆闘争のうず巻
きの口火を切る導火線を勤めること J と言明し、
その例として前年右翼の凶刃に倒れた山本宣治の
名をあげ、その精神が無産大衆の胸の中に生きて
いると訴えた。小岩井の演説は「わが労農党は合
法政党の形で再生した政党ではありますが、その
本質はどこまでも労働者農民の戦闘的問盟であ
り、政治闘争回であります。今後無産大衆の利益
のために、各派との抗争によって、第二、第三、
第四の山本宣治を必ず生むものである J60）という
確約によって結ぼれた。これは、右翼勢力が離脱
して再生した旧労農党が合法主義・議会主義の制
約を克服して自らの「本質J を「代議士中心の既
成政党」と区別して「大衆の利害を代表し全無産
階級の政治的、経済的、社会解放を達成せんとす
るもの」とした立場61)からさらに飛躍、共産党の
「議会行動の原則」論62川こ著しく接近する見地で
あり、全協や共産党の新労農党攻撃に耐えうる立
場を表明したものと言ってよいであろう。
1930年は経済恐慌のさなか労働争議が激増し、
その原因は資本家の攻撃によるものが増大しかっ
大争議では労働者はことごと〈敗北した。争議は
多く左翼化し、その戦術には合法的戦術の行詰り
を示してテロ化のあとがみられた。さらに、争議
における改良主義的幹部に対する革命的反対派の
対立が随所にみられた63）。前年 12月末から始ま
り 2 月選挙の直前 2 月 1 日に終了したゼネラル・
モーターズの争議はそのような大争議の代表的な
ものの一つであった。会社側の強硬な姿勢に対し
大阪金属労働者組合幹部と革命的反対派の対立
は、幹部派がゼネストの主張をふりまわし非合法
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組織を強調すると革命的反対派を非難、全協オル
グを放逐するにまで至った。争議は幹部派が轡察
の橋渡しによる交渉を受け入れ結局敗北に終っ
た叫が、組合幹部に対する反対派の社会民主主義
的裏切りとの非難は関西における労農党解消運動
をひきおこしていく。
2 月選挙に合わせて 2 月中旬より 3 月にかけて
共産党に対する全国的大検挙がおこなわれ大阪の
共産党員もいっせいに検挙された（ 7 月までに約
1,500人検挙）。その頃小岩井は「新労農党に対す
る疑惑を心窃かにもち乍ら」表面的には労農党の
運動をやっていた（『冬を凌ぐ』 109頁）。小岩井
によれば『一一支部連合会の第一回大会（五月）、
此の時青年分子の聞からボス排撃（殊にゼ・モの
争議で全協系を排撃した金属の幹部）がなされた。
之は党内に於ける反対派運動の組織的になされた
萌芽である。この時以来ボス傾向反全協傾向と反
対派、青年分子を中心とする全協支持の傾向との
対立が漸次に表面化し漸次に深刻化して来たJ6S）。
5 月の岸紡争議では泉州合同（新労農党系）、朝
鮮労働（全協系）、泉州労働者組合の全協系との
共同鶴争が破綻、労農党大阪府連の争議支援中止
の決定など「はっきりとした対立」（『冬を凌ぐ』）
となった。 7 月 17 日付の大阪金属労働者組合と
全大板木材労働組合による労農党大阪府支部連合
会宛の質問書は対立の表面化であり「公然の宣戦
布告J であった。小岩井の自宅の 2 階はこの頃労
農党解消運動の「策源地」となり「若手の連中が
出没」、「ウルトラ（虎）」が出入りすることから「天
満の薮」で通っていた。小岩井は「解消勢力をま
とめ、解消の意義を徹底さすのに追われJ た（『冬
を凌ぐ』）。
大阪金属・大阪木材の質問書は、岸紡争議・日
本タクシー争議（ 5 月交労・大阪自動車）を例に
全協の活動を是認した態度について、「党内に於
て全協と連結し、党破壊の行動をなすことに付い
て」その他数項目にわたって回答を求めたもので
あった。同じ時期、大阪金属・大阪木材の共同の
撒文は「インテリの行く先は決ったぞ元労農党
の小岩井浄遂にスパイとなる」との見出しで労農
党解消同盟を組織して労農党破壊の中心となった
として小岩井らを名ざしで攻撃した66）。金属・木
材の質問書に対しては、労農党府支部連合会の常
任委員会は、労農党本部としては全協に対する態
度は未だ決定していないが、支配階級の暴圧と戦
う全協は決して排撃すべきものではない、岸紡争
議では全協系に指導部は移ったが、階級立場より
応援した、労農党で全協と連絡して党破壊の行動
をした事実は認められない、ただし個人的には支
部連よりの派遣講師で、労民党の結成が絶対的に正
しいとは言えぬという意見を述べたことはある、
等の回答67）を明らかにした。小岩井、赤松、河野
ら府連幹部をスパイ攻撃した大阪金属・全大阪木
材の搬に対しては、府連本部は戦闘的党員・組合
員大衆がストライキその他の闘争を通じて一切の
合法党は不必要であることを認識し、小岩井浄の
みならず階級的に忠実であろうとする大多数の幹
部は誤謬を認め、それを清算しようとしているの
だ、とし、搬を事実無根のデ、マ、中傷を操るもの
と反撃する声明書を発表した68) ( 8 月 24 日常任委
員会）。
8 月 29 日府連拡大執行委員会は大阪金属・同
木材欠席のまま 45名の出席者、傍聴者多数の下
で異常な緊張裡に開かれた。府連青年部は「ボス
の階級的裏切りを粉砕しろ！」という撤を発し、
青年に大挙して拡大執行委員会に押しかけ、彼等
の「正体」を暴露し、彼等；の手段に対応して「徹
底的にやっつけ」ることを呼びかけた刷。当夜会
場に押しかけ、傍聴席を占領し、会場の周囲を取
巻いた数百の労働者農民大衆は労農党支持組合の
青年部の動員だけでなく、全産や全協の戦闘的労
働者すら押しょせた。解消同盟は党中央機関によ
る正式の決議という「迂速な方法」でなく、「直
接下から地方組織を破壊するという方針」をとっ
たのであって、拡大執行委員会を聞いたのは労農
党結成の誤謬を大衆の前で清算することをアピー
ルする効果を重要視したからであった70）。大阪金
属と全大阪木材の両組合は29 日の拡大執行委員
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会を「一部インテリと反動的日和見主義を中心と
する戦線の撹乱と支配階級の分裂政策によって仕
組まれたる陰謀」であるとし、この委員会を「絶
対に承認せざる事」を決議、あわせて「一年前に
は合法政党を提唱し一年後の戦線を分裂せしめる
小岩井滞一派を労働者の手でタタキ出せJ 等と攻
撃する声明文を執行委員会に送った。拡大執行委
員会に到着した金属・木材の決議文・声明書に対
して議長小岩井は議場に図り決議文・声明書をよ
み上げ、た結果、この決議文を一蹴し警告文をつき
つけよとの意見に満場一致賛成した。
拡大執行委員会は 1 名の反対者と中立数名を除
いて大多数をもって労農党解消を決議した71)。決
議文には、「左翼社会民主主義の合法政党労農党
がその組織上の根本的誤謬よりして、労働組合農
民組合の拡大強化の任務を果し得ず労働者、農民
大衆の戦闘化の妨害になることを認めてここに過
去の誤謬を清算し解消を成すことを決議す」とあ
った。同時に発表された「解消宣言」は、プロレ
タリアの政党は「唯一しかないという事は原則で
ある J が、三・一五、四・一六の暴圧による具体
的情勢の変化の中で階級的任務を果す独自の合法
政党が必要であるとして労農党の提案がなされ、
合法政党は「必然的にフ。ロレタリア党の成長を妨
害し其れと対立するものである」との革命的労働
者の反対の中に発足したが、労農大衆は、約 l カ
年の闘争の経験と社会情勢の急速な変化とから労
農党を支持することは「全くの誤り」であると知
ったと労農党解消の主張の発生の所以を言明し
た。宣言は、ゼネラル・モーターズ争議など幾多
の争議に於て「勇敢に戦えたものがあるならばそ
れは全協系の指導と大衆自らの戦闘化J によるも
の以外にはないと断じ、さらに全国的諸課題につ
いても労働農民新聞紙上の闘争、演説会、ビラ撒
きなど合法主義労農党の闘争は、工場や農村に根
を掘って労働者農民の力強い闘争を敢行し「真に
階級的な組織と力」を築き上げることはできない
と断定した。宣言は、労農党は「無力であり乍ら
大衆を偽摘し、大衆の成長と闘争の発展を阻止し
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てしまう」と主張し、その原因として、指導部に
「合法主義のインテリや日和見主義の組合ダラ幹
ポスが多い」と指摘、さらに「労働者農民小市民
の寄合世帯であり、合成雑炊党で、労働者の要求
を小市民の要求に迄引き下げて行く政党である」、
「左翼的言辞の故を以って、大衆を偽摘する」「労
農党が無産階級の基本的な組織だ一一と言う
( ..・ H・）幻影を大衆に植え付けJ 「労農大衆の左翼
化を妨げる最も憎むべき毒素である」と決めつけ
た。宣言は、「一切の合法主義を粉砕しろ！ J 「同
志よ腕を組め×××プロレタリアートの指導の
下に！」のスローガンで結ぼれた叫が、これは共
産党の合法政党排斥の論理を貫徹したものであっ
た。
小岩井が拡大執行委員会直後に書き上げ『中央
公論』 10月号に掲載された論評「労農党解消へ
の巨歩」は、「解消宣言J の論旨を運動の具体的
分析によって敷借しその論理を一層鮮明に展開し
たものであった。小岩井の分析の基本的視点とな
った一つは、「反動ボスを倒せ」と拡大執行委員
会の会場に「暴力J にかけてでもとの凄まじい意
気で集った解消運動の進展にみられるような大衆
の動きであり、小岩井はこれを社会情勢の異常な
変化を背崇とした「大衆のめざましい成長J と担
えるのに鵠踏しなかった。今一つは、『革命的プ
ロレタリアート」の指導であり労農党の解消断行
は、単なる労農党の内紛としてではなく、何より
も「××的プロレタリアート」の指導の正しさと、
その影響力の拡大を示すものであり、さらに全国
大衆党その他の合法政党に対しでも徹底的排撃の
鉄槌が下されたものと意味づけられた。かくて労
農党解消議決は、「かかる労働者の成長への拍率
となるにちがいないJ と評価された。
小岩井の論評は「革命的プロレタリアート」す
なわち共産党との関係を詳細に論じていた。新労
農党の提案以来の共産党の新党排撃にふれて、提
案時の日本の主体的客観的情勢の正確な報告に基
づいてコミンテルンはこれを是認し支持してくれ
るであろうという観測が「ドンキホーテ式の夢J
14 
にすぎなかったことを認め 改めてコミンテルン
の第 6 回大会の左翼社会民主主義の排撃の決議に
言及したが、これは、小岩井のコミンテルン運動
についての認識が結党当時より進展したことを物
語るものであろう。また、新労農党の合法活動が
破壊された左翼陣営を再建するとする新党提案の
主張を批判して、 2 月選挙の時期から 3 月にかけ
ての共産党員の全国的な検挙の事件を指摘、「今
春の二月～三月の検挙事件の如きは革命的プロレ
タリアートの組織は新労農党の活動とは全く別
に、着々として築かれるものである事を証明した
ものであるJ と書いて、合法活動と共産党の活動
とを対置させた。同様の文脈で、岸紡の争議など
の「全協系の武装デモ、その戦闘力と大衆的動員
という様なものが力づよく大衆の頭脳にひびいて
来た」として、『××的プロレタリアート』の直
接間接の指導が労働者農民大衆の階級的実践と結
びついたとの見解を呈示した。
労農党解諮問盟の結成と組織的活動についても
同様の視点で概括された。解消同盟は各組合の戦
闘的な青年分子の手によって作られたものであっ
て、労農党支持の金属、全木材はゼネラル・モー
ターズの争議で労農党反対派と分裂、その他の組
合も内部に反対派を含んでいたが、反対派の相互
間には従来組織的連絡がなく、また「革命的労働
者の正しい階級的な組織」との指導連絡が乏しい
と見られた。しかしこのような連絡が始まると共
に解消闘争は急速に大衆化したという。解消意見
の大衆化を促進した活動上の問題としてゼネラ
ル・モーターズ争議における全協系との対立とそ
の排撃、総選挙戦の経験一一選挙戦直後の無産政
党合同問題一一「党本部のあまりにも社会民主主
義的であることの現実曝露」73）、全農第一主義粉
砕の指令刈等が列挙され、支部連合会の第 l 回大
会（ 5 月）の青年分子によるポス排撃の試み、金
属・全木幹部の質問書の提出、これと前後して解
消同盟の結成、両者の対立の拡大執行委員会（ 8 
月 29 日）めがけての藩進という展開が跡づけら
れる。こうして解消運動は労農党内部に台頭した
運動である点に重要な意義があるとしつつ、同時
に「又×××プロレタリアートの指導によって
闘われたものであるという事が決して忘れられで
はならない」、したがって大阪における解消は「消
極的なザンゲの解消ではなく戦闘的な解消という
事が出来る j と改めてその意義を再確認している。
論評は、労農党解体のあと労働者農民はどこへ
ゆくか、これを今後の問題と指摘したとで、「最
近全協刷新派だ、南喜一一派だ、解党派（合法共
産党の一派）だというマガイモノが雨後の笥の如
く出て来た云々」「我々は正しく階級的に進まね
ばならぬ（……）革命的プロレタリアートの指導
の下に！」という「解消宣言」にうたわれた文章
を引用して、解消運動に解党派の手がまわってい
るという労農党支持派の攻｝壊が「全くのデマ」で
あることを示すものと意味づけ、「｜甜争は万事を
解決する。まさかに誤謬の上塗りはなされぬであ
ろう。×××プロレタリアートの指導をうける
かぎり」とその方向を示した。この一文は、小岩
井が労農党分裂を策すスパイ行為を行っていると
する攻撃への反論の意味をも含むものであろう。
つづいて「誤謬は自慢ではない、否矢張り階級的
な罪!-/lJである。だからして誤謬は大衆的に、戦闘
的に一一実践を通じて清算されなければならぬ。
併し誤謬を知って之を何とかつくろい、合理化す
る事があるなら之こそ最も大きな階級的罪悪を重
ねるものであろう」という文章75）は、小岩井が l
年前に労政党結成の指導的役割を果したことの責
任を問う反対派の攻撃にこたえたものとみること
カfできょう。
小岩井がここで引証した全協刷新同盟は当時全
協幹部の指導を「宗派主義、日和見主義、敗北主
義J と非難、全協を「革命的労働組合J として強
化するとして分派闘争を展開していた。刷新同盟
が全協主脳部の誤りとしてあげたのは、（イ）「帝都
復興祭に当って『ミカドの行幸反対！』と云う」
スローガンの Fに観念的機械的な政治闘争を命令
したこと、（ロ）「鐘紡争議（……）市電争議（……）
メーデー（……）等に際して『武装闘争による指
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導権獲得！』のスローガンの下に個人的テロルを
命令」、強制したこと、け「党の名称悪用による
誤解の合理化、及誤解に充ちた方針の強制」、（ニ）「民
主主義中央集権制度の破壊」、等であった川。全
協の誤りについては、「日本共産党の七十年』は、
29年半ばから 30年にかけて田中清玄や佐野博な
どの指導の下党の活動に極左冒険主義の誤りが生
まれ、さらにスパイ・挑発者も党や全協の中央に
いりこんだため、当時の闘争のたかまりを革命の
切迫と主観主義的に断定し、勤労大衆の経済闘争
を軽視し、さらに 1930年のメーデーに際しては
川崎市で警察による全協のメーデー参加禁止に対
抗して労働者に竹やりを持たせて「武装メーデー」
と称し会場を行進させるなど、「党および全協を
大衆から孤立させ、敵に挑発と弾圧の口実をあた
え、革命運動に重大な損害をもたらした」と指摘
している 77）。 5 月末には『第二無産者新開』や全
協機関紙 r労働新聞』に田中清玄らの誤りを批判
する一連の自己批判が発表され、田中らは逮捕さ
れると公然と裏切りに転じたが、 6 月には「全協
刷新同盟」が全協内で分派闘争を開始して混乱を
いっそうはげしくした、とされる。
全協刷新同盟は、前年田中清玄ら首脳部と対立
して除名された全協常任委員佐藤秀ーを中心とし
て、出身組合である関東出版労組内の同調者、 2
月関東金属労組の全国産別組合結成方針で幹部と
対立し除名となった内野社児らを加え、 4 月、三・
一五、四・一六事件関係者の保釈等の状勢をふま
えて反幹部的立場から革命的組合の再建をはかろ
うとしたものであった。しかし、 8 月 15 日モス
クワで聞かれたプロフインテルン第 5 回大会で
「全協幹部の極左的誤謬はあるも『刷同」の運動
は結局協議会を分裂せしむるもので客観的には右
翼中間派に助力し反革命的役割を演ずるものであ
る」と批判され、解体への動きが生まれ、 10 月
23 日の拡大執行委員会で解体声明書が決定され
た78）。
『日本共産党の七十年』は、全協が加盟したプ
ロフインテルン（ 1921 年創立）がコミンテルン
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のもつ積極的意義とともにその制約・欠陥をとも
にしていたとして、全協への「極左的なセクト主
義」などの否定的な影響を指摘する。とくに
1929年のコミンテルン第 IO固執行委員会の「社
会ファシズム」論の採用は、天皇制の侵略戦争や
ファッショ的専制政治の強化に手をかした右翼社
会民主主義勢力だけでなく、とくにその「左翼』
を危険視し排撃する誤りももたらした。このセク
ト主義は、全協の活動を制約し、全協がすべての
改良主義的幹部を排撃する態度をとったこと、他
の労働組合内部に「革命的反対派」を結成する方
針をとったことは、「全協の階級的労働運動の戦
闘的エネルギーを労働戦線全体の前進の仕事に正
しくむすびつけることをさまたげた」とする。ま
た、党が一時期、労働組合の全協に、革命の目標
である天皇制打倒のスローガンをかかげさせたこ
とも、「党と大衆団体を混同した誤り」であった
と自己批判している 79）。すでにふれたように共産
党はコミンテルン第 6 回大会の決定に基づいて合
法的な政党樹立のくわだてを、すべて前橋党を否
定する解党主義、合法主義として非難する態度を
とったが、これについても『日本共産党の七十年』
は「進歩的な民主主義勢力の結集を妨げるセクト
主義的な誤った方針」であったとし、コミンテル
ン第 7 回大会が「一定の条件のもとでは、労働者
農民党が統一戦線のー形態として進歩的な意義を
もちうる」ことを明らかにすることによって訂正
されたと総括している制。
小岩井の労農党解消論は、今目指摘されている
これらの「誤謬J を含めてのコミンテルン・日本
共産党・全協の政治路線・活動方針の支持・擁護
を内容とするものであった。労農党の書記長であ
った細迫兼光も、その職責に伴うルールを犯して
大阪での解消決議発表の当日労農党解消意見を個
人的に発表翌日の夕刊に掲載され、つづいて『改
造』 10月号に「労農党解消すベし」の一文を寄稿、
大衆の成長により労農党の存続そのものが反動
化、全協の運動への対立物となったとする見解を
明らかにした。細迫朝夫は「私観・小岩井津」の
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中で、兼光の論稿は l 年の具体的経過をふまえて
結党に先立つさきの小岩井書簡の基本趣旨を述べ
る結果となっているが、それに比べて、小岩井の
「労農党解消の巨歩J が「何かさばさばしたニュ
アンスを感じさせる」との印象を語っている。こ
れは、兼光の論稿が労働組合の労農党解消後の方
針について「全協への左翼労働組合の統一J をか
かげるに止まっているのに対して、小岩井はそこ
で「革命的プロレタリアートの指導」を鮮明に一
貫させていることとのちがいから生まれたもので
あろう。労農党解消声明当時細迫、小岩井の態度
に疑問を感じ両者に同調しえなかった河上肇も、
間もなく解消論に立たざるを得ないことを表明
(IO 月 I I 日『労働農民新聞』）、 11 月 21 日の同紙「廃
刊の辞」で「日本共産党、全協、同盟（共産青年
同盟）の指導の下に、それらとの連絡を通じて、
それらのものへの解消」を言明するに至り、同文
を結ぶに当り「プロレタリア×の旗のもとに！」
のスローガンを掲げた。河上はこの最後に掲げら
れたスローガンについて、細迫の解消論は労農党
を去って如何なる党に加入し文は如何なる党を支
持すべきかを言明していない、ただ、労働組合へ、
農民組合へといっているだけで、これでは組合第
一主義を助長し、大衆を政治闘争の場から経済闘
争の場へ追い返す結果となると批判する。そして、
自らの一文が一切の合法的無産政党を否認すると
同時に無産者が知何なる党の旗の下に集まるべき
かを明らかにしたとして、前者は「消極的であり
退嬰的であるに反し、後者は積極的であり発展的
であって、全くその本質を異にしているJ と断じ
る81）。河上の立場は、小岩井のそれを一層論理的
に尖鋭化したものといえよう。河上は I932年夏
入党し地下に潜み、翌年 1 月検挙された。
大阪につづいて解消運動は全国各地にひろが
り、 1 1 月末までに解消に加わった党員数は全党
員数の24% に及ぶ I,6I5名と目された（官憲報
告）。大阪での解消支持組合は全大阪労働組合、
泉州労働組合、全国農民組合、全国水平社、泉州
合同労働組合、大阪電気労働組合、大阪市電自助
会（有志）、その他支持団体員数3,020名、党員
1,170名とされ、労農党支持派は全大阪金属労働
組合、全大阪木材労働組合、全大阪労働組合連盟、
関西電気従業員組合等支持団体員数 1,150名、党
員数 80名とされた（I 1 月末現在）。府連解消派は、
しかしその 70%は「組合第一主義」にとどまり、
「全協合流派」は「労農党解消闘争委員会J を結
成して「組合第一主義」の名によって全協への解
消を I食い止めようとする動きを阻止しようとした
が、全協派が結集しえた勢力は解消派の30% に
すぎないとみられた82) （官憲報告）。ただ、恐慌下
の労農運動の高掘に伴い労働者の組合組織率が
1931 年に戦前では最高の組合員数36万9000 人、
7.9% に達した状況の中て＼全協も、 30年 8 月ご
ろ 4,000人から 31 年末には約 l 万人近くに、その
勢力を拡大した。一方、小岩井が顧問弁護士・統
制委員長としてかかわり解消派を代表した全農
は、 31 年 3 月の大会で結成以来の政党支持の自
由の原則を放棄、全農第一主義を捨てて全国労農
大衆党の支持を決め、左派幹部の除名を強行して
農民組合運動の分裂を招くに至る。
調II迫朝夫は前衛党の「合・非結合の未熟さ、そ
の教条主義J に言及し、新労農党問題はこれに指
導的役割を果した個々人にも大きな影響を残し
た、と指摘し、小岩井については、「コミンテル
ンとその日本支部に対する厚い信頼と支持、同時
に自らの活動の場を合法耐に強く志向、これが二
伴背反たらざるをえない状況のもとで、彼の思j'J:\
の転回は醸しはじめる。その自覚はモッフ。ル事件
入獄中の自省において顕わとなる」と書いた83 ）。
たしかに小岩井の労農党解消問題における共産
党・全協に対する無条件的支持表明、他方でプロ
フインテルンの刷新同盟批判の中にも言及された
全協の極左的誤謬の指摘、それに農民労働党結成、
全農結成のさいにも示された小岩井の1！！巳産運動統
ーへの強い志向と労農運動における党派的分裂の
進行、こう言った「合・非結合」問題にとどまら
ない思想問題に小岩井は直面した。
細迫朝夫は、小岩井が労農党除名後大阪に設立
小岩井浄と人民戦線
されたモッフOJレ（匡l際労働者救援会）日本支部大
阪地方委員会に加わり、「前衛防衛隊」たる救援
活動にたずさわったことを「さきのジレンマの当
面の解消」を求めたものと意味づけた。そして全
農統制委員長であり顧問弁護士ではあったが、政
治の第一線からはひかざるをえなかった、として
いる。 31 年 4 月 7 日「目的遂行罪J の新設によ
って共産党の「補助組織」を狙い打ちすることが
可能となった改悪治安維持法違反の容疑で小岩井
は逮捕される。検察は小岩井がモップル大阪地方
委の委員長であることを追及し、この追及に対し
小岩井は「その会議に出席したことを認めたもの
の、委員長の件は一貫して否認している」という。
そして、「モップルのことはどこか心の ll国にあっ
たにすぎないと述べている。これはもちろん戦術
的な陳述であろう。しかし一面の真情をあらわし
ていることも否定できないのではないか」。これ
が細迫朝夫の小岩井の心情の解釈であった。ただ、
この予審調書において、小岩井は共産党を「もっ
とも自らの理想に近い政党」と述べていた83\
モップル事件に連坐して大阪刑務所北区支所未
決監に収容されたのは小岩井にとって 4 度目の入
獄経験であった。小岩井の逮捕はただちに新聞に
大きく報じられ、「赤貧」に窮する家族のための
酪金の動きなども伝えられた。小岩井滞救J愛会が
組織され、自助会執行委員会の救援資金五ト円即
時支出、組合員カンパの決定、小岩井挿家族救援
会の運動などがすすめられた84）。間もなく堺刑務
所に移され、 12 月はじめにまた大阪北区刑務支
所に移されたのち翌年の 2 月に釈放された。 4 度
の入獄のうちこれが一番長いものであった。
獄中小岩井は「死」という問題を折にふれて考
えさせられた、と告白する。「そこには理性の力
では時にコントロールのできない漠然とした不安
や淋しさ。妻子血肉に対する断ちがたい愛着。そ
して又、死に対する悲壮な感懐。というようなも
のが時に憂欝？をつくりだし（……）猛然と襲来
する」。「こうした経験を味ううちに自分はこんな
事を知ることができた。それは、センチメンタリ
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ズムの嵐が強く襲って来て自分の心身の全部をつ
かまえようとしても、自分の中には、それに決し
て屈しない『自分』があるという事だ）。そんな
中で、小岩井は「自分をじっと客観的にみつめて
いたいようなものがひそんでいたの」に気づき、
「或いは又もっと理知的に自分というものを掘り
下げてみる。自分の過去、自分の性格、自分の本
質、いっさいの自分というもの、ほんとの自分の
姿というもの、そんなものをどこまでも見つめて、
確乎とっかもうとした事もよくあったものだ」問。
出獄後 3 年ほどして出版された『冬を凌ぐ』には
「自省と転回」の文章が綿々とつづく。
入獄中の 9 月、面会の妻貞子を通じて大阪の府
会議員選挙に立候補することを求められているこ
とを知り、「外の様子は一切わからないので、と
にかくどうにでもしろということ」で応諾した。
「どんな団体、どんな人達がどんな風に運動をや
るのか、それは予想だけでよくわからない。へん
な風に自分の名前がもちまわられたりしなければ
いいが、かるい迷惑感と心配とをいだいたまま、
それ以上っきすすんで考えてみることもなく」
（『冬を凌ぐ』）うけとめた。全大阪労働組合、大
阪市電自助会、大阪自動車従業員組合、全農大阪
府連、全国水平社、救援会大阪地方委員会、ソヴ
ェ卜友の会などが加盟する「合法政党反対府議選
労農協議会」が組織され、全協大阪地方協議会や
共産党大阪地方委員会も支援に加わって小岩井の
選挙運動はすすめられたのであった制。選挙事務
長は 2 年前の市議選と同じく全大阪労組の服部峰
三郎が当り、選挙供託金二百円はやはり自助会が
立てかえた。選挙応援には河上肇、岩井弼次、色
川幸太郎、上村進、布施辰治、細迫兼光らが加わ
り広い支持を集めることが予想された。立候補し
た東成区からは定員 7 名に対して民政（ 4 ）、政
友（ 3 ）、中立（ I ）、無産（ 4 ）の 14名の戦い
となったが、小岩井は「階級運動家として労働者
の中に絶大の信頼があると共に、一面人格的に見
てもこれを崇拝する小市民、インテリ層があるた
めにただに無産派候補三氏の恐威でもあるばか
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りでなく、政民両派候補に多大の脅威を与えるも
のと見られて居る」と報じられた。当局は、全大
阪労働服部峰三郎、ソヴェト友の会赤松五百麿、
市電自助会間瀬場由蔵、全農西納楠太郎を招致し、
特高課長より 1 .「合法政党反対J の文字は不穏当
であるため削除すること、 2. 一般の選挙運動と
して取締ると同時に左翼の社会運動としても取締
ること、 3. 全協其他の非合法団体の活動の起さ
れた場合は断乎たる処置に出ること、を申し渡し
た。このため各団体代表は「合法政党反対J の文
字の取消を不本意ながら承認して引揚げた87）。
9 月 25 日小岩井は東成区から 2,741 票を得て当
選した。「小岩井滞氏の当選は断然光っている。
大衆の安藤、社民の村井の強敵を尻目に左翼労働
者の圧倒的支持は既成、合法無産党をして唖然た
らしめている｝8）。「小岩井氏等は共産党員とは表
面上の立場を異にこそするがその表示される思想
行動は軌を同うするものとの見解から同様可成り
の取締りの手が加えられた」にもかかわらず、「当
局の予期を裏切って栄冠をかち得た」制等の報道
はその衝撃の大きさを物語っていた。
共産党は府議選に先立つ 31 年 5 月 17 日付の『赤
旗』で府県会議員選を戦う党の「根本的態度」を
明らかにしていた。「議会」は、現段階では「改
良のための労働者階級の状態改善のための斗争の
舞台とはなり得なしりと断じ、「国家権力を暴力
的に奪取しブルジョア国家機関を破壊しソヴェト
政治を樹立する目的のためにのみ府県会へ這入っ
て行くのだ」、「選挙闘争をそれ故に勿論かかる大
衆行動を煽動宣伝組織する目的に従属せしめられ
なければならぬ」と主張された則。共産党大阪地
方委員会は、公認候補として鍋山貞親、楠山通、
三田村四郎、徳田英次（東成一帯）を非合法で立
候補させ、小岩井を推挙とした。小岩井の新労農
結成によって共産党に反対した「歴史的罪悪」を
忘れはしないが、小岩井が労農党解消のために闘
い、脱党後モッフ勺レその他の革命的労働運動の道
を歩んだことを評価したからである、と説明され
た。そして、小岩井の当選を「大阪労働者諸君の
勝利であり、日本プロレタリアートの勝利であるJ
と意義づけ、当選した小岩井の即時無罪釈放要求
の大衆的カンパニアを起すことを呼びかけた91 ）。
なお、共産党候補の得票数は不明であったが、無
効投票3,485 のうち港区の450、東成区の310、堺
市の 185 という数は労働者町および全農左派の勢
力が比較的強い所で無効票が多いという点で共産
党の「予想を裏切るものではない」と評価された。
小岩井を擁立した大阪府議選労農協議会の「漬
説資料」は、一切のプル政党反対、建国会大日本
生産党社民党労農大衆党の粉砕、軍国的施設およ
び軍隊と自治体との協同反対をかかげたが、 to
項目に及ぶ綱目の多くは「改良」要求一一失業者
の救済、雑税の廃止と高率累進所得税の新設、週
5 日制・ l 日 7 時間労働制の獲得、同一労働同一
賃金、蹴首労働強化反対、教育費の国庫全額負担、
青年の文化施設への財政支援等一ーを並べた則。
選挙戦を終了して府議選労農協議会は、解体に当
り「新たなる闘争組織J として「小岩井津釈放闘
争労農有志団」の結成を呼びかけるとともに、選
挙戦を通じて誤りを犯したとする自己批判と「陳
謝」を行った。「一、急速に協議会が持たれた関
係上、協議会が組合代表の会合に終り大衆に根を
持たず、殊に最も重要なる戦闘的労働者農民の要
求する政策スローガンを前面に押し出さず闘争の
目標を暖味にした、二、組織機関の不確立は、会
合、工場農村への働きかけを抹殺せしめ、その他
弁士団の統一を欠かしめ、社会民主主義的傾向を
辿らしめた、三、協議会内に巣喰う日和見的分子
に禍され抗争し得なかった」93）というのであった。
これは小岩井擁立の選挙運動の実態と共産党の府
県議選における闘争方針との恭離を示すものと言
えよう。
「風のたより」に当選のしらせを聞いた小岩井
は、「かつがれて当選した」ことにうれしさを禁
じ得なかった。ただ、近い将来出獄の確信がもて
ず、「自分が当選したって働かれない（又府会議
員とか何とかいって働かねばならぬことが累わし
くも思われた）結局どうでもいい事になる。それ
小岩井浮と人民戦線
でも大衆の胸の中に自分が生きているということ
がうれしかった」。獄中の候補者の勝利に f外で
は大衆の力が昂揚している。そう考えられること
が何とも云われぬよろこびであった」（『冬を凌
ぐ』）。ここでの小岩井の感慨は政治の第一線から
退いた者のそれであった。府議選の翌月、小岩井
の市会議員選挙当選の無効を主張して争っていた
次点者の訴願をめぐる行政訴訟の敗訴の決定によ
り市会議員の席を失ったことが知らされた。「ど
うなったってもうそんなことはどうでもいい、市
会内の闘争も多少はやったつもりだ、大衆だって
我慢してくれよう。それに蕊にいたのでは同じこ
とである。多少の手当が来なくなってうちのもの
が困りはしないかな、なんてそんな物質的なこと
が一瞬ひらめく J （『冬を凌ぐ』）。ここでも小岩井
の立ち位置は府議選に対するそれと変らぬもので
あった。
1932年 2 月小岩井は仮釈放されて 7 月 21 日懲
役 2 年、執行猶予 3 年（弁護士資格停止）の判決
をうける。この間全農総本部派第 5 回大会で小岩
井は全農統制委員長を退き、全農第一主義をかか
げで労農党解消運動を支持した全農大阪府連も総
本部派と全国会議派に分裂していた。小岩井は全
農全国会議派の拠点の一つ北河内郡諸堤村横堤の
村民に迎えられて「晴耕雨読」の生活に入った。
小岩井にとって横堤の生活は「人類社会のため
に何一つ有意義な事業をなしとげていないこと
に、苦悩と焦慮を感じ』つつも、「生きるために
悪戦苦闘しなければならない」「真剣な生活のた
めの闘い」（『冬を凌ぐ』）であった。その中で小
岩井の関心は、社会に対する科学的認識に焦点が
当てられた。「静観には、実践を伴わない限りに
於いて、歪曲があり得るとしても、とにかく強い
関心と熱意とが常に随伴されている。（……）自
分は今こうした静観の立場をとりつつある。
（……）唯々不断に推移し、変化しつつある社会を、
可能な限り正しく把握したいと，思って凝視してい
る。」「だが重要なことは、実践のための認識でな
ければならない筈であり J、『大切な事は説明する
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ことではなくて、変革する事だ』と言う先覚者の
言葉の意味を考えた時、「自分の『静観』はほん
とに貧しい存在であることをしみじみ感ずる」。
「だが、それにしても、社会の動き、一ーその発
展一一ー光明へのそれの躍進ーーーに対する関心と、
実践は伴わなくても、熱意とだけはどうしてもと
り去ることが出来ない。それは殆ど性格的な内心
の要求である。生きることと殆ど同じ要求であり
衝動である」。小岩井はそこに「一つの希望」が
残されていることを見出し、「この希望を育てた
い」と告白する（『冬を凌ぐ』 58～60頁）。
「自分を虚しくして、ひたすら階級のために、
出来得るだけのものを捧げようという態度一一そ
うして何程かそれをやって来たーーから、とにか
く、自分を築かねばならぬ、自分の中から何か創
り出さねばならぬ、という必要に迫られ、一一同
時に又そこに長い間ひそんでいた、つよい自分自
身の欲求があったのであり、それが今、表面に出
て来たのではあるが一一そういう態度に、漸次う
つってゆく自分の心の傾向が、はっきりと意識出
来るようになって来た。之は俺自身の発展だろう
か、堕落だろうか、どちらか知らない。実はどち
らともわからない。結果主義ではないが、何が生
れるか、それの価値によって判断する外ないかも
知れない。『転向』といえば、之こそ大きな一一
俺自身にだけとっての 転向かも知れない。俺
は俺の歩む可き道を大胆にすすんでゆこう／4）。
この『冬を凌ぐ』の「日付のない日記」と題され
た一節は、細迫朝夫によって小岩井の出獄時の「転
向」報道に対して「それは決していわゆる思想転
向ではなかった。マルクス主義をどう生きるか、
いままで生きてきた『ヴ・ナロード』への自省と
その転回の道の模索であった」と説明する例証と
して引用された 95）一文であった。小岩井は社会
の科学的認識にとって実践のもつ本質的意義を見
失うことはなかった。「実践をはなれている」立
場での「苦悩」が「何の意義をもち、何ものを合
理イじするであろうか」と自省しつつも、「この苦
悩の中から何かっかまなければならない」、「将来
20 
の事は将来の事として、とにかくやってみよう」
と自らを鞭うったのであった（『冬を凌ぐ』）。諸
堤村の「進歩的な青年達」を集めてほぼ l 年にわ
たって聞かれた「自由農民学校」を閉じるに当り、
小岩井は「私は今しみじみと真の教育という事が
いかに実践と切りはなすことの出来ないものであ
るかを痛感している。自分が真に実践してこそ正
しく教育をなし得るのだ。（……）現在私は一個
の唯々静観する者（それを恥じこそすれ誇るので
はないが）であるのに、どうして真実の教育をす
ることが出来ょう」と書いた96）。実践のもつ社会
の科学的認識と教育にとっての本質的意義、小岩
井はこれを自覚するが故に「苦悩J の中に自らを
鞭うったが、それは逆に言えば小岩井の思想の「転
回」と「自省」がそれに先立つ深刻な「実践」の
中に身をおいたがために生まれ、そこから導き出
されて来たためではないだろうか。細迫朝夫はそ
れを「マルクス主義をどう生きるか」の「転回」
の道の模索と表現した。小岩井の新しい「欲求」
から「何が生まれるか」、小岩井のその後の活動
を見るかぎりマルクス主義の理論的立場を維持し
つつ、教条主義からの離脱を模索したと言えるの
ではないか。
河上肇の逮捕の報に接した小岩舟ニは、河上の研
究・教育・啓蒙の長い精進の過程を経て最後には
教授の地位を捨てて実践の道に入った、「科学者
的な良心のままに進むところまで進まれた、その
勇気と真塾さ」とに対して唯頭、が下がる思いにか
られた。しかし、「反面に於いて、河上氏にはも
っとほかに有効な役割があるのではないか、ああ
した人を今犠牲（勿論予期したわけではないであ
ろうけれども）にしなければならないだろうか
一一この点に対する疑問を抱く事を決して妨げら
れはしなかった」97）と書いたが、横堤の生活の中
で小岩井が共産党の教条主義的な「文化人対策」
に批判的視点98）をもっていたことを示す記述であ
ろう。 7 カ月後河上の獄中手記「没落宣言」を知
って、そこに「今後、実践に進む意思もなく進み
得ないことを披涯し、だからマルクス主義の運動
からは全くの没落者である」と自らに熔印を押し
たのであるが、「半面に於いてマルクス主義その
ものには一指も触れないという態度」を見、ここ
に河上の良心、他の転向理論家に見られない「率
直な、謙虚な、併しそれだけ苦悩に充ちたもの」
とうけとめた。小岩井は、河上の立場を付度して
実践の意思を放棄したらマルクス主義者、共産主
義者ではない、「ただ学問として正しいとか、実
践をはなれた真理として正しいとかいう事は、凡
そ意味がない」と考えられた筈だし、しかし河上
の場合には、「幾十年研究の結晶だけをいつくし
み、之を正しいなら、正しいとして守られること
が、実は最大の実践であり」はしないか、と「不
遜ながら』考えもしたが、河上の「自分をはずか
しめつつ、消極的にでも守る可きものは守ったと
いうその態度」に河上の「良心と人格j とを感じ
とり、又、自ら「同じインテリゲンチャに属する
一人として、共通の弱さJ をそこに見出したので
あった則。この時期における小岩井のマルクス主
義に対する信頼の思いと実践の道を見出しえない
「苦4悩」を映し出すものであろう。
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ルジョアの代表たるその本質を曝露すること、（3）日
本大衆党、社会民衆党等の幹部の社会民主主義者が
資本家、地主の手先であり帝国主義政策へ協調しつ
つある正体を曝露すること、（4）労働者、農民、小市
小岩井浮と人民戦線
民、水平社、植民地民衆等被圧迫民衆の不平不満を
アジし摘出して、わが政策に集中統一し、階級的政
治意見を確立せしめ、階級闘争への参加の希望を抱
かしむること、等が掲げられていた。『日本労働年鑑』
第 12巻、 371 ～372 頁。
63）『日本労働年鑑』第 12巻、 162頁0
64）国際金融資本モルカ’ン系のゼネラル・モーターズ工
場の一つ、大阪鶴岡I分工場は 12J=j 23 日突女Ll280名
の従業員の解濯を通告、 1,300名の労働者のデモと
ストライキに発展した。組合側との交渉も行詰り、
途中右翼・警察の介入も招いたが、争議継続を主張
する反対派は投票で敗れ、結局 2 月 l 日解雇手当そ
の他の条件とひきかえに解雇反対闘争は敗北に終っ
た。
65）小岩井津「労農党解消への巨歩J 前掲書、本側 142 頁。
66) I'社会運動通信』日本社会運動通信社、 1930年 8 月
28 日。
67）向上、 1930年 8 月 27 日。
68）向上、 1930年 8 月 30 日 0
69）同上、 1930年 8 月 29 目。
70）小岩井深「労農党解消への巨歩」前掲書、本側 138 頁、
142～ 143 頁。
71 ）反対者は、労働総連盟の今井某で討議の中で、労段
党の解消は政治闘争の否定であり、今後の行動は組
合独自でやって行くのであって、解消しても直ちに
金協に走るのではないと主張していた。ただし、金
属・木材の決議文、声明書に対しては、一蹴を主張
した。『社会運動通信』 1930年 9 月 2 13 0 
72）伺 l二、 1930年 9 月 6 日。
73）第 2 回普選における無産党の敗北は、無産政党の統
一、合同問題を再燃させた。 2 月 28 日の労農党の
合同問題に関する声明書は、「社会民主主義者」の「行
動、指導精神、議会万能主義、階級協調主義」に対
する「仮｛昔なき批判」の自由を条件として合同提唱
の用意を声明し合同問題の発端をつくったが、 3 月
24 日、各党に対して「会合同J を提唱した（社民
一拒絶、大衆 米回答のまま特別委員を選出、全民
一賛成、統一協議会一賛成）。同時に党支部連合会
に対して秘密指令を出し、本部がこのような行動に
出た理由は一一 I. 戦線統一を積極的に遂行する熱
意を有することを大衆に示し、 2. これを抱否する
他党幹部の分裂主義を暴露、 3. 他党内の合同を要
求する分子を自党の闘争に動員し、 4. 合同が成立
すれば社会民主主義者を浮き上らせ克服しようとす
る「進軍の一歩」である、とする達示を発した。労
政党の合同提案は結局失敗に終ったが、その後労働
組合全国同盟と日本労働組合同盟の合同、全国労働
組合同盟の結成を背景に日本大衆党・全国民衆党・
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無産政党戦線統一協議会 3党の合同になる全盟大衆
党の結成 (1930年 7 月 20 日）によって一段落をみた。
『日本労働年鑑』第 12巻、 380～382頁。
74) 3 月 25 日全盛府巡の執行委員会は「全農第一主義J
のスローガンを掲げ、「無産政党の対立抗争は、労
働者農民の戦闘カを強化せずして、むしろ少数幹部
の地盤主義的縄張行為によってこれを分散微弱なら
しめつつある」として、「貧農の基本組織たる全国
農民組合を断乎として守る立場」から金銭大阪府連
幹部のすべての無産政党からの脱退を声明した。こ
れに対して労農党本部は「全農第一主義を粉砕せ
よ！ J と指令したが、 4 月 9 日全盛第 3 田大会の後、
労農党拡大中央委員会は同指令を撤回した。岩村登
志夫、前掲書、 148頁。しかし、翌 1931 年 3 月の金
銭大会では、左派への弾圧に乗じて右派が役員を独
占、政党支持の自由の原則を捨てて、全国労農大衆
党の支持をきめ、左派の除名を強行、全農組織の分
裂を招くことになる。
75）小岩弁滞「労農党解消への巨歩J 前掲書、本機 143頁。
76）『社会運動の状況』 2 、昭和五年、 480～481 頁。
77) r日本共産党の七十年（上）』 70頁。
78）声明書一一「（…・・）最近に至って吾刷新同盟の結
成が何等不可避的なものでなく従って又正しいもの
でなく一つの大きな誤謬であることを認めざるを得
ざるに至った。」 r B本労働年鑑』第12巻、 247～
248頁。
79）『日本共産党の七十年（上）』 87～88頁。
80）向上、 65～66頁。
81 ）河上議 r自叙伝（二）』岩波文庫、 74～75頁。
82）『社会運動の状況』昭和五年、 785、 767～768、 782
～783 頁。
83）細迫朝夫「私観・小岩井深J 前掲替、 14頁。
84）「小岩井滞のすべて」『愛知大学新聞小岩井滞追悼
特集号』、 34～35頁。岩村登志夫、前掲替、 154～
155 頁。
85）小岩井海『冬を凌ぐ』 132、 133. 135 、 283～284頁。
86）岩村登志夫、前掲書、 157頁。
87）『社会運動通信』 1931 年 9 月 198 。
88）向上、 1931 年 9 月 29 日。得票数小岩井深2,472
村井小之助（社会民衆党） 1,589 岡本栄吉（関西民衆
党） 1,182 安藤国松（全国労農大衆党）925。
89）『読売新聞』 1931 年 9 月 29 日、 r赤旗』 10月 20 日引用。
90）『府県会議員選挙戦を如何に闘うべきかJ 『赤旗』
1931 年 5 月 17 目。
91）「小岩井深君の府議当選に就いてJ 『赤旗』 1931 年
JO J=j 20 日。
92) r社会運動通信』 1931 年 9 月 27 目。
93）同上、 1931 年 10 月 28 目。
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94）小岩井深 r冬を凌ぐ』 78～79頁。
95）細迫朝夫「私観・小岩井湾」前掲書、 14～ 15 頁。
96）小岩井湾『冬を凌ぐ』 46頁。
97）向上、 81～83 頁。
98）岩村登志夫、前掲替、 162～163 頁。
99）小岩井深『冬を凌ぐ』 84～87頁。
2 小岩井漕と農村問題
1934 （昭和 9 ）年 5 月の始め小岩井は横堤の村
を立って東京に出かけ、 2 カ月あまり都会生活を
送った。この聞に小岩井の生活態度に「転向」が
起り、「生活のためにも、自分を力づよく築くた
めにも、都会に出て、自分の仕事、自分の事業と
いうものを創め、精魂をそそいでそれにあたりた
い」という積極的意欲が生まれたという（『冬を
凌ぐ』）。「自分の仕事（本質的な仕事というには
あまりに遠い、そして単に文筆に関する仕事にし
かすぎないが）に全力を傾倒したい。その強烈な
意欲、そのひたむきな態度に久しぶりで全身を任
せたいJ とその心情を表現し、『私はどこまでも
職場にゆくつもりで大都会東京へゆく」（『冬を凌
ぐ』）と決意を語る。こうして小岩井は34年 9 月
横堤に妻子を残して東京に移った。
小岩井はここで「職場」という言葉を使ったが、
それは弁護士の資格を奪われて「厳冬の日」を経
験している r個人的な生活」を「凌ぐ」 I）ための
営みであると同時に、「とにかく自分を築かねば
ならぬ、自分の中から何か創りださねばならぬ」
という出獄以来の『自省と転回の道の模索」の実
践を意味した。
東京での調査、研究活動に当って小岩井は東大
時代の友人、政治学者の木下半治を誘って「日本
政治経済研究所」を創設したが、この研究所はそ
の思惑通りに経営できず、まもなく「休業状態」
になったとされる。細迫朝夫は、この研究所の創
設のとき小岩井は反ファシズム・民主統一戦線を
志向していたとみて、その論拠として翌年以降に
発表される小岩井の論稿とまたこの時誘った友人
からも裏付けられるとする九しかし、小岩井の
上京後その関心と研究の対象は農村問題であっ
た。 H 本ファシズムの分析は 1935年以降、労働
運動・農民運動の論評のなかで人民戦線の視点が
萱場するのは 1936年である。なお「日本政治経
済研究所」が反ファッショ人民戦線の立場ーから研
究調査活動に取組むのは、 1935年秋共産系の立
花敏男、内野社児らのグループによって計画され、
36年 4 月小岩井を所長として設立された時期以
降である。 1935年 7 月のフランス人民戦線の成
立、 7 月～ 8 月のコミンテルンの反ファッショ人
民戦線方針の決定、 36年 2 月スペインでの人民
戦線派の勝利、 6 月フランスの人民戦線内閣の成
立等国際的人民戦線運動に照応して日本でも具体
的に人民戦線の課題と運動が登場した時期であっ
た。
上京当時農村問題は小岩井にとって「最大の園
内的政治問題」と把えられた。打ちつづく農業恐
慌の深化とそれに伴う農民大衆の窮乏は「放置す
ることの出来ない問題J 3）であった。 1930年から
ひき続く農業恐慌一一農業生産の増大による一ー
は 1933年の未曽有の豊作のあとをうけて一転翌
年の凶作に見舞われて「農村恐慌」の様相は一変
する。米価をはじめとする価格暴落は、逆に米価
高騰と同時に繭の大暴落によって農村は破局的打
撃を蒙むることになる。「農村恐慌」を象徴する
問題は「飯米欠乏J であった。未曽有の豊作の下
でも農民は生産した米を手放しており、購入した
くても金がないために飯米を欠くとしヴ事態であ
った。全農家の 4 割という米を買わねばならぬ農
民数は凶作をうけて増大が予測されたが、米価暴
落の危険につづく暴騰の危険は貧農大衆を破局に
追いやった。繭の暴落は繭を売って米を買う養蚕
農家にとっても飯米問題を切迫したものとし
た4）。
「過剰恐慌から凶作恐慌へ、一一一一年の間に米
穀問題の意味を顕倒するということ、農業恐慌が
益々深化しつつあるという事」、小岩井はこれら
がいずれも根本的には「我国農業の特質、その半
封建的な体制、構造とつらなっている J 5）と分析
小岩井浄と人民戦線
する。
「我国の農業は今日高度の発達した独占資本主
義のドにあるのであって、漸次資本主義のー構
成部門となりつつある。出業は資本主義に包囲
され、下積にされ、蚕食され、又その内部に漸
次浸透されつつある。
だが半封建的な土地所有一ーその半面に横た
えられている半封建的な零細農制は、嘗って日
本資本主義の成長する足場の役目をさせられ、
現在も亦それとの切っても切れない結びつきを
なしつつあるが、同時に又その関係自体が我国
資本主義の大きな××を構成している。そし
てその矛盾の一様相として農業の資本主義化を
頑強に妨げている。
だからして我国の農業を襲った恐慌は、先に
も見た様に、生産過剰の根拠の上に進展したの
であるが、それは一般的には資本主義生産の過
剰ではなくて、寧ろ農民大衆の食うものも食え
ない飢餓と窮乏との基礎に立つ過剰生産であっ
たわけである」06) 
米穀問題は「農業恐慌深化の中心的表現J であ
り、「それに対する克服策の根本的なもの」であ
った。米穀法改正、米！被統制法をはじめとする政
府の米穀政策は、一貫して「米価吊上」を目標と
した米の買上げであった。小岩井は、「米価用上」
が「肥料代その他の支払のために出来秋に飯米を
売払い、翌年米のー升買をやる」貧農小作にとっ
ては小作料引上げの動機も加わってむしろ小作人
を苦しめる事実を指摘、結局、「米価吊上等は主
として地主のための唯・の政策であって、零細小
作農のための根本的な対策でない」ことを明らか
にする 7）。
小岩井は、これを「支配階級とその政治機構の
中に於ける『地主』の地位」からして自明のこと
としながら、同時にここに米価問題の「一定の限
度」の存在、すなわちブルジョアジーとのあいだ
に「妥協」と「紛糾」の微妙な関係の存在するこ
とに言及する。農業恐慌から来る政治的爆発一一
農村問題の悪化・尖鋭化という政治的結果の解決
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のためにも、また商品市場としての農村の購買力
を枯渇させないためにも、米価吊上はブルジョア
ジーにとって「僚友地主階級と妥協し譲歩しつつ
実に一石三鳥を果すための政策」であるとともに、
他方米価の騰貴による労働者生活費の増加に伴う
賃金への影響は工業生産品の低廉な生産費の維持
によって外国市場への進出をはかるブルジョアジ
ーの堪えがたいところであろう。かくて、ブルジ
ョアジーは、一部の投機業者・米商人を除いて「米
価の統制」に積極性をもつが、それは「地主の顔
を立てつつ自己の都合よき統制を確保したいか
ら J である。こうして米価統制問題は、「内地地
主と植民地地主との利害関係の外に、より根本的
にはブルジョアジーのかかる経済的利害とのため
に今後も尚紛糾を見る」ものと考えられたへ
小岩井は、重大化した米穀問題の解決のために
政府や議会が取り上げる「米価」を中心とする対
策ではなくて、「我国農業の半封建的なる体制に
対して……ものでなければならない。重大化した
農村問題の中心的表現である米穀問題は、かかる
意味の解決をこそ『根本的恒久的』なものとして
要求している」と指摘する九半封建的体制の変
革をこそ必要としたのであった。
米に次ぐ重要農産物である繭恐慌は、世界恐慌
に端を発し主要輸出産業である製糸業者による農
村出身労働者（女工）の賃銀引下げ、舗の買い叩
きという生産農家への打撃を招くものであった。
生産費を割った春繭の収入が租税・肥料代・借金
支払いの必要に迫られ飯米問題を逼迫させた。繭
生産は、多分に中農的性質をもっていたが、僅か
な養蚕をもって生活補充とした圧倒的多数の貧農
にとりわけ深刻な打撃を与えた。政府米払下も現
金を欠く貧農大衆には無縁であった。インフレ景
気などの下で農産物の鉄状価格差も加わって農村
の窮状を悪化させ、養蚕地方などの裁判所に生繭
差押、支払命令、債務調停等々の申立てが殺到し
た。恐慌の中争議総件数の増加を見た小作争議に
ついて、参加人員・関係地面積は反って減少（ I 
件あたりの争議の規模の縮小）したが、これを小
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岩井は、争議の原因が益々土地問題に移りつつあ
ること一一地主の土地所有移動、小作料問題にか
らむ土地引上等一ーとの関連を指摘し反って争議
の深刻化を示すものとした。そしてこの中で関係
土地のうち畑地が絶対的にも漸増していることに
注目し、「繭恐慌から来る必然の勢」を示すもの
とみた 10）。
1935 （昭和 10）年に入って米繭を始めとして
全面的に農産物価格の高騰を見た。しかし繭価の
増収は、肥料をはじめとする農村必需工業品の価
格騰貴によって昨年前の生産費をはるかに割った
価格を多少回復するに過ぎず、「憐石に水」とい
う程度のものであった。繭を始めとする高価格
一一増収は、中農以下の場合「借金に吸われてし
まう』のがその真相とみられた。政府の農村経済
更生政策の重要項目である負債整理（負債整理組
合法）も実効をあげることはできず、抵当の土地
が銀行の手に渡る地方（長野県）が紹介される。
さらに、負債総額の過半数を占める「金貸や商人」
からの借金は「最低で年一割、最高で三割位」（岩
手県）、さらにはそれをはるかに上まわる「高利
という半封建的な怪物」が農村を横行する。借金
問題に加えて、商工業者と比べて不均等に重い農
民に対する公租公課の負担がつけ加えられる。こ
れに伴い個々の農家の破産とともに、農村財政の
破局、町村立小学校教員の俸給支払延滞町村の増
加など、破局を回復しえない実態が指摘される。
さらに、「栄養不良J r欠食児童」など家計の破綻
の実状の数々 II ）。
繭相場の騰貴が日の目を見る前に小岩井は、伝
えられる蚕糸対策、 l . r養蚕の専業化、偏重化の
緩和方策」 2. 「蚕糸業全般への統制主義を一歩進
めること」 産繭処理法の制定による乾繭取引
の強制一ーに論及し 12）、すでに実現されている原
蚕糸国家管理に加えてこれらの政策による蚕糸業
への統制主義の強化への疑義を提起する。「けだ
しブルジョア的な観点からしては当然のことであ
ろう。（……）けれども問題は何人の利益のため
の統制かということである。さなきだに大資本の
もとに養蚕農家の隷属しつつある状態は、統制化
すればするほどすすめられるだろう。だが、二百
余万の養蚕農家、その大半を占める零細経営にど
れだけの利益をもたらすかということである」 12）。
比較的多くの肥料と蚕室など設備を必要とする
養蚕農家は、貧農上層部分、中農、富農となるが、
この外僅かな土地に米と桑を植えて養蚕をやる下
層中農、小作農があり、養蚕時に日雇を稼ぐ貧農、
農業労働者という異った階層が含まれる。恐慌は、
経営合理化や賃銀切下げなど切抜け策をはかる上
層経営者と異って、下層は繭価の暴落に加えて日
雇労働の縮小、賃銀切下げ、半失業の状況に追い
込まれる。小岩井は、養蚕農家の階層のちがいに
よる恐慌の異った作用に言及するとともに、蚕糸
業の資本家が蚕の値段の買いたたきだけでなく、
特約組合など「大きな資本の手が近頃ぐんぐん農
民の上に伸びている」ことに注目する。また政府
の「農村救済」策が「一番苦しんでいる勤労農民
一一中農の下層や、貧農や、農業労働者」を救済
する実際の政策をもたないことを告発する 13）。
ところで農業恐慌が激化して農村が窮乏の底に
おちた時期、小岩井は農村窮乏の打開策として唱
導された「農村の工業化」の方策について批判的
検討を加えた。その一つは産業資本の側からする
農村への工業の持込みであり、商工省が支持する
方針であるとされ、今一つは「農村の中から工業
を育てあげようとする」農林省の拠るところであ
るとされる 14）。資本主義の農村への侵入、商品経
済化の過程で半封建的な零細農制の日本農業で
は、農業からの工業の分離と同時に、生計補充の
ため賃労働の外に副業が奨励されてきた。農村工
業化自体はしたがって新しいものでない。しかし、
米につぐ農業の支柱であり副業形態の首座を占め
てきた養蚕に望みがなくなった上、自作農創定、
増産奨励、自力更生、多角経営、自給化、救済土
木等々の打開策の破綻状態の中で、改めて見直さ
れ提起されたのが「農村工業化」であった。
小岩井は、批判点の第一に、この問題がとりあ
げられた背景に産業資本の立場から低賃銀と為替
小岩井浮と人民戦線
安を武器にして輸出貿易を永続化させる、すなわ
ち「ソシアル・ダンピングのより確実な基礎」を
求め、拡張するブルジョアジーの意図と要求を指
摘する。「換言すれば産業資本のための農村工業
イじ」であると断定する。ここで工場の農村への持
込み、或いはその家内工業化のいずれにしても産
業資本家の衝動は全く農村の「低賃銀」であり、
家内工業の再興は「スエッチング・システム（苦
汁制度）」の大規模な復活への道を歩むであろう。
結果は、都市労働者の失業、都市労働者をも含む
一般労働賃銀の低下、さらには労働階級の賃銀低
下による国内市場の狭陸化と外国市場への依存と
いう悪循環を招かざるをえないと論じる。
第二に、農村内部に農産加工の新たな工業を創
始することについて、農村の余剰労働を利用し貨
幣収入を得たとしても、「産業資本（並びに金融
資本）の網は鍛密に張りめぐらされ、その搾取の
対象に陥いる危険」を指摘する。また、類似の都
市工業との激烈な競争に加えて、市場関係におけ
る生産過剰の危険を警告する。すでに資本主義恐
慌（工業）は農村恐慌とからみ合うことによって
農村を襲っており、「今後これはより一層直接に
も無慈悲に農村をたたきつける事であろう。そし
て一切の過程が農村大衆をプロレタリアの地位に
おとしてゆくのである』 15）。
かくして農村工業化は農村大衆に当面仕事と賃
銀を与えるとしても、結局においては資本主義経
済自身の矛盾によって「それを無慈悲にゆすぶる
のだ」というのが小岩井の批判の結論であった。
小岩井の農村恐慌の分析は、日本農業の地主的土
地所有と半封建的零細農制という特質からその生
産過剰が一般的な資本主義生産過剰ではなくて農
民大衆の飢餓と窮乏を基礎とする過剰生産である
と指摘したが、他方、生産過剰の生起する根拠は
資本主義の矛盾それ自体からのものであり、農業
が資本主義に包囲され、蚕食され、その内部に漸
次浸透されて「資本主義のー構成部門』となりつ
つある現実を軽視しなかった、といえよう。
「都市・農村対立の解決者」 1935年 r政界往来』
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l 月号は小岩井の資本主義と農村問題について総
括的理論的見地を明らかにした論評である。農村
恐慌による農村の惨状を軍需工業や為替安による
輸出振興などからインフレ景気がたたえられる都
市を対比し、この都市と農村との矛盾・対立を解
明しようとする。
「者15市による農村の搾取」一一都市在住地主に
よる地代収奪、工業生産商品と農村生産物との間
の鉄状価格差、農村金融・負債を通じての銀行に
よる支配、労働力人口の都市集中による農村の過
疎也、公租公課の不均衡、かくて寓・財産・資本
の都市集中ー一一、政治の機関の都市への集中、さ
らには文化・娯楽・宗教等までもの都市への偏向
集中、これら一切の過程を通じ都市と農村とは分
離、隔絶し、深刻な矛盾を現出する。他面、都市
も農村もそれぞれ深刻な内部矛盾をかかえてお
り、その最大のものは階級対立の矛盾である。そ
してこれらを生みだすものこそ資本であり資本主
義である。農村から工業を分離し大部分を都市に
集中する。富の集中、生産の集積、階級対立の激
化の本質的過程の結果にほかならない。「之は資
本主義の必然的な法則である」 l針。
小岩井はマルクス主義農業理論（レーニン、カ
ウツキー）に依拠しつつ資本主義が農業に進歩を
与えた（商品流通と近代的大経営の発展）ことを
承認する。「日本の農業はまだ実はほんとに資本
主義的な発展というところまではいっていない、
（……）けれども、資本主義が影響を与えている
範囲内で、ある程度までの進歩をもたらしている
という事実は何人も争うことが出来ないであろ
う」。ただ、同じ資本主義が他方農業発展（大経営
の発展と拡大）を妨げる足蜘ともなる。それは何よ
りも農業が地代という工業にない特別なものをも
つことに原因する。ここに都市と農村との対立が
資本主義の発展の上に必然的に生まれて来る 17）。
小岩井は、日本に於ける都市と農村の対立・矛
盾を特別に深刻なものとしているものとして、一
般的な資本主義の発展の外に都市と農村の特殊な
関係を指摘する。「農村を半封建的な生産関係に
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押し止めた億に、その上に、その関係を踏台にし
て」発展した日本資本主義の特質がそれである。
小岩井は、ここで法外な小作料が、資本主義地代
とは性質を異にした「形態、実質ともに、封建的
地代の残存と見られるもの」と性格づけることに
よって、「高利地代・高利地価は、封建時代から
そのまま承け継がれたがゆえにかかるものとして
現存するのではなく、旧き過小農的生産法の基礎
のうえに新しく設定された私的土地所有の特殊の
発展の極限を代表するもの」 18）とする労農派資本
主義論とのちがいを明確にする。そして、世界資
本主義の一環として日本資本主義が帝国主義の段
階に到った状況の下では、発展の不均衡・披行性
を一層激化させ、たとえば、工業生産品の独占価
格と農産物の非統制経済的な低価格との間の鉄状
価格差の必然的形成など、都市と農村の矛盾・対
立をさらに深刻さをもって出現させるとする。
嘗て都市は進歩的・文明的意義をもって現われ
た。農村との調和、矛盾の止揚は差し迫った課題
であり、その客観的条件がそなわりつつあると指
摘される、二つの思想・運動が指摘される。一つ
は、農本主義であり、都市、農村の矛盾の克服を
「前資本主義時代へ、つまり過去へ、後方へ、押
し戻してなそうとする様な気分と、あこがれとに
より多く浸っている」もの、今一つは、「資本主義の
中に改良的な適応を試みようとする傾向をより多
く示している」共同組合運動であった。さらに近
年の農村の工業化の主張が紹介され、その主唱者
のljコに産業フ9ルジョアジーの代弁者もあるが、共
同組合運動の方面からつよい支持がょせられてい
ることも注目されている。しかし、小岩井はこれ
らの思想・運動・試みに対して懐疑的であった。
小岩井は、これらの運動とは別の運動として、
「農村に於ける貧農大衆の運動と、それが都市のプ
ロレタリアートと結び、そのへゲモニイのもとに
立ち上りつつある事実」を対置する。すでに東大新
人会の時代に到達した思想、の再確認である。労農
同盟の前進によって解決の時が来ることに「確信」
をもちつつも、この時点ではまだ小岩井はこの運
動に具体的展望を示しえないでいた。「この運動は
どこへ進むだろう。事態はのつぴきならない。けれ
ども解決はまだまだ先きに延ばされるだろう」 19）。
1934年の状況以後の小岩井の調査・研究活動
のテーマとなった農業問題の論述に見られる特徴
の一つは、その実証的な分析方法であろう。この
ことは特に恐慌に打ちのめされた農村・農民大衆
の惨状の分析・描写に著しい。小岩井は嘗て三重
県松阪での小作争議に日農顧問弁護土として加わ
り指導的役割jを果したが、当時の機関紙『愛国新
聞』に「農民組合と調査」という一文を寄稿して
農民運動にとって調査の重要性を説いた。組合政
策の作成や農村改造の資料としても、要求の正当
性や当局や地主批判の根拠としても、小作調停法
の実施対策としても、各組合支部に調査部を設置
して調査活動を重視することを訴えていた20）。小
岩井が農民運動の実践の中で、培った手法がここで
活かされていたといえよう。
今一つ、この時期の農業問題の分析に見られる
特徴として日本資本主義の講座派的分析、農村に
おける半封建的土地所有関係の残存とそれに結び
ついた日本資本主義の特質を理論的前提としつつ
も、農業恐慌とその下での農民の惨状を生みだす
主動要因として資本主義の作用を強調している点
を見ることができる。農村対策・恐慌対策として
提起されていた諸方策も、ブルジョアジーのもの、
或いはブルジョア的改良の枠内のものとみられ
た。小岩井のこれに対する対策は労農同盟による
根本的解決の道であった。そして、総じてこの時
期の農業分析は、人民戦線運動を課題として取七
げた時期 1936年の小岩井の日本資本主義論「日
本農業と資本主義」「改造』同年 6 月号の素材を
準備したものと見ることができょう。
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進歩的思潮に対して広範な包容性をもっ」「進歩
的綜合雑誌J として『社会評論』がナウカ社から
刊行された。小岩井はこの創刊号のために論評「無
産者運動の新状勢一新たな昂揚の諸傾向一」を寄
せた。満州事変によってひきおこされたファシズ
ムの波が労働、農民運動にまで浸透し全体として
無産者運動が一歩も二歩も後退せざるをえない状
況の中で、逼迫した社会状勢と生活難に直面して
労働運動、農民運動の中に「後退を踏みこたえ」
攻勢へ転じる「第一歩として」、統一戦線の気運
が胎動している事実が注目されていた。
日本では労働運動が r若い」ということ、繊維
産業の婦人労働者を始めとして一般に労働者が大
部分農村から供給されること、日本資本主義の構
造的特質一一半封建的農業生産によって制約され
たフ＊ルジョア民主主義の不徹底、大衆の政治的無
権利状態、労働者階級の若干の部分が景気に恵ま
れる半面、大部分が窮乏と不安にさらされている
不均等状態、こういった無産者運動の不振を招来
する『物質的根拠j をあげながらも、小岩井は、
繁栄に恵まれていると見られる部分にさえ労働強
化など幾多の不満をもっと晃て、その生活を守る
べき「必然性」を指摘し、無産者運動が再び『前
進に向う可く姿勢をとり直しつつある」事実を指
摘した。労働争議・小作争議の統計的変動の検討
の中に「微光の如きわずかな現象J ではあるが「攻
勢への姿勢J を認めたのであった。
労農運動の r攻勢へJ の転換に一層の確信を与
えたのは労働組合運動における戦線統一の機運で
あった。小岩井は、まず第ーに日本労働組合全国
評議会（全評）の結成（1934年 11 月 18 日）を挙げ、
日本労働組合総評議会、全労統一全国会議、江東
地方従業員組合協議会等 12団体58組合を結集し
たこの合法左翼組合の統合を「その出現それ自体
が労働者大衆の統一戦線に対する強い要求の一成
果」と評価した。その他、大阪市電気局内の電車、
電燈、車輔工場等 3組合の統一運動、映画演劇従
業員組合における統一運動が指摘される。
小岩井は戦線統一の問題をさらに組合闘の合同
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という広い局面にまで視野をひろげる。ここでは
国家資本主義を標梼した日本労働同盟が関西で総
同盟へ関東で全国労働へ合同した（1934年 11 月）
事側、関西労働組合総連胞と全国労働との合同（同
年 7 月）が指摘され、さらに『早急に実現し得ょ
うとは恩わないJ との注釈をつけながらも、総同
盟・全国労働・総連合（何れも日本労働組合会議
加盟）の間の r合同への気運」が起りつつあると
の「事実」もつけ加えられている。また、アナ系
組合の日本労働組合自由連合協議会と全国労働組
合自由連合会の統一（同年 3 月）、従来日本主義
に走っていた組織などを結集した逓信従業員連盟
の結成（同年 11 月）までが言及されている。小
岩井は、組合会議系の諸組合の幹部に労資協調主
義が強まる傾向があること、合同統一の動きの中
に幹部同士の不純な動機やかけ引きの存在を認め
ながらも、社会情勢の逼迫と生活難の前に、労働
者大衆の「攻勢への第一歩として」の統一戦線へ
の要望が厳然として存在する事実を強調したので
あった。
農民組合戦線については、全国農民組合の小作
法獲得、食糧 1 カ年分差押禁止法案等の運動での
全国農民代表者会議（東京、 1 月 18 日）への全
国会議派系の兵庫県連・三重県連・茨城県連など
の参加に注目し、「全国代表者会議の成功は、全
会系の連合会との共同戦線の成立として何よりも
深い意味をもったJ と評価した。全会派兵庫県連
は 1934年秋に統一戦線の立場から全国農民団体
懇話会を提唱していたが、 1 月 27 日にその第一
回が開催され成功裡に終ったという私信を小岩井
は入手した。この会合には全農総本部としては参
加しなかった（予想通り）が、全会系から総本部
に合同していた奈良、京都、大阪等の地方の代表
者のほか北日本農民組合や二、三の小作人団体が
参加した。これらの動きを農民団体も統一へ向っ
て「攻勢への準備をすすめている」ものと見た。
政治戦線の分野では社会大衆党第 3 回全国大会
( I 月 20 日～22 日）で三つの問題が指摘された。
1 .軍部パンフレット問題をめぐっての一部幹部
と旧労農派及び社民派代議員との対立、 2. 全国
債利子 2 ヶ年間支払停止に関する国民的誇願運動
の決議、 3. 農民闘争の組織としての『農村政治
同盟J の運動方針。この中で第 2 の国債利子支払
停止の請願運動について、当時の社会情勢のもと
で意味深いもの、「戦術的技術的考慮．」によって
は有効な闘争を捲き起すことのできるものと評価
したが、他方「ファシズム運動への道もそこに開
かれている」との疑念を表明して、この点での社
大党の動向の問題性を指摘した。また、第 3 の農
村政治同盟の問題では、「農民闘争の目標は金融
資本家である」という「戦略的な根本方針」にお
いて「一つの重大問題を投じているj としてこれ
について「深く検討してみたいJ との意向を表明
した。
社大党第 3 回大会では！日労農派を中心とする豊
多摩支部などのク’ループによる麻生書記長の「陸
軍パンフレット」の評価に対する批判が展開され
たが、党指導部は、「陸軍の国防強化に関するパ
ンフレット」は資本主義そのものも批判したもの
であり、軍部パンフレットを仲介として在郷軍人
会・青年団・産業組合の陣営に進出、反資本主義
勢力の拡大、党の拡大強化を図るなど軍部思想の
支持・利用の見解を、無産者の党としての解放運
動を展開するための工作のー態様に外ならぬとお
し通した九第 2 の全国債利子 2 ヶ年支払停止要
求については、膨大な国債総額の累積と支払利子
の期大は金融恐慌以降の金融資本財閥救済策の結
果であり、軍事費増大による資本家階級の増税の
回避策によるものであるとし、こうした国債の大
銀行集中は金融ブルジョアジーの国家財政支配の
確立の表徴であるとされた。そして、財政不均衡
の打開策として郵便、鉄道運賃、煙草、塩等の値
上げ、一般的消費税の増税等一般大衆に犠牲を強
要するものとして、金融資本の不労所得たる国債
利子の支払を停止し、国民大衆負担の徹底的軽減
を計るとするものであった2）。
「農村政治同盟」は始め新潟県の社大党および
全農県連の提唱によって論議されていたが、社大
小岩井浄と人民戦線
党第 3 回大会で広汎な農民層撞得の新運動方針と
して提起され可決された。それに闘争目標として
金融ブルジョアジーを対象に貧農・中農・小地主
までも含む広汎な農民大衆の同盟体の結成を主張
するもので、あった。方針は、講座派的見解を「極
左農業理論』として、一、「日本の貴族、官僚は
完全に資本家化している」、イデオロギーとして
封建的残存の色彩濃厚であり身分的には封建的残
存物であるが、経済的基礎はブルジョアジーであ
る。二、三略、四、「大地主は今や完全に資本家
化し、資本家的地主として、金融資本の一部を形
成している。地方銀行、信用組合、その他を通じ
て金融資本の農村搾取の媒介体をなしているお
五、小地主は小作人と対立するも、借金・税金そ
の他においては金融資本に対立する。従って大地
主と小地主との経済的基礎は異る。六、七略、八、
「以上の論点よりして、日本の地主は独立せる政
治的勢力ではない」。九、貧農階級が耕作権の確
立や土地問題の解決に当り、「反対勢力は地主の
みでなく、地主の背後にある勧業銀行その他の金
融資本である、従って小作人の基本的対立物は地
主とブロックする金融資本である」。十、「従って、
金融資本の鵠牲なくしては、貧農の利益は断じて
伸張されないj、等の論点を対置した。こうして
資本家的地主と結合せる金融ブルジョアジーに対
抗して「貧農の優位的勢力を核心とする中農との
広汎なる政治的同盟J を提唱し3）、この組織の対
金融資本戦の「経済的社会的根拠」として、産業
組合・農事実行組合・負債整理組合さらに在郷軍
人団・青年団への積極的進出による全農村経済組
織への影響の浸透を説いたぺ
小岩井はこの社大党大会について、社大党が左
翼から社会ファシズムと批判されている問題との
「関連に於いて考えられねばならぬ点」が少なく
ないと指摘した。同時に他方で社大党の運動が『最
近積極性をもちつつあるJ ことを示すところがあ
ったとして、その「積極性なるものの方向」を注
視しなければならないとの評言をつけ加えた5）。
「攻勢への第一歩」としての労働運動・農民運
31 
愛知大学史研究（第3 号、 2009年）
動の統一戦線への胎動は 1935 年、 36年を通じて
急速に発展し小岩井の評価の適格さを証明した
が、その速さは小岩井の予想をはるかに上まわる
ものであった6）。 1935年 4 月の大阪港南地方の職
場組合員の自主的な合同運動は、その目標とする
全国的な労働戦線統一へむけての総同盟、全国労
働だけでなく全評、交通労働総連盟、東京市従、
東京交通などの合法左翼組合をまきこんでの合同
運動にまで発展した。小岩井は無産者運動の動向
を紹介する中で、非合法運動（共産党・全協の活
動）については徹底的弾圧によって弱体化してお
り、その状態は不明で、あり、また報道の自由を持
たないとして言及をしなかった。しかし、戦娘統
一運動の発端となった大阪港南地方全国労働・総
同盟合同促進協議会の結成の原動力となりまた指
導的役割を果したのは、共産党中央のセクト主義
を批判して結成された「多数派」に加担した関西
地方委員会の共産主義者たちであった7）。共産主
義者たちの活動は、各地で無産戦線統ーや 1936
年には人民戦線結成にむけて重要な役割を果し
た。
ところで全評が推進しようとした戦糠統一の事
業は「階級的労働組合の大衆と右翼組合の大衆」
が共同闘争を通じて結合し、改良主義組合幹部の
「分裂主義を粉砕する」ことによって達成される
「下からの統一の事業」を目指すものであった針。
日本海員組合・総同盟・全国労働・総連合・海員
協会・港湾連盟・官業総同盟・総連盟が改良主義
組合として名指しされ、その幹部は「事実上ブル
ジョアジーの手先き」であり、「労働者陣営の内
部に於て（……）共同戦線を破壊すること J を最
大の使命とするとして「社会ファシスト』と熔印
された9) （全評結成大会『運動方針大綱』）。しかし、
1935年 4 月以降の総同盟・全労に交総・東京市
従・東交・全評など左翼組合をまき込んだ合同協
議では、総同盟の全評拒否の態度への対策として
全評を全労に加盟させ、全労は総同盟に対して交
総および東京市従を含めた全的合同を主張すると
の約束が東京市従・交総・全評・全労の幹部の間
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で成立する事態が生みだされた。全評の全労加盟
を通じての合同参加は、総同盟の反対によって実
現することはなかったが、組合幹部による折衝を
通じての合同方式であり、全評結成時の「下から
の統一」路線の根本的修正であった 10）。
1931 年全国農民組合右派幹部による左派の排
除と全国労農大衆党支持の強制によって共産党の
指導協力の下に全農全国会議派が組織されて分裂
に陥っていた農民戦線でも、 1934年に入って戦
線統一の動きが胎動していた。 1934年 3 月近畿
地方の総本部派と全国会議派の各府県連合会のあ
いだに政治的意見について「固執せざること」を
申合せ、統一について基本的諒解が成立リこから
の合同」が決議された（「近畿地方農民団体統一
協議会」）。これに対して全国会議派常任全国委員
会は、部落よりの「下からの戦線統一J こそ全会
派の歴史的使命であるとし、協議会の「上からの
戦線統一」を部落単位の「下からの戦線統一」の
ために正しく指導すべきとする「全農戦線統一」
のための新運動方針を発表したが、これらの動き
は全農反対派の抵抗もあって大きく進展すること
はなく、 3 月の全農大会では大阪・奈良の 2 連会
の復帰の承認にとどまった II）。しかし、その後地
方的統ーは京都・栃木・千葉・北海道等の各府県
連合会の合同を実現、京都・栃木の正式復帰が認
められたが、 1935年に入って 4 月の全農大会に
おいて三重・埼玉・北海道の 3 連合会が復帰し、
つづいて 8 月の全農中央委員会で、の大阪府連によ
る全会派兵庫県連の復帰承認動議の提出によって
その復帰が実現した。残る唯一の全会派福佐連合
会の復帰も時日の問題とみられるに至った 12）。
1935年 4 月創刊された『労働雑誌』はこのよ
うな戦繰統一運動の流れの中で、生みだされたもの
であり、また、その後の統一運動の発展、さらに
翌年の反ファッショ人民戦線運動の形成に大きな
役割を果したのであった。
労働者を対象とする新雑誌を発行する企画は、
当初、全評結成へ向けて準備をすすめていた全労
統一会議委員長の加藤勘十や高野実と、関東消費
組合連盟で活動していたが追放された共産主義者
柳田春夫、松本健二らが相談会を開いたのが発端
とされる l九加藤や高野は労働戦線の統一の運動
のネ見点のほかに 1933 年 8 月アンリ・パルビュス
らの提唱による「上海極東反戦会議J を支持する
「極東平和友の会」の設立運動に参画しており信
条、党派を超えた統一運動を経験していた。『労
働雑誌』発行の中心的推進者となった内野壮児に
は柳田、高野らから話ーがあり、刊行資金調達の必
要から編集者の役割をもとめられた 14）。内野は嘗
て関東金属労組を除名後全協刷新同盟に加わり全
協のセクト的偏向批判の立場をとったが、刷新同
盟解散後全協日本金属労組のオルグとして活動中
検挙され、 4 カ月の拘留の後起訴留保となって釈
放されたばかりであった。共産党も全協も壊滅状
態の lドで「残されている合法性を利用して大衆と
の結合をはかる」との観点から、超党派的大衆的
啓蒙雑誌の発行の計画は支持する価値ありとし
て、内野は熟慮、を重ねた結果、申出を受諾したと
回想している l針。
小岩井が『労働雑誌』の発起人に名を連ねるこ
とになったのは内野の推挙によるものであった。
内野によれば、雑誌の有力な基礎となったのは全
評と東交でありそれへの直接売込みであったた
め、加藤、高野の発言力が大きくなるのは避けら
れないが、加藤に対抗できる有力な人物を入れる
必要ありとして、内野と柳田が当時梅ケ丘の親類
の家に仮寓していた小岩井を訪ねて発起人となっ
て賞うことを依頼した。これに対して小岩井は「し
ばらく考えさせてくれ」と即答をしなかったが一
週間後内野に承諾の返事をしたという 16）。
小岩井が柳田と内野の依頼に即答しなかった理
由についてねず・まさしは、小岩井が刷新同盟反
対であったので、この雑誌が刷同系の雑誌となり
共産党に対立するものになることをおそれたため
と書いている 17）。しかし、全協刷新同盟はコミン
テルンの批判をうけて解散し、その後内野は全協
系組合に復帰していた。むしろ、問題は、共産党
が「極東平和友の会」に参画し「上海極東反戦会
小岩井浮と人民戦線
議」支持活動に参加した加藤勘十や鈴木茂三郎を
「社会ファシスト」呼ばわりをして「平和主義や
日和見主義の毒素」をふりまいて「革命的反戦闘
争を裏切ろうとしている」 18）と攻撃するなど、極
左セクト的偏向をひきず、っていたこと、他方で、
合法左翼組合が全評を結成するに当って「新同盟
の性質」について「ファッショ並に社会ファッシ
ョと闘う組合たること」と並んで「組織内外のウ
ルトラ的傾向と戦う組合たること」をかかげ19）、
全評結成大会での「運動方針大綱J の中では「極
左的傾向に対する闘争が不充分だった」点を過去
に犯した誤謬としてあげ「全協あたりのまちがっ
た政策に対して、断乎闘争することを蹟踏してい
た」点を批判するなど20）、共産党・全協の極左的
セクト的方針と一線を画す姿勢を明らかにしてい
たこと、このような状況にどのように対応するか
という点こそ小岩井にとって大きな課題であった
筈である。小岩井は『社会評論』創刊号に載せた
評論「無産者運動の新状勢」（ 2 月 2 日脱稿）で
全評結成に関連して、「全評」が「どこまで強力
に闘ってゆくであろうかは、総じて今後の問題で
あるが、ともかくその出現それ自体が労働者大衆
の統一戦線に対する強い要求の一成果として注目
されるべき」と書いたが、この評価こそ『労働雑
誌』発起人を承諾する動機の一つであったと推測
できょう。
発起人にはさらに全農委員長であり社大党代議
土であった杉山元治郎が加えられた。これは、発
起人が小岩井、加藤だけでは左翼的色彩が濃厚で
あるため「もっと穏健とみられる人が必要」とさ
れたからであった。小岩井と内野が衆議院を訪れ
杉山に面会し、小岩井の説明を聞いて杉山は「ち
ょっと考えた末」承諾した21 ）。
第 l 回準備会（ 1934年暮か 35年初頭）に出席
したのは、加藤、高野、それに関消連にいて
1932年「米よこせ運動」のあと関消連を追放さ
れた柳田、松本健二、佐和慶太郎の 3 名と、国吉
真澄、内野であった。このように雑誌創刊の推進
力は合法左翼組合の指導者と日消連にいた共産主
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義者の同盟でこれに内野が加わったのであっ
た22）。
編集発行責任者には当初内野にとの声もあった
が、内野の固辞により高野の紹介した妹尾義郎が
ひきうけた。妹尾は、新興仏教青年同盟の委員長
で東北飢餓救済運動や反戦反ファッショ運動への
参加を通じて高野と周知の関係にあった。妹尾は
また資金づくりにも協力した。編集は内野ともと
関消連の活動家であった鈴木幸雄があたり、関消
連を追放後雑誌社に勤めていた佐和慶太郎や松本
健二、『実業之世界』の編集長であった江頭尚ら
が援助の手をさしのべた。鈴木が数カ月後辞任し
た後は佐和が編集部員となった。
2 月 9 日新宿白十字で聞かれた創刊発表懇談会
には発起人・編集者をはじめ、進歩的文学者、婦
人運動家、進歩的弁護士、東交、全評、日消連、
全日映、市従など労働団体代表者等70名余を集
め盛況の催しとなった。主催者は雑誌の性格につ
いて「労働者にわかり易く社会的諸現象を科学的
忠実さを以て説明する純然たる啓蒙雑誌で、一党
一派に偏した政治的主張を有せぬこと、すべての
労働者が一冊を持つように大衆的なものにするこ
と」との趣旨を挨拶のなかで述べたが初、出席者
の多彩な顔ぶれ24）はそれにふさわしいものであっ
た。『労働雑誌』のこのような性格については、
創刊号の編集後記で「“大衆の知識と娯楽”、これ
が『労働雑誌』のスローガンだ。四分五裂の労働
者農民運動の中で、一つの立場を特に主張したり、
指導理論を与えたりするようなことは、本誌では
やらない。大衆諸君の手で作られるものだから」
と改めて確認し、さらに、編集者が素人のせいで
面白い読物ももっと載せるつもりが果たせなかっ
た、次号からは「みんなが本当に昼飯夕飯後の一
服に、寝そべって愉快に読める様な、面白い話も
沢山載せます」と予告して、「労働者のキング（講
談社発行の大衆娯楽雑誌） J と称されたような大
衆的性格の雑誌をアピールした。
『労働雑誌』の執筆は一流の評論家・小説家・
画家・漫画家が協力し、すべて原稿料なしで行わ
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れた。発起人は創刊後は顧問となって活動を指導
するという役割になったが、創刊号では杉山は時
事解説「第65議会をめぐって」、加藤は同じく時
事解説「臨時工の問題」を書いた。小岩井は労働
講座 f食料差押禁止法案の対ftJ を載せた。この
テーマは小岩井の『労働雑誌』に対する期待を表
わしているといえよう。小岩井はここで全国農民
組合の総本部や全国会議系の連合会が共同闘争に
よって法案の獲得運動を起していることを指摘
し、貧農を主体とする農民組合が先に立って中農
を始め農民大衆と一緒になって法案獲得のために
立ちあがっている、という運動の統一戦線的性格
を説明する。他方で、この要求をめぐって「中農」
層を味方にひき入れようとしてファッショ団体や
政友会とか国民同盟あたりの代議士が議会に法案
を出す動きを紹介し、「それぞれの魂胆ゃからく
り J を見破らねばならないと警告する。こうして
飯米保証、飯米差押絶対反対の農民組合の闘いの
「ほんとの要求J と、「ごまかしの手段J との対立
を明らかにしようとした制。ここでは、農民戦線
における統一運動の評価とともに、そこでのファ
ッショ勢力との対決の課題とその焦点として中農
層の問題が視野に把えられていた。この点で、自
由主義者、ファシズム擁護論者や一部労農派理論
家26）などの支持を得ていたファシズム＝小フ。ル
ジョア運動論との異った見地を示すとともに、そ
の後の人民戦線論への展開の可能性を暗示するも
のと言えよう。
『労働雑誌』には政治、財政、労農運動など解
説や評論に多くの著名な評論家27）が執筆した。ま
た各地の争議の報告、職場問題、労働者の日常要
求や投書など労働者に密着した記事を載せた。農
民問題も 1935年 IO月号では農村特輯号が組まれ
た。国際問題ではフランス、スペイン、中南米な
どの人民戦線をはじめドイツ、ソ連などの海外事
情を解説した。小岩井もまた「フランをめぐる妖
雲と各国政局の危機」（1935年 7 月号）でフラン
ス、イギリス、イタリーの政治事情を解説した。
人民戦線についてはとくにねず・まさしの執筆に
よるパンフレット『フランスのファッショと人民
戦線』が編集部執筆の名で配布された（1936年
7 月）。
雑誌の発行部数は最初3,000でその半数は全
評・東交・東京市従など労働組合員への直接販売
で、残り半数が書店を通じての一般販売であった。
その後労農戦線の統一運動の前進につれて増大し
36年秋には 6,300～7ヲ000部に達した。大阪の関西
支局をはじめ神戸・名古屋・京浜・九州などに支
局がおかれ、各地で読者グループができて労組、
農民組合など組織の手段となった。官憲情報によ
れば、全国に 62名の販売責任者がおかれ（東京
のみ 25）、また米国にも 160部、ヴァンクーヴァ
ーに 50部宛が配布されたとする28）。この米国へ
の配布は、 35年夏全評の加藤勘十が米国の失業
保険救済労働委員会に招待されて訪米した際に土
産に持参したのがきっかけで、その後太平洋岸の
日本人労働者に読まれたという 29）。なお、この加
藤の訪米のさい野坂参三と懇談する機会があり、
国際情勢や反ファッショ人民戦線について意見を
交換し合ったとされる30）。
各地方や工場で『労働雑誌』の読者ク。ループの
中心となって活動した人物31 ）の中には、野坂が『国
際通信』など海外出版物の持込みを通じて推進し
た労線統一・反ファッショ人民戦線の方針に沿っ
て活動した共産主義者たちも含まれていた。神戸
での責任者とされる奥田宗太郎は、神戸の全評評
議会内のグループによる神戸の全評・全農・市電
3 団体の社大党支持・加盟運動を通じての反ファ
ッショ戦線確立の運動で重要な役割を果し、のち
に逮捕、「党目的遂行」で有罪とされた32）。名古
屋の共産党員石川友衛門は、名古屋合同労働組合
の結成に指導的役割を架したが、中部地方の労働
戦線統一運動や反ファッショ戦線の立場からの社
大党門戸解放の運動にも貢献した33）。石川もまた
のちに逮捕、同様の罪名で有罪とされた。京浜地
方では共産主義者春日正ーが『労働雑誌』をひろ
める運動をはじめ、朝鮮人関係・横浜地方・鶴見
とあわせて 100部以上の読者を得、春日が支局を
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うけもつようになった判。
大阪港南地区の全労、総同盟合同運動につづい
て大阪地方無産団体協議会を結成して「全線的労
働団体の統一」「反ファッシヨ」運動を展開した
大阪は、運動の前進とともに読者数を増加させた
典型であった。 1936年 l 月小岩井は帰阪して川
上貫ーを支局長として労働雑誌関西支局を設置し
た。 JII 上質ーは 1932年大阪府の社会事業主事で
役人生活を送っていた頃共産党入党申込書を提出
したが許可を得られないまま、翌日年 2 月以降
の共産党関係の大弾圧のさいに検挙され、 1934
年 5 月執行猶予で出獄したのち、市電今里車庫の
労働者と労農救援会がむすびついてつくっていた
東成無産者診療所にいて講習会をひらいたり、医
療雑誌を刊行したりしていたお）。なお、小岩井が
モップル事件で、入獄したさい、川上は小岩井の妻
貞子を東淀川区十三の医院に就職を斡旋し家肢の
生活を援助した経緯があった36）。
当時川上はフランスの人民戦線の経験などを読
んで諸党派の結集の必要性と組合戦線の統ーをわ
が国でも実現しなければならないと痛感していた
が、 r労働雑誌』の創刊を得て、上京して自ら大
阪での責任者の任を申し出たという。関西支局を
設置した川上は労働運動の最右翼である総同盟に
くいこむことがもっとも大切であると考え、事務
所を木津川地区のビルにおいて総同盟の労働者に
はたらきかける基盤をつくった。関西支問をつく
る足場となったのは東成無産者診療所であり、『労
働雑誌』を応援してくれたのは大交今里支部など
であった。支局員として岩間光男と長壁民之助が
いたが、岩聞は早くから共産主義運動に入った青
年で四・一六事件（ 1929年）で検挙されたが少
年であるため放免された経歴があった。のちに戦
争で行方不明となり消息を絶った。大阪木材組合
の執行委員であった長壁も同じく治安維持法違反
で検挙懲役 6 年の判決を経験していた37）。支局は
『労働雑誌関西支局ニュース』を発行し読者会を
開いた。官憲資料によれば 1936年 12 月末現在「サ
ークル人員数千人」と記録された。また、「市電
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友の会」「全評友の会」「労救友の会」「労働学校
友の会」が組織されていた38）。市電従は築港支部
だけでも毎号50人から 100人の読者がいたと言わ
れ、中には l 派出所巡査は小岩井宅をしばしば訪
ねて『労働雑誌』を入手し管轄区域の朝鮮人に配
布して免職になるなどの例もあったという則。な
お、小岩井は 1936年 9 月弁護士資格を回復し北
区梅ケ枝町のピルに法律事務所を再開して大阪で
活動を本格化していた。
反ファッショ戦鰻の問題について、 J 11上貫ーは
コミンテルン第 7 回大会の方針を日本に具体化し
た文書「日本の共産主義者へのてがみ」が軍部・
反動・戦争に反対する統一運動をよびかけていた
ことを「共産党員でなかった私は、そういうこと
を知らなかった。ただ私なりの考え方で、統ーを
めざしていたのであったJ40）と書いている。「日本
の共産主義者へのてがみ」は岡野（野坂参三）、
田中（山本懸蔵）の名で『国際通信』 1936年 5
月号に掲載されたもので 『コミュニスト・イン
ターナショナル』 36年 2 月号からの転載であっ
た。野坂らによってアメリカから送られてきた『国
際通信』や『太平洋労働者』などの非合法出版物
は労働雑誌社が発足するとすぐ送られてきて編集
部の内野は、送付されてきた『国際通信』を労働
雑誌社の事務所で綴り込みをつくり、来社者に閲
覧させていた41) という。 JI!上は『労働雑誌』 1936
年 7 月号に「青年労働者の社会的地位J、同 9 月
号に「広田内閣の“庶政一新”とはどんな政治か？」
を書いたが、いずれも反ファッショのたたかいに
寄与することを意図したものであったと回想して
いる42）。
コミンテルン第 7 回大会（ 1935年 7 月～ 8 月）
がそれまでの社会ファシズム論を清算して人民戦
線方針へ転換したことは、同年 9 月 2 日付 r社会
運動通信』の記事が報道していた。この『社会運
動通信』の記事を資料として内野は『労働雑誌』
l 1 月号に「コミンテルン第 7 回大会とその動きJ
と題して、大会の模様、日本代表の発言、スペイ
ン代表演説、大会決議、デイミトロフ報告などを
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紹介した43）。翌月 12月号は『戦線統一特輯号』
を組んだが翌年36年 2 月号は『ファッショ特輯
号』として発行された。 36年 8 月号に掲載され
た無署名論文「労農政治戦線は現在どう動いてい
るか？」は「人民戦線の声がひびき渡る中にその
中軸とも言うべき労働者農民の政治的統一戦線は
僚原の火の知く発展してゆく」として 2 月選挙の
勝利以後の運動を描写したが、これは編集部の社
大党を中心とする反ファッショ戦線の統ーを追求
する立場を鮮明にしたものであった。論文は、全
国に亙る社大党県連の結成・複活・入党・支持運
動の進展をあげ、この動きが農民によって率先さ
れたことの意義を指摘し、これに組合会議参加組
合員大衆の政治的覚醒が加わったことに注目し
た。これに対して左翼派が労農無産協議会の政治
結社届、個人加盟による新党としての再組織化に
伴い、政党化を推進した全評・東交・社大党杉並
淀橋支部の社大党除名党員による城西政治クラブ
に対する反対派組合、団体の対立、さらに全評・
東交内での労協政党化をめぐる内紛、東京以外で
の全評その他左派組合の社大党加盟・参加運動な
どを概観し、結局、全国的形勢は社大党支持、門
戸解放の要求へと向っている、と特徴づけた。労
働者の聞にある社大党の階級性に対する疑惑・不
信がこのような爵踏・遼巡を生みだした大きな原
因であるにせよ、反ファッショ政治統一戦線、農
民との提携への要求が社大党の支持へ労働組合を
結集させつつある、というのであった。こうして
「社大党が文字通り、労働者農民の当面共通の利
益を擁護する大衆政党となるということは、日本
で人民戦線の問題が現実のものとなる第一歩であ
る」と結論づけた44）。なお、『労働雑誌』 36年 5
月号は、総選挙後における社大党支部の結成、再
組織や組合の支持など社大党の急速な発展につい
て、「最も注目さるべきことは、現在の社大党が
必ずしも労働者農民の絶対的信頼を得ているから
ではなくて、反ファッショ統一闘争を最も有効に、
最も効果的に行わんとする気運が、大衆の中に湧
き起って来たからであるということである J と報
じていた州（日本社会運動月報）。労農無産協議会
は 7 月 3 日全評・東交・城西政治クラブの幹部を
中心に社大党を排除された左翼勢力を組織し、人
民戦線の推進力たらんことを標梼して発足したば
かりの政党組織であり、将来社大党が門戸開放す
る場合は社大党と合同の意志ありとしながら、当
面社大党を支持、加盟を推進することによって戦
線統ーを強化しようとする左翼組合・団体との対
立を深めていた。 r労働雑誌』 8 月号の労農政治
戦線についての論評が、社大党支持と並列して門
戸開放を全国的形勢を示すものとして言及したの
は、編集方針の党派にとらわれない統一の立場を
維持しつつ社大党を中心とする反ファッショ勢力
の結集方針を明らかにしようとしたとみてよいで
あろう。
これより先、労働雑誌編集責任者の内野世児は
北川一明のペンネーム46）で r時局新聞』 36年 6
月 15 日付に「労農協議会と人民戦線一一社大党
に対する認識と態度一－J と題する一文を投稿し
ていた。ここで内野は、社大党について、一部最
高幹部がファッショ的傾向をもつにもかかわらず
多くの幹部殊に中堅・下層幹部が反ファッショ闘
争に積極性を示して来たこと、その党員支持者は
組織労働者組織農民の大多数を占めていること、
多くの大衆が唯一の無産政党としてその旗の下に
集まろうとしていること、宮僚主義的傾向が強い
が、地方分権的で統制力は微弱であること、等を
指摘し、ここから社大党はファッショ勢力は長期
に亙って支配しえず、必ず反ファッショ闘争の重
大勢力たり得ると結論づけた。社大党に入党しよ
うとする目標は、社大党を広汎な反ファッショ人
民戦線の中軸とするべく努力することとされた。
社大党の一部幹部のファッショ的政策と行動に対
しては、これに対する具体的批判とともにこの批
判を社大党大衆に納得させるために社大党内外の
大衆聞の共同闘争が基本的条件となるとし、この
立場から、労農無産協議会の結社届47) ( 5 月 4 日）
が「新党結成への方向をとるが知き印象」を与え
たことを r誤謬J であると断じた。それは社大党
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内にあって反ファッショの立場をとろうとする労
働者農民を困難ならしめ、社大党大衆との共同闘
争への障害となるというのであった。
労農協議会の幹部による新党結成への動きは、
すでに r国際通信』 36年 4 月刊「新党樹立を排せJ
(R生）によって批判されていた。新党樹立の提
案は、社大党内の「優秀な指導者、戦闘的党員連」
を社大党という大衆団体から孤立させ、ファシス
ト幹部に全党の統率を委ねることになる。また新
党をめぐり社大党外諸派の新たな分裂を生みだし
グループ間のいがみ合いに勢力が浪費される、何
よりもファシスト軍部に対する大衆の統一戦線運
動を傷つける等が主張された。社大党内の「真シ
なせい力j を動員し反動的幹部をうちまかして社
大党を社会主義、ファシズムに反対する統一戦線
の側に獲得することこそ、戦闘的分子の義務であ
るというのであった制。同じく『国際通信』（36
年 8 月 2 日付） r労農無産協議会と社大党への加
盟問題J 中山虞ー（野坂参三）は「協議会の政党
化は統一戦線をさまたげる」との主張を再論した。
ここでは北JII－明（内野）が社大党を反ファッシ
ョ人民戦線の中軸と位置づける根拠とした社大党
の構造的特質すなわちその大衆的組合党的性格、
分権的協議会的性格、政治的多様性をさらに詳細
に展開していた制。 JII上貫ーもまた労農無産協議
会が政党化を決定した直後 r時局新聞』 36年 7
月 6 日付に社大党を中枢とする反ファッショ統一
戦線を呼びかける論文を発表した。「ファシズム
の進行と“戦線統一”の急務一一全国の勤労大衆
諸君に訴う一一J は『時局新聞』第 1 面の全面を
飾ったが、この中で労農無産協議会について「徒
らに口先だけの社大党との提携云々によって一時
の御茶を濁していてはならぬ」と批判し、社大党
の大衆と提携、合流するために社大党および組合
会議への郎時合同の提唱、そのための闘争を呼び
かけた。
内野は戦後共産党に入党したが、後になって『労
働雑誌』をめぐる座談会の中で共産主義運動との
関係について発言している。それによれば、『労
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働雑誌』がコミンテルン第 7 回大会の記事をだし
たお年の暮の頃になって大会のおおよその輪郭
がわかってきた一一一プロレタリア統一戦線だけで
はなくはるかに広汎な階層を含む人民戦線という
こと、もう一つ社会民主主義政党との上からの協
定という問題がはっきりしたのはお年末から翌
年のはじめであったという則。内野は労農無産協
議会反対の方針には『国際通信』とくに「日本の
共産主義者へのてがみJ の影響が強かったことを
認めている 51）。しかし座談会では、 36年 2 月選
挙で全評の高野がブレーンとなって作った「反フ
ァッショ民衆戦線」というスローガンが掲げられ
てから、 6 月の東京府議選に妹尾義郎が労農無産
協議会から立候補した時も「反ファッショ反官僚
の人民戦線J という言葉を選挙広報にも使ったこ
とが言及され、人民戦線のスローガンが共産主義
者の独占物でないことを示唆していた。ただY労
働雑誌』の編集部は日本無産党の結成（労農協議
会の政党化）に反対であった。反ファッショ統一
戦線の母体は社大党にすべきで、同じ合法舞台に
無産政党を作ることに賛成できなかった。だから
その時分高野との関係も「少し悪くなり、」特に
加藤勘十との関係もそうであったと告白してい
る。このことはしかし紙回には全熱出なかった。
統一戦線誌であるため雑誌として反対運動をやっ
たわけでないと言明し、さらに新党結成が実現し
た段階では、止むを得ず「人民戦線の有力な一翼」
として現実を認める態度をとったと説明してい
る 52）。
共産党との関係について同座談会で内野は直接
の関係を否定していた。雑誌の超党派のイメージ
をどう LHすかに背労したと語り、編集部員であっ
た佐和慶太郎も「一日でも長く活動するには共産
党と連絡をとらない方がよい」と考えていたこと
を認めていた。内野によれば、『労働雑誌」とは
別に内野は以前から共産党の再建を考えており、
指導部に対する強い批判を持ちつつも、共産党再
建の方策について思案するところがあったとい
う。内野は『労働雑誌』と共産党との関係を重ね
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て否定しつつも、この頃もと東交活動家の原因三
友と「党再建を目標にしてその一歩となるような
ク、、ループ」の必要を相談したことがあり、これを
原因が誤解して内野が「党中央の指令で動いてい
る」との言動をまきちらしたという。ただ、内野
は r労働雑誌』と党との関係は否定しつつも、人
民戦線運動そのものは共産党の必要性という問題
にいたるところでぶつかると主張して思想的一貫
性を崩していない到。なお内里子は、 36年 4 月に
小岩井を所長として川上貫一、木下半治、立花敏
男らと日本政治経済研究所を東京に設立し、 6 月
には清水巳之助を責任者とする関西支所を設置、
I 1 月には神戸にも出張所を設け奥田宗太郎がそ
の責在者となった。これは労働戦線の統一、人民
戦鰻の問題を調査研究し大衆に報道することを目
ざした 54）が、 /11 上はこれを『労働雑誌』とちがっ
て思想団体であり、人民戦線問題を研究協議した
と性格づけていた問。ねず・まさしによれば、内
野は立花敏男や原田三友らと一つのクーループ（明
治会）を作って全協再建の計画をはじめるが、こ
のグループの理論誌が『大衆経済』であり、大衆
誌が r労働雑誌』というのが内野の位置づけであ
ったという。しかしこの位置づけすなわち全協再
建計画一一共産党再建への一歩ーーの中での大衆
誌的役割という位置づけは内野の雑誌の超党派へ
のこだわりからすれば無理があると思われる制。
1936年 12 月 5 日を期して大阪を拠点とする日
本共産党中央再建準備委員会および東京の全協再
建運動を中心に全国に亙って一斉の検挙がおこな
われ、労働雑誌社の内野壮児、佐和慶太郎、原田
三友、妹尾義郎ら 10名が東京で、川上貫一、岩
間光男が大阪で検挙された（ 2 月末現在）。労働
雑誌関係者が追及された主たる訴因は、日本共産
党の新戦略である「プロレタリア革命の前提とし
て J 全階級層を糾合し反ファッショ人民戦線樹立
の運動を助長・指導する意図を以って雑誌の編
集・普及活動を行ったという共産党目的遂行（目
的遂行罪）を間われたのであった。人民戦線運動
を共産党によって採用された「合法場面に於ける
特殊の活動」と把える当局は、「合法擬装行為な
りや単なる合法運動行為なりやの分界」を見極め
るという「難問題」に直面して、コミンテルン第
7 回大会・内外共産党関係の文書・活動の究明の
ほか、被告人に対して、行動に対する動機内容の
取調べでの「客観的事情」に注目すること、被告
人の供述に重点をおくよりも「総ての証患を蒐集
調査し、事案の全貌」を明らかにすること、被告
人の行動が「新戦術に一致するものなるか」を摘
出することを対策として打出した57）。言わば外形
的関係の証拠をよせ集めることで共産党との関係
を追求しようとしたのであった。
司法当局のこの方針は官憲によって収集された
『労働雑誌』関係の情報に色濃く反映していた。
党中央再建準備委員会の和田四三四の「予審終結
決定」では、和田は労働雑誌関西支局責任者川上
貫一、岩間光男と各数回連絡し同誌の編集方針と
して労農大衆をして反ファッショ・反資本闘争に
集結させることを目標とする啓蒙雑誌たらしめる
よう提唱したとしてこれを人民戦線活動の一因と
した5針。内務省警保局の情報は、再建準備委員会
の活動として労働雑誌社に対して党の政策たる戦
線統一運動（社大党を中心とする戦線統一、社大
党、全総同盟への入党）を大衆にアジプロすべく
川上貫ーを通じてこの方針の具体化を要請した、
とする。そして所謂正統派分子はこれに応じ、爾
来労働雑誌社は党再建準備委員会の政策方針を大
衆に反映させることを「唯一の目的と為すに至
り」、所謂労農派分子は「漸次同社より之を駆逐
せらるるに至れり」とその変質を結論づけた59）。
憲兵司令部の情報は党中央再建準備委員会と /II上
貫ーとの関係をより具体的に叙述した。すなわち、
1936年 l 月 l l 、 12 日以降の共産党関西地方委員
会の検挙壊滅のあとをうけて和田四三四、奥村秀
松、藤井英男、宮木喜久雄らによって共産党中央
再建準備委員会が構成され、当面統一戦線の問題
を中心として指導しこれによって同党の拡大策の
方針を採り、「全評、総同盟の合同及全無産大衆
は社大党へ這入れJ のスローガンの下に関西地方
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の労働運動を指導し港南地区を始め全的に成果を
挙げたとし、つづけて「此間労働雑誌社関西支局
長川上貫ーは同年二、三、四月の三回に亙り党中
央統制者和田四三四と会見党の方針に関する説明
を受け、旦労働雑誌編集及読者獲得に関する党の
要求を承諾し爾来党の方針政策に基き関西支局世
話役会議を通じ組合の合同、社大党へ加入の促進
のための運動を強化し」と書いて、川上貰ーが 3
度に亙る和田との会見でその要求を承諾したこと
が労働雑誌変質の転機となったと意味づけた刷。
前述したように川上は「『労働雑誌』関西支局
長のころ」と副題を掲げた回想文の中で、 1936
年 2 月の野坂参三、山本懸蔵による「日本の共産
主義者へのてがみ」について、共産党員でなかっ
た川上は rてがみ」が軍部・反動・戦争に反対し
て全勤労民衆を統一することをよびかけているこ
とを「知らなかった」、「ただ私なりの考え方で、
統ーをめざしていた」と書いている。また関西支
局を創設した当時労働運動の最右翼である総同盟
にくいこむことが最も大切であると考えたとも書
いていた。党中央再建準備委員会との関係は一切
ふれられていなし」ただ、前記『労働雑誌』をめ
ぐる「座談会」の中で、地方の読者の立場で参加
した亀山幸三は「昭和 10年頃に関西で小岩井さ
んや川上さんらの十日会というのをやっておっ
て、これには和田君なんかも来てましたよ。僕は
誘われて高松から出かけていって、コミュニスト
はどういう活動をしたらいいのかといったら、ニ
ヤニヤして顔を見合わせて返事をせんのですよ、
警戒してたんでしょうが」と自らの記憶を語って
いる。この会合はしかし党組織と直接関連づけら
れるものではないことは亀山の前後の発言からも
明らかであった61＼川上が和田と連絡したと指定
されている時期には、 1936年 l 月中旬の一斉検
挙により壊滅した関西地方委員会が残存したメン
バーによって再建がはかられており、和田が奥村
秀松と会って党再建について協力の約束を得たの
が同年 3 月下旬頃であった。また 3 月 15 日付で
関西地方委員会署名のパンフレット「統一戦線樹
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立のために」（半紙 4 ツ折型 l l ページ）が発行さ
れ、つづいて「日本に於ける民衆戦線の為に」（ 5 
月某日付半紙 4 ツ折型 11 ページ）が発行された。
この頃宮木喜久雄、藤井英雄等が「全国的党統一
機関」を確立した後に政策を樹立し、急速に r赤
旗』を再刊することを主張し、これを容れて 5 月
中旬頃から当面の活動部署として和田が組織、宮
木がアジフ。ロ、奥村が技術（印刷）に関して主と
して活動することになった。コミンテルン第 7 回
大会におけるディミトロフ報告に対する結語演説
のコピーの発刊を計画、 7 月上旬頃「夏期の好飲
料」という偽装表紙をもって約300部のパンフレ
ットを作成発刊するに当り、和田、藤井、奥村が
相談してすでに党中央再建の基本的態度をとろう
と決めているので日本共産党中央再建準備委員会
の名称を用いることとし、その署名をもって発行
した（奥村秀松に対する第 1 審判決） 62）。こうし
て 7 月上旬に「現在フアツシズム勢力の強力なる
進出を見るとき、党の当面の任務は党のイニシア
チープ把握の下．に、反ファッショ人民戦線を結成
するにあり。而して之が為には関西地方委員会の
如き地方組織として取扱うべきものに非ずして党
中央部の組織を急速に確立し、之を広汎にアッピ
ールすべきなり i3）として再建関西地方委員会を
主体として党中央再建準備委員会を結成したので
あった。こうした経過を見る時、 2 月から 4 月に
かけての和田の川上に対する党万針の提案が労農
無産協議会の結成（ 7 月 3 日）にかかわる労農派
の「駆逐」に至るような「労働雑誌』編集方針の
変質をもたらしたとする官憲情報は説得力を欠く
ものと言えよう。
官憲情報はまた、 36年 7 月以降宮木、和田、
奥村が上京し個人的連絡を通して党組織の計画を
進めたが、労働雑誌社には江口換の紹介によって
和田が内野；｜上児と会合、情報を交換し、その後内
野は 8 月関西地方を旅行し情勢視察を兼ね同誌販
売の宣伝を行う一方、 8 月中旬頃小岩井宅に於い
て内野、 I 11上、岩間らが同誌の経営および編集方
針を協議したとする。この協議を通じて党中央再
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建準備委員会の新運動方針に共鳴する川上、岩間
らが関西支局の活動実績を背景に本社を動かし、
本社より漸次労農派を駆逐し合法雑誌記事の仮面
の下にコミンテルンの新戦術の線に従い労農大衆
を啓蒙して日本共産党の大衆的地盤の設定に資す
るよう編集、配布したというのであった制。小岩
井の第 2 審判決文は、 8 月中旬頃の小岩升二宅にお
ける内野、川上、岩間等による『労働雑誌』の編
集方針の協議においてその重点を日本共産党の
「新活動戦略たるプロレタリア革命の前提として」
反ファッショ人民戦線樹立の「気運助長及其の指
導に措くべき意向を強調したるに対し敢て異議を
挿まずll昔々裡に之に賛意を表し」と書いた65）。憲
兵司令部情報は、 8 月 13 日の小岩井宅における
協議の結果内野を引続き編集責任者として実権を
持たせ、編集方針として「(1）反ファッショ戦線統
一の為め啓蒙活動の強化 (2）農村問題を忘却せざ
る様努む (3）指導者中心でなく一般大衆を目標と
す (4）職場通信を重要視す (5）面白く読まるる様
に編集す」等を協議決定し、「併せて共産党と労
働雑誌との関係に閲する技術的問題をも協議し其
の基準を定め、爾来此の方針に基き共産党の育成
拡大を目標に同社の活動を進展しありたり J と書
いて66）やや異ったニュアンスでこの間の経緯を伝
えている。
検挙された内野、佐和に対する取調べは約半年
の閉すべて和田四三四と共産党再建についてだけ
で、雑誌の内容、人民戦線運動との関連などは聞
かれなかったという刷。内野は前記「座談会」の
中で党中央再建準備委員会とは一線を画していた
と語っている。その政策・方針には「かなり批判
的」で「あんなことじゃできないと思っていたし、
沢山ある再建グルーフの一つ」と見ていたという。
和田との会合の件も、「電話かけて来たけど用心
して外で‘会った。警戒してたから東京の情勢も話
さずに、向うの意見を聞こうと思、ったんですね』、
「話をしてこれは駄目だと J思った。政策がない。で、
たいした話はしないで追い返したんです。ところ
が『労働雑誌』の検挙事由の一つには、和田君が
来て色々工作して党組織を作っただろうというの
が当局の推定だった。僕がやられた時の尋問の中
心はそれなんで‘す」と発言していた則。内野はま
た『日本人民戦線運動史』の著者犬丸義ーに対し
でも、「江口換さんの紹介ということで和田に会
ったが、ただ組織がどうなっているかということ
だけ間き、政治方針の話をしないので、信用しな
いことにして l 回きりにした。中央再建準備委員
会の文書も見たことがなかった」と語ってい
る刷。内野は取調べでも和田との闘係を否定し、
「その後 4 ～ 5 カ月間調べに来なかった。次に米
てからはその件の調べはなくなった」と発言して
いる（「座談会」）。
憲兵司令部情報は、関西支局編集委員会決議と
して労農無産協議会反対、全評勢力の排斥に努め
正統派支持派で本社を固め、加藤、高野等は漸次
編集会議に出席不能となり、 36年 5 、 6 月より
加藤と小岩井は意見の相違を公にし同社は完全に
正統派共産党の影響一円こ置かれるに至った、と書
いている。つづいて、川上の指導の下に責任者部
署を定め東京交通労組（東交）を中心として影響
獲得の方針を立て 36年 7 月以降東交各車庫、消
費組合、全評下部組織方而に全社員、関係者を動
員し「社大党に這入れJ を中心スローガンとして
方針の浸透を徹底し、読者獲得に努めた結果、東
交各車庫842部、全評 185部をはじめ市従・東京
白労・江東一般・関東工連・消費組合のそれぞれ
の獲得部数を列挙して成果をあげたとする。さら
に、このような労働雑誌の動員闘争に対して東交
各車庫、全評幹部の「不都合なり」とする反論、
宣伝の結果東京地方に於ては関西地方に於けるよ
うな統制容易ならず、また財政問題を中心として
立花、内野聞に相違が生じたため、 36年 8 月『労
働雑誌』の方針について、また l l 月に日本政治
経済研究所の方針について大阪で小岩井の意見を
徴して新陣容を固めた70）、というのであった。
内野は 5 月 3 日の労農1！！~産協議会の結社届のあ
と、山坂登、北川一明のペンネームで人民戦線の
確立へ向けて東京府議会選挙戦での社大党と労農
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協議会の提携を訴え、また協議会の結社屈を『新
党結成のためのペテン戦術」と非難する関東工連
の声明に関連して同工連の声明書が提起した疑問
点に労農協議会が明快な解答を与えることを求め
る投稿を『時局新聞』（ 5 月 18 日）によせていた。
ここで内野は社大党をファッショ政党と規定する
全評機関紙『労働新聞』の見解に反対し、社大党
はファシズムに抗して闘争する勢力になり得ると
して、新党樹立は必然に反ファッショ戦線の分裂
と戦線撹乱の道であると糾明、労農無産協議会の
対特別議会方針書（ 5 月 10 日）一一「社大党そ
の他その協力の下に全国の無産大衆を動員して、
広汎強固なる反ファッショ民衆戦線の結成を目ざ
して遁進する」ーーの支持を表明して、この方針
に基づく労農無産協議会と社大党との聞の府会選
挙戦における選挙協定を求めた71 ）。 5 月 25 日付
の投稿では、あらゆる労農団体の共同闘争、社大
党・組合会議系を含む諸国体その大衆と共同闘争
を進める観点から、内野は、労農無産協議会がこ
のような政策をとる「諸国体の一時的な共同闘争
機関」であると考え支持して来たとし、結社届も
府会選挙戦のための一時的便宜に過ぎ、ぬと解釈し
たとしつつ、関東工連の非難声明が提起した疑問
点に労農協議会が解答することを求めていた。す
なわち、第ーに、関東工連の声明書が結社屈の理
由としてあげている、結社屈をしないと集会に不
便であるという点について、関東工連は「特に不
便だという事実なし」と断定しているが、その真
相如何？ 第二に、戒厳令解除と同時に解散して
以前の団体協議会に返るか、それとも要求闘争の
ために半恒常的な政治結社を必要とするや。第三
に、関東工連の声明書が協議会を新党と見倣して
いることに対して「これに与みしない」としなが
ら、これに対する協議会の見解如何？ を聞い正
した。特に第三点については、協議会常任である
市従橋本富貴が『労働雑誌』 4 月号で議会闘争、
府市区会議員選挙闘争を通じて新党育成の機会を
捕えるべきだと論じていることについて、協議会
の見解を明らかにすることを求めた72）。前出の『時
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局新聞』 6 月 15 日付の内野の投稿文は、この質
問に対して鈴木茂三郎が労農協議会についての見
解を発表し、鈴木の見解について内野が自らの意
見を述べたものである。
これらの投稿を通じて内野が主張したのは、所
謂労農派を排斥して正当派共産主義者の統制を確
立することではなく、社大党・労農協議会を含め
た労農勢力の反ファッショ戦線の構築であった。
それは、 2 月選挙での無産派議員の勝利をこうし
た統一勢力の勝利と把えて全国で展開された社大
党支持、社大党支部結成の動きの進展という客観
的情勢の支えがあった。前述の「座談会」で、労
農無産協議会の政党化の問題について内野は『労
働雑誌』としては反対しなかったが編集部の意見
は反対だったと発言していたが、これに関連して
「その他のグループとどう関係していたわけです
か」（亀山）の質問に対して、「ほとんど関係ない
ですね。いわゆるコミュニスト派で野坂、山本の
手紙なんぞを受けとめていた人たちは反対でした
がね／3）と応えて雑誌の超党派性を確認している。
前記関東工連の労農協議会の非難声明に対しでも
内野は「この意見書には、左翼に対する悪意的と
も見られる罵倒が多くて人を反接的にさせる」と
書いて関東工連の姿勢に同調していなかった。な
お、 G 月 IO 日の府会議員選挙では労農協議会は
社大党に対して選挙協定を提議し、正式協定は成
立しなかったが事実上の協力が実現していた。
5 月の労協の結社届には関東工連・日消連・全
農の脱退屈や不参加、東京自動車の政党イじ反対宣
言、東交・市従内部の反対意見など幅広い抵抗が
当初より存在した。府議選が近づいて一時鎮静化
した労協に対する反対運動が選挙後「更に猛烈と
なって起り遂には参加組合の分裂に迄及ぶ情勢と
なって来た」74）ため、これに対する方策をたてる
必要に迫られ、 6 月 13 、 14 日東交・全評・市従・
仏青・其他（労農派）幹部十数名が集まって労農
協議会の解体、個人加盟の協議会への改組を決定
したのであった。しかし、この決定は職場組合員
を説得することができず、東交内の労協反対支部
42 
による「無産戦線統一促進協議会」や東京城北地
区の全総同盟・東京自労・関東工連・関71号連・東
交各支部・全評・市従等による「政治戦線統一促
進協議会」の結成など、労農協議会反対を標梼す
る組織を生み出した。東交幹部として労農協議会
改組を決めた集まりに参加した北田一郎は、こう
した状況について「労協支持団体たる東交、市従、
自労の内部には相当社大党系の分子があり尚少数
ではありますが正統派系の分子もあって之等社大
党及正統派系の分子は協力して労協を以て無産政
治戦線を分裂せしむるものとなし極力排撃し遂に
は支持団体の分裂をも招来する虞がありまし
た」75) （検事聴取書）と供述している。
憲兵司令部情報が指摘する、前述の 8 月 13 日
の小岩井宅における内野ら編集責任者による『労
働雑誌』の方針についての協議は、まさにこのよ
うな労農協議会をめぐる労農反ファッショ戦線の
分裂の危機に直面した時点であった。そこで決定
されたとされる方針も、反ファッショ戦線統ーの
ための啓蒙活動のほか、発刊当初の党派をこえた
大衆的雑誌とする方針を確認し各分野でその具体
化をはかるとするもの以上ではない。当局の共産
党と労働雑誌社関保に関する「技術的問題J の協
議と、「其の基準の決定」という記述も、労働雑
誌編集部の上のような方針についての、人民戦線
活動を共産党の新戦術の「合法擬装行為」と見な
す当局の官憲的表現を示すものと見てよいであろ
つ。
なお、日本政治経済研究所についての憲兵可令
部の情報も、上のような『労働雑誌』についての
それに劣らぬ牽強付会のものであった。研究所は
「所謂新戦術に基き巧妙なるカムフラージュの下
に合法的出版形態に依る宣伝煽動の機関として」
設立されたとして、この観点から情報が組みたて
られていた。設立の中心となった立花敏男は内野
らとともに服部之総、山田盛太郎の著書等をテキ
ストに研究会を組織していたが、立花の労働雑誌
社への入社後内野と協議を進め、当時労農無産協
議会を中心として無産政党樹立の計画が宣伝さ
れ、政治的には社大党との統一方針が問題となっ
ている状況で、「人民戦線の戦術として後者を以
て基本的意見なりとする内野は立花と共に同一意
見を有する小岩井揮を所長として政治経済研究所
確立を協議し十一年四月中旬立花方に於て j 「前
記目的を以て」所長小岩井淳等を決定した、とあ
る。しかし、前述のように労農協議会による新党
問題が論争の焦点となるのは 5 月 4 日の労協の結
社屈を契機としてであり、この時点では内野は協
議会を「諸国体の一時的な共同闘争機関j として
支持していたことを明らかにしている。憲兵司令
部の研究所設立の動機についての説明は根底から
根拠を欠いたものであった。
情報は、関根悦郎の「人戦弾圧の目標を理由に」
提案された同所の改組問題についての「意見対立
等に依り和を欠くやの情勢」から、立花はこの解
決のため、「十一年十一月二十三日大阪堂島ビル
に於て 小岩井津、 清水巳之助、 岩間光雄、
川上貫一等と会合協議の結果（··・H・）日本共産党
中央再建準備委員会の基本的方針に基き」四項目
を協議決定した、とする。決定項目の要点は、 (1)
研究所の機関紙（『大衆政治経済』）は人民戦線成
長に不可欠のものであり引き続き発行する、（2）「研
究所の形態を解き」「各労働組合の調査部に這入
り込む事、特に大衆党調査部に這入得る様努力す
る事」、（3）「分散した形の下に統一を執り」機関
紙発行に努力する、性） I カ年間毎月 60円を立花
が提供する、等であった。立花は「此の窓見が共
産党の方針に基くものなる事の情を知りてJ帰京、
前記各項目の承認を求め、新方針に基づいて具体
的行動に出たというのであった76）。四項目の決定
内容は、人民戦線運動の進展が見られる情勢の中
で「それを出来るだけ正確迅速に、調査、分析し
てこれを大衆諸君に報道したい」（『大衆政治経済』
発刊号）という機関紙発刊の趣旨を再確認したも
のにすぎない（後述、 87頁再論）。ただ、戦線統
一をめぐる情勢は、研究所設立当初の社大党を中
心とする反ファッショ戦線の前進を展望しうる状
況から、 9 月の官業労働組合の強権的解散による
小岩井浮と人民戦線
当局の強硬姿勢の表面化、社大党の組織部通達(10
月下旬）による人民戦線支持組合・団体の社大党
支持、社大党支部への加入拒否など、反ファッシ
ョ戦線の統ーにとって深刻な障害に直面してい
た。 1 1 月下旬の小岩井らの協議がこうした情勢
への対応を話題にした可能性はありうるであろ
う。この場合、日本共産党中央再建準備委員会の
「基本的方針に基き」という記述は、人民戦線活
動を共産党の「新戦術J とする宮憲当局の立場か
らの研究所の活動の政治的評価を示す文言であろ
う。それは、すぐ続いて川上貰ーが 4 月に和田四
三四の来訪をうけ、再建準備委員会の方針の説明
に賛意を表し日本政治経済研究所と並んで労働雑
誌社に対する同党の要求を承認し、「爾来機会あ
る毎に同党の意見を之に浸透せしめJ との記述を
加えて、再建準備委員会との関係において日本政
治経済研究所と労働雑誌社を同列の協力関係にあ
るものとしたことからも明らかである。
岩村登志夫『日本人民戦線史序説』は、日月
23 日の堂島ビルでの会合について「共産党中央
再建準備委員会の基本的組織方針を協議検討し、
これにしたがって行動することを決定した。この
基本的組織方針は、『多数派』の右翼日和見主義
を批判して党独自の組織の確立を強く主張しつつ
も、セクト主義に対しでも強い警戒を怠らないも
のであったj と書いている。これは原資料の明ら
かな誤読である。原資料は「基本的方針に基き」
とあって、「基本的組織方針」の字句も、それに「し
たがって行動する」の表現も存在しない。「基本
的組織方針」とは、原資料の中で日本政治経済研
究所関係の情報に先立つ別個の項目として日本共
産党中央再建準備委員会関係の資料として紹介さ
れたものである。岩村氏はこの中のいくつかの特
徴的部分を取り出して紹介し、あたかも日本政治
経済研究所が再建準備委員会の政治方針に従って
行動したかのような印象を作り出した77）。また、
犬丸義一『日本人民戦線運動史』もまた岩村氏の
記述を追認した（208頁）。しかし、このような
見解は単に原資料の誤読というだけにとどまら
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ず、日本政治経済研究所の人民戦線運動に果した
役割！と意義を人民戦線運動を共産党の「新戦術」
にしたがった「合法擬装行為」なりとする宮憲当
局の評価まで段めることになろう。
小岩井は 1937年 6 月 2 日検挙されたが、その
訴因となった労働雑誌社と日本政治経済研究所へ
の関与について、前者との関係では36年 8 月中
旬の小岩井宅における編集方針の協議を取上げ問
題としたのにたいし、後者との関係では l l 月 23
日の会合については全く言及のない判決文の、両
者に対する取扱いのちがいにむしろ疑念をおぼえ
ざるを得なし迫。日本政治経済研究所は 6 月に清水
巴之助を責任者とする関西支局を設置し、 11 月
神戸出張所を設け奥田宗太郎をその責任者として
『大衆政治経済』の配布、読者の獲得に当らせ、
その配布部数も『労働雑誌』にほぼ匹敵する約
2,500乃至6,000部を発行配布したとされ78）、当局
にとって関心の重さにちがいがあるとは考えられ
ないからである。なお、小岩井の判決文は小岩井
が『労働雑誌』によせた論文・意見を列挙し
た79）。これはもちろん論文・意見の内容そのもの
を問題としたのではなく、それらを『労働雑誌』
に寄稿したこと自体を罪としたのである。
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4 小岩井浄の r日本ファシスeム論J
1935 （昭和 10）年の政治動向は、論壇に「上
からのファシズム」「合法的ファッシヨ」の進展
を論ずる論調を登場させた。五・一五事件後の政
党内閣制の崩壊につづいて、 r陸軍パンフレット』
発表（34年 10 月）、 35年に入つての天皇機関説排
撃、国体明徴議会決議につづく同政府戸明、内閣
審議会と調査局設置にみられる新官僚の進出、議
会への産業統制法案の提出、前年にひきつづ、いて
の治安維持法改正案の再提出等、思想・教育・行
政・経済・治安の各分野で政治的反動化の流れが
日本におけるファシズム論を再燃させたのであっ
た。
小岩井滞は『社会評論』（ 1935年 6 月号）に「日
本ファシズムの特質J を、『エコノミスト』（35
年 l l 月 l 日）に「日本ファシズム論」を発表し、
日本ファシズムについてのいくつかの特徴的な論
点I）と、その展望についての見解を明らかにしよ
うとした。
最初の論文において小岩井はまず合法ファッシ
ョとファシズムを厳密に区別していた。「合法フ
ァッショが日本ファッショそのものでもなけれ
ば、その特質でもない」（ 14頁）とされ、同時に「そ
れ自体或る程度に於いては、 rファッショ化』で
あり、そのための一過程ですらある」と位置づけ
られた。小岩井によれば、これはファシズムの雰
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囲気を準備する一つであり、おくれた労働者や農
民・中間層の政党不信や議会政治否認の心理、青
年団・教化団体・産業組合・在郷軍人会等の政治
化、ファシスト運動の追随的な一翼となり得る新
官僚の進出等と同列に位置づけられた。なお新官
僚については宮僚の本質からしてファシストと見
ることもファシズムの指導権を握ることもできな
いと断定して、この点で合法ファシズム論者と大
きなちがいを見せていた（ 15頁）。そして、「本
来のファッショ団体」については、「現在ファシ
スト運動そのもののタクト（指揮棒）となる様な、
集中的、統一的、具体的な行動綱領を見る事が出
来ない」事実に注目し、これを統一化への「過渡
的な状態」とみられるとしながらも、「之は日本
資本主義の現段階が、ファシス卜的扮装の準備を
必要としつつも、まだ之を当面の日程に上せるた
めには、多少の余裕をもっているからである」と
解釈した（ 16 頁）。
小岩井は「合法ファッシヨ J 的傾向の漸次的な
累積の上に日本ファシズムが完成するとする展望
を明確に否定した2）。 l l 月 l 日付「エコノミスト』
論文は、このような見解が日本のファシスト運動
による政治権力の掌握の未達成という現状認識に
基づいていることを明らかにしている。同論文は、
ファシズムが「最初まず中産階級を基礎とし、そ
のイデオロギーとして発達した」とし、わが国で
は「××（軍部）内の青年××（将校）のクやル
ープを中心勢力として発生しこれと直接間接に連
携をとりつつ進んだ民間の若手のファシスト団体
の運動に基いた」としてその発足を多くの論者と
同様満州事変前後から（萌芽的にはさらに以前に
遡る）とする。そしてこのようなファシスト運動
は、「政治的××（権力）を掌握するまでに到っ
ているのでもないし、従ってファシズム的政治編
成をわが国の政治機構の上に、なし遂げているの
でもない」3）と見た。ただこのようなファシスト
勢力の台頭は政治過程に一連のファシズム的変化
一一既成ブルジョア政党の凋落、軍部上）習を動か
してのその政治的進出、新官僚の台頭等一ーを生
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みだしたが、しかし「今日ある程度に見られるフ
ァシズム的政策、ファシズム的政治J がすべてこ
のようなファシスト運動の圧力の結果とみるのは
正しくなく、これはむしろ「何よりも日本資本主
義の現在の段階が、ファシズム的な支配と政策と
を、或る程度において必要としている事実J に起
因しているという。産業における統制政策の強行
とか岡田内閣による内閣審議会の造出がその例で
あって、ここにはファシスト運動や軍部の影響、
圧力が考えられるにしても、同時にそれと関係な
く直接的に日本資本主義の当面の必要から必須化
せしめられたものと位置づけられた4）。
小岩井は思想・哲学分野におけるファッショ的
潮流を分析して、日本ファシズムの特質のーっと
して日本ファシズムは「日本主義的ファシズム」
となるであろうと予測した。小岩井によれば、雑
多なこれらの思想・哲学も大別して国家社会主義
的潮流と日本主義的潮流に分けられるが、前者が
独裁政治によって資本主義経済の延命をはかるた
め社会主義的擬態をとらなければならない点でフ
ァシズムそのものであるのに対し、後者はそれ自
身では「あらゆる濃度をもち、部分的には矛盾、
対立をさえ」もっており、「そのものとして無造
作にファシズムと見倣されることは出来ないJ「す
べての反動的なものが全部ファシズムではない」
点は認識されねばならない。にもかかわらず日本
の国家社会主義はその国家観、民族観等の中に日
本主義を混入させ「日本主義の双生児」「当然に
日本主義の中に総括され」てよいものであり、ま
た、日本主義も「単なる観念的なものから圏内改
造の原理になり」、「その理論づけの役目を果そう
とする傾向をもちつつある」、「もともと最近に於
ける日本主義の隆昌が、階級対立を・…－－（抑制し）
ブルジョアジーのために統一しようとする必要に
旺胎しているのであるが、このような傾向は日本
主義のファシズム化として理解されるべき」とさ
れる（『社会評論』 17～18 頁）。
さらに国家社会主義的なものと日本主義的なも
のとが両者互いに対立し、或る点では排撃し合い
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ながらしかも相互に影響し合い、牽制し合いつつ、
「ファシズムの成長の上に、所謂日本主義の存在
（思想として行動として）がその道を拓くことに
奉仕する」とした。小岩井は、「勿論ファシズム
は帝国主義ブルジョアジーの……｛暴力独裁）で
あり、その点に於いて全く世界に共通した現象」
であるとしてコミンテルン第 13回執行委員会総
会テーゼ（1933年 12月）とほぼ同様の見解を踏
襲していたが、その発生する国の特殊的な情勢に
応じての異った性格をもち、その意味で日本型フ
ァシズムは rB本主義的」ファシズムであると断
じた。そしてこの「日本主義的J という規定につ
いて、「蕗では一体に日本主義の思想哲学……（を
そのイデオロギー）にするということ、これは文
帝国主義ブルジョアジーの要求であること（..・H ・）
此の二点を指摘するに止めようと思う J5＞と補足
した。
小岩井はこのような「日本主義的」ファシズム
の規定と関連して今一つの日本ファシズムの特質
として「半封建的な色彩」を加えた。それは、当
初から半封建的なものと「有合しその基礎の上に
発展して来た」日本資本主義が帝国主義の段階に
おいても「かかる半封建的なものと深刻な矛盾を
激成しつつも、而かもその基礎の上に立っている」
事に基づくものであって、この半封建的なものと
ファッショ的なものとは歴史範時的に全く別のも
のであるにもかかわらず、半封建的なものがファ
シズムに対して「部分的な摩擦を加えつつも、
（……）相互に影響しつつ、結局に於いてはファ
シズムに移行する傾向をもっJ、「殊に実際の現象
としてはファシズム的なものと（半）封建的なも
のとが分化せずに現われる J6l という。
『エコノミスト』論文で小岩井は、村松五郎（神
山茂夫）「幽霊ファッショ論」の、「起りつつある
政治的変化」は「ファシズムの外形をとっている」
が「本質的には封建的勢力の増大j であるとの見
解を批判し、「封建性」の強化と『ファッショ性J
の強化の両者を「本質的なもの」として再者の統
一的関係を主張した。すなわち、日本資本主義が
「文字通りの意味で封建的な生産関係の多分な残
存（特に農村において）の上に、それを利用し、
それを封建的な体制のままに押しこめつつ発展し
た」ことによって「政治的社会的過程J もまた特
質づけられるが、ここで日本ブルジョアジーは、
政治的支配を確立していないのではなく、この「封
建的なもの』と結び、癒着し、それを強化しつつ
自己の支配をつよめているのであって、「封建性」
の強化はブルジョアジーの政治的支配と部分的に
は矛盾し摩擦するが「終局においてはそれの強化
である」と主張される。したがって資本主義がフ
ァシズムを必然的に要求する段階では「封建性」
の強化はファッショ性の強化に転ずる、端的に「フ
ァッショ性の強化のために r封建性』の強化がな
される」と断定された7）。
小岩井はこの叙述について用語の不適当などに
よって意味が通じないことを心配して、「併し問
題の性質上具体的な、端的な表現が許されない」
と釈明している。これによってここでの『封建性J
の強化とは天皇制の政治的・イデオロギー的強化
を意味することが明らかである。小岩井はこの釈
明につづいて前述「日本ファシズムの特質」の中
の日本ファシズムは「日本主義的ファシズム」と
なるとの一文を紹介して、この規定の中には r封
建的なものJ の強化すなわち天皇制の強化の意味
が与えられていたことを補足している。
ところで小岩井は『エコノミスト』論文で、日
本ファシズムの「終局の決定者」は日本資本主義
であって、「それがどの程度にファシズムを必須
化し、必要とするか」であるとの前提に立って、
それはイタリーやドイツのような「原生的なファ
シズムの過程も形態もとらないであろう」という
「諸家の一致した見解」に同意した。ここで小岩
井があげた論拠の一つは、日本ファシズムの封建
性の強化の問題であって、この封建牲の強犯の前
には日本におけるブルジョア民主主義、議会制度
は全く無力でありそこでは国家機関の実質的ファ
ッショ化が多くの抵抗なく押し進められる、こう
して日本ファシズムは「上からの進行」という過
小岩井浮と人民戦線
程をとる可能性が多いとみられた8）。この見解は
前述『社会評論』論文における「合法ファッシヨ J
と「ファシズムそのもの」を厳密に区別した論点
を事実上修正したものであった。なお、この点に
関連して小岩井は、英、仏、米等の『立憲的な国々』
にも「立憲的な形態」のファシズムが見られると
して、保守党政府のもとにある英国、ラヴアル内
閣のフランス、 N. R.Aのアメリカをあげ、しか
し日本の場合はこれらの国々とはその性質を全く
異にしていると補足した。このことから小岩井の
「合法的ファッシヨ J と「ファシズムそのもの」
との区別のもつ本質的意味が、この段階では十分
に把握されていなかったことが知られる。
日本ファシズムが「上からの進行」をとる可能
性について小岩井が第二の要素としてあげたのは
軍部の問題であった。ここで小岩井は、軍部をフ
ァシズムの中心勢力或いは指導権を握るものとみ
る見解よりも、軍部を「一定の国家機関」として
みればむしろ「受動的勢力」でありむしろ注目す
べきはその出身者によって結成されている「民間
勢力」であるとする今中説を支持する。ただその
中にファシストが生産されそのファシスト・グル
ープに大きな意味が見出されると補足している。
ここで「受動的」とされるのは、軍部がいわば下
からのファシズムと上からのファシズムを結びつ
ける r紐帯J としての役割を果すという意味であ
った。すなわち「ファシスト運動の圧力を自分の
ものとして（何程か修正を加えるとしても）、政
治過程の上に反映させる」とする。そして、この
「紐帯」を通して日本ファシズムが「上から」の
形態をとるというのであった九
ここでの軍部「紐帯」論は実は前論文「日本フ
ァシズムの特質」の中で展開された軍部論の修正
であった。前論文では軍部をファッショと見る見
解を明確に否定した。一部にファシストは存在す
るとしても r決して××（軍部）としてではない」、
「殊に今日の××首脳部は所謂統制派と目されて
いるだけに、極力命令系統の混乱を防ごうとし、
又××としての政治的進出を抑制しようとして
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いる」と述べられていた。ここでは、所謂皇道派・
統制派の対立・相克の側面が過大評価され、統制
派の総力戦体制をめざして皇道派との対立を利用
しつつ軍事国家を推進する特徴、前年の『陸軍パ
ンフレツト』に表明された国防国家樹立の要求、
自由主義の排撃などの動向の過小評価があること
は明らかである。小岩井は、ブルジョアジー陣営
に対する軍部の政治的圧力の重大性を指掘しつつ
も、軍部が直接的にファシズムに進出するか否か
について、「今日の圏内的国際的情勢に於いては
予想されない」とし、ただ「（草命）前後に於いて」
は一つの謎であるとして明言を避けた。小岩井に
とってむしろ軍部が日本ファシズムとの関係にお
いて特異な意味をもつのは、一つは、軍部が警察
とともに「圏内秩序維持の物理力」として日本「国
家」に於いて占める比重の大きさであり、今一つ
は、「（天皇制）に対するその直接的な支柱である
というその特殊な関係」であった。ここから日本
ファシズムが「日本主義的J ファシズムであり、
又「（半）封建的な色彩」を帯びるすなわち天皇
制の強化の形態をとるというかぎりに於いて、軍
部のファシズムに対する関係も特別な意義をもっ
とされる。「だからして日本のファシズムは又軍
事的（？）的一一××（軍部）的な性質をその
一面にもっとも云う事が出来る」 JO）。
小岩井の日本ファシズムの「軍事的」性格とい
う特徴づけは、軍部の皇室の藩扉としての性格か
ら導き出されたものであって、必ずしもファッシ
ョ他における主導勢力としての役割を軍部に認め
たものではない。下からのファシズム運動の圧力
を政治過程に反映させるという「紐帯」論も前論
文の部分的修正ではあっても、その主導性を認め
たものではない。小岩井が軍部を「日本型軍事的
ファシズム」の原動力・主導勢力としての認識を
確立したのは、二・二六事件を経て官業労働組合
の解散命令その他軍部の議会改革要求に至る一連
の政局の変動を経験した過程に於いてであった
（後述）。
総じてこの時期における小岩井の「日本ファシ
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ズム論」は、ファシズムの主導勢力を中産階級か
ら発生した青年将校を先鋒とするファッショ運動
におき、その思想的特徴として「日本主義」イデ
オロギーを措定した。そしてファシズムを必要と
し要求し決定づけるのは日本資本主義であり、樹
立されるファシズム国家体制は帝国主義ブルジョ
アジーの独裁国家であると見倣された。しかし、
日本資本主義の特性すなわち日本資本主義が半封
建的なものの基礎の上に帝国主義の段階に到達し
たという特性から日本ファシズムは天皇制の政治
的・イデオロギー的強化をその特質とする、以上
のように要約することができょう。これは所謂「天
皇制ファシズム論」の先駆的表明といってよいで
あろう。
この時期にこのような小岩井の見解に近い日本
ファシズム論を展開したのは戸坂潤の一連の日本
主義イデオロギーの分析であった。戸坂は、ファ
シズムは「ブルジョアジーそのものの大利益J し
か代表していないが、そのイデオロギーは小ブル
ジョア階級の「自然発生的な一般的イデオロギー」
と一致すると特徴づけ、また、ファシズムは危機
に際した独占資本が「情緒的に信念を失った中間
層が情緒的に自分自身の利害だと幻想する処のも
のを利用して、終局に於て大金融資本主義の延長
という成果」をうるための「手段」とみた上で、「日
本型ファシズム」に特有な「根本規定j として、
「抑々封建的勢力を原則的に利用して初めて発達
し得たし又得るということ J を「根本特色」とす
る、或いは、「日本ファシズムは封建的勢力を素
地として初めて展開しつつある」との見解を主張
した。戸坂は、このような観点から講座派の日本
資本主義の歴史的発展についての分析を「不朽」
の「業績J と認めつつ、労農派からの「現代に至
る歴史的連絡をまだ欠いている」との批判に対し
て講座派が「業績」によって回答することを期待
した。そのさいの論争の要点として戸坂がかかげ
たのは、「日本における封建性の規定を通じて、
日本ファシズムの分析に寄与すべきだという点に
なくてはならぬ」という問題であった II）。小岩井
は「日本ファシズムの特質」の冒頭で、日本にお
けるファシズムの進行の解明にあたって「日本資
本主義の到達した段階、置かれている地位、或い
はその社会的物質的な諸条件」の説明が必ー要であ
るとしながら、「枚数の制限」もあって外の機会
にi喪らざるをえないと断わっている。そしてこの
場合の問題意識が戸坂のそれと類似のものであっ
たことは容易に推測できるであろう。
小岩井は「日本ファシズム論」でこの時期の論
壇に現われたファシズム関連論文を列挙してい
る。しかしコミンテルン・共産党関係の非合法文
献については言及されていない。すでにコミンテ
ルン第 13固執行委員会総会における討論演説
(1933年 12月）で野坂参三は「新しい天皇制のフ
ァシスト化」の危険を指摘し、天皇制機構の中で
最も強力な勢力である軍閥が「来るべき最も反動
的な政府の中心なものJ となることを予言してい
た 12）が、この漬説内容を「発展させ」第 7 回世界
大会討論資料として『国際通信』 1935年 l 月号
に掲載された川島信一（野坂参三）「日本ファシ
ズムとは何か」では、天皇制の強化の「新しい要
素」として金融資本の進出とそれとのより密接な
結合、近代的ファシズムの方法の利用、換言すれ
ば天皇制のファシズム化の方向をたどりつつある
事実を指摘し、その先頭に軍部とくにその下層い
わゆる「少壮将校」の役割を強調した。すなわち
「日本ファシズムは、天皇制の新しい便衣隊の役
割をもって生まれている。い U哨当えれば、天皇制
は新しくファシズムのよろいを着ょうとしてい
る」と特徴づけられた。しかし、なお「革命の中
心てき（戦略てき）闘争目標は現在の段階に於い
ては依然として天皇制の打倒であって、ファシズ
ム打倒ではない」と言明され、天皇制打倒の戦略
目標そのままに「日常闘争のスローガン」として
のみ「軍閥ファシズム打倒」の正当性が認められ
たのであった。ファシズムは「亀裂のいった天皇
制」を新しい大衆的基礎をつくることによって補
強、強化し、その「便衣隊J として大衆を戦争と
反動にひき入れようとする「手近な方法」とみな
小岩井浄と人民戦線
されていた 13＼この論文は、天皇制とファシズム
を「二律背反的」にとらえる立場から脱却し日本
ファシズムを天皇制のファシズム化としてとらえ
ている点で問題解明に『大きな前進j をおこなっ
たものであるが、野坂の第 7 回世界大会での演説
の立場とはまだ聞きがあり、野坂の思考発展上の
一過渡をあらわしている、との評がなされてい
る 14）。
『国際通信』は 1935年 5 月号において「天皇制
とファシズムJ と題して再び野坂（ペンネーム工
藤）の論文を発表した。第 13 回プレナム演説で
提起された「緊急な、且、むつかしい問題」に対
する前論文にひきつづく解答を意図したものとさ
れた。ここではヨーロッパのファシズムを日本に
あてはめた議論と日本にファシズムの存在を否定
する「幽霊ファッショ論」の双方を批判して、天
皇制とファシズムとはその階級的本質と独裁に用
いるその手法においてちがいがあると主張する。
日本ファシズムは、現段階においては日本資本主
義発達の特殊性のために「天皇制の新しいてい身
隊」、並びに「大衆的基礎獲得者と云う方向J を
とっている点で欧米諸国と異るとされた。したが
って「天皇制を離れて、ファシストとの闘争を云々
することは、決定的に誤りであり、危険である。
何故ならば（……）現存の、最も反動的な独裁、
天皇制に対する闘争を弱めると云うことになるか
らである」 15）と「32年テーゼ」の天皇制とファシ
ズムの「二律背反的」立場が踏襲されていた。
共産党中央組織が弾圧によって壊滅状態となり
停刊となる直前の『赤旗』 1935年 2 月 5 日号は、
野坂の「天皇制のファッショイL 論とほぼ同ーの
主張をかかげ、軍部・官僚を中心とするファシス
ト運動は「天皇制機構そのものを変革せずに、却
ってその維持、強イ包」をはかる点に他国との相違
点があるとし、したがって「反ファシズムの闘争」
は、「只単に軍部或いは官僚を中心とするファシ
ストだけに向けてはならない」とするとともに、
「天皇制に対する J 闘争を「ファシズムクーデタ
ーの危険に対する闘争J によってそらすことは危
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険であるとする「32年テーゼ」が引用された。
ただ、「ファシスト軍部」の評価について、野坂
論文と異りファシスト軍部の指導力が下級将校に
あるとする見解を否定して「事実は反対で日本の
軍隊の最高指導力である荒木其の他の上級将軍が
三井、岩崎等の巨大財閥、平沼、頭山、松岡等の
率いる『民間』ファシストと上部に於て堅く結合
し、これによって軍隊内の下級将校共が動かされ
ているのだ」と軍閥自体のファッショ化を主張し、
さらに「これ等が現日本の天皇支配の実際的指導
力となっているJ と断定していた。いずれにせよ
日本におけるファシズム運動を天皇制の強化のた
めの「方法」とみるこれらの見解と、ファシズム
の強化のために『封建性」すなわち天皇制の政治
的強化がなされると見る小岩井の日本ファシズム
観のちがいは明らかであった。コミンテルン第 7
回大会以前に小岩井は「32年テーゼJ の「二律
背反的」呪縛から解放されていた。
小岩井は日本ファシズムについての論稿を明ら
かにしたほぽ同じ時期に、産業組合をめぐる政治
的・社会的動向に関心をあて、 35年春の第67議
会での米穀自治管理法案、産葡処理統制法案など
所調農業統制諸法案を粉砕するまでに「激化」し
た反産運動の意義とその政治的経済的背景、また、
こうした反産運動に触発された産業組合の議会進
出や新党樹立運動などの「政治的進出J の動きを
生みだして来る日本資本主義の深部における矛盾
に照明をあてようとした。
産業組合は、小岩井の「日本ファシズム論J の
中で、中間層の政党不信の雰囲気のなか青年団・
教化団体・在郷軍人会などと並んでファシズムの
直接の地盤となり得るものとみられていた。『中
央公論』 1935年 8 月号「反産運動の激化と其の
展望」の中で、小岩井は、農業統制諸法案を流産
せしめた米穀商等の大衆的反産運動（商権擁護連
盟を背景として）の背後に産繭処理法案に対する
蚕糸資本等の大産業資本の策動が作用したことを
明らかにするとともに、他方産業組合の保護助長
政策がほかならぬブルジョアジーの政策でありそ
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れを通じてブルジョアジーは中小地主・富農中農
をその支配下にひきよせている事実を指摘した。
かくて反産運動はブルジョアジーの『階級」とし
ての運動ではなく、個々の或いは部分部分の資本
の運動として、抗争の社会的合理性妥当性を得る
ためにもその大衆的基礎として中小工業者をその
前線に立たせるものと位置づけた 16）。
しかし、中小商工業者が反産運動に立ち上るの
は、大資本によってアジテートされるだけではな
く、その社会的経済的状態が資本主義の発展につ
れておしなべて不況を嘗めねばならない立場にお
かれるからであった。産業資本の販売カルテルの
結成、 トラストの自己の販売組織の流通部面への
進出、肥料産業資本の販売への進出、百貨店への
大商業資本の進出、インフレーションの下での大
衆の購買力の減退等々、かくて小売商の必然的な
運命としての没落。ただし、中小商工業者も一様
ではなく、その中間的社会層の上層では「利潤の
減少J、下層では「車接的な生活窮乏」であるが、
いずれにせよその資本主義社会における地位の故
に産業組合の進出によって打撃を与えられる。
ところで産業組合は主として農村を地盤として
発展し、都市における消費組合は極めて微弱であ
った。全国における推定小売高に占める産業組合
（購買組合）の取扱は僅か 2%足らずであったの
に対して、全購連の取扱う肥料の割合は産組 5 カ
年計画第 2 年度（ 1934年）において肥料全消費
額の 2割何分に及び、 5 カ年計画の最終において
は全取引額の半分を占める筈であった。肥料商は
もともと農村における半封建的零細農に対して、
商業資本として、一面では高利貸資本として「搾
取J を窓にしてきたが、産組の進出によって「今
迄の甘い汁」を吸うことができなくなったのであ
った。
資本主義社会における地位の故に不況と窮乏を
嘗めている中小商工業者にとって、産業組合の「或
る程度』の打撃が「幸にして小さくても」その急
速な進出は脅威であった。「彼等のうちのある部
分はその営業（利潤の確保）をまもるために、あ
る部分は直接生活を諮るために反射的に立ち上
る。これが彼らの反産運動である」 17）。
小岩井は反産運動の今後の展望について、産業
組合の保護助長が政府内部の不統一を抱えながら
も撤廃されることは考えられないこと、中小商工
業者保護政策も期待をょせることができないこと
などから、反産運動は益々激化してゆくことを予
想した。しかし、同時にこの運動のもつ「脆弱性j
が指摘され、その内部的な矛盾によって闘争過程
に分裂、崩壊を来す可能性もまた言及されている。
すなわち、第一に反産運動の担当者が大資本（従
って中小の資本も）であり、中小商工業者であっ
て、担当者の階級的地盤が複雑であり、ヘゲモニ
ーは大資本乃至上層部分にあって大衆的基礎は小
売商売にある、ここから内部的に利害関係が衝突
し対立が起り得るとされる。第二に大衆的基礎で
ある中小商工業者、殊に小売商の縄争エネルギー
がプロレタリアートなどの場合に比べではるかに
「根づよさ」に欠けることが指摘された。さらに、
中小商工業者を運動に駆り立てる「物質的根拠J
とこの r運動のもつ方面（産業組合反対）とのギ
ャップ」、すなわち生活窮乏打開のためにそれを
生みだす「本質的なものJ に向うべきなのに、反
産運動という「横道』に向けられるというギャッ
プもその弱みとしてあげられた。こうした要因が
運動の昂揚のなかに個々の運動の不活発や退場者
を生みだし、事実分裂を招いたとの情報も伝えら
れていた 18）。
ところで小岩井は反産運動の崩壊の可能性と関
連して、反産運動がもし崩壊するとしても、それ
は必ずしも中小商工業者の「生活窮迫打開運動J
の崩壊とは限らないという注目すべき発言をおこ
なっていた。中小商工業者の生活擁護の運動が資
本主義社会におけるその地位という物質的基礎を
もつものであるかぎり、反産運動という大資本の
ヘゲモニーの下にある運動とは区別される「本質
的に」独自の意義をもつものと把えられていた。
そして「併しそうは云っても中小商工業者という
社会層のもつ社会的物質的基礎の弱さから彼等が
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それ自身の力で非常に根づよく、その運動を展開
してゆくものとは恩われない。問題の決定は寧ろ
プロレタリアート運動の昂揚に依て彼等が触発さ
れるか否かにかかっているであろう」との労働者
の階級運動との関連性を示す一文が加えられてい
た 19）。この一文は、資本主義社会における中小商
工業者の大資本の圧迫に対する生活擁護運動が労
働者の資本との闘争にとって同調者或いは同盟者
となり得る可能性を示唆したとみることができょ
う。この観点は、この時期に日本ファシズムを論
じた多くの論者が、資本主義によって没落に瀕し
た都市小ブルジョア、中小地主、中小自営農民な
ど中間階級をファシズム成立の r支柱」、ファシ
ズム成長の土壌としてのみ把えたのにたいし、異
彩をはなっていたといえよう。
第67議会における農業統制諸法案をめぐる反
産運動の勝利は、 9 月の府県会議員選挙戦（つづ
いて翌年の総選挙）を目前にして産業組合の側の
棺つぐ「政治的進出」の決議とその具体化の動き
を促すことになった。農村における既成政党の不
振や、粛正選挙をうたう改正選挙法の施行があり、
宮僚、ファッショ勢力等の進出がったえられる中
で、 500万の組合員をもっ産業組合の政治的進出
の試みは当然の関心の的となった。
小岩井の『政界往来』（ 1935年 9 月号）所収の
「“産組”の政治的進出は可能か」はこのような産
業組合の動きを点検し、とくにその「内部的矛盾」
を分析解明することによって農村におけるその政
治的意義を明らかにしようとした。ここで産業組
合中央会或いは全国農村産業組合協会と産業組合
青年連盟とのあいだに「傾向として」矛盾と対立
一一前者の「政党的中立」主義と後者の『政党的
中立」からの離脱、大衆行動のもち込みなど一ー
が存在することが注目されており、さらに一部の
地方にみられる産業組合を背景とした新政党樹立
の動きや選挙粛正運動への参加が指摘されて、産
組の政治的進出はその第一歩において中央部と地
方支部の対立が示されているとみられた。すなわ
ち、中央部の穏健主義・消極性に対して地方支部
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の積極性、「それは単なる政党的 1:11立主義を超脱
して、従来の政治勢力に対する排撃、反対を押し
すすめ、独自の政治勢力への結集にまで向かおう
とする傾向」が示されているとされた。そして、
この対立・矛盾は産業組合自体に内在する矛盾の
結果であり、その物質的階級的基礎に基づ、くもの
とされた。
産業組合の構成は、 1933年末組合数 14,651、組
合員数4,978,248 (32年末）のうち圧倒的多数が
農業（約70%）、林業、水産関係者であり、商工
業者は約 16%であったが、もともと産業組合が
官僚の保護のもとに農村に於ける中農層を維持し
ようという意図をもって生れたものだけに、中央
会調査の簡単な統計によっても（代表的組合
258、組合員 135,541 人についての調査にその大
衆的基礎が中農層にあることがみられた（組合員
数地主5%、自作24%、自小作38%、小作21 %、
其他 12%）。しかし組合役員数は圧倒的多数が地
主、自作に占められており（地主36%、自作48% 、
自小作 l 1%、其他 5%にその支配権が地主、富
良層の手仁j:i に握られていたことが明白であった。
また、産組の拡大は中農下層（場合によっては貧
農上層）の吸収に向っており、特に農業恐慌以後
産業組合が農村更生の中枢機関とされてこの傾向
があきらかであった。この貧農大衆の組織化は産
組にとって簡単には果しえないとしても、その大
衆的基礎が漸次農村の下層に伸びつつあるのに
その指導権が「農村の支配階級である地主、富農
の手中に在り、そのイデオロギーを代表する中央
の謂わば一種の官僚の手にある」、この矛盾、「上
からの支配、下からの圧力」これが産組に内在す
る矛盾であるとされる。産組の政治的進出はこの
「下からの圧力Jの勝利を示すものであり、この「進
出」は、同時に地主の反動的機関と化した帝国農
会との分離の過程であった。産組下の大衆が独自
の政治的発言を必要として、それを要求したとい
うのであった20）。
小岩井は、この産組の政治的進出をめぐる対立
相克の動向を農村における階級的動向を示すもの
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として「意味深い事実」とみた。そしてとりわけ
宮僚、ファッショ的団体と他方「フ。ロレタリア的
勢力」等の「外部からの働きかけ」の問題が重要
な焦点、として指摘された。「産組はそれに対して
如何に反応し又反揺し、而かもその内部的対立と
如何に交錯するかという問題」、「之こそ農村に於
ける将来の政治的動向を決定する重要な困素であ
る」とむすばれていた。
産業組合をめぐる二つの論稿、反産運動と産組
の政治的進出を素材とした二つの論稿は、日本資
本主義の特質から相当尼大な多数を占める中小商
工業者や小売商、農村の中農下層と貧農大衆の経
済的地位に基づく矛盾に焦点、をあてたものであっ
た。それは日本資本主義の矛盾のー側面を摘出し
たものではあったが、しかし小岩井はそこに日本
の政治的動向にとって無視しえない意味をよみと
っていた。それが、中小商工業者の生活窮迫打開
運動の成否がフ。ロレタリア運動の昂揚にかかると
の指摘であり、また、産組の政治的進出に対して
官僚、ファッショ勢力そして又他方フ。ロレタリア
的勢力の働きかけにどう反応するかが農村におけ
る政治的動向を決定するとの指摘であった。こう
した中間層、または中間階級に対する政治的位置
づけの重要性は翌年の反ファッショ人民戦綜運動
の登場のなかで明らかとなる。例えば小岩井は人
民戦線の綱領を論ずるなかで、その「経済綱領」
の中に労働者、農民（貧農小作農・自作農）と並
んで中小商工業者、俸給生活者、自由職業者をあ
げ、それぞれの層の主要な要求を掲げることを提
議した21）。野坂参三と山本懸蔵の「日本の共産主
義者へのてがみ」は、ファシスト軍部、金融財閥、
地主の陣営に対抗する「勤労階級の統一戦線、す
なわち民主主義、平和、勤労の陣営」として労農
同盟、小作のみならず全農民、大企業と対立する
小経営者、巨大なデパート所有者と対立する小商
人、それに勤労知識階級をあげていた22）。人民戦
線論の登場に先立つ段階での小岩井の産業組合を
めぐる中間層、中間階級分析は人民戦線論構築へ
の一つのステップをなすものと位置づけることが
できょう。
1935年 9 月から 10月にかけておこなわれた第
3 回（普選）府県会選挙（ 2 府37県）は、翌年
2 月の衆議院総選挙の前哨戦というだけでなく、
34年改正選挙法の施行と支配階級あげての選挙
粛正運動の展開の下での選挙という点で36年、
37年総選挙の前例をなすものであった。とりわ
け選挙粛正運動は、のちの歴史家によって「日本
ファシズムの民衆支配方式の主流をなした国民精
神総動員運動、翼賛運動にいたる官製国民運動の
発端の一つ」23）と位置づけられたものであった。
各道府県には選挙粛正委員会令（ 5 月公布）によ
り同委員会が設置され各市町村もこれに準拠した
委員会を設けた。民間団体によっても選挙粛正中
央連盟が結成され、各種マス・メディアのほか青
年団、壮年団、在郷軍人会、婦人会などから部落
や町内会にまで動員が及んだ。また、神祇の礼拝、
神前の宣誓など神社と直結してなされ、国体明徴
運動とならんで国体精神昂揚の教化運動の一端と
して展開されたとされる 23）。
小岩井は府県会選挙を前にして r改正選挙法と
府県会選挙」『社会評論』 (1935年 9 月号）を発
表して選挙粛正運動の意味を追求し、これに対す
る各政治勢力の対応を明らかにしようとした。そ
の主要点は支配階級の r選挙粛正」の反民主性・
欺踊性を追求することであった。ただ、日本ファ
シズムの形成と展開をその後の歴史的過程にひか
えた時点で、選挙蹴正運動の意味が十全に抱えら
れていたとは言えない。
小岩井は、「ファシズムの観点、からすればJ 「凡
そ用のないもの」であるはずの議会中心の選挙法
改正とか選挙粛正問題が提起された背景を、現岡
田内閣が「官僚、軍部の一部と、既成政党のある
部分との妥協的な、連合形態の内閣J であること、
それ自身ファシズム化しつつあると同時に Fその
立脚点は、むしろ現状維持J であり、ファシズム
的勢力に譲歩しつつも「それの激化を防圧し消化
しようという、複雑なデリケートな関係」24）にあ
ることと解説した。
小岩井浄と人民戦線
小岩井が先ず第一に主張しようとしたのは選挙
粛正等の運動が議会主義や立憲政治の確保、充実
のためのものではないという点であった。改正選
挙法は前内閣の議会審議をひきつぐものであった
が「言論の自由、或いは選挙権の拡張（そして又
無産者の立候補運動の容易）」という点で何等「特
別の改正」を試みたものでないと断じられた。選
挙権資格や選挙公営関連、法定選挙費用、官憲の
職権乱用等にかかわる改正はいずれも「末梢的な
もの」にすぎず、改正の要点は投票買収の防圧、
選挙ブローカーの排撃に帰着するとされた。「従
来よりも一歩だけ進んだ厳罰主義」の威嚇を以て
買収を封じようというのが「殆どその総て」であ
って、改正選挙法の施行は、「その限りに於いて、
選挙から弊害を除去しようという消極的な意味を
もつだけ」と限定的に評価された。
全面的に展開されていた選挙粛正運動も、改正
選挙法実施の「同伴者」として同じ効果をめざし
ているものとされた。ただ、それは厳密に買収防
止、ブローカー退治に集中されているわけではな
く、新官僚の「政治運動」たるところに「本質」
があると指摘されていた。選挙粛正運動は、政党
凋落の機運に乗じて政治的権力を掌握しようとす
る意図をもっ新官僚のイニシアチーヴによって始
められたものであって、この運動の過程に当然に
彼らの進出が予想されるとした。しかし、他方で
新官僚は粛正運動のヘゲモニーを握りつつもこの
過程で全面的に進出するだけの「組織的陣容」を
もちえず、選挙においてなお牢固たる借勢力をも
っ既成政党とのあいだに、対立しつつしかも「妥
協苛合J がなされていることが注目された。民間
運動の頂点に立つ選挙粛正中央連盟は斎藤前首相
を中心とする官僚派の「巣窟J とされたが、地方
府県の粛正委員会は政党を締め出すことができ
ず、買収の「元兇的被告」がこの委員会に席を列
ね、粛正運動が「一面、それぞれの勢力の選挙運
動であるかの様な奇観をすら呈している」と評さ
れた25）。
小岩井は府県会改選が翌年の総選挙の前哨戦と
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しての意味をもっ点を視野に入れて、府県会総選
挙に向けての各政治勢力の動向をとり上げた。官
僚的イデオロギーを「培養」し官僚第一主義を「植
えつけようとする」官僚群、従来の地盤を擁護し
ようとする既成政党、不振を呈しているがこの機
会に進出をはかろうとするファッショ団体等の動
向に加えて、ここでは特に産業組合とプロレタリ
ア勢力の問題に関心がおかれていた。産業組合の
政治的進出については、産組中央全農協・産青連
の「梢々消極化」した姿勢に対し関東・東北の一
部に産業組合党の計画がすすめられていること、
また他の地方で選挙粛正への参加や独自の運動が
見られること、例えば長野では市町村長、農会長、
産組役員等党籍離脱勧告の運動がすすめられてい
ることが指摘された。産組の地方におけるこれら
の政治的動向が小岩井によって重要視されたの
は、前論文と同様にそれが官僚又はファッショ団
体からの、又他方フロロレタリア勢力からの働きか
け又はそれとの関係がどうなるかという視点から
であった。産組のこのような政治的進出が「純粋
に農村協同組合運動の別動隊」としての進出に止
まるか、「もっと明白な階級的色彩」をとるかと
いう問題であった。ここでは農村に足場をもたな
い官僚やファッショ団体にとって産組は在郷軍人
会等々と共に「↑合好な大衆的地盤」の目標と目さ
れる一方で、青森県などに産組党の計画がすすめ
られる中で全農とのあいだに「共同戦線」を張ろ
うとする形勢が注目されていたお）。
産業組合中央部の「消駆的態度J に不満－をもっ
て産組党組織の計画を進めようとした県は長野・
群馬・青森・福岡・鳥取等であったが、青森では
産組党支部の設立、県議選への代表選出をめざし
て運動を開始し、 7 月同じく産組党群馬連盟結成
の準備をすすめていた群馬県よりの代表の参加を
えて、産組党青森県準備会を結成した。決定され
た行動綱領には、議会並に県会に議員を送り農村
の政治勢力を強化し、経済更生運動並に産業組合
運動等の農村利益を強力に主張せんとす、政治機
構を改組し経済参謀本部の確立並に計画経済に相
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応せる職業代表制を以って議会の運営を期す、の
項目があった。また、選挙闘争方針には、地方に
よっては選挙粛正監視隊を置き買収不正行為を摘
発するとか、選挙前に産業組合により選挙粛正座
談会を開催し選挙費用は五百円より一千円までで
押し通す、全国農民組合県執行委員会長渋谷悠蔵
氏を東津軽郡より産組党公認候補として立候補さ
せる、等の項目が含まれていた。当局および産組
中央部の意向はこのような産組党結成に反対であ
り、産組首脳部の中にはむしろ既成政党の名によ
って立候補させ産組勢力の扶植をはかるとする意
見も有力であるとみられていた27）。
プロレタリア勢力の府県会選挙への進出につい
ては、社会大衆党および全国農民組合の動向にふ
れて選挙闘争を通じて「ある程度」の進出が予想
されたが、小岩井がここで強調したのは、これら
の「フ。ロレタリア的政治勢力」が「支配階級の選
挙粛正という様な闘争場面に、殆ど何等かの階級
的政治闘争をも展開していなしりという問題であ
った。小岩井は、祉大党大阪府連が「札付選挙ブ
ローカー」の投票当日までの禁足など IO項目の
選挙粛正上申書を府当局に提出した事例にふれ、
「問題はこの様な末梢的な粛正運動ではなく、独
自の階級的粛正運動一一乃至粛正対抗運動を組織
し敢行する事でなければならない」と主張した。
支配階級の選挙粛正運動が立憲政治、フホルジョ
ア・デモクラシーにとって何ら積極的意義をもた
ず、フ。ロレタリアートの階級的選挙闘争に対しで
も「選挙闘争の自由を保証するようなものは何ら
見られない」という評価からして、粛正運動に迎
合・同調する動きに危機感を抱き、「重要な準備
闘争の欠如」、「選挙戦の立ちおくれ」とうけとめ
たのは当然であった28）。なお、社会大衆党は地方
支部に宛てて「通達」を発し、選挙粛正委員会へ
の参加、各党支部との選挙粛正演説会の開催、選
挙前の利益供与の実例の蒐集等を求め、また党本
部も中央執行委員会の決議に基づき麻生書記長ほ
か地方代表を加えて首相官邸を訪問し投票買収行
為の徹底的処罰を求めて要請書を提出する29）など
の状況があった。
府県会選挙開始（鳥取県 9 月 21 日）直前小岩
井は「各派選挙対策の批判J （『社会評論』 10 月、
脱稿 9 月 12 日）を発表した。ここではまず当時
の地方議会一一地方自治体（府県）の「本質」が
三点に亙って要約された。第一点は、従来地方自
治体は既成政党の蝿鋸する牙城であって、既成政
党は金融資本を通じ、地方財閥フ＋ルジョアと結託
して自治体の仕事から利権を漁ってきたが、現内
閣（連立内閣）においては官僚勢力が介入台頭し、
すでに地方自治体の「上半身」は官僚の支配網に
おおよそ織り込まれているとみられた。しかし地
方議会は既成政党がなお勢力をもっており、官僚
と政党とは「或る程度」対立しつつも両者聞に「一
種の妥協」が行われているとされ、ことに「反プ
ロレタリア的な姿勢」においては両者が完全に手
を握っていると指摘される。第二点は地方自治体
の「自治」は表面的な偽装にすぎず、真実は「官
治組織一一官僚的行政組織」という点であった。
天降り的官吏である知事、参事会制度の存在一ー
その非公開主義、議員の発案権の欠如、課税権の
狭除さ等の地方制度は、政党内閣のもとにある時
は結局は政党政治の軌道によって運営されたが、
政党内閣の退場に伴い自治体の「宮治組織的、宮
僚支配的本質J が露出しつつあるとされる。第三
点は地方自治体の財政の破綻であってそれによる
地方債の累年増加とその利払負担の増大が指摘さ
れる。その原因としては、恐慌による農村の疲館、
国庫負担に帰すべき行政資（「警察」など）の府
県による負担一一国家財政における国防費の膨張
に伴う国家行政費の下部組織への転嫁一一、農村
救済費の若干部分の負担、政党の無責任な政策
一一土木事業、学校建設等一ーがあげられる30）。
以上の三点は、府県会選挙に対する各派の対策を
評価するさいにおける判断基準をなすものとみら
れる。
既成政党の選挙対策については、選挙粛正と政
党不信の空気の中で従来の足場を維持することが
その中心的な意図とみられた。政友会の「臨時全
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国大会」で表明された「総括的な根本的態度」（総
裁演説）は「責任政治の確立」に帰着するが、こ
れは「顛落した政党を昔日の勢に盛り返えし、あ
わよくばも一度政権にありっきたい」との意味に
すぎず、口にする「ファッショ反対」も「当の政
友会自身がファッショ伯しつつある」ことが指摘
される 31）。抽象的な美辞麗句の羅列にすぎない政
党の政策の中心とくに「政友会的イデオロギーJ
を示しているとみられたのが「国防産業両全主義」
であった。ここには「軍部の××（横暴）に対
するかぼそい抗議と怨l佳」がひめられてはいるが、
「タブーにでも触れる様に、暗語以外一指も染め
得ない無気力さ」が示されているのであって、政
党がブルジ‘ヨア民主主義の獲得に向って進む「気
力と熱意の片鱗」をも持ち合わせていないことの
例証とされる。政友会の掲げる最も「具体的」か
っ「直接的」なものは地方財政の破綻に対応する
地方財政補整金問題であるが、政友会が大衆の人
気を獲得しようと宣伝している補整金案（大体六
千万円程度）は、内務省の「地方財政交付金制案」
毎年五千七百万円と並んで官僚・内閣審議会・政
党が相競って地方財政問題に対応しようと提示す
るもののーっと位置づけられる。なお民政党の選
挙対策については、その態度を表明する筈の近畿
大会・東海大会を後日に予定しているため、単に
地方財政交付金問題を始め政友会と五十歩百歩の
政策を翻明するだろうと推測されていた32）。
ファッショ団体にとっては前回の満州事変のさ
中の府県会選挙はファッショ勢力は充分に結集さ
れていなかったため、今回の選挙が初舞台となっ
た。しかしこの選挙に対する「対策」はほとんど
｜制明されていないとみられた。組織全体としての
「総括的、統一的な態度、方針、政策等J につい
て聞くところがないとし、新日本国民同盟の「立
党の根本方針たる非選挙党たる立脚点を厳守」を
方針とする態度に対して、皇道会の「政界の浄化、
議会政治の刷新、地方政治の振興」をかかげて「皇
道政治の徹底J をうたう当選第一主義との対蹴的
な傾向を指摘した。これは日本ファシズムが「尚
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甚だ無理論であり、混沌としている J ことを示す
ものとされ、また具体的な政策も見当らないと断
じられた。この評価は公安当局の右翼団体の府県
会選挙対策についての見解とほぼ一致するもので
もあったお）。なお、産業組合については、明らか
にファッショ的傾向が一部にみられるとしなが
ら、「その反対の傾向」もあると注釈しつつ、そ
の立脚点は今のところ産組中心主義に終始してい
ると簡潔に述べられるにとどまった。
l 月の全国大会で府県会選挙対策を議題として
以来取り組みを進めていた社会大衆党は、 5 月に
「府県会選挙政策大綱」を決定、 7 月の地方代表
の参加のもと中央執行委員会で選挙対策を協議、
「政策大綱」のほか20項目に亙る「府県行政に対
する政策」「選挙スローガン」「選挙戦の組織」等
を決定した。「政策大綱」では、選挙の「主要努力」
は「地方自治体より資本家的諸勢力と官僚支配の
掃蕩」に向けられねばならないとうたい、政治政
策上の重点として「地方民負担の徹底的軽減J 「地
方財政の根本的再建」を掲げた。そこでは地方財
政破綻の根本的原因は彪大な国家行政費の地方転
嫁、すなわち当然国家が負担すべき教育・土木・
衛生・警察・社会事業の諸費用を地方自治体に負
担させていることにあると主張していた。そして
「t也方財政の恨本的再建」と「地方自治の徹底」
のために掲げられたのが「社会的交付金制の確立」
「大衆課税たる地方独立税の撤廃」「府県経済会議
の設置」の「三大政策」であった。「社会的交付
金制」については、 1934年における地方財政蔵
出総額 18億 1500余万円のうち 10億 1200余万円は
国家負担たるべき性質のものとして歳出総額の
55%は社会的交付金として「要求さるべき」とさ
れた。「地方独立税の撤廃」については、「社会的
交付金制の確立」により「国家の負担たるべき地
方費の国家支出」により地方民の過重負担たる「特
別地税、家屋税、営業税、雑種税、及び各同附加
税と戸数割」はその帰結として廃止すべきである
とされた。「府県経済会議J については、「地方経
済再建の地方民の全幅的参加と協力による府県行
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政の大衆化を企図するもの』と説明され、「府県
経済会議要項」が提示された。「要綱」によれば、
「経済会議」は「地方経済再建のための具体的計
画の立案」と「府県経済行政」の「監視」を目的
とする常設の知事の諮問機関であり、その決定事
項が三度府県会に提出されたときは可決すべき義
務を負うものとされた。その構成は、（イ）学者・専
門家・労働者・農民及資本家・地主団体中より知
事の任命したもの（但し総員の 3 分の l を超える
こと得ず）、（ロ）労働団体・農民団体・技術者団体・
資本家地主団体・同業組合・産業組合より互選し
たるもの（総数の 3 分の 2 ）、村総員は 30名とあ
った34）。
小岩井の社大党選挙対策についての批判は、「社
会的交付金制」は政友会の地方財政補整金と一脈
通ずるものではあるがその金額の大きさから見て
支持し得るものとされ、「地方独立税の撤廃」は
労働者農民の要求するところであり、両者は「特
別異議ない」ものとされた。しかし、「府県経済
会議設置」は手厳しい批判が加えられた。「大衆
自身の要求」或いは「啓蒙すれば大衆の要求とな
りうるもの」という大衆団体の政策や主張等の「批
判の基準」からみて「経済会議案J はそのような
性質を欠落しているというのであった。「資本家
や地主と卓をならべるこの機関に依って（総員
30名のうち労働者や農民は何名位任命されたり、
互選されたりするであろう？）どうして大衆の要
求がその儲にとりあげられるか」、「この様な意見
は職能代表制国家の理論から暗示を得た幹部の観
念の中にだけ生まれるものにすぎない。そして
－（階級闘争）を放棄し、階級強調主義をふり
まこうとする企図以外の何ものでもないJ と断じ
られ、「地方自治体より資本家的諸勢力と官僚支
配の掃蕩」を「選挙政策大綱J で謡う社大党とし
て「甚だ首尾一貫しないのに寧ろl臨然たらざるを
得ない」35）と切り捨てられた。
小岩井は社会大衆以外に、無産階級の陣営から
反組合会議系の労働組合・農民組合・全国水平社
等を基踏とした勢力による候補者擁立、選挙運動
についてふれている。とくに組合解散の不当弾圧
をうけてきた香川県の農民数名の選挙戦立候補の
情報に「今度の選挙を通じての偉観」であると強
い共感を表明している。これらの勢力による選挙
闘争組織としては全評京都地協の提唱による全国
水平社・京都消費組合・全農の各有志加盟の「京
都地方無産団体府議戦共同闘争同盟」、全農岡山
県連・岡山消費組合・全水岡山支部・全評岡山一
般労組を糾合した「岡山県会議員選挙闘争協議会」
があったが、小岩井がここでとりあげ、たのは、大
阪での反社大党系勢力によって組織された「府会
選挙対策大阪無産団体協議会」であった。大阪無
産団体協議会の選挙闘争方針書が「教育、土木、
衛生、警察、社会事業等々、無産大衆の生活と最
も密着せる地方行政、財政問題を徹底的にパクロ
することは、矛盾せる中央政権に対する直接のパ
クロ、アヂプロともなる」として掲げた選挙戦の
目標 3 項目36）一一いずれも小岩井が地方議会・地
方自治体の「本質」として摘出した問題点に正面
から挑戦する闘争目標一ーを紹介し、つづ、いて「要
するに我々は、闘争を－つの府県会と言う限られ
た範囲からでなく日本資本主義の政治機構に対す
る闘争として、その立場から充分に府県会選挙闘
争の意義を把握しなければならない」との文章を
引用紹介して、小岩井は「その趣旨に於て大体正
しいとすべき」との評価を下していた37）。
「府会選挙対策大阪無産団体協議会」は 8 月 17
日全許関西地方協議会の主唱によって大阪市電
従・全国水平社大阪府fili ・全農大阪連合会・大同
電気労組・大阪自動車従業員組合が参加結成さ
れ、公認候補として全国水平社松田喜ーが擁立さ
れた。 8 月 26 日の結成声明書は冒頭で 4 年前の
府議選での小岩井の獄rj:1 当選の回想をもって始ま
った。「全無産大衆にとって忘るることの出来な
い」事実としてあけられた小岩井の獄中からの擁
立と「あらゆる迫害を蹴って」の当選から、今回
の府議選に至るまでの闘争の経過と運動こそ選挙
闘争の基礎となるとして闘争を呼びかけたもので
あった。「政策」（府政一般要求）として 39項目
小岩井浮と人民戦線
にわたる具体的要求が掲げられたが、「選挙対策
方針」には春以降の大阪港南地方の全労・総同盟
の下部組合員によって始められた組合戦線統一運
動の進展を反映する方針がもり込まれた。例えば
「団協以外の労働者農民出身の候補者に対する援
助」を呼びかけたり、「共同闘争の展開について」
では、社大党支持団体の下部大衆の内には「旺盛
な反幹部的空気、ファッショ化し或いは協調化し
た幹部への反感の増大」と「全線的な労働者戦線
の統ーを要望し既に実践に移している」との「著
しい戦闘化J を見ることができる、「共同闘争の
具体的展開こそ統ーを要望し逆襲へ決起せんとす
る大衆の要望と合致する最も意義ある重要なもの
である」とのベ、社大党支持組合を含む大衆的共
同闘争を意義づ、けていた。そして全評結成時以来
の「下からの統一」「右翼幹部の分裂主義の粉砕」
の方式に一定の修正の方向が明記された。「下か
らの結合統ーを一層容易にし盛り上げる為に上か
らの持ちかけ工作も軽視すべきではないと思う。
勿論、斯かる場合に於ける対象として我々は社会
大衆党に対しても従来の畑き排撃一点張りの能無
し猿の芸当を止め、充分確信のある共同戦線の展
開を目指して前進しなければならぬ」38）。この方
針転換は、翌年の労働組合の反ファッショ政治戦
線統一運動における大阪団協の先進的役割を生み
出す出発点と意義づけることができょう。
同じく全評京都協議会の提唱による京都地方無
産団体府議戦共同闘争同盟も「同盟結成の意義J
として、大阪港南地区の労働者の「打ち上げた警
鐘」が「全日本の無産階級勢力を打って一丸とす
る運動」に発展した情勢に応え、京都地区の選挙
闘争も統一戦線勢力の結集という「全国的な状勢
の見地からJ 準備され、大衆の日常闘争と密着し
た選挙闘争を組織しなければならないとしてい
た39) （「方針書」）。小岩井が強い共感をよせた香川
県の農民の立候補は、旧労農党の大山部夫、上村
進を第 l 回普通選挙（ 1928年）に立候補させた「無
産党多年の金城湯池」であった全組織が、選挙後
徹底的弾圧によって潰滅させられ、その後無産政
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党・労働組合・農民組合も許されず、他府県から
の応援運動者の入県すら禁止的制限をうけたとい
う経緯を経た中で、「無産陣営多年の懸案たる香
川県の再建」が漸く具体化して来たとして注目さ
れた問題であった。綾部郡から立候補した大林千
太郎（旧労農党）のほか香川郡・木田郡からも立
候補し、香川県の組織再建の将来の見透しに成算
を得たもの、翌年の総選挙の立候補も含めそれら
の闘争を通じて全国農民組合の組織の確立が見通
されていた。全農本部は応援闘士を派遣し「無産
陣営の名誉にかけて」組織再建に努力する方針を
固めていると報じられた40）が、こうした動きの背
景には各地方で全農本部派と全国会議派との統ー
を目ざす流れがあったことを推測してよいであろ
つ。
選挙結果は、政府与党である民政党が後退し政
友会が第一党となったが依然として既成政党が 9
割以上の圧倒的多数の当選を果した。国家主義諸
党派はその政治的・組織的弱点もあって予想を裏
切る不振の結果に終った。産業組合関連では産青
連が独自の立場から推挙した候補者は落選者が多
く、地方組合長・理事・監事あるいは支会や県連
の役員で当選した者はいずれも従来より既成政党
員であった。その隠大な組織を以ってしてなお当
選者が極めて少数であるのは「産組自体が政治的
意識を確定していない為J と評された41 ）。
無産勢力は現有議席（無産党 16）を大幅に躍
進させた。社会大衆党は当選者24、他に社会大
衆党系 8 、合計32名を数えた。全国農民組合 2 、
北日本農民組合 I 、全評全水其他地方無産 3 を加
えると統計38名が議席を得た42）。前回 1931 年の
府県議選では全国労農大衆党 12議席、社会民衆
党 3 議席、大阪労農協議会の小岩井の当選を加え
て 16議席（翌32年東京、神奈川より各 l 名当選）
であったことから 2 倍増以上の躍進を果した。社
大党以外の左翼無産勢力では、大阪無産団協の松
田喜ーは落選したが、香川では香川郡平野市太郎
が最高当選を果し、綾部郡大林千太郎も当選した。
岡山では岡山市の中原健次（全評、岡山無協）が
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当選し、赤磐郡宮向国平（全農）、上道郡江田三
郎（全農）は落選したが前回の得票を大幅に増大
させた。社大党の進出の要因として社大党本部の
平野学は、 I .組織力の発展、 2. 日常闘争、 3.
戦線統一の力の 3 点をあげた43）。公安当局は、無
産政党・団体を含めてその「勝因」を、 (1 ）「組織
的勢力の構築に着手してより十数年を経過し、其
間相当の地盤を獲得せること」、（2）「無産派各団
体の候補者は平素地方自治問題又は地方民の直接
利害問題に関し活動し来れるものにして永年選挙
民と接触ありしこと」、（3）既成政党の不評、伺）選
挙粛正運動の効果の 4 点に要約した44）。また、『日
本労働年鑑』第17巻には I .粛正選挙、 2. 政治
戦線の統ーによる対立候補の抗争の解消、 3. 各
派の選挙協定共同闘争、 4. 既成政党の信用の失
墜と無産党への期待等があげられている45）。『社
会運動通信』（ IO月 9 日）の記事は IO月 14 日静岡
の最後の選挙をひかえた時点、の評価であったが、
2 府24県の無産党当選者25名の得票 15万 3 千は
前回 1931 年のこの地方における得票 18万 2 千に
比べて 2 万 9 千、 l 割 7 分の減という「悲観点数
字」を紹介した46）。そして得票の絶対数に於いて
減少せるにもかかわらず当選者に於いて無産党が
進出したのは、地盤協定や統一戦線の効果にある
と指摘した46）。これらの要因は粛正選挙を除いて
はそれぞれに根拠をもったものと思われる。
選挙粛正運動の効果は司法当局の選挙犯罪の追
求刑に反映されたが、 1931 年度と比べて今回は
受理総数、起訴数とも相当の増加がみられ、とり
わけ懲役と禁掘の体刑者が31 年度に比べ約 16倍
強 1,192名を数え厳罪主義の色彩を露骨に示して
いた。買収犯罪では刑の加重、選挙ブローカー処
罰規定の新設、金品交付行為の処罰、官公吏並警
察官吏の買収の特別処罰規定の新設を以つてのぞ
み、買収事犯者は前回を 834名上まわる 9,527名
を数え、選挙事犯者総数の80.9%弱を占めた（前
回は94.7%弱）。その他選挙運動取締りに関する
規定を厳重にした結果、届出前の選挙運動、第三
者の選挙運動禁止、個別運動（新選挙法第 129条）
の「形式的な選挙運動違反事件」が前回357件よ
り今回 1,780件と大幅に増加し、選挙取締りの苛
酷な動向が買収事犯に限らないことを示してい
た。選挙事犯の政党別起訴人員は、政友会が
5,437名で前回より 130名減、民政党が前回より
I, 151 名増の4,224名、無産党が75減の 78名、そ
の他が前回 391 名から 2,041 名に大幅増を数える。
前回の取締りが党派的選挙取締りで政友会が多か
ったのに対し、今回与党である民政党の人員が激
増したのは取締りが既成政党一般の牽制を意図し
ていたからであるとされる制。無産党の起訴人員
が既成政党に比べ桁外れに少くしかも前回から半
減していることについて これによって粛正運動
が無産党進出の原因となったとする説に歴史家に
よる反論がある。すなわち「従来から無産政党の
選挙運動の中心は言論戦にあり、これに対する運
動抑圧の手段は選挙法による摘発よりは、主に治
安法規による（法規によらない場合が多いのだが）
演説の『注意』、『中止』処分、運動員の検束にあ
り、これだけでは一概に無産政党進出の説明はで
きない J49）。
買収・腐敗選挙はもともと左派無産運動には無
縁のものであった。岡山無産自i体協議会ニュース
は、全農宮向候補が「僅か百円前後の費用で、言
論一本の戦い、よく－o一七票を獲得し」とその
実態を誇り、総括的に「法定運動費は千七百二十
円であるが、我が選挙費用はその六分の一余りの
概算現金支出三百八円である。粛正運動も買収取
締も吾等の前には、ついに無用／0）とかいて粛正
運動とかかわりのない立場を明らかにした。京都
の府議戦共同闘争同盟は選挙粛正の「から言葉に
迎合するだけでないが」と断わりながら、選挙違
反の監視と摘発にのりだす方針をかかげた。「吾々
は一切の敵と闘うと云う建前から色々の活動を計
画しなければならぬが特に腐敗堕落の破廉恥な
ブール政党の現情を見る時、断乎として吾々の正義
を立証すると同時に具体的な裏切の事実を現実に
大衆の前にサラケ出してやると云う事も重要な闘
争の一つだ！」51）。選挙粛正運動を単に無産者運
小岩井浮と人民戦線
動にとって無縁とみるだけでなく、支配階級によ
る民衆支配の道具立てとする見解が「全農政治部
講座」で主張された。すなわち、粛正運動は、満
州事変以後の軍部の介入や既成政党の信頼喪失と
いった支配形態の変調に対して、選挙粛正委員会
に支配階級が適当と考える人物を部落や村に至る
までえらびだし、選挙当選者が民衆の意志を真に
反映するかの「幻影を生ませる」ことによって、
その機能を殆ど停止している地方府県会や議会に
対する民衆の信頼をつなぎとめ、「軌道から外れ
て仕舞った政治形態J を回復しようとするもの、
という。選挙粛正運動によって無産階級の主張や
要求をもって闘う人物の選出を期待することはで
きない。さらに、人口の半数を構成する婦人や
25歳以下の青年の選挙権除外その他の選挙制度
の制限、「一寸人を訪ねていった為に違反に問わ
れたりする」刑法上、選挙法上の威嚇、「負担に
たえ難い保証金」その他の経費等々。このような
選挙制度の下では「民衆の意志を反映する事も出
来なければ、選挙粛正が行われるわけでもない」、
「真実の選挙粛正J とは無産階級が積極的に参加
し得るものでなければならない、というのであっ
た印。
小岩井は大阪の無産団体協議会の選挙運動に応
援弁士として名を連ねたが、小岩井の「立憲主義
と議会主義とブルジョア・デモクラシー」にとっ
て積極的意義をもつものではない、フ。ロレタリア
ートの「選挙闘争の自由」を保証するものでない
という粛正運動に対する評価は、これらの無産団
体の運動と共通する立場を示すものであろう。し
かし粛正運動は支配階級の「軌道から外れた政治
形態」の修復という全農政治部の解釈以上の政治
的意味が含まれていた。選挙粛正の促進強化を政
府に要請していた社大党幹部は、選挙直前に安部
磯雄、麻布久、亀井貫一郎ら党首脳部が唐沢智保
局長以下の内務首脳に招かれて麻布南甫園で選挙
について打合せを行ったとされたが、この会合は、
新官僚が産業組合や右翼系組合に加えて急速に無
産政党に接近し無産政党の政治勢力を利用しよう
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としているとの疑念を強めた53）。選挙法改正の下
での最初の選挙粛正運動を総括した内務省は、粛
正運動の意義をたんに法の整備とその適正な運用
にとどまらずさらに進んで「国民の政治的自覚の
結果として（・…ー）国民自身の意思に依って実現
せられなければならないJ とし、これが「第三の、
市して根本的の方策」であるとして、「或は公共
心を振興し、或は愛国心に訴え或は政治的責任心
を喚起し、以て国民の道義的覚醒を促すことが行
はれなければならない」という、粛正運動を国家
主導の政治的運動と意義づけた。さらに、『元来
如何なる当選者が得られるかは、粛正運動に懸け
られた最後の興味であり（……）粛正運動が窮極
に於て単なる不正防止の運動に止まるべきもので
なく、艮き議会、良き自治体を作り出す為の努力
であることを思えば、我々は今後層一層の力を壷
さねばならぬ必要を感ぜしめられ」と選挙への干
渉、候補者の選別への意欲をかくさなかった。内
務省は府県議選を粛正運動の第一階梯、「予備的
訓練であり小手調」であって、来るべき衆議院選
挙を目標とする粛正運動こそ「本格的のもの」と
位置づけ、この運動の展開を構想したのであっ
た54）。陸軍もまた選挙粛正への要求として、「非
常時局に寄与し得ベき優良議員」の選出、「国防
思想、に暗影を与うるが如き J選挙演説の厳重取締、
反軍思想の鼓吹者に対する是正措置を内務省に求
めた55) ( 1936年 l 月 22 日）。これらは府県会選挙
の結果に満足しなかった内務省・軍部がより積極
的な選挙介入を意図し、翼賛選挙をめざす政治的
意志を示したものであった。
1935年末に書かれた小岩井の「日本ファシズ
ムの現段階一一上からの浸透と下からの浸透につ
いて一一」（『サラリーマン』 1936年 I 月号）は、
それまでの「日本ファシズム論」に注目すべき修
正が加えられた。すなわち、満州事変前後から台
頭し五・一五事件で一つの頂点に達した日本ファ
シズムは五・一五事件を起動点として「新しい段
階J に入ったとされ、それまで「政治権力の外に
ある非フゃルジョア的勢力J （その中心は軍部）の
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側からの現状打閣の要求を中心として都市および
農村の大衆の窮乏を背景として自然発生的に成長
しつつあったファシズムが、今や「ブルジョアジ
ー自身の意図によって上から行われ始めた」とい
うのであった。その転機は、五・一五事件に現わ
れた大衆的背景に立つ非ブルジョア的勢力のフ。ル
ジョア的政権に対するデモンストレーシヨン、攻
撃の「苦い経験によって、いち早くファシズムを
自家薬寵中のものとすることの必要」を看取した
フ中ルジョアジーが、「主観的には急進的ファシズ
ムの台頭を鎮静させるべく」「客観的に見ればブ
ルジョアジー自身によるファシズムの或る程度の
実践」に踏みきったとされる。斎藤内閣一一岡田
内閣とつづく軍部・政党・官僚による挙国一致内
閲制、内閣審議会・調査局の新設、経済・思想・
宗教・芸術等一切の分野にみられる統制政策、尼
大な軍事予算の編成等、これらは厳密な意味での
ファシズム政治編成の完了或いは純粋なファシズ
ムの政策の遂行とは言えないとしても、「ファシ
ズムの軌道以外の問題ではなく、どこまでもファ
シズム的なもの」とみられた。 7 カ月前小岩井揮
はこれら「合法的ファッシヨ」を日本ファシズム
として認めることに否定的であったのに、ここで
はこれを「ブルジョアジー自身の意図によって、
その『統制』のもとに遂行されている」ものとし
て、「今や日本ファシズムは上からのものとして
着々進展しつつある J と把えられた56）。
日本ファシズムが日本資本主義の特質から「封
建的なもの」と密接に結び、つきその強化を伴うと
する論点も再論される。ここでは、しかし官僚、
軍部もまた封建的なものを代表する勢力とみられ
るが、ファシズムはこれらの勢力を前面に押し出
し、フ。ルジョアジーはその階級支配を確立するた
めそれと緊密に結びつく。それは「反フ。ロレタリ
ア的独裁のための最大の支柱であり国民的統一の
目標」であって、それら「封建的なもの」の強化
は、表面的にはブ、ルジョアジーの力を弱め、その
犠牲に於いてなされるように見えるとしても、「結
局においてフソレジョアジー自身を強化させるも
小岩井浄と人民戦線
の」と担えられる。ブルジョアジーの思想政策も 場合には反って軍部を牽制することが見られると
日本主義強化の他はありえない。こうしてブルジ される。
ョアジーは「封建性の強化を中心に一切の政策を
押しすすめている」とされ、「客観的にはそれが、
ファシズムの遂行である J と断定される。この文
脈の中では前論文でファシスト勢力から除外され
ていた官僚・軍部が、封建的なものを代表する勢
力としてだけでなく、ブルジョアジー自身のファ
シズムの遂行の先兵として位置づけられていると
言えよう。
小岩井は「上から」のファシズムと同時に「ド
から J の或いは「外から」のファシズムの進行を
あげ57）、その主体として、 l .ファッショ団体、 2.
産業組合・青年学校・青年団・消防団、等々、 3,
××（軍部）、在郷軍人同等をあげ、それぞれに
評注を加えているが、軍部についてはとくに次の
ように述べられている。すなわち、軍部は挙国内
閣制に代表者を送り上からのファシズムの遂行者
の一つを構成するが、しかしそれに拘束されない
独自の立場、地位をもっており、その比重と圧力
の大きさによってその動向は政局を左右してあま
りあるであろう。しかし現段階においては軍部は
「外からの働きかけ」（最近には憲法問題に於いて
若干見られた）は「ある程度、ある限界に止めら
れている」とされる。しかしこの状態がどこまで
続くかは、これを決定するのは客観情勢一一対外
関係とみられた。そして軍部の日本における独自
の立場、関係、その比重は日本ファシズムの進行
過程にイタリ一、ドイツ流の「原生的な」進行を
とらせないという展望を与えることも再言され
た到。ここでは軍部が「ヒからのJ 或いは「合法
的ファシズム」の勢力としてだけでなく、「外か
らの」すなわち「合法的」枠組をこえたしかも政
局を左右しうる勢力として位置づけられており、
その後の日本ファシズムの進行にとって決定的と
も言える意味を認めたと言えよう。なお、在郷軍
人団については、軍部の統制下に置かれているが、
民間団体として一層行動の自由をもっており、そ
の一部は積極的なファシズム的動向をとって或る
註
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5 小岩井浄と反ファッショ人民戦線論
1936 （昭和 11 年）年の展望を特輯した『社会
評論』 1936年 l 月号で小岩井は、前年の社会運
動がその後退を食い止め一歩にしろ半歩にしろ前
進した、と評価し、殊に労働組合運動に於ける統
一戦線運動の発展に積極的な意義を認めた。前年
の r社会評論』創刊号では、無産者運動が「後退
を踏みこたえ」「第一歩として」統一戦線の気運
が胎動しているとしながらその急速な発展は予想
されないとしていたが おそらくその予想を越え
た発展の上に立って、 36年にはそれをどこまで
仲張させるかを課題として「社会運動の展望」を
試みたのであった。
中心的なものは労働組合の統一戦線であり、 34
年秋の全評の結成をその成果のーっとして前年の
論文の評価を再確認しつつ、 35年度の問題は、
大阪港南地区の職場大衆の運動一一「全国的戦線
統一の第一歩としての総同盟、全労の合「司J を訴
えた合同促進協議会の結成を導火線として展開さ
れた労働組合の全的合同運動の問題であった。 lI 
月の総同盟・全労の合同の成立はその一応の結着
であったが、より広汎な全線的統ーこそ当然に
36年に引継がれるべきものとの観点から、小岩
井は全的合同に積極的な交総の姿勢とこの聞の全
評の「非常な積極性とあらゆる誠実」を指摘して
いた I ）。
全労・総同盟の合同に結着をつけた所謂 3 長老
（安部、高野、鈴木）の裁定案には「新組合の成
立と同時に交総、市従その他（但し全国評議会は
除外）可能なる範囲の合同を可及的速かに実現す
る為の特別委員会を組織する事Jが含まれており、
交総と市従代表は全労・総同盟の合同協議会に対
して「反ファッショ労働組合の大統ーを実現せん
が為J との趣旨の下、同協議会への参加を申し込
んだ。これに対し総同盟の松岡は、即時の合同を
拒否、 l 月の合同大会後の特別委員会の協議の結
果にまつとして確答をさけていた2）。この交総・
市従の合同参加申込みが全評を含めてのそれであ
ることは、 2 組合の「従来の態度、その階級的誠
意」からして疑いを容れないとされたが、この小
岩井の理解は後の運動の展開によって実証され
る。
小岩井が全的合同の進展に希望を託したのは、
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交総・市従・全評だけでなく全労・総同盟合同に
よって結成された新組合の組合員大衆による全的
合同支持の要望であった。大阪港南地区両組合の
大衆的要求から出発した運動が単独合同によって
沈静させられるはずもなく、一層の高揚に期待が
かけられた。この点で単独合同が成立した直後の
全評第二回大会での大阪港南地区の労働者、全国
労働の職場代表の祝辞、「吾々が合同を切望する
のは労働者自身の職場と職場の結合の必要の自覚
から出たものである」が引用され、これに大きな
意味がもたせられた3）。なお、これに付言すれば、
大阪東北地区の総同盟・全労下部組織の全的合同
を支持する労働者は、 1 1 月下旬総同盟・全労・
大阪市電従・全評等の全的合同支持派と東北地区
協議会結成準備懇談会を聞き、翌年早々全合同促
進東北地区協議会を結成すること等を決定するな
ど、具体的な運動がすすめられたへまた、小岩
井は、総同盟幹部の牢固とした保守主義から 36
年度での全的合同は予言できないとしつつも、各
組合の共同闘争、殊に全評の方針でもある地区協
議会の運動の推進とそれによる成果を期待し、そ
れが進められれば全的合同が急速に成功しないと
しても、全的合同へ向つての大きな前進となると
評価した。これについても、 11 月末大阪市電従
阿部、小野ほか 4 名、全評関西地評の安島、宮家
ほか 10名が会合、全的合同実現のため地区協議
結成に努力すること、各職場を地区的に分割して
地区責任者・を配置し、総同盟・全労の全的合同派
と協力すること、下からの全的合同の空気を醸成
すること等を決めたとの動きが伝えられてい
た5） 。
農民戦線についても、全農総本部派と全国会議
派との合同が福佐、新潟（全会派は北日本に合同）
等を除いてほぼ完了していること、新潟にも合同
要望の動きが現われていることが指摘され、労農
の具体的提携の可能性が言及された。また、前年
の府県会選挙にひきつづ、いて無産陣営の進出が予
想される 2 月総選挙が労働組合戦線統ーのために
も、労農提携のためにも「好個のカンパニアJ と
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しての意義をもつことが指摘された。
最後に小岩井は「インテリゲンチャの文化擁護、
反ファッショの運動J についてふれ、パリの「文
化擁護国際作家会議」（1935年 6 月）などに関連
してそのような運動の必要性や希望が吐露された
にもかかわらず、「具体的には何も生まれなかっ
た」と断じ、「これはインテリの無力といってわ
らいさる事は出来ない。根本的にはプロレタリア
の思想、運動の槙粁でなければならないし何より文
化擁護、反ファッショは外ならぬプロレタリア自
身の運動でなければならない」と書いたへすな
わち「インテリゲンチャの課題としてでなく、プ
ロレタリア自身の課題として」新年度に期待をか
けたのであった。『社会評論』はこれに先立つて「文
化擁護国際会議に就ての諸家の感想J を特集して
いたが、小岩井はこれに対して「それにつけても
日本に於いて一一最近の機関説問題一つ見ても今
こそ文化の擁護に決起しなければならないこの国
に、その様な動き一つ見られないことを残念に思
います」との感想をよせ、文化擁護対策について
は「高見は持合わせませんが、何より文化の担当
者（できるだけ広範に）が魁織をもち自主的に擁
護してゆくこと一一いたって平凡なこの事がやは
り根本だと思います」との意見を述べていた7）。
小岩井が「社会運動の展望」の中で文化擁護運動
をプロレタリア自身の課題と説いたのは、インテ
リゲンチャの運動の必要を無視したものではな
く、ここでは文化擁護すなわち民主主義の擁護が
プロレタリア運動の思想的課題であることを強調
したものと言えよう。
1936年 2 月の衆議院総選挙では選挙粛正運動
はさらに強化され、市区町村における町内および
部落懇談会の開催の重視、違反者に対する厳罰主
義、在郷軍人会の政治介入などがみられたへと
くに全国有権者総数の 4 分の l を占める在郷軍人
会は、早くから「郷軍先駆至誠一票」「断じてけ
がすな国土と選挙」等のモットーを掲げて全国会
議員の決起と覚醒を促していたが、会長鈴木荘六
は「軍人精神を極度に発揮して選挙の粛正に率先
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範を示し優良議員選出の核心たるべ LJ との訓示
を全国の会員に発し、会長名を以って『国防と総
選挙』と題するパンフレットを全国各支部に発送
した。そこには「一、天皇の御政治に翼賛し得る
至純至忠の人物を選出すること、二、帝国内外の
情勢に鑑み積極的に我が国運伸展に寄与し得る人
物を選出すること、三、国防強化に透徹する人物
を選出すると同時に反軍策動の絶滅を期するこ
と」の 3 項目が含まれており、これらの訓示やパ
ンフレツトの内容に対しては、司法当局ですら「所
謂既成政党者的なるものを否定せんとするものに
して、政府が選挙粛正のため絶対的に公平中立の
立場を主唱している折柄、（……）一種の政治干
渉であり、軍人の政治不干与ということが特に注
意せられている時に当って、斯くの知く積極的な
活動が、たとえ在郷軍人の名に於ても会長の名に
於て行われることは非常な重大な問題であると解
する向もあり」と疑念の声を紹介していたぺ
社会大衆党は、選挙粛正に対して府県会議選と
同様協力の立場をとった。社大党の「選挙政綱j
では政治政策として最初は「選挙粛正の徹底」 A
買収犯の厳罰、 B混同開票制の採用が掲げられ、
「指令第一号」では、「二、（... ）口、党の闘争
を選挙粛正運動と結びつけて選挙監視の闘争をな
すべし」「三、粛正選挙に就て一一イ、選挙粛正
は党としては屡々当局に要求しその徹底を期せん
とするものなれば、党員は此の趣旨にもとること
なき様公明正大に行動すベし。ロ、形式的違反行
為も選挙の結果に不利を招くものなれば、運動員
は選挙法に注意して違反行為の絶無を期すベし」
と指令した IO）。府県会選挙の直前に内務省首脳と
打合せを行った社大党幹部の一人である亀井貫一
郎は、今回も書記長麻生の同意のもとに陸軍省永
田軍務局長支持の立場で、岡田内閣の選挙粛正方
針について政府と密接な連絡をとっていたとされ
る II）。労働組合の全国的統一と反ファッショ戦線
強化の立場で社大党候補の支持・応援の方針をと
った交総大阪市電従は、組合員への「撤」におい
て、新官僚の指導による「選挙粛正運動J が現政
権の延命をはかるもの、「無産階級の言論の自由
と行動を束縛した彼等が、我々の味方でありうる
はずは断じてないJ と社大党の「粛正運動」への
迎合的態度を批判していた 12）。大阪市電従が加盟
する交総（日本交通労働総連盟）は選挙声明で「フ
ァッショと戦い無産階級の政治的自由を獲得する
こと」「勤労民衆の生活権確保」の立場から無産
階級政治勢力の進出強化を訴える中で、「今度の
総選挙は所謂粛正選挙なるが故に活動の自由を束
縛され、我々にとってもずい分と不自由もあるが、
一方には既成政党は従来唯一の手段であった買収
が封じられたのでその点では無産階級の進出の途
が若干聞けたと言い得る」と評価していた 13）。府
県会選挙で「粛正運動」を支配階級による民衆支
配の道具立てと批判していた全農は、今回の選挙
宣言で、「我々は表明されたる民意の上に立つ政
治形態のーとして議会制度の原則を是認し、現在
の如き不備不完なる選挙法と議会制に於てさえ尚
Eつ一般民衆の政治的自由の獲得のためにと、労
働者、農民、市民の発言権とを最大限に生かすた
めに、我々は我の代表を議会に送らんとするもの
である」との方針を明らかにした。また、政治活
動に於ける態度として、全国的に統ーされた大衆
政党との緊密な協力を目標としており、「現在に
於て第一に社会大衆党と協力し、第二に社会大衆
党を支持し之と協力せざる諸団体と接触して之等
の団体と社大党との接近提携に努める」として社
大党を中心とする政治戦線の統ーを日ざす方針を
説明していた 14）。
選挙犯罪の取締は政友民政両党に集中しており
無産政党は既成政党に比べて桁外れに少なかった
が、しかし、東京第 5 区から出馬した全評の加藤
勘十だけは選挙犯罪取締り第 3 位の 102名の検挙
者を出しそのほとんどが「形式的犯罪」にひっか
けられたものであった 15）。全合，~は選挙を「ファッ
ショ反対か？ ファッショか？」の戦いと位置づ
け、既成ブルジョア政党をファッショ政党と排撃
するだけでなく、社大党もまた「ファッショの手
先J にすぎないと攻撃した 16）。東京第 5 区からは
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社大党の麻生書記長も立候補しており、麻生の『陸
軍パンフレット』支持など親軍部的な言動に批判
的な社大党杉並・中野・淀橋など各支部が加藤支
持にまわり、加藤の選挙事務長をひきうけた鈴木
茂三郎はじめこの動きに指導的役割を果した党員
の除名問題に発展する。加藤は選挙演説会におけ
る官憲の中止・検束がとくにひどかったと回想し
ていた 15）。
小岩井は二・二六事件の直前に 2 月選挙の評価
を「粛正選挙の総決算」（『エコノミスト』 3 月 l
日号）で明らかにした。ここで小岩井は、選挙粛
正が「却って選挙民の意思をへンに歪曲したとい
うような関係も全然考えられないことはない」と
その否定的側面を認めながらも、「とにかく選挙
粛正は選挙民の意思を、買収や干渉によって歪1H1
しなかった点に何より効果があった」、「従来の腐
敗した選挙に比べるならば、一般選挙民の意思は
かなり自由に、正しく表明されたと見ていい」と
総体的に肯定的に評価し、無産党の予想をこえた
進出の要因の一つはこの点にあったとする従来か
らの見解に賛同する見方をとった 17）。前年の府県
会選に先立つて表明された粛正運動に対する消極
的評価は無産党議員の進出という選挙結果の前に
背景に退いたといえよう。さらに政友会が議席を
半減して第二党に転落した結果についても、粛正
選挙が「比較的歪曲されない国民的総意」として
政友会の「不人気」について「審判」を与えたも
のと見られた。
小岩井が粛正選挙の政治的評価や歴史的意義を
侃り下げるのでなく宵定的な評価を行ったのは、
2 月選挙での無産派の躍進にその後の展開からす
れば過大とも言える評価と期待をもったからと思
われる。総選挙の結果として社大党、合同左翼、
地方無産、無産系中立等を合せれば無産派議員の
みで交渉団体が成立しうること、最高得票で当選
した無産派議員が 10選挙区以上に及び中でも東
京第 5 区で加藤・麻生両者が 5 万何千という全国
無比の得票（加藤は 53,748票で全国最高得票）を
得たことが指摘される。小岩井は、無産党躍進の
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意味を勤労大衆の間に広汎に既成ブルジョア政党
反対の気運と挙国一致を標梼する岡田内題反対の
空気が存在することを示すものとし、この場合無
産党の得票は労働者農民の支持のみでなく中小商
工業者、俸給生活者、官吏等のインテリ層の支持
も得ているとみた。また、無産党の政治的立場は
「一般的にファッショ反対」であるとし、無産党
の躍進はファッショ反対の空気が大衆の聞に潜在
することを示すものとした。なお政友会の転落と
民政党の支持の何ほどかの増大もこのファッショ
反対の空気の中に醸成されたことも付言され
た 18）。
小岩井は、 2 月選挙での無産党の躍進をこのよ
うに「本質的に勤労大衆の動向に添うもの」『そ
の積極的な支持を集めたもの」とみるとともに、
無産党の中の戦線統一の気運が総選挙に当って一
層具体化されたことの結果であると評価した。そ
の一つは、満州事変前の 1930年第二次普選と比
較して、無産諸派の得票数は 2 割 3 分の増加であ
るのに当選者数は約 5 倍に上っていることに示さ
れるように同一選挙区における対立乃至併立が解
消されたことに負うとするもので、今回同一選挙
区に無産派候補の対立または併立したものは数区
を出なかったと指摘する。またより注目すべきも
のとして、「反ファッショ戦線における左右の統
一運動J の進展の具体化として社大党候補に対す
る強力な支持が無産戦線の問から集中されたこと
が注目された。こうして 2 月選挙は、無産派一一
殊に社大党が議会における第三党としての r確乎
たる地位」を占める日も「遠い将来」ではないと
の展望に「殆ど必然性を与えたJ とまでの評価が
下された。こうした見透しは今回の選挙における
「ファッショ派』の惨敗によっても一層強められ
たといえよう 19）。
無産派の「画期的進出」の理由については、開
票直後の論議の中で粛正選挙の徹底による既成政
党の買収行為の激減、言論戦が武器となったこと、
無産党の r民衆の生活に即したる政策」、ファッ
ショ的潮流に反搬する「新興勢力J の醸成、「左
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右両組合の共同戦線」の成立等が指摘されてい
た20）が、とりわけ、大阪地方労農団体協議会の支
援を得て当選した社大党候補たちは、選挙結果の
意義について「大衆が如何にファシズムに反対し
て居るかを益々はっきり証明」するもの、「地盤
から集まったものでは無くして、総ゆる方面から
の全盤的な票」であり、「ファシズムに対LJ 「不
信の態度を表明して居る」、「自由主義者民主主義
者までも含めた大きな規模に於いての人民大衆の
政治的意志を明確にしたもの」と語っていた21）。
前年の府県会選挙を機に結成された大阪地方労農
団体協議会は、全評関西地方協議会等構成団体と
連名で声明書を発表して「全線的統一戦線、労農
提携、反ファッショ戦線の強固なる陣列を布設す
べく、社会大衆党との協同戦線を押し進め最大限
の支持をなすJ との決意を表明し、全評・全水・
交総の各幹部は社大党各候補の応援演説に出席し
た。関東では東京市従業員組合が「社会大衆党、
その他友誼団体の立候補者は個人的のよしあしに
取らわれず、無産階級の政治的進出を計る大局か
ら一般的に支持するJ との方針をとった22）。この
ほか合法左翼では神戸市電従業者組合も社大党神
戸支部の公認候補を支持した23）。
全評関西地協が大阪労農団体協議会の一員とし
て社大党候補を支援したのと対照的に、東京では
全評はファッショ排撃を中心スローガンとして社
大党を「ファッショの手先」と攻撃し、第 5 区で
麻生に対抗して委員長加藤を立候補させた。実際、
麻生は選挙演説で軍部内の「革新的な傾向」に好
意的な言辞や『陸軍ノfンフレット』の支持の立場
を表明するのに購踏しなかったし、他方加藤は満
州事変以来の社大党首脳の戦争支持を批判し
た判。麻生ら社大党内の親軍派は社大党全体の政
治的立場を支配するだけの勢力ではないとして
も、東京第 5 区における加藤、麻生の得票が 5 万
票を上まわったことを同列において評価すること
はその政治的意味を誤らせるものであろう。また、
第 5 区で加藤を支援した社大党支部の解散とその
指導的メンバーの除名処分は、社大党内の組織問
題というにとどまらず反ファッショ戦線の構築と
いう課題に問題をなげかけるものであった。加藤
の最高得票当選が判明した時点で鈴木茂三郎は社
大党豊多摩支部の除名の動きを伝え聞いて、「一
部官僚幹部のファッショ化」と闘う決意と、「そ
のために戦い得る自信」を語ったが、これはその
後に反ファッショ戦線の構築において左翼勢力の
運動を分裂させる要因となった「新党樹立」問題
の口火とも言えるものであった。岡山地方無産団
体協議会の支援によって当選した全農の黒田寿男
は、東京第 5 区の加藤立候補に推薦文を送ってい
たが、除名問題に関連してこれを新党樹立問題に
結びつけることに否定的な意見を述べた。しかし、
黒田当選の推進力となった全評岡山地方労働組合
の執行委員会（ 2 月 27 日）は、「新党結成風聞に
関する件」を討議し、全的合同を妨げる故に新党
樹立に反対するとの意見と反ファッショ戦線統一
の立場から新党樹立に必ずしも反対の要なしとす
る意見に分れて結着をつけることができなかっ
た25）。新党問題は鈴木ら社大党除名グループと全
評および東京交通の組合幹部を中心として推進さ
れた労農無産協議会の結成（ 7 月）によって具体
化されるが、こうした動きは、社大党を中心とす
る反ファッショ統一戦線結成の運動にとってたえ
ず分裂要因として波乱をまきおこしていく。小岩
井は粛正選挙の「総決算』を「今後の推移に対す
る出発点」であり、「つまり結論とともに問題が
与えられた」ものとして、反ファッショ統一戦線
の可能性への期待をにじませたが、そこに含まれ
た「問題」はおそらく小岩井がここで予測したも
のより深刻で厄介なものであったであろう。
小岩井は『労働雑誌』（36年 4 月号）に解説的
論評「民主的自由と労働者農民」を発表し、この
中で日本の労働者農民の民主的自由獲得の闘争と
いう歴史的課題とファシズム反対運動との関連を
示す注目すべき指摘を行った。これは 2 月選挙に
おける無産派の前進と二・二六事件、それに続く
東京市の戒厳令布告、メーデー禁止通達といった
情勢展開に直面して、反ファッショ戦線構築の必
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要性を強く意識したことがその背景にあったと盟、
われる。
明治維新以後のフ’ルジョア的変革、日本資本主
義の発達過程の特殊性は、フツレジョアジーによる
政治的自由すなわちブルジョア民主主義を「極め
て変則的にしか」なしとげることが出来なかった。
明治維新におけるブルジョアジーの未発達、農村
における封建的な生産関係の残存、封建勢力を代
表する藩閥や官僚軍閥政府による資本主義の「上
から」の育成、漸次発達し政治的比重を増大させ
たフ。ルジョアジーの旧勢力との結合と反動化（世
界資本主義の帝国主義化への順応）、こうした講
座派的日本資本主義分析の上に立って小岩井は、
50年の歴史を経た「ブルジョア民主主義の中心
的機関である議会制度」や「所謂人民の政治的自
由」が、封建時代とのその「雲泥の相違」を認め
ながらも、農村における半封建的な生産関係の残
存、国家政治機構、社会制度等「すべて非民主主
義的であり、封建的残津の多分に存在している事
実」によって「形骸」化したと特徴づけた。
自らの闘争において政治的自由一一言論、集会、
結社、出版等々一切の自由を必要とする労働者農
民は、自分の手でブルジョア民主主義を実現し、
ブルジョアジーの果さなかった歴史的役割を遂行
しなければならない。「政治的自由即ち民主的自
由」は『ブルジョア民主主義の実現一一国家・政
治機構、ひろくは社会制度の民主化と切り放すこ
とは出来ない」。「政治的自由」の獲得とはそのよ
うな「歴史的役割」の遂行のための「統ーされ集
中化された目標（砂くともその一つ）であり、闘
争にほかならない」26）。
ところで小岩井は、当面の緊急な任務である労
働者農民の反ファッショ闘争は、「民主的自由獲
得のための必要一ーその闘争と何も別のものでな
く、またそれを不用とするものでもない。二つの
闘争は結局同じものであり、砂くとも同じ方向へ
の闘争、同じ基本線の上に立つ闘争に外ならない」
との論述でしめくくった。岩村登志夫はこの命題
について、「32年テーゼのプルジョア民主主義革
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命遂行の課題に関して」「反ファシズム人民戦線
こそがブルジョア民主主義革命の任務を遂行しう
るという画期的な展望を提示したJ と論評してい
る 27＼たしかに「32年テーゼP」（「 l二l 本における
情勢と日本共産党の任務についてのテーゼ」 1932
年 4 月）は、日本革命の性格を「急速に社会主義
革命に転化する傾向をもっブルジョア民主主義革
命」と規定し、ブルジョア民主主義革命すなわち
天皇制の打倒、地主の収奪、プロレタリアート・
農民の執権（独裁）の樹立を経由してフ。ロレタリ
アートの執線への道がひらかれるとした。ここで
は、労働者・農民・兵士ソヴ、エトの権力こそが「プ
ロレタリアート・農民の執権」の形態であるとさ
れ、それはまたブルジョア民主主義革命から社会
主義革命への転化の形態であると位置づけられ
た。そして社会主義革命への転化すなわち人民革
命によって天皇制が打倒されたあとの共産党の基
本的任務は、ブルジョア民主主義革命を急速に社
会主義革命に転化させるためにたたかうことであ
るとし、プロレタリアートの執権の樹立のみが、
フゃルジョア民主主義的諸任務（地主の土地の没収
等）の解決を保障し最後までおしすすめるであろ
うとした。また、労働者・農民革命によって創設
されたソヴェト権力の内部で、共産主義者が指導的
役割を獲得することが、社会主義の実現を保障す
べき権力であるプロレタリアートの執権へ移行す
るための「必要かっ卜分な条件」であるとされ
たお）。小岩井の言う「政治的自由」すなわち「勤
労者の集会・言論・出版の無制限な自由、政治的
大衆集会とデモンストレーションの完全な自由J
の要求は、「32年テーセソの中で「具体的な政治
情勢の諸特徴に応じた部分的要求綱領」一一「行
動綱領J の 1 1 項目の中のーっとして掲げられた。
「32年テーゼ」におけるブルジョア民主主義革
命の遂行はいわば社会主義革命へ転化すべき過渡
的課題として位置づ、けられており、しかも社会主
義革命によってはじめて民主的諸課題も解決され
るものとみなされた。そしてブ、ルジョア民主主義
革命の中心的内容は天皇制の打倒と地主的土地所
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有の廃止であり、その遂行者は労働者・農民・兵
土のソヴェトであった。すなわち天皇制権力に対
する暴力革命論であった。議会制度すなわち
1925年の男子普通選挙権の拡張も、「天皇制的・
ブルジョア的・封建的体制を強化すること」「人
民の議会主義的幻想を強めて彼らを欺附するこ
と」「天皇制官僚とフゃルジョアジーとの結束をい
っそう緊密にすること」をねらいとする天皇制と
地主と帝国主義フゃルジョアジーとのあいだの政治
的妥協にすぎないとみなされた。小岩井は議会制
度をブルジョア民主主義の「中心的な機関」と位
置づけており、農村における半封建的生産関係や
国家政治機構、社会制度等の非民主的封建的残j宰
によって形骸化されたと把えたが、支配体制強化
の道具立てとみなす「32年テーゼ」とは明らか
に異っていた。小岩井が、政治的自由即ち民主的
自由はブルジョア民主主義の実現＝「国家・政治
機構、ひろくは社会制度の民主化」と切りはなす
ことはできず、労働者農民の日常的な要求の上に
:trrr し進められる「政治的自由J 獲得の要求は、「そ
れは徹底的に要求されればされる程偉大な『歴史
的役割』の遂行に近づく」、『政治的自由」の獲得
とは「その様な前進のための統ーされ集1:j:i化され
た目標」であり、闘争に外ならない、と言う時、
天皇制国家機関の破壊によるソヴ、ェト権力の樹立
を説く「32年テーゼ」の革命論の痕跡をみるこ
とはできない。小岩井の反ファッショ闘争は民主
的自由獲得のための闘争と同じものとする見解表
明は、したがって「32年テーゼ」の革命論から
の訣別宣言と言うべきものであった。
前年の 6 月小岩井は「日本ファシズムの特質」
を論ずるに当って日本資本主義との関連における
その社会的物質的な諸条件の説明が必要であると
しながら、その説明を他の機会に譲ると釈明して
いた。 r改造』 1936年 6 月号に発表された「日本
農業と資本主義」は、今やブルジ、ョアジー自身の
意図によって「上から」行われつつあると見られ
た日本ファシズムのそのような社会的物質的条件
の解明の試みと位置づけてよいであろう。ここで
小岩井は日本農業における半封建的関係という
r,rt質規定J を支持しつつも、講座派の分析が農
村における資本主義化の事実の積極的評価を回避
しているとする批判的分析を展開した。
段業資本主義化の問題については、前年に農業
恐慌以降の土地所有および農業経営の変化にあら
われた農業資本主義化の分析をめぐり左翼理論家
のあいだに論争がおこなわれていた。土地の直接
的生産者からの移転、地主的土地所有の拡大、ブ
ルジョア的地主の性格、農業経営の資本主義化な
どがそのテーマであり 農業における現状分析と
その評価をめぐるものであった則。それらのテー
マについて各論者に理論的意義づ、けのちがいはあ
ったが、しかし恐慌による農業経営の資本主義化
の進展が認められる点は共通の認識であったと言
えよう。
小岩井は平野義太郎、山田盛太郎ら講座派の論
述が農業資本主義化の事実の認識に消極的である
ことを批判して、農業に残存する半封建的関係に
影響を与えそれを分解する資本主義化の過程が、
「過小にでもなく、また過大にでもなく、併しな
がら積極的に」認識されなければならないし、そ
のような資本主義化の傾向を「あますところなく
把握した上で、而も尚封建的残存が執助に農村の
基底に横たわっている関係」こそ明らかにしなけ
ればならないと主張する。そしてこのような関係
の具体的担握こそが農村の展望にとって絶対に必
要であるというのがこの論稿の視点て、あった則。
小岩井の第ーの論点は「資本主義が外部から農
業に関連してゆく」問題であり、貧農の半プロレ
タリアートへの転化、農業における商品生産化の
発展一一農業生産の専門化、地方的分化、生産力
の発展一一、貨幣経済一一土地の商品化一一、特
約生産（養蚕、ビールm大麦等）に伴う産業資本・
商業資本・金融資本からの進出と資本の農業に対
する支配等、これらの現象と傾向（それぞれに資
料的恨拠が示される）は、農業の資本主義化の一
つの過程であること、少くとも資本主義的生産方
法の創出の前提をなすもの、そのための条件を形
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づくりつつあるものであること、これが認められ
ねばならないと主張する。
資本主義生産方法の問題について。小岩井は資
本主義的生産方法が日本農業の中心支配的な傾向
として成立しつつあるとは認めていない。しかし、
耕作段別 5 町以上の経営に見られる雇用労働への
依存、端的に農業労働者の存在、それをはるかに
上まわる貧農の半プロレタリア化（富農は勿論中
農も或程度雇用労働を必要とする）、集約経営と
機械の採用および旧料使用（就中無機質肥料）
一一養蚕、園芸、読菜、果実、工芸周作物等
このように一般的には資本主義的生産方法
が半封建的地代の経桔から多少とも離れた畑作部
面において中農・富良を主体として比較的発展し
つつある。集約経営について平野義太郎の「集約
化なるものは、決して技術的発展に基く結果では
なくて、まさに、その逆に、ただ飢餓的形態の生
活資料獲得のためである」との論述を批判し、貧
農の場合この事情も考えられねばならないが、集
約化が資本主義経営への一歩前進である事実は否
定されてはならないとする。
日本農業における封建的な残存物と資本主義化
との関連について。小岩井は半封建的な生産関係
という物質的基礎との関連において「経済外的強
制」の残存を認める。それはその「物質的基礎」
との関係に止まらず農村経済における封建的な残
存一切、慣行とか観念の作用まで含めての残存を
認める。また、「強制」の内容をブルジョア的仮
装に包み補強するブルジョア法制、ブルジョア的
制度の生みだした地主の圧倒的優位がこのような
「強制J に追加される。さらに、「飢餓的生活のた
めの零細小作」、これによる地主への屈従と一体
の非文化的生活のため「強制」の残存が可能なら
しめられるとし、そしてこの「飢餓的生活」は半
封建的生産関係と資本主義の浸食の複合的作用に
よってひき起される、とする。
小岩井は資本主義の侵入が経済外的強制を伴う
封建的残存関係に矛盾した作用と影響を及ぼすと
いI）、資本主義の商品経済化、貨幣経済化（すす
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んでは生産方法の変革）が封建的残存関係の存在
条件を覆そうとする反面、他方でそれは「飢餓的
生活のための零細小作」を生み出すことによって
封建的残存物の壁塁は「朽廃されるままでなく修
築される」という。しかし、資本主義の進展一一
一方では封建的残存関係の影響から比較的遠ざか
った場面で、何程かは封建的残存関係を崩壊させ
てーーは止めることはできないのであって、「資
本主義化を阻止する一切の関係、過程、障害物と、
それを順応させ、崩壊させて進もうとする資本主
義の作用とーーその聞の札離、摩擦の中から、と
にもかくにも、資本主義の勝利として穆み出て来
たものが今日見られる資本主義化現象であろう」
というのが小岩井の総括的評価であった問。
小岩井は、論評を結ぶに当って、日本農業の半
封建性は易々と解消される展望をもつものではな
いとしても、封建的残存関係が徐々に崩壊されつ
つあるという事実・傾向を認めることが、「その
様な崩壊の促進のためJ の「政治的操作」につい
ての「正しい見透し」を与える、と述べているが、
これは、このような日本農業分析が小岩井の「日
本ファシズム論」に照応する社会的物質的条件の
解明の試みというだけでなく、ブルジョア民主主
義の実現の課題と闘争を反ファッショ民主主義闘
争と結び．つけた小岩井の民主主義論が問題として
意識されていたとみてよいであろう。
二・二六事件後厳戒令下で行われた組閣は、露
骨な軍部の介入によって特徴づけられていた。近
衛文麿の辞退のあとを受けて組閣にあたった前外
相広田弘毅に対して、陸軍は 4 項目（国防の強化、
国体の明徴、国民生活の安定、外交の刷新）をっ
きつけて入れさせ、さらに国防充実、自由主義的
色彩の排除などを新内閣に求める談話を発表して
いたが、実際に陸相候補の寺内寿ーは中堅幕僚武
藤中佐を伴って組閣本部に乗り込み、要求が容れ
られなければ陸相を送らないとの脅しをもって
「親英派」「自由主義者J などと目される閣僚候補
の差し換えを強要した。この経過の中ではまた陸
軍の持ち出した 7 大政策、外交政策、軍事予算の
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大わくについても承認された則。 7 大政策は 4 大
政綱を敷宿したものとして公式に「庶政一新七網
目」として政府に要望され（ 8 月 25 日）、つづい
て同綱目の第 7 項目「行政機構の整備改善」の実
行のため中央、地方行政機構と議会制度の改革を
課題として陸海両相から「行政機構改革共同意見
書」（ 9 月 21 日）が提出された34）。このうち議会
制度改革については同意見書では抽象的表現にと
どまっていたのが、陸軍内の意見としての具体的
改革案が新聞報道され（ 10月 29 日）、その議会制
度の原則的否認とも言うべき内容35）は政局に大き
な波紋を与えることになる。 5 月には粛軍人事に
よって予備役となった皇道派の復帰を防ぐとの理
由で陸海軍大臣・次官の現役制が23年ぶりに復
活したが、この内閣の死命を制する強力な武器36)
を手にすることによって次々と準戦時体制の確立
を意図する政策要求が提出されたのであった。政
府にはその準備も意欲も乏しかったが、新設され
た陸軍省軍務課の幕僚と内閣調査局の新官僚がそ
の具体化を推進した37）。
日本ファシズムの進展にとって新たな段階を画
したとも見られる広田内閣の出現に対して、小岩
井はその本質・政策またそれをめぐる政局につい
ていくつかの論評をあいついで発表した。「特別
議会を我々はどう見るべきか？ J 『労働雑誌』
1936年 5 月号、「広囲内閣と特別議会J Ii'社会評論』
同 5 月号、「特別議会を顧みて 現われた諸傾向
と諸現象」『時局新聞』 1936年 6 月 1 日、「広田
内｜品jの基本的方向」「経済往来」 1936年 7 月号、「特
別議会とファシズム一一［人民の権利］の問題を
めぐって一一一J Ii'サラリーマン』同 7 月号がそれ
である。
小岩井は、広田内閣を軍部・官僚・政党の諸勢
力の一種の均衡の基礎の上に構成された挙国一致
形態をとる新しい特質をもっ内閣であり、五・一
五事件以後の斎藤、岡田内閣と共通する本質をも
つもの、金融資本を先頭とするフ守ルジョアジーが
日本資本主義の矛盾の激イじを前にして、急進ファ
シズムの痩筆作用に促迫されつつ「上からのフア
シズム J を促進する政治過程によって創出された
「上からのファシズム」の担い手と位置づける。
そして、二・二ー六事件の衝動の後に現われた広田
内閣は、一層そのファッショ性を積極的に身につ
けたものという則。
広田内閣を前内閣と共通の政治形態をもっとし
ながら、その「個性』「個有の特質」として「最
近の政治形態」の「一層の純化」が指摘される。
それは第一に軍部の圧力の強化一一組閣方針の変
質させられた経緯、一外交官の任命にさえ及ぶ圧
力等一ーであり、次に官僚勢力の進出39）一一内閣
の中枢部分を占拠一ーがあげられる。この場合官
僚は軍部と結び、妥協しそのへゲ、モニーに追随し
つつその地位を占めようとし、この結びつきが広
田内閣の存続の条件とみられる。その半面の政党
勢力の不振状態一一政民両党とも 2 個ずつの閣僚
が与えられた40）一一、このような挙国一致形態が
広田内閣の特質とされた41 ）。
このような広田内閣の政策の中心を小岩井は
「｜主｜防充実」「軍備拡張」と把えた。軍部の 4 大政
策、所謂「政綱声明」（ 3 月 17 日）、馬場蔵相声
明州、産業政策における統制経済の強化等を貫く
中心軸がそれであった。所謂庶政一新＝強力政治
の断行はもちろん、統制経済、公債政策、インフ
レーション、大衆課税、約 5 割にちかい軍事費を
合む医大な予算、特高警察の拡張費等、いずれも
そのような中心政策を中制！としたものであり、農
村対策や退職金積立法案など社会政策的なもの
も、軍備拡張・大陸政策遂行の下準備と把えられ
た43）。
軍部の政治的積極’生について、小岩井はそれ自
身の主体的条件から来るものであるとし、それは、
二・二六事件をモメントとして所謂命令系統を整
理するためにも必要とされた「粛軍」の実行にさ
いして、軍部急進派の要求と傾向とに「ある程度
の充足を与え」るために、内治外交等政治全般に
亙って「粛軍」の手段として、同時にまた軍備拡
張の積極的な主張をもち出さねばならない、と言
う判。しかし、広田内閣の庶政一新は軍部との関
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係からだけでなく、本質的には日本資本主義の基
本的な動向に沿うものと言う。すなわち、軍需産
業資本家にとっての軍備拡張、公債増発・インフ
レーションに活路を見出すブルジョアジー。より
第一義的なものとして大陸政策が日本資本主義の
アジア市場の形成を目ざす針路として重要な意義
をもっとされる。ここで「支那市場J 殊に「北支」
の市場との関係で「対ソ・対蒙古の関係」がフゃル
ジョアジーにとっての重要問題となる。広田内閣
の大陸政策遂行の目標は、かくて軍部の強要だけ
でなく、日本資本主義の直面する必要一一輸出貿
易の不振を回復し、国際経済における苦境を「支
那市場」進出によって矛盾を切り抜けようとする
必要を「より本質的な物質的基礎」とするとされ
る45）。議会答弁における首相や外相の、陸軍の大
｜控進出や海軍の海洋政策・「大陸政策」について
は「承知しない」という隠蔽発言に対して、小岩
井は、寺内陸相の予算総会秘密会でのソ連の軍備
等に対しての日本の「相当兵力を満州に駐屯せし
むる必要」についての発言や、馬場蔵相の「国防
費其他重要国策の遂行」のための「相当の経費の
膨張」を免れぬとする議会発言を引用して、広間
内閣の中心政策＝大陸政策が上からのファシズム
の遂行と統ーして理解されるべきもの、「最近の
政局を解く鍵」であると強調する46）。
特別議会は、戒厳令の威圧の下で議会制度否定
を政治的本質とするファシズムの「上から」の強
要と、他方総選挙で示された国民大衆の反ファッ
ショの意志表示を「何程か反映する」地位におか
れた、現政局の複雑さを示すものであった。広田
内閣提出の不穏文書等取締法案、前内閣からの懸
案である総動員秘密保護法案、思想、犯保護観察法
案の 3 法案は、政治的自由を大きく束縛する法
案47）であり、広田内閣のファッショ的性格一一「上
からのファシズム」を遂行しようとするその本質
と意図に基づくものであった。不穏文書法案は各
政党の反対に会い可成りの修正を加えて通過し
た。総動員秘密法案は全面的な反対から審議未了、
流産に終った。思想犯保護観察法一一刑罰に非ず
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して刑罰に類する「終身刑J を科すことができる
この法案は文句なしに通過した。ブルジョア政党
の政治的自由擁護はその階級性の故に不徹底であ
るが、その抵抗によって広田内閣は 3 法案を完全
に通過させることは出来なかった。政党は、小岩
井によって金融資本を先頭とするブルジョアジー
に繋っている限りブルジョアジーに追随し（フ’ル
ジョアジーの要求する限度に応じて）自らをファ
ッショ化してゆくものと把えられていた。しかし
政党は議会に関係をもち選挙を通じて結成されて
いるために官僚と異って「何程かは」民衆の意向
に聴従しなければならない。自由束縛の諸法案へ
の『或る程度」の抵抗はこの関係から説明される。
しかし、第 3 の法案に対する政党の態度、加藤勘
十の尖鋭な反対論などを一蹴し修正なく通過させ
た態度は、この一事だけからしてもブルジョア政
党の反ファッショは「支配階級の内部抗争として
の官僚、軍部反対」であり、その本質のファッシ
ョ化を「洗い浄めた」ものではないと断定す
る48）。政友・民政の代表によって問題とされた言
論の自由も、主として新聞雑誌に対する差止命令
に対する抗議程度のものであって一般大衆の政治
的自由がいかに奪われつつあるかという問題の根
幹をつくところまではすすまず、人権蝶醐札弾も
粛正選挙の「やり口が苛酷であった」という「泣
き事J や官僚に対する「いや味J に終ったという。
すなわち問題が取り上げられても極めて一般的で
あるかあるいはブルジョア政党の利己主義以外の
ものではなく徹底的に闘われることはなかったと
される判。
言論統制法案一一自由制限法案の審議には政党
が内部に包蔵する矛盾と対立が「或る程度」表明
されたとも把えられた。政党の中枢部一一上層幹
部はブルジョアジーとより密接に連繋をもちブル
ジョアジーの要求する限度に於いてファッショ的
であるが、しかしブルジョアジーの内部関係はフ
ァッショに対する積極性において同一ではない。
このことは政党の内部にも反映する。また政党の
中には自由主義分子もあり、若い進歩的分子も合
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まれており、これらの部分には大衆の動向が反映
する。このような政党内の矛盾と対立は、自由制
限法案だけでなく、経済法案、社会立法等の審議
においても曝露されたという。小岩井は、これを
政党の将来に於ける「分解作用」を予示するもの
と見た。『政党はやがて分解するかも知れない。
この分解作用に依って政党のある部分は始めて
『更生』されるであろう」50）。ブルジョア新聞が喝
采を送った斎藤隆夫の軍部への抗議、粛軍につい
ての要求は、「日本型ブルジョア・デモクラット」
としては最大限を行ったもの、と評価したが、諸
法案の審議にも見られたこうした政民両党の新鋭
の進歩的分子が「旧い政党的伝統の罵紳」としば
しば衝突したことは、これは既成政党の分解が早
晩来るであろうことを予示するものであるととも
に、「これら進歩的分子が反ファッショ人民戦線
にまで動員できるかどうかという問題」を提供す
るという。このことは社会情勢の変化とも関係し
簡単にきめることは出来ないとの留保つきなが
ら、小岩井は、無産派議員が「公然の政策によっ
て彼等をその味方に引き寄せる事は充分考えてい
い筈である」と述べて、反ファッショ議員同盟の
構想を示唆していた51 ）。
特別議会を通じて政党が官僚に対して「かなり
の示威」を行った形がみられたが、それによって
官僚が「敗退』したわけではなかった。特別議会
で通過した経済統制に関する諸法案について、小
岩井は、「政治的表現としてのファシズムの物質
的基礎をなすもの」と把え、このような行政分野
での力をもっ官僚は、ファッショ化の進行に応じ
てその勢力を拡大するであろうと見た。陸軍や内
閣調査局内では基幹産業の国営化、医療国営、総
動員法の制定、経済参謀本部の設立など急進的革
新案が論議されており、 37年には内閣調査局は
企画庁（ 5 月）、企画院（10月）に改組されその
権限を強化、経済統制の全面的進行によって革新
官僚は勢力をひろげていった52）。軍部も、議会中
の軍部大臣の現役任用制の確立によって内閣を左
右する力をもつものとなり、その発言権は、「従
来は 'l子i ろ眼に見えない無気味な力を背景とした
が、これからははっきり粛軍の代償としてつよめ
られるであろう」と見られた問。軍部の政治的要
求が議会制度の原則的否定にまで行きつくであろ
うことが数カ月後の陸軍内の「議会改革案J の報
道によって表面化するが、これによって小岩井が
予測した政党の「分解作用J が現実化するのであ
る。
特別議会の開会に先立つて小岩井はr労働雑誌』
掲載論文で、無産派議員に対する期待と要望を表
明していた。小岩井が第一に要望したのは社大党
議員と非社大党議員による統ーした無産議員団の
fι織の結成であった。小岩井は大阪の労農協議会
がこの点で運動を起していることを指摘し、総選
挙における無産派議員の勝利が無産勢力の統一戦
線を基礎としていたこと 反ファッショのための
統一戦線をすすめることが無産階級の当面する最
重要の仕事であることをあげて、無産階級の議会
代表が分裂することは「絶対に許されない」こと
であり敢えてそれを犯す者があれば「無産階級の
裏切者J との非難を免れないという、強い表現を
もってそれを強調していた54）。無産議員団の結成
問題は交総などの強い要望もあり、全国水平社の
松本治一郎の提唱により社大党幹部麻生、亀井な
どの消極的姿勢を抑えて無産議員団が結成される
ことになり、力II藤勘十、 XU田寿男、富吉栄二の 4
名が第一控室（社大党室）に入室した（ 5 月 l 日）。
この第一控室所属の無産議員団としての結束は、
しかし第70議会の召集（ 12 月）に当り社大党の
廃棄の通告によって終る。ここで、小岩井が大阪の
労民団体協議会の運動を引き合いに出したこと
は、力II藤を委員長とする全評がその機関紙『日本
労働新聞』（ 4 月 1 日）で、現社大党に反ファッ
ショ人民戦線の「主勢力J たることを望むことは
無理であるとし、「何時でも社大党の反ファッシ
ョ闘争と協力し得る準備を整えつつ」政治闘争の
主体として社大党以外の反ファッショ諸勢力を結
集するという「主張」を掲げ55）、所謂新党結成問
題を再燃させたことが背景にあったであろう。小
小岩井浄と人民戦線
岩井は大阪の労農団体協議会の「全国的統一、労
農提携、反ファッショ戦線」の立場からの社大党
との共同戦線の推進方針の明確な支持を表明した
といえよう。
小岩井はまた無産派議員が協力して追求すべき
政策課題を列挙する。広囲内閣の中心的な大陸政
策、国防充実化政策に対する日ソ不可侵条約の締
結を始めとする平和政策、国民生活の充実化政策、
これが第一義的な仕事であるとする。また、広田
内閣を通じてなされる「上からのファッシヨ J 遂
行に対して闘う必要を強調し、そのために二・二
六事件の真相発表の要求、無産運動への圧迫やメ
ーデー禁止への抗議、言論の自由保障、 1Ht産運動
の自由の要求、当面の問題である雪害救済、労働
者農民、一般国民大衆の生活改善のための有効な
諸政策の実現要求などを掲げた。そして無産大衆
に対して「議会外の大衆の圧力」で代表者を「存
分に闘わせるために」団結を呼びか吋ていた56）。
特別議会を終えて小岩井は無産派議員の活動につ
いて、「一言でいえば諸氏は健闘したということ
ができる」と評価した。「熱心な率直な、而も信
念のある論議は政府、既成政党者流を傾聴させた
場合も砂くなかった」と補足した。しかし、社大
党の「階級性稀薄」を論じた新聞論調（『読売』、
5 月 26 日）や、「麻生氏の演説によって社会大衆
党ファッショ化の印象」との見解（『東朝』、 5 月
28 日）を引証して、社大党が真剣な自己批判に
よって次の議会で他の無産派議員と共に進まねば
ならないとし、この社大党への「熱望」はひとり
「筆者J だけのものではないと、その大衆的要望
としての意義を強調した57）。
l 年前の「日本ファシズムの特質J で小岩井が
「合法ファッシヨ」を「ファシズムそのもの」で
はないとし、日本ファッショの「特質」でもない
とした見地は、二・二六事件以後の政治過程の分
析において完全に払拭された。ファシズムを「当
面の日程に上せるためには、多少の余裕をもって
いる」とする日本資本主義への評価も大きく修正
された。広田内閣の中心的政策、大陸政策や庶政
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-－－新政策は日本資本主義の基本的動向に沿うもの
と位置づけられた。軍部や官僚の「ーとからのファ
シズム」の推進勢力としての評価iも一年前の見解
を修正、あらためて是認された。 r社会評論』創
刊号（ 1935 年 3 月）で無産者運動の後退局I而の
中で攻勢への「第一歩として」の統一戦線への胎
動を論じた時点で、「今後急速に発展へと飛躍し
ようとは今の処予想されないJ と見た小岩井の予
測は、労段戦線の統一運動の急速な展開、 2 月選
挙での無産派議員の進出など大衆的な反ファッシ
ョ気運の拡大を背景ーとした政治戦線の統一運動へ
の期待に席を譲った。理論・思想、面でも、講座派
日本資本主義論の半封建的基礎規定の枠組を修正
することで日本ファシズムの理論的基礎づけを試
み、また、労働者農民階級のブルジョア民主主義
獲得闘争を反ファッショ民主主義擁護の闘争と結
びつけることによって「32年テーゼ」の革命論
から脱却した。言い換えるならば、二・二六事件
後、広田内閣の登場の時点、で小岩井は日本におけ
る反ファッショ人民戦線論を構築するのに必要な
現状分析と理論的思想的条件を整えたと言ってよ
いであろう。
1936年のスペインとフランスにおける人民戦
線の勝利は、日本の反ファッショの論陣に「人民
戦線」のテーマを登場させた58）。スペイン、フラ
ンスの実状が紹介され、『改造』 7 月号には「人
民戦線と日本」のテーマでの特集が組まれた。『労
働雑誌』もパンフレット『フランスのファッショ
と人民戦線』を 7 月初旬に発売した。『国際通信』
5 月号（特別版）は、コミンテルンの人民戦線戦
術を日本の運動に具体イじした「日本の共産主義者
へのてがみ」を載せ、 2 月選挙と二・二六事件を
分析した「附言」59）の中で、「多数の大伐をもふく
んだ農民、都市小フソレジョアジー、知識階級、そ
して多くの中フールジョアジーの不平分子さえも、
反ファシスト人民戦線に引きいれうる」こと、共
産主義者は「社会大衆党その他の無産団体と民政
党の地方組織や進歩的要素との協定を支持すべき
である」等、労働者・農民・都市小ブルジョア・
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知識階級に新たな層を加えた人民戦線運動を提唱
した。
1936年 7 月『社会評論』に発表された小岩井
の「日本に於ける人民戦線の問題」は、人民戦線
結成への可能性、その具体的条件、解決すべき課
題を論じたものであった。
小岩井は日本でも人民戦線運動が発展する「物
質的条件」があると指摘する。軍需工業と低為替、
低賃銀に基づく輸出貿易によって辛うじて一時的
なインフレ景気を見せて来た日本資本主義は、半
面労働者の生活低下と農村恐慌の未回復という資
本主義の「本質的な矛盾」をますます深刻化させ
ており、この矛盾を「糊塗し、防圧するためにj
軍部のヘゲモニーのもとに上からのファシズムが
押しすすめられているとする。
勤労大衆の生活と自由が大きな脅威にさらされ
ており、しかも大衆の組織は弱く分散している客
観的条件のもとで、特に労働者大衆がその力を大
きくするために戦線の統ーをなしとげることが課
題となる。前年の大阪港南の全労・総同盟の組合
員大衆による労働組合の統ーを求める運動は、日
本労働階級を席巻した。この運動は労働組合の統
一戦線であって、労働者層以外の広汎な人民層を
も動員し主として政治的分野にすすめられる反フ
ァッショ人民戦線そのものではない、しかし労働
組合の統一戦線こそ人民戦線の「最も中心的な」
部隊であり、その統ーによって「人民戦線の可能
性は始めて麗らされる」とされる。日本の人民戦
線の問題は、それを「必然ならしめる物質的条件」
と、このような労働者運動の「基礎と方向との上
に始めて（……）自明の問題として、現実的にと
りあげられる」というのが小岩井の基本認識であ
った60）。
人民戦線運動の「やや明確な形をとった最初の
もの」としてとり上げられたのは、 2 月選挙にお
ける大阪の労農団体協議会による社大党支持の共
同闘争であった。全評、大阪市電従、大阪木材、
全水、全農、大阪消費組合、労救、新興仏青等の
合法左翼団体から梢成される大阪労農団体協議会
は、反ファッショの立場から社大党を支持し、社
大党との共同闘争を決議、共同闘争も「或る程度
闘われたJ とし、この闘争をもって日本における
人民戦線運動の「萌芽」と意義づけた。総選挙に
おける社大党を始めとする無産派議員の勝利の基
礎には、組織的か否かは別として大阪以外でもそ
れぞれの地方での反ファッショ共同闘争があった
ことは疑う余地がないとされ、例えば北海道の無
産団体協議会によって反ファッショ闘争、統一戦
総等が協議された例61) ( 5 月初日）、また総選挙
後あいついで社大党支部が労働組合、農民組合等
の積極的な参加によって結成され或いは拡大され
つつある例（奈良・三重・長野・北海道・岡山等）
があげられた。これらは社大党の綱領・政策・運
動方針等に共鳴したからではなく、何よりも反フ
ァッショ闘争の必要とそのための戦線分裂の克
服、統一戦線の必要の自覚から生まれたものであ
ることが強調された。この他、社大党内部におけ
る一部ファッショ幹部に対する大衆の批判が拡大
しようとする傾向、岡山に於ける社大党支部・県
連の結成にさいし、岡山地方無産団体協議会の構
成団体である全評岡山労組が社大党参加に対して
とった態度（「＂）かにも屈伸性のある生きた戦
術」62））、大阪における労農団体協議会の社大党そ
の他一切の労農無産団体に対する民衆戦線樹立の
提唱などの方針確認、さらに 5 月初旬東京で結成
された労農無産協議会の、「社大党その他との協
力」の下に全国の無産大衆を動員して「反ファッ
ショ民衆戦線」の結成を目ざすとの対特別議会方
針書が人民戦線への要求の拡大を示すものとして
紹介された。また、進歩的ジャーナリスト、イン
テリゲンチャの聞にも「何程かの動き」が見られ
ることも注目さるべきこととされた。
小岩井がここで人民戦線への動向を示すものと
して例示した東京での労農無産協議会の結成（ 5 
月 4 日）は、戦線統一へ深刻な矛盾を生みだす契
機となった問題であった。前年より東北飢僅救援
や労働組合法、小作法獲得、 2 月選挙対策など一
時的闘争組織として共同闘争を行ってきた全評・
小岩井浄と人民戦線
東交・全農・東京市従その他の合法左翼勢力は、
二・二六事件後の戒厳令下での合法活動は政治結
社でなければ不便であるとして政治結社「労農無
産協議会」の届出をした。これを労働組合の全的
統一や無産政治戦線の統一の障碍をなすとして反
対する参加組合内の批判に対して、幹部は、これ
を当面する特別議会闘争や東京府議会選挙闘争の
ための一時的便宜的な措置であり、新党樹立の前
提に立つものではないと弁明を行っていた。これ
に対して批判的立場に立つ全農は常任委員を送ら
ず、関消連につづき関東工連は新党樹立を企図す
る結社に反対するとして脱退の意志を明らかにし
た63）。東交・市従・東京自動車など組合内部にも
反対の動きがあいついだ。
小岩井が紹介した大阪の労農団体協議会が社大
党その他一切の労農無産団体に対する民衆戦線樹
立の提唱などの方針を協議、確認したのは、この
東京の労農無産協議会の政治結社届に強く反撮し
たものであった。 5 月 16 日の大阪地方労農団体
協議会は、全評関西地評・大阪市電従・労農救援
会・大阪消費組合・全農の 5 団体代表によって、
「一、ファッショ反対、二、労農団体の提携、三、
労働組合の全的合同の実現を目標として社大党及
一切の労農無産団体に対し広汎なる政治闘争の協
同展開を図るべく、民衆戦線樹立の提唱を為し、
その第一歩として社大党大阪連合会との聞に強力
なる連携を持つこと」との方針を確認した刷。
小岩井は社大党について、「一部にかなりのオ
ポチュニスト的なファシスト・グループの蝿据す
る事」を認めたが、社大党組織下の大衆は勿論、
指導幹部の中にも反ファッショ闘争にすすもうと
し、またすすみうる分子も砂くないとし、社大党
をファッショと規定する見解をまちがいと見た。
問題は、「大衆……（を動員して）彼等をH・H・（屈
服させ）、いやでも応でも反ファッショ闘争に追
随しなければならない様に仕向ける事」である耐
という。そして労農無産協議会について、その民
衆戦線樹立の方針を是認しつつ、今後の動向たと
えば新党問題などによっては「主観的な善意に拘
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わらず、それの客観的役割に於いて重要な問題J
となると懸念を表明した。この点について小岩井
は東京府議選（ 6 月 10 日開票）で労農協議会が
社大党に対して選挙協定の提議を行わなかったと
して疑問をはさみ、ただ露骨な対立抗争を避け両
派の当事者が自制したとみられる点に消極的であ
るが評価されるとした。しかし実際には労農協議
会は 5 月 19 日社大党に選挙協定の提議を行い、
地盤、政策、相互の応援について協定を結ぶこと
を提案していた。また、労協の候補者が立候補し
ない地区では社大党候補者を「大衆的に」支援す
る決意を明らかにした。社大党はこれに対して、
地盤・政策協定については応じなかったが、対立
候補のない地区での相互の協力、対立区における
フェアプレーについては応諾するとした。選挙戦
における双方の関係は「大体順調に」展開された
と評されていた制。
小岩井にとって日本に於ける「人民戦線」の問
題とは、端的に言ってまず社大党と非社大党的プ
ロレタリア勢力（その大きな部分が労農無産協議
会に結集する勢力）との統一戦線が出来るかどう
かという問題であった。それが実現しなければそ
の願望は「結局ビールの泡の様なものにすぎな
い」。ところがこの統ーを可能にするもの、それ
の『枢軸J となるのは労働組合の統一戦線である
が、この労働組合の統一戦線が停頓状態にある事
実を前に、小岩井は r人民戦線J の具体的展開に
『実際問題として大きな困難の横たわっている事
を痛感J せざるを得なかった問。
「当面最大の急務」である統一戦線樹立の問題
に加えて、日本に於ける労働者農民の組織的勢力
の問題一一労働者約38万、農民約20万大体60万
程度、 2 月選挙に於ける無産派得票数は65万68)
一一、諸外国の人民戦線派勢力と比較しての「あ
まりにも貧弱」な状態も指摘される。ここから組
織外に遺棄されている広汎な労働者・農民・小ブ、
ルジョアの大衆さらに自由主義者・学生・進歩的
インテリ等一切の人民層の獲得の問題が前途に横
たわる最も大きな問題として提示される。自由主
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義と民主主義の未熟な、半封建的機構を残存させ
ている社会情勢からして大衆を反ファッショ勢力
として動員する上で「かなりの問題J をかかえて
いることを認めながらも、「ファッショにうち克
つためには、どうしてもこうしても広汎な人民戦
線を闘いとらねばならないのだ」と強調される。
そしてこの観点から特別議会での自由束縛法案審
議に関連して予測されたフ事ルジョア政党解体の可
能性とのかかわりでブルジョア政党の進歩的分子
との提携の開題が改めて言及された。
こうした課題を前にして、小岩井は人民戦線の
前途は『その視野がはるかに遠くなければならず、
それだけに大きな困難をもっている」ことを自覚
していた。そして結びに置かれた「大衆の成長は、
結局すべての困難を突破してゆくであろう」との
文章は、こうした課題に対する小岩井の心情を吐
露したものであろう。「いまこそ……全エネルギ
ー・・…時である。一一それぞれの部署と持場とに
於いてJ の行動の呼びかけの文言は、その心情を
裏打ちする決意表明であった刷。
小岩井は r三田新聞』（ 7 月 8 日）に「日本に
於ける人民戦線の“綱領”の問題Jを寄稿した。「綱
領」問題は、前論文（ 6 月 7 日脱稿）執筆時に「大
衆的な討論」に附せられる筈の重要問題と考えら
れていた。人民戦線運動の形態とか組織という理
論的実践的な先決問題を課題としてもっている段
階で、綱領の題目の一つ一つを論議することは「あ
まりにも先走った」やり方であると認めながら、
しかし綱領問題の r基準」について具体的に考え
ることは、人民戦線運動を実践的にすすめるため
に「即刻果さねばならない」課題とみたからであ
った。人民大衆の政治的自由と生活とに対するフ
ァシズムの脅威に対抗して闘う人民戦線運動にと
って、「政治的にも経済的にも、あらゆる分野に
於いて積極的に壁塁を固めてゆくのでなければ、
大衆の結集を益々強固にすることも、運動を進展
させることも出来な l,,)J (Ii'三田新聞』）。綱領問題
はこのように意義づけられていた。
フランス、スペインの実例を見てもまず綱領は
政治綱領と経済綱領の二つに大別することがで
き、これに「尖鋭な政治｜問題」としての戦争の問
題が加えられるとする。すなわち民主的自由の擁
護、戦争に対する主張、生活に関連する経済的要
求の三つの方向である。
民主的自由に対する要求はフランス人民戦線が
「自由の防衛」という綱領を掲げているのに比べ
て日本の場合、より積極的な要求に立脚しなけれ
ばならないとする。すなわち日本における民主的
自由の開花が不充分であり、国家政治機構・社会
過程に半封建的残j宰が存在することから、民主的
自由の獲得がフ。ロレタリアを始め一般大衆の解放
のための重要な目標であり、またその運動の横粁
であった。ファシズムの「このかけらほと、のJ ｛主
かな自由すら奪い去ろうとすることに対して、人
民大衆の要求は一面ではファッショ的剥奪に対す
る防衛であり、他団一層の徹底・仲展という積極
的意味をもたなければならない。その事によって
労働者農民だけでなくひろく他の人民層にもアピ
ールすることができるとされる。
経済綱領は、労働者、農民（貧農小作農、自作
農）、 1:j::t小商工業者、俸給生活者、自由職業者等
各人民層・階級層の立場での、それぞれの主要な
要求とともに、これらの大衆に直接間接影響を与
える財政政策に対して一定の共通した要求がとり
/:L\ されるべきであるとする。
政治・経済綱領に並んで掲げられた戦争または
戦争準備に対する反対、平和の防衛保障について
は、それによって大衆の生活が脅威をうけるとい
う点だけでなく、それがファシズムの進展に拍車
をかける原動力である点が指摘される。日本のフ
ァシズムが軍部を中心として押しすすめられて来
たことが確認されさらにそれが今後一層決定的と
なる、と予測される。
小岩井はこの三つに体系づけられる綱領に共通
する原則として二点を補足した。一つはそれは当
回実践し闘いとるべき行動綱領でなければならな
いこと一一人民戦線に原則綱領をもたせることは
不可能である、第二点は、各人民層共通の、最大
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公約数とも言うべき最小限度の主張がとりあげら
れねばならないこと一一この意味で戦争関連の綱
領では戦闘的フ。ロレタリアートの意志が「かなり
ゆがめられる」ことを覚情せねばならない、とい
うのがそれであった。
小岩井が「綱領J 問題の原稿を書き上げた 7 月
3 日、労農無産協議会は政党として再結成するこ
とを決定した。それは社大党外の無産団体や「同
志』を政治勢力として結集し、自ら「人民戦線」
結成のための「推進力」として労農勤労大衆を「再
編成して一定の階級目標に統一し指導する」こと
を謡うとともに、社大党に対しては社大党本部の
一部に「明白なるファッシヨ」の存在を指摘しつ
つも、社大党が門戸を開放するならば社大党と「合
体、融合する」意志があることを声明した71）。労
農無産協議会の政党化は労協関連団体内の政党支
持問題をめぐる対立を深刻化しただけでなく、各
組合組織をこえた地域的な広がりをもっ反対組織
を生み出すなど労働戦線統ーにとっても危機的な
事態を招いた。その幹部が労協政党化に中心的役
割を巣した東交（東京交通）も全評も労協支持で
組合内部を統ーできず、とくに大阪の労段無産団
体協議会加盟の関西地評をかかえる全評は、「地
方にあっては（……）僚友団体との協議を経て、
社大党支部の一翼となること J を容認することに
よって辛うじて労協に代表を送り組合員の協力を
勧説する「方向」を採択することができた72）。大
阪地方労農無産団体協議会は「政治戦線統ーの為
めに社会大衆党の全的門戸開放の実現を期す」と
の方針を決定（ 7 月 23 日）、 7 月 29 日「無産政治
戦線の統ーを促進し具体化するために」社大党の
支持を決定したことを社大党大阪府連に伝え、そ
の具体化のための懇談を申入れた。大阪府連はこ
れに対しいくつかの条件をつけたが原則として申
入れを受諾した。 8 月 8 日大阪国協は「無産政治
戦線統一近畿地方懇談会」を大阪・兵庫・京都・
奈良・名古屋・三重の無産団体代表および個人を
集めて（約 150名）開催し、社大党支持問題等政
治戦線統ーをめぐって意見交換ののち社大党・労
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農協議会への「速やかなる統ーへの協力J を求め
る行動を申し合せた73）。この流れの中で 8 月 17
日には大阪自動車従業員組合、 8 月 26 日大阪市
電従が社大党支持を決定し組合員の入党の具体的
手続に着手した。全評関西地評は、労協支持の立
場をとる東京の全評との組織的関係に配慮して社
大党府連支持に踏切れないでいたが、全評神戸地
評協議会は 8 月 29 日「反ファッショ闘争強化を
期し」て社大党支持を声明した。
労協政党化をめぐって社大党支持派と労協支持
派との対立によって組織分裂の危機に直面した全
評・東交・東京市従・東京自動車労組の 4 団体
は、組織統一の方向として社大党支持による政治
戦線統ーの道を追求する。 r原則としてJ 社大党
支持、組合会議参加を決定した（ 8 月 2 日定期大
会）東京市従は、この方針に基づく共同行動を東
交、全評等に申入れ、この市従の提議に応じた 4
団体は、社大党を中心とする全ての反ファッショ
勢力の統一の基本原則を確認し、 8 月 29 日社大
党への「一切の無産勢力の参加J を受諾すること
を社大党に申入れた。 4 団体が社大党に申入れを
する前日、労協もまた社大党が4 団体の申入れを
受諾する場合には「欣然として社大党に合同を提
議する」用意があるとの声明を発表した。この聞
の経緯については、全評と労協が社大党に東交・
市従・自労 3 団体が「切り取られj 取り残される
のを避けるため、どの団体も単独で社大党支持し
ないよう 4 団体が協力して社大党の門戸開放をは
かったとされる判。 4 団体の申入れに対し社大党
は、 4 団体の申込書の「趣旨を諒承したJ とし、
4 団体は党の『立党の精神政綱党規約承認の上」
それぞれ正規機関で党支持の決定されたしと回答
した（ 9 月 2 日）。この回答には、過去の「重大
な階級的裏切り、亦は党を腐蝕する意図ある者J
を拒否する意味が含まれており、労協系指導者の
排除の意図を貫こうとしたものであった。この状
況に対応して労協もまた 9 月 4 日「反ファッショ
戦線強化のためJ r無条件を以て合同したい」と
の提議を社大党に対して行った。
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『労働雑誌』は労協の政党化によって無産勢力
の政治戦線に波乱がおこされた時点、で、「日本人
民戦線は果して出来るか？」一一 1. 日本で人民
戦線樹立は可能でしょうか？ 2. 可能とすれば
当面一番必要な事は何かーーの質問を関係各分野
の指導者に送り回答を発表した。『労働雑誌』 8
月号掲載の社大党党首の安部磯雄と官業労働主事
社大党代議士川村保太郎は、無産戦線の統一体で
ある社大党の外に人民戦線は必要なしと回答し
た。全農委員長社大党代議士の杉山元治郎は、人
民戦線成立の可能性に疑問を呈しながらも、労働
者農民組合・無産政党・俸給者組合のようなイン
テリ層の糾合が必要であり、そのために中心勢力
となるべき組合・政党等の統一結合が第一に必要
と回答した。同じく全農関東出張所の大西俊夫は
ファッショ反対の誰もが集って人民戦線を築き上
げねばならない、宣伝・煽動が必要とした。全農
大阪府連の叶喬は、労働組合戦線の全的統一、こ
れが「行き悩むJ 事があれば人民戦線の前途は疑
問、東京労協の新党樹立の動きは「日暮れて道遠
しの嘆きJ を抱かせるとの不安を表明した。ただ
「人民戦線は出来るだけ広汎に民衆はファッショ
の持つ得議の知れぬ暗さと圧迫感に哨いで』いる
と人民戦線への顕望も伝えようとした。大阪の労
農無産団体協議会加盟の大阪市電従書記長安部伊
勢太郎は、日本にファッショがある限り人民戦線
は可能であり、如何なる困難があっても必ず作ら
ねばならぬとした。参加階級層は労働者、農民、
無産小市民、下級インテリ、自由主義者等（官僚
自由主義者および既成プル政党内自由主義者はダ
メ）、団体としては社大党、組合会議関係組合、
全農、全水、金評、交総、市従、その他合法団体。
当面必要な事として、基本的には労・農組合戦線
の全的統一が絶対必要だが、当面政治戦線の統一
強化が緊要とし、日本での人民戦線の母体は社大
党であり、将来指導的役割もその中から生まれる
とする。従って人民戦線の鍵は社大党の門戸開放
にかかるとし、社大党は門戸を開放すべきである
と同時に、党外勢力も進んで開放さすべく努力す
べきとし、「如何なる実情にあろうとも対立的新
党組織は絶対的に不可」と断じる。労協の政党化
に積極的役割を果した東交本部書記北田一郎は、
人民戦線は可能と回答した。労働者、農民、俸給
生活者、下層官吏、インテリゲンチャ等被圧迫民
衆が主要構成要素になるほかフ。ルジョア自由主義
者も可能性があり、団体としては社大党と、労協
その他労働組合、農民組合、全国水平杜その他一
切の無産団体、文化団体、婦選獲得同盟その他の
進歩的団体。ブルジョア政党の進歩的分子も現政
党が解体して進歩的な小党が出来れば当然参加と
する。当面の必要としては、広田内閣のファッシ
ョ的政策例えば重要産業統制、大衆課税に対する
闘争を展開しながら人民戦線の意義を普及させる
ことをあげる。人民戦線の主体となるべきものは
社大党であるとするが、現社大党内にあるファッ
ショ的傾向を克服することが緊急の問題だとし、
労協と社大党とを急速に合同させなければならな
いと主張する。また人民戦線の推進力となるプロ
レタリアートの基本的組織である労働組合の全線
的統ーを完成させることは何よりも必要とし
た75）。ここで表明された回答者の意見は、それぞ
れが属する団体や組織の政治的立場をほぼ正確に
反映したものと言えよう。
小岩井の回答は『労働雑誌』 9 月号に掲載され
た。人民戦線樹立の可能性については、「可能だ
と思います。一方にファシズムの進展が予想され
る 而かも、プロレタリアートは“人民戦線”
を組織して、これを徹底的に防圧しようとする積
極的な意図をもっている。だから、必ず出来るに
ちがいない。ただどの程度に広汎な人民大衆を獲
得し、動員するかということは、すべて今後客観
的主観的諸条件がどうなってゆくかによって決定
されるものと思います」、当面一番必要な事につ
いては、「無産階級政治勢力をば社大党に結集し、
それを反ファッショ人民戦線の中心体にすべきだ
という意向が、最近労働者農民の間で、事実問題
として承認されつつある。だからこの点を実践的
に押しすすめることが当面の“急務”だと思いま
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す」、とあった76）。小岩井の「人民戦線」論から
言って、大阪の労農無産団体協議会をはじめとす
る社大党支持・加盟の運動、社大党支部結成の動
きに大きな期待を抱いたのは当然であったであろ
う。ただ中間小市民層など小ブルジョアジー、イ
ンテリゲンチャなどの具体的動向、あるいは既成
政党の分解問題ともからむ自由主義的進歩分子と
の共同の可能性については、これからの課題とし
て留保されたものと思われる。
労協の社大党への合同提議にたいし、社大党は、
労協は先に社大党支持を申入れた 4 団体が主要な
構成要素であるので、 4 団体の入党によって問題
は「解決する」との口実で労協の合同提議を拒絶
した。これに対して 4 団体はさし当り労協を含め
た全的統一の方向を追求して両者への合同斡旋の
勧告を試みたが、社大党の姿勢を変えることはで
きず、労協とともに全農黒田寿男、全水松本治一
郎両代議士へ合同斡旋を依頼することで局面の打
開をはかろうとする。関西では労農無産団体協議
会は、関東での政治戦線統一問題を打開するため
全国の無産団体、社大党支部、名士等に対し統一
促進の助力を要請する要請文を発送、大阪地方で
全民総本部、全水本部、全総府連、社大党府連、
大阪無産 4代議士、在阪無産関係名土を歴訪、懇
請する他、東京情勢打開のため全農・全水・市
電・全評より委員を上京させ斡旋に当らせた。こ
うした努力はしかし成果をあげることはできず、
情勢は停滞状態に陥っていく。
9 月 10 日陸軍の工廠従業員の組合加盟禁止は
官業労働組合に壊滅的打撃を与えただけでなく、
団結権禁止の時代的先ぶれとして重大な意味をも
つものであった。労協と 4 団体はこれに対して抗
議の態度を決定していた社大党と組合会議に対し
共同闘争を申入れたが社大党・組合会議側はこの
申入れを拒否した。こうした情勢の中で労農無産
協議会の組織強化のための支部結成が東京を中心
に進展、東京支部連合会成立のはこびとなって行
く。
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6 r大衆政治経済』と人民戦線論の展開
1936 （昭和 11 ）年 9 月 8 日全国農民組合は創
立 15周年を迎えて記念大会を大阪で開催した。
大会は全国会議派との分裂を克服して全国的統ー
を回復した時期での開催という点だけでなく、労
働者農民戦線の提携という意味で重大な前進の展
望を望みうる時点での開催という点でも特別の意
義をもっていた。大会は「小作法即時制定要求」、
「広田内閣農村国策に関する決議」等当面の課題I)
について討議決定したが、大会翌日には在阪各労
働団体中堅幹部を招いて労農懇談会を開催、「労
農提携の強イ旬、「政治戦線の統一問題」、「反ファ
ッショ闘争の強化」をテーマに意見を交換した。
出席団体は、総同盟、全評、大阪市電従、大阪消
費組合、全国水平社、全農本部および各県連有志
などで59名が参会した。なお、全農第 2 回中央
委員会（ 9 月）は全農組合員の「差し支えなき限
り J 社大党への加入を決定して従来の政党加入の
自由の方針を変更した。
『労働雑誌』 10月号はこの全農記念大会と労農
懇談会の詳細を掲載したが、同じ号の冒頭に小岩
井の論評「政府の農業政策と農民」を載せた。こ
こで小岩井は、農業恐慌以後それまでの生産増殖
政策から価格吊上政策に転換した支配階級の農村
政策が、結局農民大衆の犠牲の上で地主階級や銀
行の救済に終ったこと、恐慌対策としてとられた
諸政策が「農民の窮乏を必然に生みだす基本的な
点」すなわち半封建的な生産一一搾取の関係に少
しも触れない「部分的な、而も上ッ面の対策」で
あること、を論じたあとで、広田内閣によって通
常国会に提出されようとしている農村政策＝農林
省発表の農林国策について批判検討を行った。第
一の農地制度改革すなわち自作農創設維持政策に
ついて、自作農創設計画（既墾地の購入と未墾地
の開墾）は小作農を自作農にする方面だけの見込
みを数字で表わしているが、半面において自作農
が小作農に転落する趨勢を全く考えていない点を
指摘し、半封建的零細小作農制という「日本農村
の癌」を切開するものでないのは勿論、自作地入
手農民の年賦償還金による債務奴隷化、地主の土
地の売逃げ等を通じての小作人救済ではなく地主
救済政策たる本質を告発する。つづく災害共済制
度、負債整理、農業土木等についても、過重な積
立金の負担によって共済保険から貧農が除外され
る矛盾、減収の場合の生産費さえ取り返すことの
できない共済金額、半封建的な零細農制のもと五、
六十億にのぼる農村負債に対して約十三憶にすぎ
ない負債整理金庫計画など農林省案の不徹底さ・
矛盾が批判される。
小岩井は、農民大衆の要求は半封建的な土地所
有の問題の解決へ向っていると主張する。そして
「ただ一時的過渡的な段階」として完全小作法の
獲得に関心をもつのに対して、農林省案は土地制
度改革も小作法制定も消えさって、ただ「相も変
らぬ自作農創設という看板』で幻想、を与えようと
するという。このような小岩井の農林省案に対す
る批判的視点は、全農記念大会での討議と決議に
端的に表明されていた。大会での小作法即時制定
要求に関する決議は、「政府が農林国策とせる白
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作農創定政策の拡充に反対し、小作法、即ち耕作
権確立、減免請求権確認、不当小作料引ドげ、強
制執行制限を含む小作法即時制定を要求す」とあ
った。同じく広田内閣農村国策に関する決議は、
「広囲内閣の農民生活安定国策とは農村経済更生
振興の名の下に、天降支配拡充の為の反動的な所
謂農村更生施設、地主、金貸を保護する自作農創
定拡大、地主、富農金貸を救済するために負債整
理の拡大、小農、小作農に負担を課する災害共済
制、その他農業土木に関する諸施設、ひたすら申
訳てきな農地法が云々されているに過ぎないこと
を明らかにした。それによって莫大な軍事的負担、
大衆課税が課せられようとしている。かくの如く、
かつて政府自らが提出せる小作法をも葬り、累年
蛾烈を極める地主が土地取上げの勢を放任し、農
民の困苦、不安を無視するところの反動的、糊塗
的な広田国策案に対して、真に農民生活を安定せ
しむるに足るところの国策への出直しを全勤労農
民と共に要求する」と述べていた2）。
小岩井は、論評の結びに農民の要求は農民大衆
の手で獲得しなければならない、農民は農民の「同
僚J である都市の労働者と提携して戦って初めて
その要求を実現できる、と書いたが、 34年 12 月
農村における貧農大衆の運動と都市プロレタリア
ートとの結合の動きに言及して「この運動はどこ
へ進むだろう』と書いていた3）のに対し、この時
点、では農民と労働者の同盟が具体的現実として
「痛切に考えねばならない」問題として把えられ
ていた的。
ところでこの時期は官憲当局が人民戦線運動を
共産主義者の新戦術と見て弾圧の姿勢を示し始め
た時期であった。すでに 7 月にはいわゆる講座派
の学者たちが共産主義の正当化をはかる理論活動
の故をもって検挙され（コム・アカデミー事件）、
36年 7 月号で「人民戦線は進む」の特集を組ん
でいた『社会評論』も、ナウカ社全社員が軍機保
護法違反容疑で検挙されて停刊を余儀なくされて
いたが、 9 月はじめの全国特高課長会議では「反
ファッショの名にかくれて共産主義運動を行う人
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民戦線運動」の取締りの方針を打．ち出していた。
8 月 13 日にこれまで抗争を重ねてきた官業労
働総同盟向上会と日本労働総連盟純向上会が労働
戦線統一の気運に同調して合同を達成大阪官業労
働組合を結成したが、ほぼ 1 カ月後陸軍は突如大
阪・名古屋・小倉の工廠従業員の組合加盟禁止を
命じた。二・二六事件以来の粛軍の趣旨を徹底さ
せ外部からの「不純な思想」の介入を防ぐためと
いうのであった。社大党、組合会議、労協、 4 団
体、その他各地の社大党支部、地方労農団体の抗
議と非難があいつぐ中、社大党・組合会議は労協
と 4 団体の共闘申入を拒否したが、組合会議の中
に、今回の措置を陸軍が人民戦線問題を警戒した
結果と見て、人民戦線否定の立場を強める動きが
現われる。社大党機関紙『社会大衆新聞』（ 9 月
25 日）の論評は、人民戦線の結成は対立勢力を
刺戟して国民戦線の結成を促し、組織的労働者、
農民勢力を青年団・在郷軍人・市民団体その他未
組織大衆から孤立化させるとの論拠で人民戦線否
定論の立場を明らかにし、また、入党基準として
「無産戦線の常習的分裂主義者等J の排除は勿論、
「実質的に党の方針と背馳し、組合会議と共同出
来難き団体J を「峻烈に拒否」するとし、労協の
ような立党精神・指導方針において根本的に異る
勢力との接触は「厳として排撃J しなければなら
ない、と主張した。 10 月 27 日の社大党組織部の「新
入党者並びに新支持団体に関する通達」は、各支
部連合会に対してこの労協派排除の趣旨の徹底を
はかったものであった。
前述のように小岩井は内野山：児、立花敏男、川
上貫ーらと日本政治経済研究所を再建し（36年
4 月）自ら所長として調査研究活動に携わった。
研究所は 7 月 30 日付で『政経ニュース』第 l 号（人
民戦線を中心とするもの）を発行し関西方面に配
布したが、 36年 10月月刊刊行雑誌として『大衆
政治経済』創刊号を発行した。小岩井ニは雑誌の冒
頭に「時局概観一一日本ファシズムの問題一一」
を載せ、この中でこれまで論じてきた日本ファシ
ズムについての論点を要約した。その末尾に「当
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研究所はこの様な進展する情勢の中に、それを出
来るだけ正確迅速に、調査、分析してこれを大衆
諸君に報道したいと d思っている」と発刊の目的を
明らかにした。創刊号の内容は次のようなもので
あった。〔時局概観〕一一小岩井胃、「月報『大衆
政治経済』の創刊を祝すJ 一一労農協議会委員長
加藤勘十、社大党調査部喜入虎太郎、全農調査部
岡田宗司、日本経済研究所稲村順三、「馬場財政
と政党官僚」一一関根悦郎、〔調査研究〕「馬場財
政と労働大衆」一一経済調査部、「戦線統一の問題」
一一労働調査部、〔世界情勢〕「スペイン人民に対
するファシストの干渉」一一ダー・オシボフ、
「 1936年上半期の世界経済」一一エム・イオエリ
ッジ、「ファシスト独裁下におけるドイツ労働者
の状態」一一イ・ヴァリヤーン、〔資料〕「退職積
立金及退職手当法に関する資料」「社会局命令案
要綱」「命令案要綱に対する組合会議の答申」「退
職積立金及退職手当法の解説」一一（全日本労働
組合総同盟大阪連合会）、〔統計〕「工業生産指数」
その他 8 項目（略）、（内外政治経済日誌〕「圏内
政経日誌J 「朝鮮事情」「中国満蒙政経日誌」「海
外政経日誌」「国内社会運動日誌」「最近統一運動
資料」、〔編集後記〕、以上。
創刊号に祝辞をよせた加藤勘十（談）は、「不
偏不党の立場」から当研究所の復活に「助力した
者」として祝意を述べたが、第 l 回発行の『政経
ニュース』について「好ましからぬ傾向」「地味
な調査活動が欠落」「上調子な鏡舌J を指摘し発
行当時の労農無産協議会の政党化をめぐる研究所
との微妙な関係をうかがわせた。加藤が研究所に
求めたのは政治的色合いを避け「全力を以って克
明な資料の蒐集と情勢の調査」に当ることであっ
た。「研究所が全体として悪い傾向に向うことを
最も注意しなければならぬ」として、「正しい仕
事の出来る様J 「応分の援助」を惜しまないと述
べていた。社大党調査部の喜入虎太郎は、調査機
関の超党派性－政治的中立性の問題の困難性をテ
ーマとした一文を創刊号に寄せた。喜入は、無産
階級運動の立場に立てば複雑な運動の伝統が調査
者に重大な観念的影響を与えている事実を否定し
えないが、超党派的たることを標梼すればするほ
ど、意識的な党派的宣伝に対する判断力を弱めら
れる結果に陥り易いとし、「直接党派に関係のな
い調査機関と雌も党派的関係を明白にした方がむ
しろ客観性を得－るのではなかろうかJ との見解を
述べていた。全農調査部の岡田宗司は、創刊号の
発刊を「双手をあげてJ 歓迎、研究所が日本資本
主義の具体的動向に｜調し「無産階級運動の正しき
理論に立脚する成果」を続々発表することを期待
するとした。そして「よく有りがちな独善主義に
陥ってはならぬ」とし、他の無産運動に関係する
調査研究機関や、 -1！提産団体の調査部等と連絡・協
力して目的達成に貢献することを望むとした。ま
た全農も慢性的農業恐慌の下複雑化した任務を遂
行するに当って従来以上に客観的事実・政策の調
査研究を必要とすることを痛感しているとして、
日本政治経済研究所と全農調査部とのあいだの協
力・援助を希望した。日本経済研究所の稲村JI直三
は、無産階級運動に役立てたいと思って作られて
いる小研究所の統計・資料の作成の困難性の問題
を論じ、その解決の方策のーっとして小さな研究
所がそれぞれの調査の結果をお互いに交換し合
い、調査の範囲を鉱大すること、そのために常設
的機関をつくって緊密な関係の下での調査を提案
していた5）。なお、創刊号を祝す寄稿として全日
本労働総同盟調査部の穂積氏の一文が寄せられる
筈であったのが、同氏の突然の病気のため実現し
なかったとの謝辞が加えられていた。
創刊号に対する各団体や調査部の寄稿が、全評
や労協との合同に最も抵抗していた総同盟の調査
部まで合む広い範囲の機関からのものが予定され
ており、寄稿されたもののいくつかは調査・研究
の協力・交流を強く希望するものであった。これ
は研究所の調査、分析を出来るだけ正確迅速に大
衆に報道したいという意図が各機関によっても共
感しうるものとして受けとめられていたことを示
すものであろう。 l11J述したように、憲兵司令部の
資料が l l 月 23 日大阪堂島ビルでー小岩井らが集り
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協議決定したとする項目の一つ「（2）研究所の形態
を解き同人は出来得る限り各労働組合の調査部に
入り込む事、特に大衆党調査部に這入得る様努力
する事J は、決して日本共産党中央再建準備委員
会の『基本的組織方針J に基つeいて行動すること
を意味するのではなく、寄稿文に表明されていた
ような広い範囲の団体・組織に亙る調査・研究の
交流の実現をはかろうとしたものであろう。
『大衆政治経済』 l l 月号では、小岩井は「時局
概観一一最近の政局と軍部一一J で広田内閣の下
で政局をリードし、ファッショ化の原動力となっ
ているのが軍部であることを論じた。広田内閣に
対する軍部の圧力は、広田内閣の「出現の過程」
においても、尼大な軍事費要求に基づく公債政策
などに明らかであったが、ここでは電力統制問題、
税制改革問題、行政機構改革問題が軍部の重圧の
「特にめざましいもの」として取り上げられた。
電力統制問題とは、 7 大国策の一つ「産業の振
興及び貿易の伸張」の中の第 i 項目である「電力
の統制強化」にかかる問題であるが、この逓信省
原案の電力民有国営案にたいし電気産業資本等の
反対のため原案が閣係 4相会議に附せられていた
問題であった。もともと逓信省原案は軍部の意図
を帯して提出されたものであり、機会ある毎に軍
部はその支持を表明しており、殊に 9 月 9 日の陸
海両軍務局長の会見ではその支持の理由が「徹頭
徹尾戦争準備、国防の立場」であることが明らか
にされた。小岩井は、これを以って電力問題はそ
の大勢がきまった観があるとし、 4相会議も内閣
もこれに反する決定をするならば、それは内閣の
運命が危機に瀕することを覚悟しなければならな
いと観測した。
税制改革案は 9 月下旬に大蔵省によって発表さ
れ、その目標として、 I .国民租税負担の均衡を
図ること、 2. 租税収入の増加を図って財政の基
礎を確立すること、 3. 中央地方を通じて弾力性
のある税制を樹立することが掲げられた。小岩井
は第！と第 3 の項目についてそれぞれの疑問点を
指摘した6）が、租税収入の増加という点について
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愛知大学史研究（第3 号、 2009年）
は改革案の眼目としてその実現が図られるとし
た。それは増税は軍部の年来の主張であり、馬場
財政は軍部への追随をその「本質」としていたの
であって、税制改革もその立場からすすめられた
とされる 7）。なお改革案には資本への増税が含ま
れる点で部分的にブルジョアジーの反対があると
しても、本質的には金融資本の利害に背馳するも
のではないととらえられていた。
行政機構改革は軍部自らが陸相・海相共同提案
として実現を求めたものであった（ 9 月 21 日）。
その骨子は国策の樹立を綜合的統一的にすすめる
ための統制機関の設置、綜合的統制機関の長官と
して首相を補佐する無任所大臣の設置、内務・大
蔵・陸軍・海軍・司法・文部を除く各省全部に及
ぶ省の統合整理であった。ここでは、「行政機構
の整備改善」の項目が軍部の要請で 7 大政策のな
かに「無理矢理附加されたJ とったえられたこと、
軍部の主張は当初非常に強硬でまず機構改革しな
ければ革新政策の実行を期待しえないというのが
その建前であったことが指摘され、その準備と覚
悟を欠いた広田内閣は窮地に立たされた結果、問
題の結着が先送りされた経緯がふれられる。
こうして小岩井は、軍部のリードによって押し
すすめられる政局の動向を「軍事的ファッショの
強化であり、戦争準備、戦時編成への一歩前進で
ある」と断じた。それは官業労働組合の解散問題
にも表われているものであった。他方、既成政党
は政局を左右する力を失ったとみられた。それは
既に国民大衆の代弁者である資格を喪失してお
り、大会や演説会での電力統制・税制改革問題な
どについての批判的言辞も軍部の主張と正面から
対立する力とはなりえないとされた。官僚が「軍
部に追随しつつ自己の勢力を張ろうとする動き」
は以前からのものであった。そしてこのような情
勢を要約する文章として「かくて日本型軍事的フ
アツシズムは一層の進展を見せようとしているの
だ」と結んだ。
「日本型軍事的フアツシズム」の表現は小岩井
が到達した新たな日本ファシズムについての本質
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規定である。前述したように前年に書かれた「日
本ファシズムの特質」（『社会評論』 6 月号）では
日本ファシズムの「軍事的」性格を論じたが、そ
れは軍部が日本ファシズムを主導するという意味
ではなく軍部が天皇制の軍事的支柱であるという
性格から生まれる副次的性格規定である。広田内
閣については、小岩井は軍部の圧力の強化と政党
勢力の不振状態をあげながらもなお前内閣をひき
つぐ軍部・官僚・政党の一種の均衡の上に立った
挙国一致形態を特質とするとしていた。しかし「日
本型軍事的フアツシズム」の規定はそれまでの性
格づけを止揚し、軍部によるファシズム主導を本
質的なものとして受けとめたものと言えよう。
すでにふれたように、「行政機構の整備改善J は、
陸軍によって政府に要望された「庶政一新七項目」
の第 7 項目として提起されていたものであるが、
陸軍は庶政一新案を実行に移すため中央・地方行
政機構と議会制度の改革が必要として内閣調査局
案をとり入れ軍務課で調整したのち、海軍と共同
して「行政機構改革共同意見書」を提出その実行
を迫ったものであった叱「共同意見書」には付
録として地方行政機構、議会制度、選挙法等の改
革の要望が加えられており、行政機構問題は 4相
会議に後の問題は 5 相会議に付議することが閣議
で決定された。軍部提案の調整を委任された 4相
会議が開催されるのに先立つて、陸軍内部に議会
制度・選挙法について議会制度の本質的否認を内
容とする「有力な改革意見」が行われていること
が報道された。これは『行政機構改革共同意見書」
の起案者であった佐藤賢了中佐（軍務課政策班長）
が、個人的に新聞記者に語ったものとされるべ
当時陸軍や内閣調査局で国防問題を中核として政
治・外交・経済・財政・社会・思想の広汎な領域
にわたり「庶政一新」構想が研究されており、そ
の立案者の段階では、政党内閣制の否認、国務大
臣と行政長官の分離、選挙権の制限、基幹産業（鉄
鋼・石炭・電力など）の国営化、医療国営、総動
員法の制定、経済参謀本部の設立など急進的革新
案が論議されていたという IO）。新聞報道による陸
軍内の「議会制度改革案J に対して政党とくに民
政党有志代議士は「立憲政治の真義J を否認する
ものとしてただちに反対に立ち上り社大党も独自
の立場から反対宣言を発表して麗争開始を申し合
わせた。各界の反援に対応して寺内陸相は、「わ
が国体の本義」にそっての「わが独得の立憲政治J
の発達等の要望を明らかにするとともに、新聞報
道による陸軍内の議会制度改革案は軍として関知
するところでないとの談話を発表した。
r大衆政治経済』は 12月号の「時局概観」に小
岩井の「議会制度改革の問題J を載せた。これは
11 月 17 日脱稿によるもので浮上した大問題とし
て取敢えず論評したものであろう。この時期の軍
部の改革要求について『大衆政治経済』には 11
月号の「調査研究J の r電力国営を繰る諸問題J （経
済部）以外に扱った論文はみられない。
小岩井の論評は、陸海両相共同提案の結着がつ
く前に突知表面化した議会制度改革に関する「陸
軍部内の有力意見」を「まぎれもないファッシヨ」
『露骨なファシズム」と断定した。その中心点と
して、第一に政党内閣の否定、三権分立主義を口
実としての多数党による政権掌握という所謂憲政
の常道の廃止、第二に議会からの政府弾劾権の剥
奪、さらに制限選挙への逆行、選挙権の家長（戸
主）または兵役義務終了者への制限をあげ、これ
を「デモクラシイの重要原則の否定j であり、「ま
がりなりにも成長して来たこの国の議会政治を根
底から覆そうとするもの」と担えた。その結果は
結局 r独裁政治の必然的な実現」であり、プロレ
タリア独裁とは「凡そ対眼的」に「デモクラシイ
の否定一一反プロレタリア的独裁政治の強行」即
ちファシズムそのものに外ならないという 11\
陸軍内意見に反射的に噴出した既成政党の反搬
にたいし寺内陸相が閣議で釈明した帝国憲法所定
の議会権限の尊重などの意見表明やそれにつづく
「陸相談」によって、民政党首脳部は睦相の意見
表明を「多とする」との声明を発表するなど事態
の緩和がはかられる。小岩井は、しかし重要なの
は陸相が閣議で何を喋ったかではなく、陸軍部内
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の有力意見としてそれが「現に存在するという事
実」こそが問題であって、議会制度改革問題がと
りあげられている 5 相会議に牽制や影響を与えは
しないか、頑として存在するファッショ独裁の思
想がつよまってゆくとすれば結局どうなるか、こ
れが重要な問題だとする。行政機構改革問題はフ
ァッショ独裁の表現であったがそれは「まだ片鱗」
にしかすぎなかったのに対して、議会政治に対す
る意向はその動向の「核心』をさらけ出すもので
あって、「問題は行政機構、選挙制、議会政治等々
すべてを通じて真黒な正体を見せたそのファシズ
ムである」と危機感をあらわにする 12）。そして、
このような議会制度改革案の政治過程における位
置づけ一一現実政治への牽制と影響の可能性ーー
は、小岩井の日本ファシズムの成長過程に対する
見解を反映するものであった。すでに見たように
小岩井の「日本ファシズム論」は当初ファシズム
運動を五・一五事件を頂点とする軍部内および民
聞の急進的運動に限定していたが、 35年末にフ
ァシズムがブルジョアジー自身の意図によって上
から行われる所調「上からのファシズム」として
進展しつつあるとの見解に到達した。 f大衆政治
経済』創刊号の小岩井の「日本ファシズムの問題」
はこの関係を次のように説明する。
「満州事変を契機として、日本ファシズムはそ
の複雑な相貌を現わし始めた。（··・H・）一九三一
年以後に於けるファシズムの動きは、何よりもま
ず五・一五事件、神兵隊事件、二・二六事件等々
の急進的な形に於いて示され、或いは所調愛国団
体等々の族生となり、一般的な反動の空気の中に
も顕現し、更に支配階級の『政治』一一『上から
のファッシヨ』を通じて押しすすめられている。
これらの諸現象の間には矛盾もあり、相互の牽制
もあり（上からの政治は一応急進ファシズムを抑
圧した）、消長が見られ、何よりもその足並はあ
まりにも緩急区々であるが、結局に於いてそれら
は相互に作用し関係し、その綜合の上に、ジグザ
グな一歩一歩を押しすすめている」13）。
小岩井は議会制度改革一一ファシズムに対する
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政党・内閣の抵抗・摩擦の問題に注目する。政党
では、民政党幹部は寺内陸相談に随喜したが少壮
分子は官僚・軍部ファッショ反対に熱意を示して
おり、政友会もその空気は滋っているとみられた。
その様相を小岩井は、庶政一新一一国策審議にも
殆ど指導力をもたず「気息奄々としていた政党J
が「流石に窮鼠の力をふるい起している」と描写
している。特別議会に設けられた議会制度調査会
での広田首相に対する質問や陸相出席要求など、
政党の議会制度擁護という点、での「熱意」は「と
にかく」『観取出来る j とされる。他面では、ま
た「政党者流J の立場がフ’ルジョア的なものであ
ること、無産階級の味方ではなく、その政権によ
って「大衆のための政治J を期待しえないこと、
また「彼等は意識するとしないとに拘らず直接関
接ファシズムの進展にも協力しつつあるという半
面の事実」が指摘される。ここでは小岩井の念頭
には特別議会における思想犯保護観察法の無修正
通過の事実などがあったであろう。しかし、軍部
ファシズムの一層の強化一ーその危機に当面して
議会制度を『死守（？）しようとするその態度と
立場」は、「一定の限度に於いて」ではあるが r吾々
の関心をつよく惹く」ものであるとして肯定的に
評価しようとした14）。 5 カ月前の「日本に於ける
人民戦線の問題」で小岩井はプルジ、ヨア政党内の
進歩的分子との提携の問題を認識していたが、こ
の議会制度問題に直面してその視野は一層拡大し
たと見てよいであろう。
内閣についても、「上からのファシズム」の主
体と見てきた広田内閣自体に「ある程度の摩擦J
が認められると指摘される。戦争準備の財政政策
を金融資本の要求と背馳しない限り軍部の要求を
そのままに採った内閣であるが、「独裁制への諸
変革」については、「出来るだけ漸進的な足どり」
をとろうとし、 4相会議・ 5 相会議によって「問
題を緩和し』、軍部・政党の対立に対して諜わば
「緩衝地帯j の立場に立とうとしていると見られ
た 14）。報道によれば、陸海両相の行政機構改革案
に対して広田首相は国策の綜合的確立、一元化の
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ための無任所大臣設置問題でも、省の整理統合問
題でも積極的な意向を有せず、来年度の国防予算
実現後の問題として「遷延主義」をとり、行政改
革案によって整理・兼摂される閣僚も改革案の積
極的意義を認めず首相の自重態度を支持した。こ
れに対し陸軍内の新綜合的統制機関の本年度内の
実現、省の統廃合の次年度予算での実現の要求な
ど強硬意見の圧力の下で、陸相と首相とのあいだ
で「機構改革に関する根本的見解」につき「さし
たる意見の懸隔J を来たしていないことが判明し
たと伝えられた。すなわち、陸軍としては改革具
体案の全部短期間での実施を強要するものではな
く、組閣当時に於ける「庶政一新断行の決意を持
ち機構改革の実現を期するという根本的態度で改
革具体案を調整して行けばよい」というのであっ
た。具体的改革案の調整を委任された 4相会議に
対しでも、陸軍はその作業の遷延を警戒して国策
企画統合機関は遅くとも議会開会前に設置するこ
と、省の統廃合は少くとも次年度中に実現するこ
と等の要求をもって注視していることが報じられ
ていた凶。小岩井が政党の議会制度擁護の姿勢だ
けでなく、このような広田内閣の陸軍の改革要求
に対する「摩擦J に対しでも注目の限をそそいだ
のは、機構改革・議会制度改革の形をとって現わ
れたファシズムの脅威にたいしその重大性、深刻
さを深く意識したからであろう。
小岩井は、社会大衆党の陸軍内有力意見に対す
る反対声明を「反ファッショの立場J からのもの
として r当然である」とみた。しかし、問題はそ
れだけでなくこのような「ファッショと反ファッ
ショとに二分する様な重大な事態」に直面して「苛
くも反ファッショの一線で同じ立場に立つ限り J
r既成政党であろうと何であろうと大胆な共同戦
線を布いても誤っていない」と直言する。そして
政友・民政一一砂くともそれらの進歩的分子一一
社大党等々の「あらゆる政党政派の共同闘争とし
ての“護憲運動”Jが生まれていない現状に対して、
今後の見通しとしてそれが日程に上っていると指
摘した 16）。反ファッショの『あらゆる政党政派の
共同闘争としての“護憲運動”」これが小岩井の
人民戦線論の到達点であった。
この最後の論点は実質的には社大党の態度に対
する警告を意味していた。社大党は陸軍改革案に
先立つて議会制度改革案一一勤労者組合を選挙母
体とする職能代表制による上院、勤労階級により
比例代表制により選出された勤労代表としての下
院等ーーをもっており、行政機構改革についても、
省の統廃合や新設、あるいは国策綜合統制機関の
設置や職業団体と国家機関との関係強化などの案
が検討されており、その中には軍改革案と一脈通
ずるものも含まれていた 17）。社会大衆党の陸軍内
議会改革意見に対する反対の立場は、「反ファッ
シヨ J というよりも自らの「勤労議会政治の建設」
という主張と対立するものとして「旧軍問的なる
反動思想の現れ」と見ての反対論であった 18）。行
政機構改革についても自己の改革案が含まれてお
らず、ただ中央政権の統制強化による軍事的反動
的効果だけを求めたものと批判した。また既成政
党の陸軍内有力意見に対する反般についても、「軍
部の議会政治否定的傾向」に反撤する一面、「議
会政治の基礎たる徹底普選の実現、粛正選挙の励
行」に対し阻止妨害に努めるなどその反動性にお
いて軍部官僚の制限選挙論と選ぶところがないと
して、軍部の「議会政治否定の傾向」とともに既
成政党の「保守的反動的傾向」に反対するとの立
場を声明した 19）。ここには軍部のこれらの動向を
ファシズムの視点で把える姿勢が欠落しており、
したがって既成政党内の反対運動を共同闘争の立
場から評価する姿勢をうかがうことができなかっ
た。小岩井がこれらの点についてふれることなく、
「あらゆる政党政派」による「誕出」の共同闘争
を主張するのみにとどめたのは、社大党の明確な
態度表明が小岩井の脱稿の直前であったこと、ま
た『大衆政治経済』がその調査研究活動において
祉大党調査部とのあいだの接触連携を視野に置い
ていたことも背景にあると考えられるが、より本
質的には小岩井が、人民戦線の形成を社大党に結
集する無産政治勢力の統一戦線を中心にひろく広
小岩井浄と人民戦線
汎な反ファッショ勢力を獲得動員する方向で構想
しており、またそれを追求する勢力の運動に期待
をもっていたからであろう。
議会制度改革問題については、小岩井は r大衆
政治経済』所収の論評につづいてほぼ同じ時期に
京都大学の学生クゃルーフによって発行されていた
学生雑誌『学生評論』20）に「日本ファシズムの現
段階一議会制度改革の問題に関連して一」（1937 
年 1 月号）を寄稿した (1 l 月 28 日脱稿）。これは「大
衆政治経済』所収論評の論旨を再論したものであ
るが、ここではこれまでも論じられてきた議会制
度の意義づけと日本におけるファシズムと所謂
「封建的なものJ との関連づけが整理されるなか
で陸軍の改革案の意味が論じられている。
陸軍改革案について政党内閣制の否定と議会に
よる政府弾劾権の廃止はファシズムそのものであ
るとの見解が詳細に論じられるなかで、行政機構
改革案などファッショ性の色彩を濃厚にしつつあ
る最近の政治過程において議会政治に対する「改
革要求J として現われた今度の主張ほど露骨にフ
ァッショ的主張を押し出したものはいままでなか
った、と指摘される。小岩井はこのような主張の
背景に既成フ守ルジョア政党の重ねてきた「積悪J
の存在をあげる。「財閥フ事ルジョアジーの手先と
なり、破廉恥な横暴を縦ままにして来た。大衆の
生活が破綻に瀕しようともそれは関心の外であっ
て、唯々政権を漁り、財閥への奉仕を事として来
た J。このような政党、政党政治が社会の各階級
各階層の聞に不満・嫌悪・反掻をひきおこし、さ
らに議会制度への懐疑の限を向けさせるようにな
る。軍部意見にもそのような「素朴な感情」のひ
そむことを認めた。しかし、このような大衆の感
情をそそのかし、それに乗じて「もっと深い目論
見」を実現しようとするならば、「その真黒い正体J
をあばかねばならない、とする。
このような議会制度をめぐる問題状況は、どこ
の固にも見られる「議会制度の苦悶」、「議会制度
の凋落」と位置づけられる。議会制度は、フ、、ルジ
ョア民主主義の基礎に立ち、フ。ルジョア民主主義
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の「具体的内容一一而もその中核的なものとして、
それを開花結実させるための制度J であり、資本
主義の上昇期に於いてはその機能はスムースに発
揮されたが、独占資本主義の段階では『嬬熟」と
「腐敗」、「矛盾」と「摩擦」とが生み出され、時
代に適合した「最も能率的な」政治制度でなくな
ってしまった、という。「ある程度の変質を強制
されながらフツレジョアジーに必要なだけの変質を
なしとげることも出来ない」、一般大衆にとって
はその腐敗に堪えられない、「何れの側からも－
00パーセント支持され得ない立場」がそれであ
る。したがって議会制度の改革という点では社会
の各階級各層にとって異論がないが、しかし、そ
の改革の方向という点で議会制度が体現したブル
ジョア民主主義を「一層徹底させる方向j、それ
が「進歩」であり、それを逆転させる r反動」に
外ならないのが、一連の所謂 r改革案」であって、
「反民主主義的反プロレタリア的な傾斜に於いて
独裁制を樹立するため」の『改革J、それがファ
シズムに外ならないと意味づけられる。そしてこ
こでは日本でもファシズムがそのような点を問題
にするまでに進み、切迫して来たという意味の重
大性が強調された21）。
日本の政治・社会体制に残存する「封建的なも
の」、日本資本主義が未発達のまま世界資本主義
の環境に引き入れられ、急速に帝国主義段階に突
入せねばならなかった歴史的事情からひろく残存
する「封建的なもの」と、ファシズムとの関係が
改めて再論される。これは、『学生評論』所収の
他の論者によって小岩井の日本ファシズムは「日
本主義的ファシズム」となるという論点（r 日本
ファシズムの特質J）を誤用されたことに対して、
旧論を再確認したものであった。すなわち、封建
的なものとファッショ的なものとは歴史的社会的
範鴫を異にするにもかかわらず、日本の政治一一
社会過程においては両者は密着して現われ、封建
性の強化は結局においてファッショ性の強化一一
社会的空気という点でも、積極的な操作において
もーーをもち来たす、との論点が確認される。そ
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してここで再び「日本主義的」という表現が天皇
制を意味することが間接的な言い廻しで示唆され
ている。ところでここでの新たな論点は、封建性
の強化とのからみのなかで、最近ファッショ独自
の性格をもった「ファッショ性」が具体的に 1 歩
前面に押し出されて来た、という点であった。「最
近に於けるファシズムはその具体的な綱領を公然
と主張しその実現に向ってすすんでいる」、「日本
ファシズムは封建性の強化によって自己を強化し
ようとすることから（その点をやめたのではない、
場合によっては制度化しようとする事など今後も
とび出してさえ来るにちがいないが）ファッショ
独自の綱領を大衆に投げつけ、それの実現をたた
かいとろうとするところまで一歩すすんで来てい
るお小岩井は、こうした事態の進展についてす
なわちニ・二六事件を経て「××（軍部）ファシ
ズムのへゲモニイ』のもとに上からのファシズム
が進行し始めた政治過程に於いては、日本ファシ
ズムはその「啓蒙期」あるいは「イデオロギ一時
イむを一歩っき抜けて「現実の進行という第二期」
に足を踏み入れたと把えた。そして、このような
ファッショ強化の原動力として、「満州事変以来
の急進ファシズム」の爆発、その政治・経済・社
会の諸過程への彰響と、具体的継続的な動きとし
ての挙国一致形態内調による「上からのファシズ
ム」一一両者とも究極には同じ物質的地盤＝日本
資本主義の現段曜から出ているーーがあげられ、
その爆発に伴う震幅が深〈ひろい程、「上からの
ファシズム」はその「余勢と地均し」のために強
化されると説明される。こうして二・二六事件を
モメントとして出発した広田内閣はこれまでの諸
内題の中で最もファッショ的なものと把えられ
た22）。議会改革問題は、挙国一致内閣形態を構成
する諸勢力の中でファッショ化へのヘゲモニーを
握る勢力が軍部であることを如実に示したものと
改めて指摘された。
小岩井は、議会制度の問題で既成ブルジョア政
党に「かなり必死的な反対」の動きがあり、支配
階級の中にさえ動揺と分裂が見られ、ファッショ
と反ファッショの二つの潮流が深い溝によって分
裂、対立しつつあると書いて論評を結んだ。この
ファッショをめぐる二つの潮流の対立とは、前論
評の「あらゆる政党政派の共同闘争としての護憲
運動」を内容としていることは明らかであろう。
そしてここでは、独占資本主義段階において矛盾
に直面した議会制度が一般大衆の側からもフゃルジ
ョアジーの側からも改革を求められ、その改革の
方向においてブルジョア民主主義を「一層徹底さ
せる方向」とそれを逆転させるファシズムとの対
立として説明された。すでに小岩井は、選挙粛正
運動に関連して政府の改正選挙法が言論の自由、
或いは選挙権の拡張（また無産者の立候補の容易）
という方面での改正でないこと、供託金制度はそ
のままで選挙費用を持たない無産者候補のための
便宜とか公平を工夫したものでないことを批判し
ていた（「改正選挙法と府県会選挙」）。また、労
働者農民にとっての民主的自由の問題について
は、日本におけるブルジョア民主主義的変革の不
徹底性のため労働者農民の歴史的課題となった民
主的自由獲得のための闘争が、反ファッショ闘争
と別のものではなく、二つの闘争は結局同じもの
であり、同じ基本線の上に立つ闘争に外ならない
とした（「民主的自由と労働者農民」）。議会制度
が体現したブルジョア民主主義を「一層徹底させ
る方向」としての「進歩」、反ファッショ闘争の
内容としてのこの議会制度の位置づけは、「32年
テーゼJ の日本革命論からの訣別だけでなく、民
主主義を「国家」として、すなわち「住民の一部
が他の一部住民にたいして系統的に暴力を行使す
る組織J として抱え、フ、、ルジョア民主主義とプロ
レタリア民主主義を竣別、議会制度の麗棄を主張
したレーニン的国家論23）からの脱却と見ることが
できょう。なお、野坂参三が「憲政擁護」のスロ
ーガンを提起したのは、広田内閣に代って林内閣
が登場した政局を論評した「独裁ブロックの形成
と今後の政局」『国際通信』（ 1937年 4 月 25 日）
においてであった24）。つづく国際通信社のリーフ
レット「反ファッショ、誕憲の国民運動を起せ！」
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( 1937年 5 月 5 日付）は、 4 月の総選挙の結果を
ファシズム軍部の敗北、憲政と平和の支持者の勝
利ととらえ、「反ファッショ、議会政治擁護」の
ために政党所属を問わず一切の者の連合を呼びか
けていた25）。
ところで社大党幹部の労協や全評排除の動きは
戦線統一運動に波紋をひろげていく。神戸では全
評神戸協議会・神戸市電従・全農有志の社大党支
持申入れに対し、社大党兵庫県連は本部の指令に
よって東京での労協との対立を理由に全評の受け
入れを拒否し（ 11 月 9 日）、単独入党を避け共同
行動を追求する 3 団体に障害を作り出した。長年
の対立を克服して合同協議の合意を成立させてい
た全農新潟県連と北日本農民組合（労協支持）の
合同問題も、社大党本部の「新入党者並びに新支
持団体に関する通達」の直後の全農県連側の「思
想的に相容れざる北農組合分子」および北農内旧
全会系分子の加盟拒否の新たな条件の持ち込みに
よって頓挫させられる。東京では東京交通・東京
市従内の社大党支持派や支部の社大党支持要求の
動きの再燃のなかで、東京新市域区議選をひかえ
て独自に社大党に入党、社大党公認の区議選候補
擁立などをはかる支部が続出し、 4 団体共同の立
場をとる指導部との矛盾を深めた。
11 月末の東京新市域20区の区議会選挙（定員
812名）では社大党立候補者72名中当選43 名、労
協立候補者39名中当選 19名で、 2 月の国会選挙、
6 月の府議選につづいてとくにその当選率から見
ても無産派が「確乎たる地盤」を有することが証
明されたと評された。このなか東交からは組合内
対立を反映して社大党より 6 名、労協より IO名
が当選した。他方で、この区議選を無産戦線統ー
を推進する機会としようとする動きも生まれた。
社大党杉並支部は労協杉並支部に区議選での共同
闘争を提唱し、本部が自重を命じたことに支部員
の不満が伝えられた26）。労協側 4 名（東交 3 ）、
社大党側 2 名（東交 I ）の当選者を出した荏原区
では、両党支部の代表者が無産議員団の結成に合
意し、区民大衆の利益擁護と統一推進の決意を表
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明した27）。
社大党組織部通達（10 月 27 日）以後、全評・
東交・東京市従・東京自動車の 4 団体共同の態勢
はくず、れ社大党への単独入党、支持の動きが加速
した。すでに関西では大阪市電従・大阪自動車が
社大党入党手続を進めており、大阪自動車は 11
月 8 日の年度大会で大阪市従は 11 月 23 日の大会
で改めて社大党支持強化の方針を確認していた
が、東京では、原則社大党支持の東京市従がなお
4 団体共同の道を探ろうとする指導部を抑えて却
時社大党支持を要求する単独支持派の圧力の下、
12月 14 日中央委員会で社大党支持を「決行」した。
東京自動車もほぼ同様の経過を辿り 12 月 18 日の
年度大会での対立紛糾を経て 24 日中央委員会で
社大党支持の結着を見た。
労農無産協議会は、第70議会の開会（12 月 26 日）
に先立つて声明を発表し、第70議会を「ファッ
ショか反ファッショかJ、「大衆課税か、国民生活
の安定か」の重大問題を決する場として、「勤労
大衆の生活の安定と国民の政治的自由獲得」の闘
いを宣言したが、そのために社大党と無産派の院
内議員匝の結束の強化とともに、「分解過程にあ
る政友、民政其他の少壮派議員と、一定の条件に
基く協力」の方針をうちだしていた28）。全評・労
協の加藤勘十、全水の松本治一郎、全農黒田寿男
の 3 代議士は議会政治防衛の大運動を起きねばな
らないとして政友・民政・社大党に働きかけ幹部
との意見交換や説得に歩いた。他方、社大党は
12月末の全国大会で、軍部官僚政権のファッシ
ョ的傾向に対する既成政党の反撃は「革新的指導
方針」を欠いた「現状維持的精神」によるものと
し、「党独自の革新政策」をかかげて指導する方
針を打ち出し（書記長「一般報告」）、人民戦線論
に対しては「思、想的に厳重な批判J を加え「人民
戦線論的統一運動に絶対反対」するとの主張を闘
明した（「組織方針」29））。第70議会召集に当り社
大党は従来の無産議員団の廃棄を通告、黒田・松
本両代議士を加え「社会大衆党議員団」を組織し、
これに対し加藤は社大党議団と挟別、院内第 2 控
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室に去った。
反ファッショ戦線の統ーにとってさらに大きな
打撃となったのは、人民戦線運動を共産主義者の
擬装運動とみなす官憲当局の 12 月 5 日を期して
の「共産主義非合法グループ」に対する一斉検挙
であった。日本共産党中央再建準備委員会の奥村
秀松、宮本喜久雄、和田四三四らの 11 月末から
の逮捕に始まって党中央再建準備委員会その他
「共産主義グループ」関係者の全国に亙る一斉検
挙が行われた。 12月 5 日以降の治安維持法違反
換挙者は 1937年 2 月末現在で633名におよび東京
115名、愛知53名、京都46名、大阪95名、兵庫
83名、福岡84名など全国 14府県にわたった。う
ち党中央再建準備委員会関係者は243名が検挙さ
れ、『労働雑誌』関係では、内野社児、佐和慶太郎、
妹尾義郎ら 10名が東京で、川上貫一、岩間光男
が関西支局で、読者グループの責任者であった神
戸の奥田宗太郎、名古屋の石川友衛門、京浜の春
日正ーらが逮捕された。日本政治経済研究所は内
野批児、立花敏男ら小岩井を除く全員（ 7 名）が
検挙され、関西支局では川上貫一、清水己之助、
岩間光男、神戸出張所で奥田宗太郎らが逮捕され
た。『労働雑誌』も『大衆政治経済』も発行不能
に陥った。両誌とも数千部の発行を数え、各地で
読者サークルを組織し反ファッショ戦線構築に力
を発揮した。『社会評論』につづく両誌の廃刊は、
人民戦線運動の情報理論面や組織活動における大
打撃であったが、とくに小岩井にとっては、情勢
の理論的分析や評価を発表し、運動の課題を大衆
に伝達する手近なチャネルを失うことを意味し
た。
翌年三・一五事件の被告春日正次郎が大阪刑務
所から釈放され（ 1 月 23 日）、主任弁護人であっ
た小岩井浄を出所のあいさつに訪れた30）。春日が
同志との連絡場所とした中之島の図書館と小岩井
の梅ケ枝ピルの事務所は近く、春日は保管してい
た新聞雑誌等の資料を小岩井事務所に寄贈し、
再々小岩井と意見交換を行った。春日は当時の小
岩井の印象を次のように書いている。「当時、小
岩井氏は転向し、自作の短歌集などを出し、カム
フラージュにつとめていたときですが、私には、
相当詳しく、三・一五以来のこと、現在の問題点、
コミンテルンの方針などについて話をしました
が、小岩井氏は当時、ほとんどその方途に迷い果
てている状況でした。っきこんだ話になれば完全
に沈黙というよりは答えられなくて、先生のうる
んだ眼がいつも、一層うるみながら、言い知れな
い当惑を示していました」31) （春日庄次郎氏書簡）。
春日は同志を糾合する中で、当面の情勢下におい
て共産主義者は合法的大衆運動にその活動を局限
すべきであるという合法主義的見解を批判、克服
して共産党の再建をめざす非合法組織「日本共産
主義者団」の結成をはかることになる。
日本共産主義者団 (1937年 12 月 5 日結成）は、
コミンテルンによって「日本共産党に与えられたJ
「32年テーゼJ は「国際情勢及び圏内情勢のその
後の変化によって多少の修正補足を当然に必要と
するが、日本の階級分析と当面の革命の性質及び
対応する日本プロレタリアートの戦略戦術の規定
に於て根本的に正しいものJ （「趣旨規約」 1937
年 12 月 5 日）との見解に立脚した。また、日本
共産主義者団は、「日本共産党の再建を目的とし、
コミンテルンの一般方針、特に我々に与えられた
最近のテーゼ即ち三十二年テーゼの趣旨及び第七
回世界大会の一般方針に従い、日本共産党の革命
的伝統を継承せんとするものであるJ とうたった
（「撤」 1938年 2 月）。春日は、この「32年テーゼ」
と第 7 回世界大会の決議方針の承認について、そ
れは「あくまで一般的、原則的である」と書いて
いる。それは「32年テーゼJ 以後政治経済情勢
の変化、とくに軍部ファシズム政治の実現によっ
て戦術変更は必至とされており、コミンテルンの
第 7 回大会の方針の日本的適用についても「充分
考慮さるべきもの』があったが、これらの問題に
ついて「明確に一定した結論に到達していなかっ
たJ32）（同人手記）という。「32年テーゼ」の天皇
制の転覆の主要任務については、「天皇制打倒」
のスローガンは、「再建さるべき党の掲ぐべきも
小岩井浮と人民戦線
のJ であり、「当面反戦、反軍、大衆生活擁護な
る部分的鎚争を任務としている団の掲ぐべきもの
でない」（同人検事調書）と述べており、また、
天皇制打倒と反軍闘争との関係について、「天皇
の親政＝君主制は実は軍部の独裁である」、「軍部
独裁即ち天皇制である限り、反軍部闘争は、軍部
自らによって反君主制闘争にまで発展せしめられ
ざるを得ず、我々の今日制約された闘争項目は、
発展せしめられ軍部自らの手により媒介、帯助せ
られて、反君主制のスローガンを大衆的スローガ
ンとして掲げしめられるに到るであろう J33) （手
記）と書いていた。春日の文脈の中では、「平和
と自由の反戦、反ファシズム運動」は、「ブルジ
ョア民主主義革命の遂行に転化し、高めて来る為」
の戦い（f当面の方針」 1938年 3 月）と位置づけ
られていた判。
春日らの反ファッショ運動論の特徴の一つは、
大阪港南地方の下部労働者によって始められた労
線統一運動や人民戦線運動について、「殆どみる
べき実際的成果をあげ得なかった」とその意義を
積極的に評価せず、その原因を「その中心推進力
である前衛党一一日本共産党」が崩壊状態にあっ
たことと把えた点にあった。「この統一運動と人
民戦線を牛耳った労農派」は、非合法党の組織を
否定しているので「戦闘的組織の中核」を確立し
えず、「革命的労働者の陣営を雑然たる合法的無
産政党と組合の中に完全に解体、清算してしまっ
た」と断罪され、また、「共産主義者の中にも、
凡ゆる口実を以て、共産主義者の基礎的任務たる
革命的宣伝、煽動を放棄し、党再建の努力を怠り、
合法主義に陥り、却って『人民戦線戦術』を口実
として非合法組織の為の努力を噸笑する者が多
いJ として、これらの「無産者運動を支配してい
る合法主義、日和見主義、清算主義との熱烈な闘
争の過程に於て」日本共産主義者団は結成された
ものであり、今後もこれと「容赦するところなく」
関わねばならないと宣言していた。そして、これ
らの日和見主義者・合法主義者・清算主義者は一
面ではコミンテルンの「人民戦線主義の曲解」と、
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他面では従来の日本共産党活動の「失敗的方面、
否定的方面」のみの強調を特徴としている、とい
う。この中には、「その経済主義的、合法主義的、
解党的傾向」に於いて労農派と軌をーにする「共
産党内の分派多数派」もあげられており、また、
この傾向は、「従来我々の陣営に、革命成功の容
易さを夢想して参加し、今反動の波にあって、没
落して行こうとする小ブルジョアインテリゲンチ
ャに多い」と述べられていたお）。
既に人民戦線論を展開する中で「32年テーゼ」
の日本革命論から脱却し、コミンテルンの国家論
から解き放たれていた小岩井にとって出獄後に訪
れた春日の問題意識との懸隔は埋め難いものであ
ったろう。とくに労働戦線の統一運動を機軸とし
て発展してきた社大党を中心とする無産政治勢力
の結集に期待をかけた小岩井の政治的立場とのち
がいは決定的であった。しかも、社大党と労協の
合同問題も合法左翼組合の社大党支持問題も社大
党指導部の設けた障壁によって進展を阻まれてい
たうえに、今や『労働雑誌』『大衆政治経済』と
いう人民戦線運動の組織的思想的武器を奪われた
事態は、出獄後の春日との意見交換において小岩
井を「当惑」に追いやるのに充分な条件であった
であろう。
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中「自作の短歌集」とは随筆集『冬を凌ぐ』（ 1935年）
を指す。
32）『日本共産主義者団の研究』前掲書、 53 頁。
33）同上、 54～55 頁。
34）向上、 231 頁。
35）日本共産主義者団「趣旨規約」「撤」「当面の方針」
同上、 196、 204～205、 232、 248～249 頁。
小岩井浄と人民戦線
7 林内閣と 37年総選挙
議会制度改革案をめぐって対立を深めてきた軍
部と政党は、第70議会休会あけの 1937 （昭和 12)
年 1 月 21 日寺内陸相と政友会浜田国松の所謂「腹
切り問答」で真向から衝突した。軍部の「政治の
推進力」の突出やその「独裁強化の政治的イデオ
ロギ←」に対する攻撃（浜田質問演説）に、寺内
陸相は政党懲罰の意図での議会解散を求めたが、
政党出身閣僚の反対に加え海軍も同調せず、結局、
23 日の内閣総辞職にもちこんだ。広田内閣の後
継首班の選定には陸軍の露骨な介入が行われ、そ
の際軍部大臣現役制が強力な武器となった。政財
界に軍を統制できる長老として期待もあった宇垣
一成前朝鮮総督が元老西国寺公によって奏請され
た大命を受けたが、陸軍の幕僚ク守ループは宇垣の
組閣に反対、陸軍は陸軍大臣の推薦を拒絶し、与
論の宇垣への同情と軍部の横暴に対する反感の中
にも宇垣は大命辞任を申し出る外はなかった。こ
のような宇垣の組閣に対する陸軍の反躍は宇垣が
重臣、政党、財閥など既成勢力の代弁者と目され
たからであった I ）。
字垣に代って組閣の任に当ったのは、満州事変
のさい朝鮮軍司令官として独断で満州越境を開始
し「越境将軍」として名を馳せた林銑十郎であっ
た。林は陸軍の満州｜派中堅幕僚層におされていた
が、満州派の推進する板垣陸相・末次海相などの
閣僚構想、が陸海軍首脳部の反対にあって阻まれ、
陸海軍首脳部の意向に沿って中村陸相・米内海相
案を受け入れ満州派の支持を失うことになる。組
閣に当って政党人の党籍離脱を入閣の要件とする
との中堅幕僚層の要求をそのままひきついだ結果
政民両党の入閣の道もふさがれた。蔵相には結城
豊太郎興業銀行総裁を就け三井財閥の池田成彬日
銀総裁との組合せで陸軍の軍備拡充の要求を財界
の協力の下に推進する体制をとった。「軍財抱合」
（「政府と財界はどこまでも抱き合ってゆかねばな
らぬ」）を唱えた結城財政は、馬場財政の膨大な
軍事予算の不評もあって予算規模を削減し増税額
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も縮小したが、減らされたのは行政費だけで軍事
費には全く手がつけられなかった。これは、日銀
の産業金融への参入とともに軍需工業を中心とす
る生産力拡充政策をかかげることによって財界、
金融資本が軍部の戦争経済体制の確立に積極的に
加わったことを意味した2）。
林内閣による新政策のいま一つは、佐藤外相の
就任に伴う対ι＼：1 国政策の柔軟化「微笑外交」への
転換であった。日本軍による華北分離工作や軍事
的威嚇、翼東（鬼｛晶政権・葉察政権の低関税を通じ
ての日本資本・商品の氾濫、麻薬を合む密輸の横
行、関東軍による内蒙軍の綬遠省侵攻工作とその
失敗、等々日本の露骨な介入政策は、中国民衆各
層の抗日運動を呼びおこし国共合作へ向けての統
一戦線の気運を醸成しつつあった。こうした対中
国政策の行き詰りに対してだされた「対北支施策J
は「北支の分治を図り若くは支那の内政を棄す恐
れあるが如き政治工作」を止め、「文化的経済的
工作」の促進をはかるというもので、具体的方策
として国民政府による葉察政権への月額百万元送
付を条件としての「翼東特殊貿易」の廃止、北支
自由飛行の廃止を条件として福岡上海閥航空路の
実現などを合むものであった九そのねらいは、
国民政府をして「漸次容共及欧米依存的政策」を
放棄させ「進んで日満支提携共助に関する諸施設
の実現」に協力させようとするものであったが、
中国の抗日の挙国体制の進展によって阻まれた。
林内閣は、軍部中堅層にかつがれて登場し、軍
部の「ロボット内閣J ともみられたが、実際には
佐藤賢了中佐によれば「政党人を入れず、石原大
佐との縁も切れ、また陸軍とも関係を持たない、
全く浮草のような内閣として誕生した」、「強いて
パックを求めれば右翼といったがよいか」4）と評
されたように、政治的基盤の不安定な指導力を欠
いた内閣であった。政党との関係は円滑を欠き第
70議会での重要法案は難航したが、軍事費には
全く手をつけず予算案を通過させると、林内閣は
3 月末にいわゆる「食い逃げ解散J を強行した。
総選挙の結果は政府の意図に反して政府支持派は
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大敗し、社会大衆党をはじめ反政府政党が進出し
た。
1937年上半期は、馬場財政による軍需インフ
レ、輸出インフレのもたらした物価高騰と実質賃
銀低下にさらされた労働者の運動に転機を画した
時期であった。 1932年以降漸減しつつあった労
働争議は36年下半期より増勢を辿り、 37年には
争議件数2,126件（前年 1,973件）、参加人員
213,622 名（前年92,724名）と激増した。しかし、
『労働雑誌』や『大衆政治経済』など戦線統一運
動に組織的役割を果した情報手段を失い、各地で
積極的活動を重ねて来た共産主義者やその同調者
の大量逮捕によって労働者や農民大衆の人民戦線
運動は勢いを失わざるを得なかった。社大党と労
底無産協議会の合同問題も、全農黒田寿男・全水
松本治一郎の斡旋に対する社大党党首安部磯雄
の、全評は政治方針を異にする i皮協力は困難、労
協は合同の対象と認めずとの回答文によって結着
がついていた（ 12 月 24 日）。社大党支持問題で組
合内対立が先鋭化していた東交は結局「社大、労
協何れを支持するも自由J との妥協的決着をはか
らざるを得なかった（ I 月 15 日中央委員会）。労
段無産協議会は、これまで控えて来た全国各地で
の組織活動をひろげる方針を明らかにする一方
で、社大党の一部にファッショ派が巣喰っている
とし、社大党のファッショ・イデオロギーに対し
ては「断乎として容赦するもので、は無い」としつ
つ、社大党議員および党大衆・全農・全水および、
全評・東交・市従・白労 4 団体その他労農団体大
衆との「同一戦線（統一戦線）の第一線」、さら
にフゃルジョア政党政派の反ファッショ的勢力との
「第二戦線」構築の方針を示したS) ( I 月 19 日労協
議会闘争対策委員会）。
2 月 21 日労農無産協議会第 l 回全国大会は官
患による運動方針・大会宣言の全文削除、登！I者
への相次ぐ中止命令の中で強行された。「宣言」は、
労協を全国的政党に転化させ、全国的反ファッシ
ョ闘争、社大党下部組織との共同闘争、社大党内
ファッショ勢力への「仮借なき」批判により合同
気運の促進をはかるとの方針を示していた。党名
は日本無産党に決定したり月 1 1 日中央委員会）。
労協全国大会の 3 日後告示された東京全市35区
の市会議員選挙は、人民戦線勢力への全国的弾圧
と社大党の人民戦線拒否の下で新たに出発した労
協勢力の力量を占うものとなった。 3 月 17 日の
開票結果は、社大党が37名立候補（内非公認 4)
中22名当選、当選率 6 割を達成したのに対し、
労協は立候補者 16名（内非公認 1 ）中当選 4 名、
当選率 2 割 5 分と振わず、当選した加藤勘十、鈴
木茂三郎、北田一郎、安平鹿ーの 4 名を除き当選
確実視されていた有力候補を落選させた。前年
1 1 月の新市域区議選で社大党が72名立候補43名
当選、当選率59% を達成した勢いを維持したの
に対し、労協は、 39名立候補中 19名当選、当選
率49%の実績を大きく後退させた。
林内閣の成立をめぐる軍部や政党の動き、林内
閣の性格、あるいは無産政党運動の動向等につい
て、当局の弾圧によって手近な発表機関を奪われ
た小岩井には論評の機会を得ることができなかっ
た。わずかに発表できたのは『水産公論』の編輯
部の依頼のあった林内閣の農山漁村政策の本質に
ついての論評「林内閣の農漁村政策」（1937年 4
月号）のみであった。ここで小岩井は、林内閣の
農漁村政策を斎藤内閣以後の農漁村政策の沿革の
中に位置づける中で簡潔に林内閣の「本質J につ
いて要約的に述べるに止まった。
まず林内閣の農漁村政策は、前内閣の遺産をひ
きついだものであって独自の政策は見当たらない
というのがその特徴であるとされる。むしろ林内
閣の結城財政が不評な馬場財政の尼大予算の削減
をはかった影響をうけて、農林予算も前内閣より
l 割の削減をうけてそれだけマイナスだとの見方
もできるというへところで 1929、 30年の農業恐
慌以前の農漁村政策は、食糧政策という軍事的国
策につながる生産増殖を目的とする、半封建的零
細農制をそのままに農民の労力を非効率的に駆使
しようという増殖政策であった。農業恐慌による
破局的な打撃に対して、斎藤内閣の下でとられた
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政策は、あれこれの「救農政策J であり、それと
ともに農産物価格吊上策が恐慌後の諸政策の重要
な特徴であった。これは恐慌の前と後との政策の
転換を指示するものであった。岡田内閣では農村
政策の基調に変化はなかったが、この時期から農
村への統制政策（産繭処理、肥料統制、米穀自治
管理等）が計画され反産運動などによってその実
現を阻まれたが、それは二・三六事件後の広田内
閣によって抵抗もなく議会を通過させられた。こ
れは「結局には金融資本のために統制の網の目の
なかに農村を織り込もうとする政策」であって、
価格吊上政策とともに恐慌後の農漁村政策の特質
であるとされる。
r庶政一新J をうたいながらそれらしい革新政
策を生みださなかった広囲内閣では、農村政策で
も同様であった。島田農相によって f五大農林国
策」一一農地法案・農業土木・災害共済制度・負
債整理・緬羊増殖計画一ーがもち出され、これが
林内閣によってひきつがれたのであった。その中
心的なものである農地法案は、自作農創設維持法
案と小作法案とをつなぎ合わせた性格のものであ
るが、その自作農の維持創設は大正末期から行わ
れて来た、しかも『あまり芳しい成績」もあげえ
なかった政策である。法案は、年々国庫から創設
維持資金4,000万円を 25年聞に亙って支出し小作
地の約 7 分の I （約42万町歩）が自作地となる
と説明されたが、これは同じ時期の自作地が小作
地に転落する傾向を全く無視したものであった。
小作地は 1931 年から 33年にかけて 3 万6000町歩
拡大しており、 34、 35年は減少している一方で
小作農家は年々増加していたのであって、このこ
とは、小作農が益々零細化しつつあること、その
窮乏化を物語るものに外ならなかった。小岩井は
この法案を自作農主義と小作農主義の折衷である
として、その意図を、第ーに地主の土地売逃げに
対して「国家的保証」を与えるもの、第二に、そ
の「小作法」部分に見られる「地主的特権」の確
保であると刷出した。農地法案以外の農業土木、
負債整理事業などについては恐慌後の救農政策の
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むし返しにすぎない、とされた。
小岩井の林内閣の農漁村政策に対する結論的論
点の一つは、林内閣そのものが農漁村に対する関
心から益々遠ざかるであろうという点であった。
従来の非常時内閣は国防強化のためにも「国民生
活の安定」をかかげ、そのため広義国防が狭義国
防と並行しなければならぬとし、準戦時体制の編
成を意図した広田内閣も庶政一新によって「国民
生活の安定」を図るかの姿勢をとった。ところが
林内閣ではその政網の中に「国民生活の安定」の
項目を見出すことができない。小岩井によれば、
林内閣の本質は「金融資本と軍部との妥協による
内閣」であって、「極力軍備の充実につとめると
共に金融資本の利益を守ろうとするのがその使命
である」という内閣であった。組閣に当っても馬
場財政に斧誠を加えたが軍事予算は殆どそのまま
うけつがれた。林内閣では狭義国防だけが押し出
され、「国民生活の安定J は犠牲にされると見ら
れる、とすれば農村政策の見通しも「金融資本の
意図に添う統制政策は一層すすめられるとして
も、農漁民大衆の生活充実の方向への諸政策は期
待することが出来ない」というのであった7）。
林内閣の農漁村政策に対する評価のいま一つの
論点、は、山崎農相の農村に対する地主的見解につ
いてであった。農地法案の委員会席上で農相は、
わが国の零細農組織が「農業の本質」に適合して
いるとして、工業など「科学的産業」と異り、「天
地の恵み」によって成立つ農業は機械的産業のよ
うな大規模経嘗を評価しないと言明していた。「零
細農であり、小農経営であればこそ、日本の農家
に本当の家族制度というものの維持が出来るので
はないか」、小岩井は、この言明に対して「この
ダヴイド的小農主義は、一面では地主のイデオロ
ギーであると共に、その対局に半封建的零細農制
を維持し残存せしめる外ないとする金融資本の意
図でもある」と解説して、ここからも林内閣一一
山崎農政によって根本的な農村政策の前進を期待
しえないと結論つ。けた8）。ここでは林内閣の農漁
村政策は、日本ファシズム論の理論的枠組の中に
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位置づけられていた。帝国主義ブルジョアジーの
支配としてのファシズムは、日本型軍事的フアツ
シズムとして進行しつつあり、しかも日本のブル
ジョアジーは封建性の強化を通じてその支配を強
めているという見解が広囲内閣・林内閣の農漁村
政策の分析の中に再確認されていると見てよいで
あろう。
「政党に反省を求める為の解散」と称されて実
施された 4 月総選挙では、これまでの粛正選挙運
動に当局は新たに準戦時体制編成に国民を動員す
るための強化宣伝活動の意義をもち込んできた。
二・二六事件後設立された内閣情報委員会は、「今
回の投票の特別なる意義」として「現下の時局を
棺共に担当するに値する真に国家的見解を有する
優良なる候補者の選任は国民の義務」とする「選
挙に対する教化宣伝要綱」を決定して国家総動員
体制への宣伝活動をはかるとともに、後の国民精
神総動員運動の原案とも言われる「圏民教化運動
方策」を選挙期間中に決定した9）。内務省は、選
挙での言論取締方針を各府県警察部長会議で明ら
かにしたが、そこには「大衆蜂起や直接行動等の
非合法行動」を煽動する言論や「人民戦線運動」
を煽動する言論のほか、「軍が侵略的意図を以て
徒に戦争を挑発しつつありとなすが如き言辞J F軍
が議会制度を否認せんとする意図を有すると題う
るが知き言辞j 「軍の命令服従関係に疑惑を抱か
しめるが如き言論」『徴兵制度に疑惑を抱かしめ
るが如き言論」 10）など、軍部批判を封じる露骨な
介入意図が示されていた。これは選挙に先立つて
憲兵司令部が各憲兵隊障長に宛てた選挙関連の言
論恥締の通牒とそれに添えられた「時局に関する
言論取締標準」 11）による弾圧方針に照応するもの
であった。
このような軍部批判封じ込めの弾圧方針は一定
の効果をあげた。警察当局は運動状況について、
「言論戦に於ては当初軍民離聞の言辞多かるべき
を慮りて之が取締に留意せるも、其の実際に観る
に極めて少くして」と評価12）しており、無産党に
ついても「言論戦に於ては軍民離間の舌禍を怖れ、
蕗大軍事予算反対の声を潜め、論鋒を打倒ブルジ
ョア政党、打倒林反動内閣 ファッショ反対、議
会擁護、大衆課税反対等を強調し」と軍部批判を
回避した状況13）を認めていた。演説会における弁
士に対する中止や注意の取締が多かったのは、彪
大な軍事予算による国民生活の圧迫や、戦争批判、
独裁政治批判、五・一五事件、山本宣治などにふ
れた日本無産党の加藤勘十や鈴木茂三郎であっ
た。社大党では軍備予算や軍部官僚ファッショに
ふれた三輪寿壮、河野密の演説会で注意処分が頻
発した。社大党の麻布書記長はファッショ粉砕、
議会政治確立と「資本主義機構」維持をはかる既
成政党に代る社大党中心の政治を主張したが、ほ
とんど取締りをうけなかった14）。既成政党候補者
は、「非立憲」的解散や、議会政治擁護、官僚フ
ァッショ内閣批判、尼大予算による国民生活不安
等にふれながらも、他方で国防の完備（民政党原
玉重）、軍備拡張の必要（民政党中村梅吉）、軍部・
政党・官僚一致しての非常時の打開（政友会鳩山
一郎、民政党中島弥団次）を主張するなどIS）ファ
ッショ批判に一貫性を欠いた。
不意打ちの解散のため各政党の選挙資金調達も
容易ならず16）立候補も遅延し、確定立候補者数は
826名で前回より 52名減となった。また中立その
他少数派の簾出、右翼系候補者の進出、無投票区
4 区の発生も特色と見られた。投票状況も、棄権、
白票その他無効票が激増し、普選最初の最高記録
を示したと指摘されていた。無効投票総数7,757
票 17) （除く島醜）のうち悪戯書、候補者以外の記名、
政府支持以外に、政府誹誘（「ファッショ内閣に
議員不要」「林内閣打倒」など）、軍部誹詩（「国
防か国妨かJ 「軍部横暴」など）、既成政党誹詩（「官
僚の横暴も腐敗せる政党の罪」「既成政党取るに
足らず、無産党頼むに足らず、中立又然り」など）
棄権懲憩（「政党もいやなら官僚もいやだJ F正し
く棄権」など）、選挙法改正要望（「選挙の方法を
変えずして新人を求むるは木に依って魚を求むる
に等し」など）の記述内容にはファッショ化に対
する反按や不信が色濃く反映されていたと見られ
小岩井浮と人民戦総
る 18）。
4 月 30 日の選挙結果は昭和会など政府支持派
が惨敗した。既成政党の当選者は民政179名、政
友 175名でほぼ現状を維持したが、社大党は前回
から大きく躍進し 37議席を獲得した。全国 122選
挙区中無産政党立候補区は 63 区（前回35 区）で、
社大党は 66名の候補者で928,934票（前回候補者
数30、得票数518,844、当選者数 18）を得た。日
本無産党は 5 名が立候補し 75,820票を得たが当選
者は東京第 5 区の加藤勘十ただ一人であった。日
本無産党は立候補選挙区で社大党とのあいだで悉
く激戦を演じた。加藤勘十は選挙演説会の入場人
員でも一会場平均でも社大党の麻布久、三輪寿壮
を圧倒した 19）が、得票数は麻布久34,142 tこ次ぐ
32,914であった。
社大党の躍進の原因としては、当時の観察者は、
党自体の当選第一主義のほか「日常における党活
動、党の情勢・動向が時勢に適応したのみならず、
当面の政局に対する国民の不満乃至は社会不安等
の諸情勢が、右翼的諸勢力の不振を通じて率直に
反映された結果」と評価した20）。確かに露骨なフ
ァッショ化に対する選挙民の反援や社会的不満が
社大党支持に反映したことは、麻生のような「親
軍部」派ですら fファッショ粉砕』を叫んだ選挙
事情からすれば首肯できるであろう。しかし他方
で社大党は地方支部に反ファッショ戦線推進のた
めに結集した統一戦線勢力をかかえると同時に、
指導部内の親ファッショ・グループによる「時勢」
への「適応」も進行したのであって、この意味で
社大党の躍進を演出した選挙民の反ファッショ志
向は「明確なもの」ではなく、「組織に結実され
なかった票」、「浮動票」であったとする指摘21）も
誤りではない。
日本無産党は選挙政策に「ファッショ反対、議
会政治防衛」を正面から掲げた唯一の政党であっ
た。しかし労農無産協議会との共同行動を目ざし
た 4 団体（全評・東交・東京市従・東京自動車）
の統ーはすでに崩壊しており、東京と一部の地域
を除いては日本無産党の支持勢力は微弱であっ
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た。 4 月総選挙では東京第 5 区で加藤が第 2 位で
当選した外は、第 6 区で鈴木茂三郎20,181 票、新
潟第 2 区玉井潤次8,999票、福岡第 2 区三浦愛二
13,627票を数えたがいずれも落選した（玉井、三
浦は次点）。無産団体を結集して社大党を中心と
する反ファッショ運動を追求して来た大阪では、
大阪支部結成に対する抵抗を押えて「ようやく看
板だけだした」と言われた22）が、候補者を擁立す
ることができなかった。 6 月の大阪市会議員選挙
では、社大党が25名中20名を当選させたのに対
し、日本無産党候補者 4名はいずれも惨敗し、そ
の得票数はそれぞれ社大党当選者の数分のーを数
えるにすぎなかった。地方支部の組織化が低迷す
る中で八幡市会議員選挙（ 6 月）で 8 名立候補者
中 5 名の当選の結果を得たのが最良のものであっ
た23）。総じて反ファッショ勢力の組織的統一の喪
失と、 12月の共産主義者、労働雑誌社・日本政
治経済研究所・大阪労農無産団体協議会の活動家
の一斉検挙による反ファッショ運動への打撃がこ
の時期の選挙結果に暗い影を落としていたといえ
よう。
小岩井は『政界往来』（1937年 6 月号）に論評、
「社大党の躍進」を発表した。小岩井はここで社
大党が 4 月選挙で最高点当選が各地で接出したこ
と、特に大都市やその近傍で進出がめざましいこ
と、得票総数も全投票数の l 割を超え、前回を倍
増していること等に注目し、その躍進の意味を論
じた。粛正選挙が社大党の進出に利した24）とする
評価は前回 2 月選挙の場合と同様であり、また粛
正運動における当局の選挙介入・弾圧的側面にふ
れなかったのも前回と同様であった。
小岩井は、社大党躍進の意味を前回選挙と同様
に大衆の既成政党反対・ファッショ反対の気運を
表明するものとした。ところが今回は、前回社大
党の支持に何ほどかは「既成政党よりましだ」と
いう消極的な支持も含まれると簡単にふれられた
問題、すなわち社大党支持票が「積極的支持か」「消
極的支持」かの問題が詳細に論じられた。社大党
の支持の「基礎J には労働者農民の積極的支持の
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つみかさねがあると同時に、既成政党への国民大
衆の信頼の急速な喪失（異常な棄権率と民政・政
友の総得票数の激減）から社大党への投票の集中
には多分に消極的なものが含まれるが、この所謂
「消極的支持」に前回と「その度合」に於いて相
違があるという。そして、小岩井によれば、今回
は「積極性の度合」が増大しつつあるというので
あった。その論拠として、社大党が前回の進出以
来、「現実の政治勢力」として大衆の理解を深め
させたこと（社会立法など有効な議会闘争の展
開）、今回の選挙で民政・政友両党とも反政府の
立場をとり不当解散を弾劾し、反ファッショを強
調した中で、大衆はこれらの政党の反ファッショ
に全幅的信頼をおかず「はっきりと階級的立場を
とる」社大党の反ファッショに信頼を寄せたこと、
準戦時経済体制のもと物価騰貴に端ぐ勤労大衆に
対する国民生活の安定の訴えが、ブルジョアジー
の代弁者である既成政党に比べて「勤労大衆の政
党J を標梼する社大党は大衆の根には「かなり異
質なもの」と映ったことが指摘されたお）。
ところがここで小岩井は、今回の選挙での社大
党支持が国民大衆のある部分を「錯覚」に陥れて
集めたものではないかという問題を提起する。す
なわち、軍部を中心にファッショ勢力が現状打破
を呼びかけ自らを革新勢力として既成政党の現状
維持に対立させ、その『デマゴギーj 的な r革新
政策一一庶政一新」が、資本主義機構の矛盾によ
って梗塞された生活の打開を求める大衆のあいだ
に一種の「共鳴共感」を捲き起こしている事実が
ある。広囲内閣の庶政一新、林内閣の草新政策の
強調も、この勢力に迎合し政党勢力に対立してこ
のような大衆の意欲に添っているという rヂェス
チュア」をとらねばならぬ必要からでもある。こ
れに対して社大党は無産階級の政党としての現状
打破すなわち r革新」と所謂「革新勢力」や政府
のいう「革新」との対立一一「××（反動）と進
歩との正反対の道jの対立を明らかにしなかった。
むしろこの「革新勢力」によってゆり動かされた
風潮に「便乗しようとする点がなかったか」とい
うのであった。たとえば一例として、選挙末期こ
そ林内閣の解散の非立憲性を攻撃した社大党も、
解散当初には解散の責任をすべて既成政党に負わ
せむしろ政府の決断を「謡歌」した事実26）が指摘
される。革新的な動向への共鳴という点で現状維
持の既成政党に反対して政府を支持しようとする
「同じ心理が祉大党に集中』した事実もありうる
とする。｜主！民大衆が、林内閣や所謂ファッショ勢
力の「革新」と社大党の「革新」とを「同じもの」
と考えて支持したとすれば、これは「何程かの錯
覚に基くもの」と言わなければならないという。
大衆の「錯覚」による社大党支持の問題、換言
すれば社大党の「革新」とファッショ勢力の「革
新」の政治的区別の暖味さ、さらにつきつめれば
社大党の政治的本質にかかわる問題であるが、こ
の問題は前回36年 2 月選挙では問われなかった
問題であった。 2 月選挙では小岩井は反ファッシ
ョの統一戦線運動からの社大党支持に注目し、近
い将来での第三党としての社大党の地位の進出を
展望したが、今回の社大党の評価の核心は、今、
社大党は「最も重大な地位」に立ったというもの
であった。「誌で社大党がいかにすすむかによっ
てその将来性が約束されもし、大衆の幻滅に転化
しもするのだ。さしずめ社大党は階級的なる革新
勢力としての闘争によってその倍加した支持を啓
蒙し組織して真実の積極的な支持に鋳直さねばな
らない」27）、これが小岩井の結論であった。
社大党は対議会闘争として党支持労働組合・全
農等と共同して労働組合法・小作法・ i豆i立民衆銀
行法制定の請願運動を展開し院内外呼応しての活
動を行ったが、他方で、広田内閣総辞職後の後継
内閣問題から 4 月選挙に至る政治活動の中でその
「革新」性に疑念を抱かせるに十分な声明や発言
に事欠かなかった。宇垣大将の組閣工作が陸軍の
強f＆！な反対によって暗礁に乗り l二げた時、社大党
は、宇垣大将が「国家革新」に対する組閣の方針
を明示し、陸軍もまたその「抱懐する具体的方策」
を提示して争点を明らかにすることを求める声明
書を発した。これは「革新的政策」の実行を宇垣
小岩井浄と人民戦線
内閣の評価の基準にしようとするものであっ
た刻。林内閣の成立後発表されたその政掘に対す
る社大党声明書では、林内閣の組閣過程を「革新
的勢力と現状維持勢力との摩擦に依り、今日の政
変に現れたる国民の革新的要望を粉砕し去り軍部
官僚財聞のロボッ卜内閣とイじしたJ との文言を含
んでいた29）が、明年度予算案が政友・民政を含む
絶対多数で衆議院を通過するや、社大党代議士会
は「本予算案は国民生活安定と国防充実とを調和
並行せしめんとする広義国防の立場を完全に地棄
し」「軍需予算に片寄ったる（……）不均衡は（…・・・）
数年の後には重大なる経済的混乱を誘致して国防
そのものをも危殆に陥れるであろう」という『陸
軍パンフレット』以来の「広義国防」論支持の声
明を行っていた29）。選挙戦においても、選挙スロ
ーガンに「広義因坊か狭義国防か」の一項目を入
れ、「国民生活を安定し、国防を完成せしむるた
めには、資本主義の打倒による国内改革の断行以
外にない、庶政一新を断行し得るものは（……）
我が社会大衆党あるのみ」とアピールした30）。社
大党の躍進の結果が明らかとなった 5 月 l 日に
は、麻生書記長談の形式でこの結果を「多年の闘
争の成果」であるとともに「国内改革の断行J を
求める国民大衆の総意の現れとし、「この新情勢
を庶政一新断行のために捧げんことを誓う」との
声明31）を発表し、翌 2 日の安部委員長の戸明では、
次期政権にたいし特別議会を召集して「国家革新」
に対する具体的方策を決定することを要求した。
ここでは特に「軍需工業の国営、選挙法の改正、
極東に於ける日ソ、日支国際関係の整調」が求め
られていた32）。
小岩井が社大党の「革新」性に深刻な疑念を抱
いていたことは間違いないであろう。それが国民
大衆の「錯覚J の問題として椀曲な表現によって
提起されたのは、社大党支持者の中に反ファッシ
ョ戦線を信じて結集した人々が含まれるのを配慮
したためと見ることができる。いずれにせよ社大
党に対するこの疑念が現実化するのに時間はかか
らなかった。日中戦争の開戦を見るや近衛首相召
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集の各党代表者会合の席で「挙国一致」への参加
が安部委員長によって表明され（ 7 月 11 日）、翌
7 月 12 日中央執行委員会は安部委員長の報告を
諒承し、「所定の方針たる r広義国防』の見地に
立ち、真の挙国一致を要求するJ などの態度を決
定、各支部に通知した33）。開戦下に聞かれた特別
議会（ 7 月 23 日～ 8 月 7 日）では社大党は軍需
工業国営の具体案の立案を政府に求める決議案を
提出し、その理由として、軍需産業国営は「真の
国家総動員体制を確立するための緊急不可欠なる
国策なり」とした34）。他方で地方支部内の階級的、
反ファッショ的勢力の排除を目指して党員の言論
統制、「人民戦線的傾向のもの、反党的分子J に
対する断乎たる処置等を求める「党組織統制強化
に関する通達J （社大党本部組織部、 9 月 15 日）
を発した3針。この流れは、 11 月の社大党第 6 回
年次大会が旧綱領の「労働者農民一般勤労大衆の
生活擁護j 「資本主義を打破し無産階級の解放を
期す」を新綱領「国体の本義に基き日本国民の進
歩発達を図り」『勤労大衆を代表して資本主義を
改革し以て産業の計画化と国民生活の安定を期
す」の文言に一方的に変更した36）ことにより完成
した。大会に綱領改正を提案した片山哲は、「国
体の本義に基くと云うことは言葉の中に文字の上
に吾々は之を現わして居ない場合も有った」が、
その精神はこれまで「常に堅持して」来た精神で
あると強弁した37）。きわめっきは、「日支事変」
を日本国民の更なる「躍進J と「名実共に極東民
族の盟首」としての地位確立の機会ととらえ、「大
政に参画し、国策を指導する」役割が『現実の任
務となった」とする「大会宣言」38）の採択であった。
4 月選挙で反ファッショの立場で闘った唯一の
政党は日本無産党であった。日本無産党は 4 月選
挙に対し、斎藤内閣以来林内閣に至る所謂挙国一
致内閣の政権移動を「軍部ファッショの外部より
の圧力」によって左右されたものと見て、今回の
解散が「非立憲的」なのはその具体的現われであ
るとし、これを『立憲政治の基礎を破壊し、勤労
無産大衆の政治的自由を剥奪せんとするものi9)
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と把えた。選挙政策でも社大党の「軍事費の合理
化」や「重要産業の国営」ではなく、明確に r超
大軍事費の削減」「大軍需工業に於ける特別税の
設定」など社大党との差異を示す項目を掲げてい
た。日本無産党の 4 月選挙闘争における意義と評
価は日本における反ファッショ運動をこの時点、で
占う上で重要なポイントの一つであったといえよ
う。しかし小岩井はこれについて言及するところ
がなかった。その論評の要点は、既成政党への不
信による大衆の社大党支持の「躍進」の中で社大
党への「積極的支持」の度合が増したとの指摘と、
社大党の「革新性」に対する疑念の表明という点
に要約できる。このことは、この時点で小岩井が
たんに社大党への疑念だけでなく、人民戦線運動
そのものの展望を見失っていたと推測する以外に
ないと思われる。
日本無産党は政党化に伴い全国各地の組織拡大
の活動方針によって北は北海道（小樽支部）から
南は九州（八幡支部・福岡県嘉穂支部）に至る全
国的地方組織を形成した40）。 4 月総選挙以後地方
議会への積極的進出を図ったが、前述の八幡市の
外、栃木県町村会（全農系と併せて 30名立候補、
当選 12名）、新潟県村会（当選23名）以外は振わ
ず、神戸市・京都市・大阪市の都市議会ではいず
れも落選した41)。日中戦争勃発後、党および支持
団体の正式の執行機関以外の集会は警視庁の諭告
によって中止のやむなきに至り、支部大会は正式
の執行機関であるがこれも中止した。日中戦争に
対する党の立場は、当初明らかにしていなかった
が、第71 回特別議会開会（ 7 月 25 日）にさいし
各支部宛に発送された「特別議会に対する闘争の
方針と態度」（本部議会対策委員会）にその r批
判的消極的態度」42）が表明された。そこでは当議
会に於いて追求されねばならない重要問題とし
て、 1 .「北支事変」と国際的平和の積極的具体化、
2. 超大予算と統制又は計画経済の進展、 3. 国民
生活安定並に出征軍人と家族の問題、 4 ，ファッ
ショ化と国民の政治的自由が掲げられた。しかし、
その問題提起の仕方は、国民生活や出征家族の問
題が具体的積極的であるのに比して、「平和工作』
については巽東政権・翼察政権の背後に日本の
「帝国主義的領土的野心J ありとの「支那民衆」
の「誤認」を解くために「公明正大なる態度」を
要求するとか、綬遠事件の背後に日本があるかの
支那側宣伝の誤謬を指摘して真相を明らかにすべ
きとか、ファッショ化問題での、「支那事変j に
藷口して「ややもすれば必要以上に国民の政治的
自由を束縛せんとする傾き」ありとか、など迂回
的非本質的な問題提起にとどまった43）。出征兵士
家族の救援については 8 月 5 日の常任委員会が
「時局に関する指令」（第 l 号）を発し、つづいて
同 26 日第 2 号として出征兵士の家族の実況調査
を指令した判。
労協の全国的政党化一一日本無産党への転生と
その政治方針を支持してきた全評は、 9 月 24 日
常任中央執行委員会ではじめて綱領を採択し、『労
資紛争の極少化」をもり込んだ。綱領採択に関す
る覚書は、「永く蝕んだ極左的領向を精算しJ 「友
誼団体との提携を一層輩圏にし以て来るべき一大
共同運動に備えんがためJ とその綱領草案の意義
を解説した45）。官憲は、綱領（草案）を「偽装転
向」とみなした。 12月 15 日、日本無産党、全評、
労農派グループ、教授グループ446名が一斉に検
挙された。検挙前中支の皇軍慰問を行っていた加
藤勘十をはじめ、鈴木茂三郎、山川均、猪俣津南
雄、大森義太郎、向坂逸郎、さらに黒田寿男ら社
大党反幹部派が含まれた。翌年 2 月 1 日には第二
次検挙が行われ、江田三郎、椿繁夫ら社大党、全
総、全農の地方支部の左派幹部および、大内兵衛、
美濃部亮吉、宇野弘蔵ら教授グループ38名が検
挙された46）。その口実は、労協が「コミンテルン
の新方針実践に忠実なる態度」を示したこと、「支
那事変」勃発後日本無産党がコミンテルンのアメ
リカ共産党発行印刷物の指示する運動と同様のス
ローガン項巨を掲げて運動したこと、日本無産党
は労農派の主義主張に基づき国体変革の意図が明
らかになったこと、反ファッショ人民戦線の樹立
はコミンテルンの新方針同様共産主義革命へ大衆
小岩井浄と人民戦線
を動員する手段方法であることが明らかとなった
こと等であった。さらに、「支那事変」発生以来
コミンテルンの指示する方針と同様の方法を以っ
て反戦思想の流布に努め、事変終局前後の政治・
経済・社会の各問題惹起の機会を捉え「積極的に
人民戦線運動を展開すべく虎視耽々として待機し
ている状態である」と理屈づけた47）。要するに人
民戦繰運動をコミンテルンの新方針に基づく共産
主義革命の戦術とみなして「固体を変革し私有財
産制度を否認する治安維持法違反被疑事件」に仕
立てるための非論理的作文であった。この論拠を
以って日本無産党と全評は 12月 22 日結社禁止と
された。
上の論拠の中でアメリカ共産党の印刷物による
指示と同様のスローガン項目での運動としてあげ
られたのは、平和外交の樹立、出征兵士の遺家族
救援、出征兵土の解雇反対および賃銀全額支給の
運動、出征農民家族の小作料減免、出征兵士のあ
る家族の借金支払延期および税金免除、戦争の為
の物価騰貴等の問題であった。治安当局によると、
日本無産党は第71議会に際して秘密会合を聞い
て方針を協議、「事変に対しては表面的なる反対
運動をなさず」として、上と同様の決定をし、 8
月 5 日付「時局に関する指令（第 l 号）出征兵士
家族救援について」を発し頒布禁止処分に付せら
れたとする48）。国際通信社の印刷物としてこの時
期にアメリカ在住の共産主義者によって日本圏内
に頒布されたものの中で、上の出征兵士、家族救
援問題にふれていたのは『国際通信』リーフ「平
和の戦士たれ」 (1937年 8 月 1 日付）、『国民の友』
第 6 号「大衆的反戦闘争の為に』（1937年 9 月 30
日付）、『国民の友』第 7 号「現下の人民戦線につ
いて」（1937年 11 月 20 日付）等である。ここでは、
「例えば『出征家族の生活保証』というスローガ
ンは政府も政党も掲げている。このスローガン自
体は決して反戦的ではない。然し、これと他の反
戦スローガンと結びつけることによって、（... ) 
大衆の不満を激発させ、これを戦争反対の方向に
発展させることによって、右スローガンは反戦ス
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ローガンとなる J49）と合法的場面における大衆的
活動として非合法活動と補充しあい反戦闘争に発
展させうるべきものだとされていた。論評「現下
の人民戦線について」では、社大党、日本無産党、
総同盟、東交、全評その他の労働組合、農民組合
の応召兵家族救援運動について「これは即ち実質
的には人民戦線のー萌芽である J と述べていた。
なおこの論文は、「最後にファッショ軍部打倒の
国民運動はプルジョア民主主義革命に通ずるとい
うことである。換言すれば、日本の人民戦線運動
は民主主義革命運動の性質を持つということであ
る」との一文を加え、人民戦線運動を日本革命論
の中に位置づけていた50）。
しかし、出征兵士家族救援運動は、戦争の拡大
に伴って全国の労働・農民団体等によって取り上
げられた問題であった。すでに特別議会開会に先
立って全総全大阪市従業員組合は 7 月 17 日年次
大会で北支出征者への日給全額支給要求の緊急動
議を満場一致可決しており、日本無産党支持組合
の北日本農民組合も、出征兵士家族救援運動を展
開する中で 7 月 20 日執行委員会で翌月開催の年
度大会のスローガンとして出征兵士家族生活の国
庫補助要求を掲げることを決めた。 7 月 29 日に
は社大党倉敷支部は出征兵士家族に月額15 円以
上を生活補償金として交付することを市に要求す
ること、電灯料金二灯まで無料とするよう電灯会
社に警告することを決定した。同じ日に港湾従業
員組合大阪支部が出征兵士の給料全額要求、退職
手当金支給、出征中の勤続年数の加算、家族の家
賃免除又は減額等の要求運動を決定したSI ）。「挙
国一致J の建前から社大党や社大系組合でも全国
で家族救援運動が行われたが、全評・全農等では
強制的献金、強制基金、労働時間の延長、物価騰
貴等深刻な生活の急迫や、小作農家の働き手の召
集、借金問題・税金問題・飯米問題での困窮など
が家族救援運動を切実なものとしていた（全評関
西地方評義会「評議員会提出議案並に報告』、全
農総本部「達示」 8 月 4 日）到。日本無産党が出
した「時局に関する指令第一号」は、すでにその
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時点で動き出していた具体的な運動を吸収・反映
したものであった。当局の「検挙の概要」の、コ
ミンテルンがアメリカ共産党の印刷物を通じて
「指示し来るや」「同様なスローガン項目を掲げて
運動をなすに至った」とする論拠の虚構性を示す
典型と言える問題であった。もともと前年末検挙
された共産主義者とちがって、コミンテルンと組
織的にも理論的にも結びつかない日本無産党、全
評、労農派グループを治安維持法違反に仕立て上
げるには、前者を上まわる露骨な虚構による以外
になかったと言えよう。「検挙の概要」はその結
びに、コミンテルンが新運動方針を採用してから、
「総べての共産主義者は極力社会民主主義団体乃
至は自由主義団体に潜入し、若くはその運動を利
用すべく努めて居るので、（... ）今や民主主義、
自由主義等の思想は共産主義思想発生の温床とな
る危険性が多分にあるので、此の際国民精神の徹
底を図り之等思想、を克服するの要緊切なるを痛感
するのであるJ との一節をおいた。これはこの検
挙が、反戦・反軍運動の可能性ある組織の壊滅を
はかるだけでなく、「国民精神総動員」体制＝フ
ァシズム体制の完成へむけての重要なステップで
あることを示すものであった。
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44）向上、 647～648頁。
45）「日本労働組合全国評議会綱領（草案） J 「綱領草案
に閲する覚書」日本労働組合全国評議会常任中央執
行委員会、『日本労働運動史料』第 9 巻、 586～587頁。
46）犬丸義一『日本人民戦線運動史』 211 頁。
47）『検挙の概要」（当局発表） r社会運動通信』 1937年
12月 22 目。
48）『社会運動の状況』昭和十三年、 69真。
49) r大衆的反戦闘争の為に」内務省警保局『海外より
の左翼宣伝印制物集』第 3 樹、 203頁。
50）「現下の人民戦線について」向上、 223、 224頁。
51 ）以上、『社会運動通信』 1937年 7 月 19 目、 7 月 26 日、
7 月 30 日。
52）向上、 8 月 7 日。
8 転向と東E同文書院大学における再生
小岩井は「社大党の躍進」の執筆を終えた後 6
月 2 日に検挙された。 8 月 30 日に起訴、『日本共
産党の大衆的地盤を設定する資となす意図」を秘
めて r労働雑誌』発行にかかわり、「人民戦線活
動の線に沿い」「同党の大衆的地盤を建設する目
的」をもって『大衆政治経済』発行に参画し、「以
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て日本共産党の目的遂行の為にする行為を為した
るものJ として治安維持法違反の嫌疑ありとの予
審判決I) をうけ (1938 （昭和 13）年 4 月 30 日）、
38年 6 月第 1 審有罪判決、この間 5 月に「転向
上申書」を提出しており、同年 6 月 27 日の第 2
審判決は「情状割酌」のうえ、一審より軽〈懲役
2年、執行猶予 3 年の決定を下した。
第 2 審判決は、その「理由」の中で 1932年 7
月懲役 2 年執行猶予 3 年の判決をうけた当時、「共
産主義実践運動には絶対に参加せざるべきを決意
し且つ之を実現せんと努めつつありたるも共産主
義思想其のものは未だ根本的に精算克服するを得
ず依然其の理論の正当性乃至其の運動の必然性を
是認し居りたる為何時しか心の桂措に緩みを生じ
敢て自ら進みて共産主義実践運動に参加せんとす
る積極的意図は之なきまでも其の主義主張に関心
を抱き其の運動に妨害を与えぎらんことを欲求す
るの立場を執るに至り」とモップル（赤色救援会）
事件以後の小岩井の思想的立場2）を記述してい
た。そして「情状割酌」について、「本来被告人
は既往に於ける思想的経歴の是非は別として優秀
なる素質を具有し其の人物才能世人の敬慕信頼を
享くるに足るものあり」と人物評価した上で、獄
中の心情について「（今次）刑務所に収容せらる
るや其の老母の漁らざる恩愛に感激を新にすると
共に曽て浴したる恵沢寛典に対する自責の念に堪
えず日夜深刻なる苦闘反省を重ぬると同時に」と
記述、つづけて「嚢に転向を奮い執行猶予の恩典
に浴し乍ら再び本件の罪過を犯すに至りたる所以
のものも畢寛共産主義思想其のものを根本的に精
算するを得ず（……）従来の思想的態度の不徹底
に帰着することに思を致し一面に於て共産主義の
拠て立つマルクス主義理論の批判克服の為熱烈な
る思索検討を続け他面に於て自己の国民的自覚深
化の為我国体日本精神等の研究に真塾なる努力を
傾注し其の結果（……）過去一切の迷夢を根本的
にー榔して翻然悔悟転向し真に忠順孝悌の一臣民
として更生すべきことを誓うに至り」と思想的転
向の経緯を記した。さらにまた、保釈出所後小岩
井が 6 月以降「思想犯釈放者の保護善導を其の目
的とせる財団法人誠明会の事業に携わり只管過去
の罪過を償わんことに最善の努力を払いつつある
こと」を5平1［目した］）。
『誠明公論』の 6 月創刊号には早くも小岩井の
「新しき出発（転向感想） J が掲載されていた。第
2 審判決における小岩井の転向に至る思想的経緯
の説明は、小岩井自身の筆になるこの文章の論旨
を要約したものである。冒頭に先ず 1931 年の事
件のさい転向を考えた契機が、老母のことであり、
また家族肉親、世間等々より「負う思義、それに
たいする責任」というものであったと書いた。そ
して今回の入獄生活が小岩井にとって「言語を絶
する大打撃」一一前回の事件があるだけに一層痛
切なもの一ーであって、「人間として堪え得る限
りの苦悩」といっていいほどのものを経験し、「悩
み、苦しみ、或いは白日朝し、自責し、そして又自
分の愚かさを悔いもした」と述べる。この苦悩と
反省の中に「完全純粋な転向」を想い、「ひとす
じに人間のまごころというもの」を考え、「まご
ころの上に立つ完全純粋な転向こそ唯一絶対の道
として念願された」という。この飛躍の過程は二
つの側面からなされたとされる。一つは、事変下
の空気の中にマルクス主義の階級闘争論（社会革
命論）の誤謬性、日本民族の発展にとっての有害
性の自覚であって、それは「理論を超えた一種の
直覚」であったという。今一つは、より本質的な
こととして自らの「日本人的自党の深化」「まご
ころからにじみ出る内心の要求」としての「忠良
なる日本臣民となること」の念願であったとい
う 4）。
獄中の小岩井のなかに何が起ったのであろう
か。確かにマルクス主義批判も「内在的なもの」
ではなかった。それは「理論を超えた直覚J ある
いは超越的な「まこと J 「まごころ」という主観的・
観念的なものに帰せられていた。直接的なきっか
けは家族に対する心情であった。小岩井は、投獄
された最初の瞬間に閃いたものは「老母に対する
残酷ともいう外なき不孝の罪」についてであった、
小岩井浮と人民戦線
「私は何よりも先ずこの事情のために完全転向に
向って一途にすすんだのである」と書いていた。
前事件での釈放後、小岩井は獄中での「死」とい
う問題、「生殺与奪の権を完全に他人に握られて
いる」という自覚、監獄生活の「一種のおさえつ
けられた様な（……）一般感情のゆがんだうずま
き」から来る「死」を確実なものの様に予想した
場合、「親や妻子に対する絶ちがたい愛着を感じ
たり、自分の生きようとする本能のつよさを梓々
と感じさせられる」ことがあり、そこには「理性
の力では時にコントロールのできない」不安・憂
欝がっくりだされ、それが時に「猛然と来襲する」
と告白した。しかしここでは小岩井はこの動揺す
る「弱い自分』に対し、これに屈しない「時には
励まし時には叱する」「自分」があったと書いた 5)
(32年 5 月）。
細迫兼光の女婿細迫朝夫は、小岩井の評伝の中
で「r転向』、限界は容赦なく自らを露わにするj文
筆の仕事』の限界、等々、そのよき資質すら反転
する限界。しかし、転向の内容も情勢の変革下で
は道を左右する。私はいまなお内容のせんさくに
拘わっている」と評しているぺ前回の投獄から
6 年の歳月を経た情勢の変革は小さなものではな
かった。逮捕の時点で小岩井はすでに自らの人民
戦線の展望を失っていた。さらに、 4 月総選挙の
論評では軍部批判を封じる露骨な弾圧政策に対す
る言及を欠いたが、前年末の共産主義者や『労働
雑誌Jl r大衆政治経済』関係者の一斉逮捕から当
然に自らへの追及が予想される立場にあった小井
井がこの間題を過小評価したと考えることはでき
ない。むしろ権力の弾圧・介入に対処する思想的
対応の準備を欠いたか、或いは問題を回避したと
見てよいであろう。そして、戦争。権力の追及は
共産党との組織的関係にとどまらずむしろ思想そ
のものの追及に拡散され、さらに「国民精神総動
員」体制の確立に進んでいく。保釈によって家族
の下』こ帰った小岩井は、学校の先生から妻貞子が
子供たちを励まして「あらゆる国民精神運動」に
参加した「涙ぐましい努力」と、不在中の一家が
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「どれだけ精神的に悩んで居られたか」を知らせ
てくれる手紙を受け、「留守中の妻の努力が心あ
る人々によって認めていただけたことに自分のこ
とよりも」大きなよろこびを感じたのであった
（「新しき出発」）。
転向した小岩井は 1939年国民思想研究所に所
属、日本主義思想に沿った論稿を重ねる。翌年上
海経済研究所へ移るが、これは、細迫朝夫の解釈
するように「なにほどかの自由を求めての外地志
向」であったのであろうか7）。そして 1941 年、東
亜同文書院大学の学部開設の機会を得て「東亜民
族論」担当講師として赴任する（44年教授）。縮
迫によれば、当局は学長本間喜一に治安維持法違
反者小岩井の追放を求めたのに対し、本閣は「ど
うしてもというなら文書で示せ」と抵抗したとい
う 8）。当時間文書院大学学生であった杉本出雲（の
ち愛知大学教授）は、小岩井が学生に対して「じ
ゅんじゅんと『学問すること』を説かれ』、実践
問題については「極度に慎重であり、ひかえめで
あり、なかなかはっきりしたことをいわれず」、
一部急進実践派学生からは「慎重居士J とか「グ
ズの小岩井』などとの声が出た程であったと回想
し、これについて杉本は、生涯の中で一番暗い苦
しい時期に「先生はただひとつの生き甲斐を学問
の研究と子弟の教育におかれていたのではなかろ
うか。時代は先生の言論、とくに実践につらなる
言論に対して厳重な監視の眼を見張っていたので
ある J と追憶している叱
小岩井が東亜同文書院大学の研究誌『東亜研究』
に発表した「孫文に於ける民族思想（上・下）」
(1942年 12 月、 43年 3 月）は、杉本の小岩井評が
的はずれのものでないことを示していると思われ
る。小岩井が転向期に「日本学』を提唱し、西欧
学問の「主知主義、抽象主義、分析主義の悪弊」
に対抗するものとして「学問に対する日本的態度
と、思考に於ける日本的方法J すなわち「その実
践的、全体的態度」と「直観、綜合等の方法」を
唱え、そのようなものとして「日本学」＝「日本
的なるものを、日本的な仕方に於いて反省、自覚、
110 
把握、解明、表現したもの」を西欧学問の論理や
方法論をこえた普遍性をもっと主張10）したその学
問観は、ここではその痕跡も見出すことができな
い。同じことは民族論・民族主義論についても言
える。転向直後に所属した誠明会の機関紙には小
岩井は、「血と土との上に、文化という組帯をも
ったところのーーより根源的にはその紐帯を生み
出し創り出して来たところの一一歴史的協同体が
民族である」川というナチスばりの民族観を表明
していた。『国民思想』では、「実に我が民族こそ
世界文明の転換者、新しい世界文化の創造者とし
て神の委託に副う民族であらねばならない」と主
張12）する一方で、南京政権を中心とする「新支那
育成」を唱え、そこでの「民族主義の正しい展開」
として「誤まれる抗日的民族主義を正しき民族主
義に指導すること」、『東亜新秩序創建への積極的
意図をもっ（……）日本との固き協同」のもとに
立つ r新支那」の創造を主張13）した。上海に渡っ
てからの『中央公論』掲載論評「南京政府と民族
主義の再建」では、「支那民族主義J は「思想的
には十九世紀思想に淵源をもつものJ、「自由主義
と究極の原理を共通にする原子論的民族思想」の
系譜に立つものとし、したがって自民族の独立と
自由を獲得しようとする思想に止まっていて「周
辺と深く結合した広範囲民族の共存の思想」に成
長しないとして抗日的民族統一戦線運動を批判し
た 14）。ただ、東亜新秩序創建への協同者たるべき
「支那民族主義」の育成という論評の本旨からみ
てその理念的立場を裏切る現実を小岩井は「現地」
で目撃せざるをえなかった。この論評の最後の一
節は東亜新秩序創建への行動の過程で自らこれを
掘り崩す日本人の短所や欠陥についての叙述にあ
てられている。たとえば西洋人と比べて社会事
業・文化事業、自然科学や人文科学における調
査・研究等「支那j に対する日本人の「打ち込み
方の浅薄さ」一一これは西洋と日本との文化や学
問の伝統の相達、その歴史の深浅、宗教家の社会
的関心の有無、それらを可能とする経済力の相違
にまで遡る一一、あるいは日本人の生き方や態度
に関連して「物事を徹底的に貫き通さない」とい
う民族性の反面、「自分のものさし」を勝手に押
しつけ「支那人を見るとすぐに親日か排日と色分
けJ したがる独善性など、そして「根本的なもの」
として「支那人」に対する「一種の優越感」。こ
れらを小岩井は、「いわば植民地における侵略者
的態度」、あるいは「誌に書くことを控えた方が
いい」とまで表現して日本人の「大陸経営の資格」
を問う問題との見方に言及する。そして、この問
題を機構や政策の問題ではなく日本人の「民族性
の短所」「欠陥」の問題として、「事変遂行という
偉大な民族的実践」の過程で日本人の民族性が「鍛
え直されJ 「鍛え上げられて行く」ことを予想し
たのであった 15）。
ここで問題にされた日本人の所業について日本
軍の将兵は明示されていないが、厳しい監視と情
報統制の下で書かれた点からして、占領の主体で
ある日本軍がこれに含まれていることは疑いえな
いであろう。そしてここでの日本人の「民族的短
所」の分析は、西欧人との対比において冷厳かっ
客観的なものであった。論評の本旨はどこまでも
「東亜新秩序論J の立場に立ったものであったが、
上海で直面した現実にこのように客観的に対応し
たことは、 f 日本学」にみられる超越的観念的な
立場を小岩井が脱却する上での第一歩を踏みだし
たことを意味すると思われる。
『東亜研究』に発表された「孫文に於ける民族
思想」は、孫文の民族一一民族主義思想の発展乃
至変遷過程を三期（ I .思想形成の発展より辛亥
革命に至るまで、 2. 辛亥革命直後の時代、 3. 中
国国民党時代）に亘って分析、それぞれの時期に
於けるその本質や性格を考察したものである。こ
こでは、第一期において、孫文の民族思想、は中華
思想的なもの、種族革命的なものを内在させつつ
それにとどまらずすでに近代的民族主義の性格を
帯びたものであったこと、第二期では、民権主義・
民生主義が中心として追求されその実現によって
「民族的国家」も完成すると考えたこと、この時
点、ではその民族主義は民権主義や民生主義となお
小岩井浮と人民戦線
有機的には統一されていなかったとされる。辛亥
革命から約 IO年の期間を経て再び「三民主義」
したがって民族主義が強調されるが、ここには帝
国主義反対、不平等条約改訂等の思想が導入され
「積極的民族主義」が唱えられる。そしてこの思
想的変化の背景として米大統領ウィルソンの民族
自決主義の影響、また欧州大戦時の民族産業の発
展に伴う資本家層・労働者階級の拾頭、知識階級
の勢力形成、五回運動等大衆的民族運動の彫響が
指摘される。この論文の後半では、民国 13 (1924) 
年に公刊された『三民主義』によって孫文の民族
および民族主義の思想について文献的分析によっ
て列強帝国主義のもと半植民地以下の「次植民地」
と化した中国の「民族主義恢復策」についての論
考が紹介される。そしてまとめとして孫文の民族
主義の「思、想的本質」を、「支那の伝統的思想特
に儒教的なる倫理、道徳、哲学、文化、政治哲学
等の諸思想」を継承しながら、一面欧米流の「個
人思想、自由主義思想、民主主義思想、唯物思想
等」が採り入れられ重要な原則となっているとし
つつも、何よりもまず孫文は「支那民族」を自立
させ民族国家を創建し発展させようとした革命家
であり実際政治家であった、その実践的立場ーから
方針をたて政策を考えこれを理論的に体系づけ
た、これが孫文の思想、であり学説である、と結論
づけた 16）。
『東亜研究』所載論文は小岩井の学術研究論文
としては最初のものである。当然のことながらそ
の論述は丹念な資料考証、歴史的背景、研究者に
よる評伝、研究の批判的評価等を駆使した実証的
学問的方法によったものであった。ただ、当時の
時代的制約からなお逃れることができなかった。
それは、小岩井が孫文思想を「過去から未来への
過渡的な応急的な橋梁の意味で大きな歴史的意
義J をもっところの「一個の未完成物」として、
それを基礎・媒介として「新しき指導原理」を創
ることが次代の「支那に課せられた任務J である
という、「東亜新秩序論」に結びつけた点にあった。
小岩井は、第一次国共合作が成立した年すなわち
lI 
愛知大学史研究（第3 号、 2009年）
民国 13 年＝ 1924年 1 1 月に孫文が神戸で行った講
演で、東洋固有の「王道の文化」を基礎として欧
州の覇道の侵略に対抗するアジア諸民族の連合の
必要を説き、この中で日本が「西洋覇道の犬とな
るか、或は東洋王道の子城となるか」の選択の問
題を提起したことを、大アジア主義のための日中
の連携を提起したもの 17）として高く評価した。し
かし、小岩井のこの孫文講演の評価は小岩井論文
の学問的追究からの或る意味で政治的逸脱であろ
う。小岩井は、孫文が講演の中で「ロシアの新文
イ七」は「東洋本来の文化J に合致するとした発言
を取り上げ、これは孫文の容共連露政策と関連す
るもので、孫文がロシア革命の思想的本質を見誤
っていることを示すものだとした。また、孫文の
被圧迫民族の連合の思想、を展開した『三民主義』
の一節が、「公理を主張する白人と、公理を主張
する黄人」が連合し、「強権を主張する白人と強
権を主張する黄人」も連合し、将来二．つの連合の
「大戦」が免れえないと予測していることを紹介
し、ここで小岩井は、孫文の思想、の中に日本を強
権を主張する国家と見たと推測される節があると
しながら、さきの神戸講演がアジア諸民族の連合
を考え、大アジア主義の原動力として中日の連携
を考えたことを、孫文の思想、の「画期的な発展」
と評価したのであった。そしてこのような文脈に
よって正精衛（任兆銘）が孫文の大亜細亜主義の
主張に高い評価を与えたと指摘しつつ、南京政府
の「大東亜戦争J への参加が孫文の大亜細亜主義
の実践とまで意義づけられた 18）。しかし、このよ
うな見解は孫文思想の内的な論理の「発展」とし
て考えることはできない。何よりも孫文の思想の
本質として列強帝国主義の包囲から自立した民族
国家の創建を意図した革命家の思想とした結論と
は結びつかないものであった。
大学昇格に伴い学部発足と共に東illI同文書院に
移った小岩井の大学に対する姿勢は、どこまでも
学問・研究を中心とするアカデミックなものであ
った。前出の杉本出雲は、太平洋戦争のさなかの
1943年 1 1 月大学首脳部の対立がからむ紛争が学
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生ストの間際にまで紛糾した時、当時助手であっ
た杉本らが小岩井に相談し、小岩井の指示のもと
に学生の意図する方向へ解決したと書いた。これ
は東亜同文書践を大学として学問研究を重視する
学府として刷新するか、これまでの実学重視の伝
統を維持するかの大学運営をめぐる対立が、つい
に「近衛側近」であり外交官出身の矢田学長と東
京商大をやめ大学予科長に任命されていた本間喜
ーの両氏の辞表提出という事態にまで発展した
時、学生代表が本閥復帰の嘆願書を提出した事件
についての回想である。杉本らの相談に対して小
岩井は「諸君の考えは誠にもっともである。断固
としておやりなさい」と述べ誰よりも毅然とした
態度を示したという 19）。杉本らは小岩井の支持を
えて東京の本聞をたずね、本間は辞表を撤回して
翌年 2 月学長として復帰した。本聞は予科長のこ
ろから「純粋な学問の府を作り、学生が理論武装
できる講義内容や、教授の増員を考えていたJ と
「アカデミ一一派」の旗手のように考えられてい
たとされる。これについて東田同文書院研究論文
の中で大島隆雄氏は、「愛知大学が誕生していく
契機が、すでに書院大学時代の本間予科長の時期
に形成されていた」とし、それを「象徴的に示す
もの」が、本間辞任問題の時の「本間・小岩井・
杉本の関係であった」と意義づけている20）。
戦地の現実と「東亜新秩序論J とのギャップは
小岩井の書院大学における研究・教育活動の実践
の中で鮮明になっていく。象徴的な事件は 1944
年 lO月学徒勤労隊が動員された中でおこった。
12 月 19 日三菱重工造船所が爆撃され防空壕に退
避していた学生 6 名が爆死し、小岩井の指揮のも
と遺体が発掘され市われた。当時予算打ち合せの
ため上京していた本間学長は数日後小岩井から、
「学徒勤労隊の造船所行きは中 11二、引揚命令を出
した。その結果に対しては自分が全責任を負う」
との電報を受け取った。本聞は次のように回想し
ている。当時学徒動員に関する諸指令があり、工
場の受入態勢不適と認める場合には学校で引揚命
令を出すことも出来ることになっていたが、この
規定を発動した例は聞かなかった。必ずや軍官と
トラブルが起きることが懸念された。果して上海
海軍武官府・上海大東亜省文化部から強硬な抗議
を受け、同文書院などツブシテしまえという話さ
え出たとの噂もあったが、「交渉に当った小岩井
先生の学生教育の真撃な態度、愛情、誠意が人の
心を打つものがあったろう、海軍武宮府もようや
く了承したとのことであった」、「この時だけはさ
すがに小岩井先生も心配したようであったが、こ
の事件はよく先生の人となりの一面をうかがうこ
とができる」21＼学生の徴兵猶予が停止され徴兵
が始まると書院生が訓練中現役兵に殴打されると
いう事件がおこったが、この時は夜中にもかかわ
らず本間学長と小岩井が抗議のため「軍」に赴い
たという。同僚の書院生はのちにこの抗議につい
て「学園の自由と自治権を主張された勇気ある態
度」「『自由』の尊さを教えて下さった課外授業」
と回顧している山。
動員された書院学生の多くが「皇軍」の残虐を
目撃して大学の理念との相違を自覚していったよ
うに、小岩井もまた同文書院大学での研究・教育
活動の実践を通して、嘗て大衆活動の中で培われ
た人間的資質をとり戻していったのであった。本
間学長は、敗戦処理に果した小岩井の役割を高く
評価し、教職員・学生一同の引揚げが整然と行わ
れたことで、敗戦の混沌の中にも本閣を助けて「常
に大局を締めてくれた」と小岩井への信頼が衆目
の一致するところであったと書いている。小岩井
が同文書院に来て年数も浅く教授としては古参と
はいえないが、「序列、順位を抜きにして教職員
に重きをなしていた」とその人物像を描いた23）。
愛知大学誕生の契機はこのように敗戦処理の中で
も宵まれていた。
敗戦は小岩井を「東亜新秩序論」の純から完全
に解放した。細迫朝夫は、義父兼光が共産党入党
を決断した心境を綴り、小岩井に行動をともにす
ることを訴えた書簡を託されたことを「私観・小
岩井浄J 論で書いている。小岩井はこれに対し、
大学の仕事のため暫く待つようにということと、
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1946年帰国直後にすでに大阪で書類を出してい
ることを返書で回答したという。 1947年暮のこ
とであった。共産党はこれを受け入れなかった。
徳田球ーがその直後講演で‘豊橋に来た時、小岩井
は徳田を訪ねたが徳田を納得させることはできな
かった 24 ）。
それより JO年後小岩井の『還暦記念論文集』
が出版されたが、末尾に掲載された生涯にわたる
主な著作・論文の目録には、転向期の著作・論文
は r改造』 1939年 5 月号「戦争と社会生活」と
前述 r東亜研究』掲載論文以外に一切記載されな
かった。『改造』論文は戦争の社会生活に与えた
作用と変化を「冷静な観察者の眼」をもって追究
しようとしたものであるが、これらを除いて転向
期の著述は歴史の奔流に弄ばされた悪夢として消
去されることを望んだのであろう。その後共産党
の春日庄次郎のグループより使いが訪れ、小岩井
に入党の意思があるか否かを問おうとした25）が、
すで、に小岩羽ニは亡くなっていた。小岩井の大学葬
には党中央委員会の弔辞をもって砂間一良が参列
したが、行き違いがあって砂間は弔辞を読む機会
を逃した26）。
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むすび
戦後小岩井揮は本間喜ーを助けて、愛知大学の
創立、発展に指導的役割を果した。小岩井の筆に
なる大学の r設立趣意書」 I）に表現されているよ
うに、愛知大学創設の精神は、世界平和と文化の
興隆、国際的教養と視野をもっ人材の育成であっ
た。中国研究・教育の重視は、たとえば中文専攻
科目や第一外国語として中国語の設置のほか、最
初の研究機関として国際問題研究所が小岩井の主
導のもとで設置され、 1953 （昭和 28）年から新
中国の共同研究が本格化、人民政治協商会議共同
綱領、新中国憲法の共同研究の成果があいついで
公刊された。個人研究としても国際問題研究所機
関誌をはじめ学術雑誌などに多くの論文を寄稿し
た。 68年に刊行された『中日大辞典』の編纂事
業にも小岩井は本間喜ーとともに推進をはかっ
た。本聞はこのような小岩井の大学創設時に果し
た役割について、「先生が後年日中友好を主張し、
中国問題の研究を重視したことは、愛大創立の趣
意書や中国関係の講義科目、研究所の設置等に依
ってよく判るところであるが、これらは恐らく先
生の上海生活における中国社会の見聞、研究の賜
であったろうと思われるJ と回想している九ま
た、アジア・アフリカ法律家会議へ日本代表団長
として参加、国際的な平和・文化交流の運動に貢
献した。
小岩井は大学卒業後、日本農民組合顧問弁護士
となり農民運動・労働運動に献身した。この問、
農民労働党・労農党・新労農党に参加し、最初の
無産政党である農民労働党（即日禁止）や新労農
党解党運動では指導的役割を果した。日中戦争開
戦前の人民戦線運動では、小岩井は大衆啓蒙活動
や理論活動で大きな役割を果した。 1937年治安
維持法違反で五度目の入獄ののち、転向し国民思
想研究所を経て、上海に渡り、 41 年東亜同文書
院大学に迎えられた。このように小岩井は戦前の
左翼知識人のある意味で典型とも言える経歴をた
どった。
小岩井は戦前の活動の中で一時共産党に関係
し、また党組織を離れたのちもコミンテルンの日
本革命論である「32年テーゼJ の方針にそって
活動した時期があった。しかし人民戦線論を形成、
発展させる過程で「32年テーゼJ の革命論から
脱却し民主主義者の立場を確立した。この過程で
「32年テーゼ」の理論的支柱であった講座派の日
本資本主義論を批判・修正する論文を発表し、日
本ファシズムの経済的基礎を明らかにし、天皇制
ファシズム論の先駆とも言える日本ファシズム論
を展開した。
小岩井が、民主主義の問題について、日本の封
建的残存物に対する闘争、すなわち労働者農民が
ブルジョア民主主義の未達成の部分を実現してい
く闘争と、ファシズムに対する民主主義のための
闘争は基本方向は同じであり、結局は同じもので
あるとの観点を主張した「32年テーゼ」の民主
主義革命論では、封建的な絶対主義天皇制を打倒
する民主主義革命を完成し、ひきつづいてプロレ
タリア民主主義というこ段階の革命の中で、民主
主義は段階的にあるいは質的に区別されていた。
野坂参三の、日本の人民戦線運動は民主主義革命
運動の性質をもっという場合も同様であった。小
岩井が「政治的自由」の要求・獲得は議会制度を
はじめ国家・政治機構さらに社会制度の民主化の
「前進」のための「集中された目標」であるとい
う時、現在の「議会」を通じての「社会主義への
前進」という日本共産党の立場により近いもので
あった。すなわちレーニン的階級国家論からの現
在の民主主義論への転換とも言うべき理論上の意
味をもっとも見うるものであった。そしてこのよ
うな小岩井の理論的立場を支えたのは、小岩井の
大衆運動の実践的立場を重視する姿勢と、社会・
政治分析におけるその実証的視点、を一貫したこと
にあったと思われる。
転向後上海へ渡った小岩井は、日本占領下の中
国の現実を目撃し、またとくに東亜同文書院大学
での研究・教育活動に専念するなかで、転向時の
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日本主義思想の拘束から離脱していく。学問研究
と教育を追求する小岩井の姿勢は、ーたび辞表を
提出した本間喜一の大学復帰を求める学生・教員
の運動の支えとなったが、この学生・教員と本
間・小岩井の信頼関係は、敗戦の混沌の中での引
揚事業を通じて一層強固なものとなっていく。本
聞はこのような小岩井の大学生活の一端を次のよ
うに描いている。「先生は平素学生を愛した。そ
の周囲には何時も学生の集りがあって、中国の政
治、経済、社会事情の研究討論をしていた。単に
文献ばかりではなく、これら学生の前線からの報
告書、実見談なども資料としていた。時々私も陪
席して拝聴することもあった。毛沢東の三風粛正
論（延安抗日大学開校の講演）中の共産八股文（マ
ルキシズム公式偏向）の弊風を非難した点などの
報告を感心して聞いた覚えがある」3) 0 
愛知大学創設の精神、国際平和と民主主義に立
脚した教育と研究の発展の精神は、たんに日本敗
戦という時代に迎合したいわば歴史的転換期に順
応しただけのものではなかった。それは、東亜同
文書院大学において学問と教育を発展させようと
して築かれた教員・学生の信頼関係を「契機」と
し、それを土台として生まれたものであった。小
岩井揮にとって言えば、その中で小岩井が重要な
役割を果たしたというだけでなく、転向思想から
解放されたその人間的資質を取り戻して行く過程
でもあった。それは、戦前の解放運動・平和運動
において形成された思想的立場の復活・再生の意
味をもった。そして、同文書院大学での研究・教
育活動の実践がそれを準備し、育んだのである。
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